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今般、地方独立行政法人会計基準等研究会により、「地方独立行政法人会計基準

及び地方独立行政法人会計基準注解報告書」が取りまとめられ、さらに、これが総

務省令に位置付けられ、地方独立行政法人に係る会計基準が策定されたところであ

る。

この「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」に関する

Ｑ＆Ａは、地方独立行政法人会計基準等に関して、その実務上の留意点をＱ＆Ａの

形式で記述し、平成１６年３月に取りまとめ、平成２１年３月、平成２３年４月、

平成２４年４月、平成２６年７月、平成２９年５月、令和４年９月及び令和６年

３月に改訂を行い、今般、その後の状況の変化等のため改訂を行ったものである。

Ｑ＆Ａの文中「法」とあるのは地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）

を、「会計基準」とあるのは地方独立行政法人会計基準を、「注解」とあるのは地

方独立行政法人会計基準注解を指している。また、「Ｑ１５－１」等のＱ番号は、

地方独立行政法人会計基準の番号に対応している。

なお、本Ｑ＆Ａにおいても、会計基準と同様、公営企業型については別に整理し

ているところである。
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｢地方独立行政法人会計基準及び
地方独立行政法人会計基準注解｣に関するＱ＆Ａ

第１章 一般原則

Ｑ０―１ 地方独立行政法人会計基準、同注解及び本Ｑ＆Ａに詳細な規定がないも

のの取扱いについては、原則として一般に公正妥当と認められた企業会計原則に

準拠した会計処理及び表示によることでよいか。

Ａ

１ 法第 33 条では、「地方独立行政法人の会計は、総務省令で定めるところにより、

原則として企業会計原則によるものとする。」とされており、地方独立行政法人

会計基準は、企業会計原則に準拠しつつ、公的な性格を有する等の地方独立行政

法人の特性を考慮し、必要な修正を加えたものである。なお、地方独立行政法人

会計基準は、一般的かつ標準的な基準を示すものであり、この基準に定められて

いない事項については、一般に公正妥当と認められている企業会計原則に従うこ

とになる（「地方独立行政法人会計基準の設定について」（平成１５年１２月１

９日地方独立行政法人会計基準等研究会）４参照）。

２ また、ここでいう企業会計原則とは、昭和２４年７月９日に設定された「企業

会計原則」のほか、「金融商品に関する会計基準」、「退職給付に関する会計基

準」等の企業会計審議会又は企業会計基準委員会で設定された会計基準や、「金

融商品会計に関する実務指針」等の日本公認会計士協会会計制度委員会報告等が

含まれる広い概念である。

３ なお、地方独立行政法人会計基準については、独立行政法人会計基準及び国立

大学法人会計基準を基礎として作成しているものであり、会計処理に当たっては、

それらの会計基準等に関するＱ＆Ａも参考となる。

Ｑ０－２ 「地方独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」（令和４年８月

３１日 地方独立行政法人会計基準等研究会）が公表されているが、会計基準及び

注解との関係はどのように理解すればよいのか。

Ａ

「地方独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」（以下「基本的な指針」

という。）は、地方独立行政法人の財務報告の基礎にある前提や概念を体系化し

たものである。また、今後の地方独立行政法人会計基準及び関係通知の改訂等に

当たっての基本的な指針を提示するものであり、地方独立行政法人会計基準及び

関係通知に定められていない財務報告上の論点を取り扱う際に参照されるもので

ある。

  これを受けて令和４年８月３１日改訂の会計基準及び注解では、財務諸表の役

割及び体系、財務諸表の構成要素など、所要の改訂を行った上で、「地方独立行

政法人会計基準の改訂について」において、基本的な指針が改訂後の会計基準及

び注解の基礎にある前提や概念を理解する際に参照すべきものであることを示し

ている。

  したがって、基本的な指針は会計基準及び注解の改訂に当たって参照されるも
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のであるが、法第 33 条に基づく地方独立行政法人の会計として、直ちに会計処理

及び表示に影響を及ぼすものではない。

Ｑ２―１ 地方独立行政法人が備えるべき会計帳簿の体系は何か。

Ａ

１ 会計基準では、地方独立行政法人の会計は、正規の簿記の原則に基づいて、そ

の財政状態及び運営状況に関する全ての取引その他の事象について、複式簿記に

より体系的に記録し､正確な会計帳簿を作成しなければならないとされている。

２ 複式簿記における基本的な会計帳簿の体系例は以下のとおり。

     

会 計 帳 簿

       主 要 簿  

仕訳帳→総勘定元帳→試算表→会計単位の結合など→財務諸表

取引   （会計伝票）   ↓
補助簿→  照合

       現金出納帳

       預金出納帳
       各種収益内訳帳

       資産・負債内訳帳

Ｑ４―１ 重要性の原則の適用の仕方については、企業会計原則の注解で例示され

ているような取扱いと同じと考えて良いか。

Ａ

  重要性の原則については、会計基準第４及び注解３において、以下のとおり記

載されている。

① 取引その他の事象の金額的側面及び質的側面の両面から重要性を判断するこ

と、

② 重要性の判断は、記録、計算及び表示について行われること、

③ 質的側面の考慮については、地方独立行政法人の公共的性格に基づく判断も

加味して行うこと、

④ 重要性の乏しいものについては、本来の方法によらないで他の簡便な方法に

よることも認められること。

設問にあるように、企業会計原則注解においても、重要性の原則が規定されて

いるが、その内容は、主として重要性の乏しいものについて会計処理の観点から、

簡便な取扱いについて具体的な例示が行われているものである。会計基準におい

ても、上記④で述べるように、企業会計原則注解と同様、重要性の乏しいものに

ついての簡便な取扱いを認めており、上記③に該当する場合などの特段の問題が

ない限り、企業会計原則注解が例示するような具体的な取扱いが認められる。

Ｑ４―２ 統一的取扱いをする必要がある「一定の事項」とはどういったものか。

Ａ

１ 「一定の事項」とは、法人間の比較可能性を確保するため、統一した会計処理

等を必要とする事項である。したがって、「一定の事項」に該当する場合、個々



3

の法人の判断で重要性がないことを理由に簡便な会計処理をすることは認められ

ない。

２ 具体的には、公立大学法人の基本構造に関する会計情報の事項のうち、特に法

人間の比較可能性を確保するために必要と判断される事項である。例えば、教

育・研究の基礎を形成する、図書、美術品・収蔵品等に関する事項（注解３６、

注解３７参照）、棚卸資産の評価基準及び評価方法（会計基準第３０参照）等が

挙げられる。

第２章 概念

Ｑ８―１ 地方独立行政法人における研究開発費は、企業会計審議会が公表した

「研究開発費等に係る会計基準」に従って処理すべきか。その場合、特定の研究

開発目的のみに使用され、他の目的に使用できない有形固定資産は研究期間が複

数年にわたる場合でも、取得時に費用処理するのか。

（関連項目：第７９ 運営費交付金の会計処理）

Ａ

１ 会計基準は、研究開発費の会計処理について基準を設けていないが、会計基準

に定められていない事項については、一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に従うこととされているほか、注解７において「研究開発費等に係る会計基準」

（平成１０年３月１３日企業会計審議会。一部改正平成２０年１２月２６日 企

業会計基準委員会）を引用していることからも、研究開発費等に係る会計基準に

準拠した会計処理を求めているものと考える。

２ 研究開発費等に係る会計基準では、研究開発費は、全て発生時に費用として処

理することを原則としており、特定の研究開発目的のみに使用され、他の目的に

使用できない機械装置等は研究期間が複数年にわたる場合でも、取得時に即時償

却することとなる。なお、受託研究は受託収入を獲得することが確実な活動であ

り、受託収入で購入した償却資産については、このような即時償却の会計処理は

適用されない。

３ なお、ある特定の研究開発目的に使用された後、他の目的に使用できる場合に

は、機械装置等として資産に計上することとなるが、この場合、他の目的に使用

できる場合とは、地方独立行政法人の他の業務に使用できる場合のほか、他の研

究開発目的に使用できる場合を含むほか、必ずしも判定の時点において他の目的

への使用予定・計画が明確になっている場合に限ることなく、使用予定が明らか

でなくても、汎用性があり他の目的に使用することが容易な場合には、当該機械

装置等を資産に計上することが認められる（「研究開発費及びソフトウェアの会

計処理に関するＱ＆Ａ」（ 終改正平成２６年１１月２８日日本公認会計士協会

会計制度委員会）参照。）。

４ また、「特定の研究開発目的｣とは、地方独立行政法人の定款において「業務の

範囲」として規定されているような大きな目的ではなく、「個々の具体的な研究

開発目的」を意味している。したがって、長期的な研究プロジェクトの研究テー

マＡに使用する目的で購入した償却資産を同一プロジェクトの研究テーマＢで使

用することが想定されるような場合には、資産に計上することとなる。
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Ｑ８－１－２ 公立大学法人においては、受託研究費により固定資産を取得した場

合の取扱いはどうするのか。また、受託研究費による費用の取扱いはどうするの

か。

Ａ

受託研究費により固定資産を取得した場合の会計処理を簡単な例で示すと次の

とおり。なお、１年契約で初年度期首に器具備品９０（耐用年数３年）を取得し

たものとし、当該固定資産の取得に係る会計処理のみを例示する。なお、当該資

産は、当該受託研究契約終了後も使用する予定である。

（１年目）

受領時

（借）現金       ９０  （貸）前受受託研究費   ９０

取得時

（借）器具備品     ９０  （貸）現金        ９０

減価償却時

（借）受託研究費    ３０  （貸）減価償却累計額   ３０

収益化時

（借）前受受託研究費  ９０  （貸）受託研究収益    ９０

（２年目）

減価償却時

（借）受託研究費    ３０  （貸）減価償却累計額   ３０

（３年目）

減価償却時

（借）受託研究費    ２９  （貸）減価償却累計額   ２９

このように当該事業のみに着目すると、単年度契約の場合、初年度では利益が

計上され､翌年度以降は減価償却費部分が損失として計上されることになる。なお、

受託研究契約による収入を財源として取得した固定資産であることから、受託研

究契約終了後の使用目的が受託研究期間に係る使用目的と明らかに異なる場合を

除き、受託研究契約終了後の減価償却費は受託研究費に計上することとする。

また、上記仕訳例では、損益計算書上の表示科目を用いているが減価償却費等

の勘定科目の使用を妨げるものではない。

Ｑ８―２ ある研究のための研究受託収入で償却資産を購入し、当該資産が他の研

究に使用可能な場合は、どのような会計処理を行うべきか。当初の研究が終了し

た後も当該資産について償却を続けなければならないのか。

Ａ

１ 設問のような受託研究は受託収入として収益を獲得することが確実な活動であ

るため、「研究開発費等に係る会計基準」が適用される研究活動には当たらない

ものと考えられる。

２ したがって、公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、受託研究収入

によって償却資産を購入した場合には、購入時において当該資産を使用する予定

の期間を耐用年数として償却し費用化することになる。

３ 公立大学法人においては、ある研究のために受託研究収入によって償却資産を
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購入し、当該資産が当該研究の終了後に他の目的に使用することが困難な場合に

は、購入時において当該受託研究期間を耐用年数として償却し費用化することに

なる。当該研究が終了するまでの予定の期間が１年未満の場合には、資産計上し

た後に償却し費用化することとなる。当該取扱いについては、共同研究や受託事

業等についても同様である。

４ 一方、公立大学法人において、当該資産を当該研究の終了後も使用する予定で

ある場合は、税法上の法定耐用年数とし、残存価額は備忘価額（１円）とする。

５ なお、公立大学法人においては、Ａ４の耐用年数の取扱いは、当該受託研究の

契約開始日に関わらず令和５事業年度以降に取得する固定資産から適用すること

とし、それ以前に取得した固定資産の耐用年数を修正する必要はない。

Ｑ８－３ 公立大学法人においては、受託研究収入により図書を取得した場合の取

扱いはどうするのか。

Ａ

  公立大学法人における図書とは、附属図書館が組織として管理する教育・研究

の用に供される図書とされており、取得財源や金額のいかんにかかわらず取得価額

をもって資産計上することとしている。受託研究収入により図書を取得した場合に

ついても同様に資産計上する取扱いとなる。研究期間終了後、なお他の目的に使用

予定の場合は、各公立 大学法人における図書の管理の実態に応じ、以下の(ｱ)又は

(ｲ)のいずれかにより会計処理を行うものとする。

(ｱ) 受託研究期間終了時に備忘価額を残して償却する取扱い。これは、受託研究

収入により取得した償却資産は、備忘価額を残し償却する（Ｑ８－２ 参照）取

扱いと同様である。

(ｲ) 受託研究期間終了時に全額償却せずに除却時に償却する取扱い。なお、当初

の取得価額とするのは、図書については除却時までその効用が減少するとは考

えにくいためである。

Ｑ８―４ 固定性配列法としたのはどうしてか。

Ａ

地方独立行政法人の主要な財産は、建物、土地、機械装置等の固定資産から構

成されることが想定され、これらが住民等から地方独立行政法人に付託された経

済資源の基礎を形成することから、企業会計の貸借対照表における「流動性配列

法」とは異なる「固定性配列法」を採用している。

なお、企業会計においても、電力、ガス、鉄道等で、また、国立大学法人会計

で固定性配列法が採用されている。

Ｑ９―１ 地方独立行政法人の貸借対照表における固定資産の計上基準は何万円以

上とするか。

（関連項目：第４ 重要性の原則）

Ａ

１ 地方独立行政法人においては、その業務目的を達成するために所有し、かつ、

加工又は売却を予定しない財貨で、耐用年数が１年以上の財貨は固定資産に計上

することになる（注解 10 第５項参照）。

  ただし、償却資産のうち、この条件を満たすものであっても、１個または１組
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の金額が一定金額以下で、重要性の乏しいものについては、貸借対照表の固定資

産には計上せず、消耗品費等その性格を表す適切な費用科目を付して損益計算書

に計上することも認められる（会計基準第４参照）。

２ 貸借対照表上の固定資産に計上するか損益計算書において適切な費用科目で処

理するかの判断は、地方独立行政法人移行前の組織である設立団体での当該資産

についての物品管理の状況等も参考にしながら、地方独立行政法人の業務の性格

や当該資産の利用状況及び管理状況等により法人ごとに判断するべきものである。

３ なお、出資対象資産の中に基準となる一定金額未満の償却資産がある場合には、

当該資産は貸借対照表に計上されることに留意しなければならない。

  また、非償却資産については、金額に関わらず固定資産に計上することとする。

Ｑ１３―１ 地方独立行政法人の通常の業務活動において発生した取引を「未収

金」、「未払金」とした理由如何。

Ａ

１ 企業会計において、一般に「通常の取引に基づいて発生した営業上の未収金又

は未払金」を「売掛金」「買掛金」という勘定科目で表示している（「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大蔵省令第５９号。以

下「財務諸表等規則」という。）第１５条第３号及び第４７条第２号参照）。

ただ、企業会計の実務においても、通常の取引に基づいて発生した営業上の未

収金や未払金について、「××未収金」「××未払金」などという勘定科目に置

き換えて表示されることも広く行われるなど、弾力的な取扱いが認められている

ところである。

２ そこで、営利を目的としない地方独立行政法人の会計基準においては「未収

金」、「未払金」としたほうが適切であると考えたものである。また、地方独立

行政法人においては、企業会計における「通常の取引」よりは｢通常の業務活動｣

という表現が適切と考えられることから、そのように表現を修正している。ただ

し、企業会計と同様に、弾力的な取扱いも認められると考える。

３ なお、通常の業務活動には、地方独立行政法人の経常的な業務活動は全て含ま

れる。したがって、経常的な業務活動である限り、当該法人の業務目的に直接関

連する活動のみならず、間接的な活動も含まれると解する。

Ｑ１３―２ 地方独立行政法人がその出先機関に一定期間（１カ月）の資金をあら

かじめ交付する場合、「流動資産」の勘定科目「前渡金」として整理し、精算報

告をもって該当勘定科目に振り替えることになるのか。

Ａ

  「前渡金」は、飽くまでも外部の取引者に対し支払った原材料、商品等の購入

のための前渡代金等を表す勘定科目であり、設問のようなケースにおいては、財

務諸表上「現金及び預金」として表示される。

（参考）

なお、期中に、出先機関など自己の組織内の会計単位への資金移動を行う場合

は、通常「前渡金」という勘定科目を使用せず、出先機関の会計組織によるが、

「小口預金」（日常頻繁に生ずる小口経費の支払いのために一般現金から区分さ

れた現金の出納を処理する勘定）とするか、出先機関を支店ととらえ、支店に対

しての現金預金の振替とみて、支店会計の「現金及び預金」とすることが通例で
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ある。

Ｑ１５―１ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、償却資産を無償取

得した場合の会計処理として、貸方項目に資産見返負債を計上することになるの

か。

（関連項目：第２６ 無償取得資産の評価、第７９ 運営費交付金の会計処理、第

８１ 補助金等の会計処理、第８３ 寄附金の会計処理）

Ａ

償却資産を無償で取得した場合の扱いについては、以下のとおり、寄附金や運

営費交付金によって、資産を取得した場合の扱いに準じて考えることができる。

①設立団体から譲与を受けた場合

設立団体からの譲与については、運営費交付金で償却資産を購入した場合と

同様に考えられることから、会計基準第７９第７項(1)イと同じ取扱いとする。

すなわち、資産見返の負債項目を計上し、毎事業年度、減価償却に相当する金

額を取り崩して収益に振り替えることが適当である。

②設立団体以外の者から贈与された場合

設立団体以外の者から贈与された場合は、寄附金により償却資産を購入した

場合と同様に考えられることから、会計基準第８３第２項(2)及び第３項と同じ

取扱いとする。すなわち、その寄附財産について、寄附者がその使途を特定し

た場合又は地方独立行政法人が使用に先立ってあらかじめ計画的に使途を特定

した場合においては、資産見返の負債項目を計上し、毎事業年度、減価償却に

相当する金額を取り崩して収益に振り替えることが適当である。また、客観的

に寄附財産の属性や地方独立行政法人の業務目的等を総合的に判断すると当該

財産を換金し無目的の寄附金として管理せざるを得ない場合など、寄附者若し

くは地方独立行政法人のいずれにおいてもあらかじめ使途が特定したと認めら

れない場合には、取得資産の時価に相当する額を受贈益として計上することが

適当である。

Ｑ１５－２ 公立大学法人においては、償却資産を無償取得した場合の会計処理と

して、貸方科目は物品受贈益となるのか。

（関連項目：第２６ 無償取得資産の評価、第８３ 寄附金の会計処理）

Ａ

償却資産を無償で取得した場合の扱いについては、以下のとおり、寄附金や運

営費交付金によって、資産を取得した場合の扱いに準じて考えることができる。

なお、科学研究費助成事業等を財源とした資産について寄附を受けた場合は、

「設立団体以外の者から贈与された場合」に該当することとなる。

①設立団体から承継された場合

設立団体からの承継については、寄附ではないことから、承継時に物品受贈

益を計上することとする。

②設立団体以外の者から贈与された場合

設立団体以外の者から贈与された場合は、寄附金により償却資産を購入した

場合と同様に考えられることから、寄附者がその使途を特定した場合又は公立
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大学法人が使用に先立ってあらかじめ計画的に使途を特定した場合においては、

その寄附財産の時価に相当する額を寄附金収益として計上することとする。

Ｑ１５－３ 公立大学法人においては、資産見返負債の会計処理の変更に伴う初年

度の会計処理はどのように行えばよいか。

Ａ

１ 令和４事業年度末の資産見返負債は、令和５事業年度期首に全て収益化し、臨

時利益の資産見返負債戻入に計上する。建設仮勘定見返運営費交付金等や建設仮

勘定見返寄附金（特許権仮勘定見返運営費交付金等など無形固定資産に係る仮勘

定の資産見返負債も含む）は法的な返還義務等はないと考えられることから、同

様に収益化する。ただし、次のものについては、この限りでない。

資産見返補助金等は、令和５事業年度期首残高を固定負債の長期繰延補助金等

へ振り替える。

建設仮勘定見返補助金等（特許権仮勘定見返補助金等など無形固定資産に係る

仮勘定の資産見返補助金等を含む）も長期繰延補助金等へ振り替える。その後、

現実に引渡しを受けたときに、非償却資産の場合は資本剰余金に振り替え、償却

資産の場合は毎事業年度、減価償却相当額を取り崩して補助金等収益に振り替え

る。

建設仮勘定見返施設費は預り施設費へ振り替え、現実に引渡しを受けたときに

資本剰余金又は施設費収益に振り替える。

２ 当該会計基準の変更に係る資産見返負債の戻入は臨時利益に計上し、損益計算

書及び公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの注記

にその内容を注記することとする。

＜例示＞

  令和４事業年度末時点の資産見返負債の残高は以下のとおりである。

資産見返運営費交付金等 50

資産見返寄附金     30

建設仮勘定見返施設費  20

令和５事業年度期首（資産見返負債の振替）

資産見返運営費交付金等

資産見返寄附金

建設仮勘定見返施設費

50

30

20

資産見返運営費交付金等戻入（臨

時利益）

資産見返寄附金戻入（臨時利益）

預り施設費

50

30

20

注記

（損益計算書関係）

臨時利益のうち、資産見返運営費交付金等戻入 50、資産見返寄附金戻入

30 は会計基準改訂に伴い期首に計上した資産見返負債の収益化額である。

（公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの注記関

係）

（控除）自己収入には、会計基準改訂に伴い期首に臨時利益に計上した資

産見返寄附金戻入 30 が含まれている。
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３ 令和５事業年度期首に収益化した資産見返負債戻入のうち、公立大学法人の業

務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの注記において、損益計算書上

の費用から控除する自己収入等として扱う対象は以下のとおりとする。

収入の区分 損益計算上の費用から控除することの可否

資産見返運営費交付金等戻入のうち

運営費交付金を財源とするもの
控除できない。

資産見返運営費交付金等戻入のうち

授業料を財源とするもの
控除できる。

資産見返寄附金戻入 控除できる。

資産見返物品受贈額戻入 控除できない。

Ｑ１５―４ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、会計基準第１５で

は、資産見返負債（中期計画又は事業計画（申請等関係事務処理法人が法第８７

条の１２第１項の規定による関係市町村申請等関係事務を行う場合は、事業計画

又は関係市町村事業計画。以下同じ。）（以下「中期計画等」という。）の想定

の範囲内で、運営費交付金により、又は国若しくは地方公共団体からの補助金等

により補助金等の交付の目的に従い、若しくは寄附金により寄附者の意図に従い

若しくは地方独立行政法人があらかじめ特定した使途に従い償却資産を取得した

場合に計上される負債をいう。）が固定負債に属するとされているが、ここで言

う「特定した使途」とは、具体的にどのようなことを考えているのか。地方独立

行政法人の業務の用途に供することでよいのか。

（関連項目：第１４ 負債の定義、第８３ 寄附金の会計処理）

Ａ

１ 寄附金は、寄附者が地方独立行政法人の業務の実施を財政的に支援する目的で

出えんするものであって、その本来的な性格は、地方独立行政法人にとって直ち

に会計的な意味での負債に該当するものとはいえない。したがって、法人が寄附

金を受領した時点で寄附金債務として負債に計上するためには、会計基準が規定

する負債の定義に合致することが必要であって、受領した寄附金の全てについて

寄附金債務として負債計上できるとするものではない。負債の定義に合致せず、

かつ、資本剰余金に計上すべき場合にも該当しない場合には、企業会計の慣行に

立ち返り、受領時点で寄附金相当額を収益に計上することになる。

２ 会計基準第１４第１項では、「地方独立行政法人の負債とは、過去の事象の結

果として地方独立行政法人に生じている現在の義務であり、その履行により地方

独立行政法人のサービス提供能力の低下又は経済的便益を減少させるもの」と規

定している。地方独立行政法人の会計において負債に計上するには、その前提と

して、当該寄附金の受領が地方独立行政法人に何らかの義務をその時点において

生じさせていることが必要である。

３ このような観点から、会計基準では、(ア)寄附者がその使途を特定した場合及

び(イ)寄附者が特定していなくとも地方独立行政法人が使用に先立ってあらかじ

め計画的に使途を特定した場合において、寄附金を受領した時点では寄附金債務

として負債に計上すると規定したところである（会計基準第８３参照）。（なお、

設問の資産見返負債とは、この寄附金債務を負債に計上し得る場合で、かつ、当
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該寄附金を財源として、会計基準第８３第２項(2)に沿った会計処理が行われる場

合において発生する別の負債項目である。）

４ 使途の特定の程度については、この趣旨に従い、地方独立行政法人において寄

附金を何らかの特定の事業のために計画的に充てなければならない責務が生じて

いると判断できる程度、すなわち、法人に対して当該寄附金の使用状況について

管理責任が問える程度に特定されていることが必要である。

５ 具体的には、地方独立行政法人の業務に使用するといった漠とした程度では不

十分であり、当該法人の業務に関連した用途の種類、使用金額、使用時期などが

明確になっていることが必要と考える。

６ 特定の方法については、典型的には、中期計画等において定めることを想定し

ているが、中期計画等において特定することが客観的に難しいと判断される場合

には、寄附金受領後使用するまでに当該寄附金の使途を定めた事実が事後的に検

証可能な事例においても、中期計画等において特定した場合に準じた取扱いも認

められるものとする。

Ｑ１５－５ 受託研究及び共同研究、受託事業及び共同事業のそれぞれの定義は何

か。

Ａ

１ 「受託研究」とは、公立大学法人において外部からの委託を受けて法人の業務

として行う研究で、これに要する経費を原則として委託者が負担するもののこと

である。

２ 「共同研究」とは、

① 公立大学法人において、民間等外部の機関から研究者及び研究経費等を受け

入れて、当該法人の教員が民間等外部の機関の研究者と共通の課題について共

同して行う研究

② 公立大学法人及び民間等外部の機関において共通の課題について分担して行

う研究で、当該法人において、民間等外部の機関から研究者及び研究経費等、

又は研究経費等を受け入れるもののことである。

３ 「受託事業」とは、公立大学法人において外部からの委託を受けて法人の業務

として行う諸活動のうち、受託研究を除くものであり、これに要する経費を原則

として委託者が負担するもののことである。公立大学法人は、契約に基づき当該

業務の成果を委託者に報告する等の義務を負う。

４ 「共同事業」とは、公立大学法人において民間等外部の機関と特定の業務につ

いて法人の業務として共同して行う諸活動のうち、共同研究を除くものであり、

これに要する経費は原則として民間等外部の機関が負担するもののことである。

Ｑ１５－６ 次の科目は、具体的にはどのようなものか。

(1) 長期借入金

(2) 公立大学法人債

(3) 長期未払金

Ａ

(1) 長期借入金

  地方独立行政法人が行う返済期限が１年を超える借入金のことであり、借入時

に当該金額を負債計上する。返済したときに借記する。分割返済の約定のある長
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期借入金で、１年以内に返済期限の到来する金額については、流動負債へ表示す

る。また、支払利息の計上は発生主義により行なう。

(2) 公立大学法人債

公立大学法人が資金調達のために債券を発行した場合の負債額。一般的には、

債券を発行し、引受けがあった時点で当該額面金額を負債計上する。返済したと

きに借記する。なお、公立大学法人債を額面金額と異なる金額で発行した場合の

発行差額は債券発行差額の科目にて負債の部に計上することとなる。(Ｑ８８－１

参照)

(3) 長期未払金

  地方独立行政法人が長期契約等に基づき一定の金額を支払う義務を負う場合の

未払い残高をいう。例えばファイナンス・リース契約に基づく債務のうち１年超

のものが該当すると考えられる。

  契約締結時に当該契約に基づく金額を負債計上する。返済したときに借記する。

Ｑ１６－１ 公立大学法人においては、次の科目は、具体的にはどのようなものか。

(1) 授業料債務

(2) 預り補助金等

(3) 科学研究費助成事業等預り金

(4) 預り金

(5) 未払消費税等

Ａ

(1) 授業料債務

  教育の対価として学生より受領した授業料の未経過分のこと。学生に教育とい

うサービスを提供する義務という意味で負債計上される。

【処理例】

  授業料受領時（前年度３月に次年度前期分を受領）

   （借）現金預金    １，０００ （貸）前受金   １，０００

  当年度４月１日付で前受金を授業料債務に振り替え

   （借）前受金     １，０００ （貸）授業料債務 １，０００

  当年度中に授業料債務を授業料収益に収益化（期間進行基準）

   （借）授業料債務   １，０００ （貸）授業料収益 １，０００

期間 （学期）の経過とともに収益化されるべきものであるため、原則として期

末に負債残高が残ることはない。

(2) 預り補助金等

  公立大学法人が行う業務のうち、特定の事務事業に対して交付された補助金等

の未使用額のこと。

(3) 科学研究費助成事業等預り金

  研究費等を補助する目的で国から交付された科学研究費助成事業等による補助

金等の未使用額のこと。研究者に渡すべき一時的な預り金という意味で負債計上

される。

(4) 預り金

  寄宿寮における私費負担光熱水料、学内宿泊施設雑費等の、寄宿寮または学内

宿泊施設等における経費の対価として学生、研究者等より受領した個人負担に係

る負担金等のこと。
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(5) 未払消費税等

  納付すべき消費税等のうち未納付額のこと。消費税等の処理方法は、税込方式

によるので、年度末においては、消費税申告作業時に認識された未払消費税額を

計上する。なお、還付消費税がある場合には未収消費税を流動資産の部に計上す

る。

Ｑ１６－３ 公立大学法人においては、科学研究費助成事業等による補助金等に係

る間接経費相当額の取扱いは具体的にどうするのか。また、受託研究費に係る間

接経費の取扱いはどうするのか。

Ａ

１ 科学研究費助成事業等による補助金等に係る間接経費とは、科学研究費助成事

業等による研究を行う際に、補助事業者（研究代表者）が所属する研究機関が研

究遂行に関連して必要とする経費であり、科学研究費助成事業等の資金を効果

的・効率的に活用できるよう、研究の実施に伴い研究機関において必要となる管

理等に係る経費を直接経費に上積して措置されるものである。

  科学研究費助成事業等に係る間接経費は、の直接経費と合わせて補助事業者又

は当該研究機関の代表者（以下「補助事業者等」という。）に交付されることに

なるから、会計処理は、科学研究費助成事業等預り金として地方独立行政法人の

会計を経由して補助事業者等に納付することとなり、その後、補助事業者等は間

接経費を所属する地方独立行政法人に納付することとなる。したがって、地方独

立行政法人は、補助事業者等から納付された間接経費について、収入として地方

独立行政法人の会計に計上する必要がある。この場合、科学研究費助成事業等の

間接経費については、これを負債計上し直接経費の使用に伴い収益化する取扱い

となるが、単年度での執行を要する科学研究費助成事業等の間接経費については、

直接経費の使用に伴い当該間接経費を収益化していくことは煩雑であるため、当

該間接経費の受入時において当該間接経費を一括して収益化（その受入科目は雑

益の小科目「研究関連収入」として処理）し、返還義務が生じた場合には収益を

戻入する取扱いとする。

なお、科学研究費助成事業等のうち、複数年度にわたる使用が可能な間接経費

については、研究期間中において翌事業年度以降に執行する金額を、原則として、

前受金として翌事業年度以降に繰り越すこととなる。

２ 受託研究については、科学研究費助成事業等の間接経費相当額と異なり、受託

研究の権利義務主体が地方独立行政法人であるので、受託研究費の直接経費につ

いては前受受託研究費、間接経費については受託研究収益として処理し、間接経

費の返還義務が生じる場合には収益を戻入れする取扱いとする。なお、複数年度

にわたる受託研究契約に係る受託研究費の間接経費については、原則として、翌

事業年度以降に係る間接経費を前受受託研究費として翌事業年度以降に繰り越す

取扱いとする。

Ｑ１７－１

(1) 地方独立行政法人においては、退職給付引当金及び賞与引当金以外で、どのよ

うな引当金が想定されているのか。

(2) 翌年度以降において多額の損失が想定される場合において、当年度においてあ

らかじめ引当金を計上することは適当か。引当金の計上が認められるとき、その
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引当金を中期計画終了時に次期繰越しとして整理することは適当か。

(3) 地方独立行政法人会計基準に記載のない引当金を計上することは可能か。

Ａ

１ 地方独立行政法人会計基準では、役員退職慰労引当金、貸倒引当金、保証債務

損失引当金などが想定されている。いずれの場合においても、地方独立行政法人

会計における引当金の計上の在り方については、会計基準第１７第１項の要件に

照らして判断することになる。なお、賞与引当金については、各地方独立行政法

人の賞与支給規定等の内容によるが、会計基準第１７第１項に該当する場合には、

引当金の計上が必要である。

２ 翌年度以降において多額の損失が想定されるだけでは、この引当金の要件に該

当しない。また、中期計画終了時においても会計基準第１７第１項の要件に該当

するのであれば引き続き引当金を計上することとなる。

３ 会計基準及び注解は、一般的かつ標準的な会計基準を示すものであり、地方独

立行政法人は他に合理的な理由がない限り会計基準及び注解の定めるところに従

わなければならないが、そこに定められていない事項については、一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に従うこととなる。

Ｑ１７－２

(1) 会計基準第１７第１項の要件に該当する場合、財源措置の有無にかかわらず引

当金を計上することになるのか。

(2) 会計基準第１７第２項に基づいて計上される引当金見返は、会計上どのような

意味を有するのか。運営費交付金の未収計上は認められないとされていること

（Ｑ７９－１）や未収財源措置予定額（会計基準第８２）との関係如何。

(3) 会計基準第１７第２項における「客観的に財源が措置されていると明らかに見

込まれる」とはどのような場合か。

(4) 会計基準第８８の賞与引当金見返及び第８９の退職給付引当金見返以外に、会

計基準第１７第２項の引当金見返を計上することは可能か。

(5) 補助金など、運営費交付金以外の財源によって「客観的に財源が措置されてい

ることが明らかに見込まれる」場合にも引当金見返を計上することになるのか。

Ａ

１ 会計基準第１７第１項の要件に該当する場合、財源措置の有無にかかわらず引

当金を計上することになる。これにより、過去の事象の結果として地方独立行政

法人に生じている現在の義務が貸借対照表に表されることになる。

２ 設立団体から交付される運営費交付金について未収計上が認められないのはＱ

７９－１のとおりである。しかしながら、事後に財源措置が行われることが法令

の規定により定められている場合など、ごく限られた場合のみ、未収財源措置予

定額の計上が認められている（会計基準第８２参照）。その意味で、未収財源措

置予定額は、未収金に類似した性質を有するものの、確定債権ではない。

一方で、会計基準第１７第２項に基づいて計上される引当金見返は、中期計画

等又は年度計画に照らして客観的に財源が措置されていると明らかに見込まれる、

引当金に見合う将来の収入について計上されるものであり、会計基準第８２に該

当しないものは、未収財源措置予定額として計上することはできない。引当金見

返は、基本的な指針に明示されているとおり、地方独立行政法人の特性から生じ

る固有の取引に基づいて計上される資産にすぎない。
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３ 会計基準第１７第２項の規定より、中期計画等及び年度計画において、将来の

支出に充てるべき財源措置が運営費交付金によって行われることが明らかにされ

ている場合に計上することになる。この場合、中期計画等において「運営費交付

金で措置する」という記述のみで判断するのではなく、「客観的に財源が措置さ

れていると明らかに見込まれる」かどうかを、具体的な財源措置の手法に即して

総合的に判断する必要がある。例えば、中期計画等に記載される「予算」や「収

支計画」において将来の支出に対する財源措置が明示されている場合や、当該法

人に対する過去の財源措置の実績から将来の財源措置が行われる蓋然性が高いと

推定することが可能である場合などは、「客観的に財源が措置されていると明ら

かに見込まれる」場合の一つと考えられる。なお、予定していた財源措置が実際

に行われないなどの事実が生じた場合には、計上していた引当金見返を取り崩す

などの会計処理が必要になる。

４ 引当金見返は賞与引当金見返及び退職給付引当金見返に限られるものではなく、

会計基準第１７第２項の要件に合致する限り、計上することになる。

５ 引当金見返の計上は、運営費交付金による財源措置のみに限られるわけではな

い。財源措置の客観性・確実性を念頭に具体的な財源措置の手法に即して総合的

に判断した結果、補助金など、運営費交付金以外の財源についても引当金見返を

計上することは想定される。

Ｑ１７－３ 令和４年８月３１日の会計基準の改訂により、中期計画等又は年度計

画に照らして客観的に財源が措置されていると明らかに見込まれる場合にも引当

金を計上し、これに見合う将来の収入については引当金見返を計上することとさ

れたが、令和４事業年度以前に発生していると考えられる部分についてはどのよ

うに処理を行えばよいか。

Ａ

  令和４年８月３１日の会計基準の改訂は令和４事業年度から適用されるため、

当改訂に基づく、運営費交付金により財源措置がなされていることが明らかな賞

与及び退職一時金等に係る引当金の計上は、令和４事業年度の期首に行う必要が

ある。当該金額に係る引当金の繰入れは臨時損失に、引当金見返に係る収益は臨

時利益に計上し、この金額に重要性がある場合には、行政コスト計算書及び損益

計算書にその内容を注記することとする。

＜例示＞

  令和３事業年度以前に発生した、財源措置が運営費交付金により行われるこ

とが中期計画で明らかにされている○○に係る引当金は令和５年４月１日時点

で 50 である。

引当金の計上

会計基準改訂に伴う○○引当金繰入 50 ○○引当金 50

引当金見返の計上

○○引当金見返 50 ○○引当金見返に係る収益 50

注記
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（行政コスト計算書関係）

臨時損失のうち、50 は会計基準改訂に伴う○○引当金繰入であり、令

和３事業年度以前の発生分であります。

（損益計算書関係）

臨時損失に計上した会計基準改訂に伴う○○引当金繰入 50 は、令和３

事業年度以前の発生分であります。

臨時利益に計上した○○引当金見返に係る収益 50 は、会計基準改訂に

伴い期首に計上した○○引当金見返に係る収益であります。

Ｑ１７－４ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、会計基準第７９第

８項について、引当金の取崩し時に引当金見返とそれに見合う運営費交付金債務

を相殺するものとされているが、例えば、退職手当の支給基準の改訂等により引

当金が減額された場合など、引当時に想定した当初の目的外での引当金の取崩し

や減額が行われた場合は引当金見返についてどのように処理を行えばよいか。

Ａ

  引当時に想定した当初の目的外での引当金の取崩しや減額が行われた場合、当

該引当金に見合う将来の収入である引当金見返についても減額を行う必要がある。

当該引当金見返の減額は、引当金見返に係る収益をマイナス金額で処理すること

とする。

Ｑ１９―１

(1) 注解１２第２項(1)にいう「「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」

を行うこととされた償却資産を取得した場合」とは、地方公共団体による現物出

資財産及び施設費による償却資産を取得した場合が該当すると思われるが、現物

出資財産の場合は資本金が計上されることとなるため、結局、注解１２第２項(1)

に該当して資本剰余金が計上される場合とは、施設費による償却資産（会計基準

「第８０ 施設費の会計処理」）を取得した場合となると考えられる。そうである

ならば、注解１２第２項(1)で「施設費により非償却資産」と規定し、施設費によ

り手当てされる事例を非償却資産に限定したのは何故か。

(2) 施設費による償却資産で、「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」

に該当しないことがあるのか。

(3) 注解１２第２項(3)の「固定資産」とは、非償却資産及び償却資産の全てが該当

することとなるのか。

(4) 注解１２第２項(5)は、無償取得資産の非償却資産を取得した場合も、該当する

ものと考えてよいのか。

(5) 中期計画に定める「剰余金の使途である目的積立金」で「機械・装置」等の償

却資産を購入した場合も同様の取扱いとなるのか。（目的積立金で取得した「機

械・装置」の減価償却額が損益計算書に反映されないこととなる。）運営費交付

金で「機械・装置」などの償却資産を購入した場合は、公立大学法人以外の地方

独立行政法人においては、その金額を別の負債項目である「資産見返運営費交付

金」に振り替え、減価償却額を取り崩し、公立大学法人においては、その金額を

運営費交付金債務から運営費交付金収益に振り替えることとなっているが、それ

と矛盾することにならないか。それとも目的積立金では、「機械・装置」などの



16

固定資産は購入できないのか。また、図書の購入はできないのか。

(6) 公立大学法人が有価証券や消耗品を現物寄附で受け入れた場合の会計処理はど

うするのか。

（関連項目：第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理、第８０ 施設費の

会計処理)

Ａ

１ 地方独立行政法人が固定資産（非償却資産及び償却資産を包含する概念）を取

得した場合において、拠出者の意図や取得資産の内容等を勘案し、地方独立行政

法人の会計上の財産的基礎を構成すると認められる場合には、相当額を資本剰余

金として計上することとしている（注解１２第１項参照）。

２ 注解１２第２項(1)は、国からの施設費を財源とする事例において、資本剰余金

を計上するのは、非償却資産又は会計基準第８７第１項の適用される償却資産を

取得した場合とすることを規定するものである。したがって、この注解１２第２

項(1)の文言の「地方公共団体からの施設費により」は、「非償却資産」のみなら

ず、「「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」を行うとされた償却資

産」にも係ると解釈すべきである。

３ 施設費を財源とする償却資産については、通常、会計基準第８７に従って減価

償却の処理を行うことが想定されるが、理論上は、会計基準第８７にいう特定が

されないこともあり得る。

４ 中期計画において機械・装置を剰余金の使途として定めれば、目的積立金を財

源に当該機械・装置を購入することは可能である。同様に、図書についても、剰

余金の使途として定めれば、目的積立金を財源に購入することは可能である。

５ このような考え方を基本にして、地方独立行政法人による固定資産の取得と財

源別の貸方科目との関係を整理すると、以下の表のようになる。

①公立大学法人以外の地方独立行政法人

取得財源 貸方科目

非償却資産の場合 償却資産の場合

出資

(現物出資も含む)

資本金 資本金

施設費 資本剰余金 資本剰余金

(会計基準第８７第１項適用の

場合)

目的積立金 資本剰余金 資本剰余金

運営費交付金 資本剰余金

(中期計画等の想定の範囲内)

資産見返

補助金等 資本剰余金 資産見返

設立団体からの譲与 資本剰余金 資産見返

使途特定寄附金 資本剰余金

(中期計画等の想定の範囲内)

資産見返

使途不特定寄附金 受入時に収益（受贈益）計上

使途特定寄附財産 資本剰余金 資産見返

使途不特定寄附財産 受入時に収益（受贈益）計上

自己収入 受入時に収益計上
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②公立大学法人

取得財源 貸方科目

非償却資産の場合 償却資産の場合
出資
(現物出資も含む。)

資本金 資本金

施設費 資本剰余金 資本剰余金

(会計基準第８７第１項適用の

場合)

目的積立金 資本剰余金 資本剰余金

運営費交付金及び授業

料

資本剰余金

(中期計画等の想定の範囲内)

運営費交付金収益及び授業料

収益

補助金等 資本剰余金 長期繰延補助金等

設立団体からの譲与 資本剰余金 受入時に物品受贈益

使途特定寄附金
資本剰余金

(中期計画等の想定の範囲内)
寄附金収益

使途不特定寄附金 受入時に収益（受贈益）計上

使途特定寄附財産 資本剰余金 受入時に寄附金収益

使途不特定寄附財産 受入時に収益（受贈益）計上

自己収入 受入時に収益計上

６ 運営費交付金で償却資産を購入した場合と目的積立金で償却資産を購入した場

合の貸方の整理が異なるのは、前者においては、当該資産を購入するかどうかは

法人の裁量に委ねられているのに対して、後者においては、中期計画に定める剰

余金の使途についての設立団体の長の認可（法第２６条）を経ており、拠出者の

意図や取得資産の内容等を勘案した結果差異が認められるためであり、後者の場

合は地方独立行政法人の会計上の財産的基礎を構成すると考えるためである。

７ 公立大学法人が有価証券の現物寄附を受けたとき、寄附者がその使途を特定し

た場合又は公立大学法人が使用に先立ってあらかじめ計画的に使途を特定した場

合においての貸方科目は原則として寄附金債務とする。また、固定資産以外の物

品（消耗品を含む）の現物寄附を受けたとき、寄附者がその使途を特定した場合

又は公立大学法人が使用に先立ってあらかじめ計画的に使途を特定した場合にお

いては受入時に寄附金収益を計上し、使途が特定されていない場合は物品受贈益

を計上する。

Ｑ２０－１ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、

(1) 行政コストと従来の行政サービス実施コストとの違いは何か。また、行政サ

ービス実施コストの廃止に伴い、今後は住民等の負担に帰せられるコストを財

務諸表に表示しないこととなるのか。

(2) 行政コストは、費用とその他行政コストに分類されるが、為替差損益のよう

に同一の経済事象により収益と費用の両面が生じ得るものであって、両者の差

額が収益になる取引も存在する。このような取引は行政コストに含まれないの

か。

(3) 注解１４第２項では、その他行政コストに以下の取引を含むこととしている。

① 地方独立行政法人の会計上の財産的基礎が減少する取引に関連する、「第

８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」を行うこととされた償却資産
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及び非償却資産の売却、交換又は除却等に直接起因する資産又は負債の増減

額（又は両者の組合せ）（注解１４第２項（5））

② 「第９７ 出資等に係る不要財産の出資等団体への納付に伴う譲渡取引に係

る会計処理」を行うことによる資本剰余金の減額又は増額（注解１４第２項

（6））会計基準第２０における行政コストの定義に従えば、これらの取引の

うち資産の増額、負債の減額及び資本剰余金の増額に相当する金額について

は、その他行政コストに含まれることとなるのか。

(4) 評価・換算差額等はその他行政コストに含まれないのか。

Ａ

１ 行政コストとは、サービスの提供、財貨の引渡又は生産その他の地方独立行政

法人の業務に関連し、資産の減少又は負債の増加をもたらすものであり、地方独

立行政法人の拠出者への返還により生じる会計上の財産的基礎が減少する取引を

除いたものをいう（会計基準第２０第１項）。一方、従来の行政サービス実施コ

ストは、地方独立行政法人の業務運営に関して、住民等の負担に帰せられるコス

トと定義されていた。

これらの違いは、行政コストがアウトプットを産み出すために使用したフルコ

ストの性格を有するものであり、機会費用を含まないのに対し、従来の行政サー

ビス実施コストは住民等の負担に帰せられるコストであり、機会費用を含むもの

の自己収入等が控除される点である。

なお、住民等の負担に帰せられるコストは、会計基準第６０第１項に基づき行

政コスト計算書に注記しなければならない。

２ 行政コスト計算書には損益計算書上に表示される費用を計上する。為替差損益

のように同一の会計年度内において収益と費用の両者が生じるものについては、

両者の差額が費用となる場合にのみ行政コストに含めることとする。

３ その他行政コストとは、行政コストに含まれるものであって、地方独立行政法

人の会計上の財産的基礎が減少する取引に相当するものであるが、地方独立行政

法人の拠出者への返還により生じる会計上の財産的基礎が減少する取引には相当

しないものをいう（注解１４第１項）。

このため、注解１４第２項(5)及び(6)における資産の増額、負債の減額及び資

本剰余金の増額に相当する金額については行政コストに含まれないとも考えられ

るが、行政コスト計算書の構成要素の整理上、費用と収益のような、行政コスト

の反対に位置する概念は定めていないことから、その他行政コストのマイナスと

して除売却差額相当額に含めて計上することとした。

また、「第９７ 出資等に係る不要財産の出資等団体への納付に伴う譲渡取引に

係る会計処理」を行うことによる資本剰余金の減額又は増額には、資本剰余金

（施設費）の減少や資本剰余金（出資等団体への納付差額）、資本剰余金（減資

差益）も含まれるようにも考えられるが、その他行政コストは「地方独立行政法

人の拠出者への返還により生じる会計上の財産的基礎が減少する取引には相当し

ないもの」とされていることから、これらの資本剰余金の減額又は増額は含めな

いこととした。

４ 評価・換算差額等は、その他有価証券評価差額金や繰延ヘッジ損益などの資産

又は負債に係る評価差額等を純資産の部に直接計上するための区分であり、地方

独立行政法人においては例外的に生じるものである。この評価・換算差額等は注

解１４第１項におけるその他行政コストの定義のうち、地方独立行政法人の会計
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上の財産的基礎が減少する取引には相当しないため、その他行政コストに含まれ

ないこととなる。

Ｑ２０－２ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、

(1) 注解１４第２項に示されている「その他行政コストに含まれる取引」である

「減価償却相当額」と第５５第２項に示されている「その他行政コストに含ま

れる取引の累計額」である「減価償却相当累計額」の関係はどのように理解す

ればよいのか。

(2) 「その他行政コストに含まれる取引」である「除売却差額相当額」の会計処

理に当たっては、過年度に計上した「減価償却相当累計額」をどのように取り

扱うのか。

Ａ

１ 貸借対照表において資本剰余金を控除する形で計上される「その他行政コスト

累計額」は、前事業年度末における「その他行政コスト累計額」に、当事業年度中

に生じた「その他行政コスト」の増減額を加えて計算される。

２ 例えば、注解第１４第２項(1)の「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計

処理」を行うこととされた特定の償却資産の減価償却に相当する額については、

「減価償却相当額」として行政コスト計算書の「その他行政コスト」に計上する。

また、それと同時に「減価償却相当累計額」として貸借対照表の「その他行政コス

ト累計額」に計上して、会計基準第８７第１項のとおり資本剰余金を減額すること

となる。

３ 特定の償却資産の減価償却取引については、費用として扱うべきでない資源消

費額であると同時に、会計上の財産的基礎の価値減少額を表す（基本的な指針参

照）という借方の二つの側面と、資産の価値の減少額という貸方の側面を加えた、

三つの側面を一つの仕訳で表す必要がある。このため、「その他行政コスト」であ

る「減価償却相当額」と「その他行政コスト累計額」である「減価償却相当累計

額」の両科目が、借方に同時に発生することとなる。

また、損益計算書上の費用と「その他行政コスト」で構成される地方独立行政

法人の行政コストは、地方独立行政法人がアウトプットを産み出すために使用し

たフルコストの性格を有するとともに、地方独立行政法人の業務運営に関して住

民等の負担に帰せられるコストの算定基礎を示す指標としての性格を有する（注

解１３参照）ため、住民等から見た情報の重要度は極めて高いものと考えられ

る。

本Ｑ＆Ａにおける「その他行政コスト」の計上に係る仕訳例においては、上記

の考え方に基づき、「その他行政コスト」及び「その他行政コスト累計額」が同

時に計上されることを明確にすること及び行政コストの重要性の観点から、「減

価償却相当累計額（減価償却相当額）」といった形式で、「その他行政コスト累

計額」に係る勘定科目の後に「その他行政コスト」に係る勘定科目を括弧書きで

記載することとする。

４ 企業会計においては、有形固定資産の処分時の会計処理は全て損益計算の範疇

となる。他方、地方独立行政法人においては、固定資産を取得した際、拠出者の意

図や取得資産の内容等を勘案し、地方独立行政法人の会計上の財産的基礎を構成す

ると認められる場合には、相当額を資本剰余金として計上することとなる。そのた

め、施設費を財源にして取得した特定の償却資産を除却した場合、除却損相当額は
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その他行政コストとして行政コストを構成することになる。（Ｑ２７－５の回答参

照）

５ 以下、施設費を財源として取得した特定の償却資産に係る「除売却差額相当

額」及び「減価償却相当累計額」に係る会計処理の具体例を示す。

前提条件

○ X1 年４月１日（X1 事業年度期首）に施設費を財源として建物 1,000 を取得し

た。

○ 当該資産は減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして、取得時ま

でに特定されている。

○ 耐用年数５年、残存価額ゼロ、定額法にて減価償却を実施する。

○ X3 年３月 31 日（X2 事業年度期末）に中期計画等及び年度計画で想定した業務

運営を行ったにもかかわらず減損が発生した。

○ 上記に係る減損額は 500 とする。

○ X3 年４月１日（X3 事業年度期首）に当該資産を処分（除却）した。

① X1 事業年度

(1) X1年４月１日

資産の取得及び預り施設費の資本剰余金への振替

建物 1,000 現金預金 1,000

預り施設費 1,000 資本剰余金 1,000

(2) X2年３月31日

減価償却

減価償却相当累計額

（減価償却相当額）(*1)

200 減価償却累計額 200

(*1) 建物の減価償却費1,000／５年＝200

② X2 事業年度

(1) X3年３月31日

減価償却

減価償却相当累計額

（減価償却相当額）（*2)

200 減価償却累計額 200

(*2) 建物の減価償却費 1,000／５年＝200

減損損失

減損損失相当累計額

（減損損失相当額）

500 減損損失累計額 500

③ X3 事業年度

(1) X3年４月１日

資産の除却

特定の償却資産（会計基準第８７第１項の適用がある場合）について、過

去に減価償却相当累計額及び減損損失相当累計額を計上している固定資産を

処分（除却及び売却）した場合、当該資産は既に存在しないこととなるた
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め、減価償却相当累計額及び減損損失相当累計額を貸借対照表に継続して計

上することは適切ではない。したがって、減価償却相当累計額及び減損損失

相当累計額は、当該資産の処分（除却及び売却）時において、相当額を除売

却差額相当累計額に振り替える必要がある。

なお、当該振替（下段の仕訳）においては、その他行政コストである減価

償却相当額、減損損失相当額及び除売却差額相当額は計上されないことに留

意が必要である。

減価償却累計額

減損損失累計額

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

400

500

100

建物 1,000

除売却差額相当累計額(*3) 900 減価償却相当累計額

減損損失相当累計額

400

500

(*3) 過年度の減価償却相当累計額 400＋過年度の減損損失相当累計額 500＝

900

Ｑ２３－１

(1) なぜ地方独立行政法人の利益の定義に、費用に対応する積立金の取崩額を含め

て規定したのか。

(2) 費用に対応する積立金の取崩額とは、具体的にどのような積立金の取崩額を想

定しているのか。また、損益計算書上の当期純利益及び当期総利益との関係はど

のように整理されるのか。

Ａ

１ 費用に対応する積立金の取崩額を利益に含めない場合、目的使用に対応して生

じた費用のみが損益計算に反映されることによって、利益が「インセンティブを

与える仕組みに基づく地方独立行政法人の経営努力を反映する利益情報」を提供

することの妨げとなってしまうためである（基本的な指針参照）。

２ 損益計算書上、当期総利益の算定に当たっては、地方独立行政法人法の取扱い

を踏まえた目的積立金取崩額を想定している。ただし、地方独立行政法人法第 40

条第１項に基づく積立金については利益処分時に取り崩されることから、費用に

対応する積立金の取崩額には含まれない。

また、会計基準第２３にて定義されている利益は損益計算書上の当期総利益に

相当し、当該利益の定義のうち「費用と収益との差額」が当期純利益に相当する。

第３章 認識及び測定

Ｑ２６―１ 会計基準第２６では、「譲与、贈与その他無償で取得した資産につい

ては、公正な評価額をもって取得原価とする」と規定されているが、

(1) 「公正な評価額」とは、具体的にはどのような価額なのか。

(2) また、地方独立行政法人設立時に地方公共団体から譲与される物品について、

その量及び種類が膨大である場合には、次のような評価方法により簡便化でき
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ないか。

  ① 全ての物品について地方公共団体の物品管理簿に記載されている価額をも

って取得原価とする。

② 償却資産については、地方公共団体の物品管理簿の価額に承継時点までの

費用配分（減価償却）を行い、残額をもって取得原価とする。

Ａ

１ ｢公正な評価額｣とは、原則として時価を基準とした評価額である。

２ 地方独立行政法人設立時に地方公共団体から譲与される物品の評価については、

物品管理簿に記載されている価額が承継時点の公正な評価額を反映している限り

において、設問のような簡便な取扱いは認められるものと考える。

Ｑ２６－２ 地方独立行政法人設立時に、設立団体から承継する資産に係る評価は

どうすればよいか。

Ａ

１  法第６６条の２第３項においては、地方独立行政法人が設立団体から承継する

資産の価額は、地方独立行政法人の成立の現在における時価を基準として設立団

体が評価した価額とすると規定している。

２ さらに、当該資産の評価に当たっては、評価に関して学識経験を有する者の意

見を聴かなければならないとされているところである。（地方独立行政法人法施

行令（平成１５年１２月３日政令第４８６号）第１９条参照）

Ｑ２６－３ 民間等から、固定資産の寄附を受けた場合にはどのような会計処理を

行えばよいのか。

Ａ

１ 民間等からの寄附により取得した資産については、会計基準第２６の規定によ

り、公正な評価額をもって貸借対照表に資産として計上することになる。

２ 貸方の処理については、会計基準「第８３ 寄附金の会計処理」及び注解６６の

考え方を踏まえ、寄附を受けた資産の使途が特定されていると認められる場合は、

公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、資産見返寄附金の科目で整理

し、公立大学法人においては、寄附金収益の科目で整理する。使途が特定されて

いない場合は、当該資産の貸借対照表計上価額と同額を受贈益として計上するこ

ととなる。

Ｑ２７―１ 償却終了後の簿価が資産計上基準以下であれば、重要物品であっても

資産に計上しなくてよいのか。

Ａ

  会計基準第２７第４項において、「償却済の有形固定資産は、除却されるまで

残存価額又は備忘価額で記載する。」と規定するように、一旦固定資産として計

上した資産については、償却完了後も、除却されるまでの間、残存価額（例えば

取得原価の１０％）又は備忘価額（例えば１円）で固定資産に計上することとな

る。

Ｑ２７―２ 有形固定資産の取得原価はどのように算定するのか。土地等の評価方

法について、不動産鑑定士による方法や公示価格をもとに計算する方法などがあ
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るが、具体的な評価方法はどうなるのか。

（関連項目：第２５ 取得原価主義、第２６ 無償取得資産の評価）

Ａ

１ 「貸借対照表に記載する資産の価額は、原則として、当該資産の取得原価を基

礎として計上」（会計基準第２５）しなければならず、有形固定資産の取得原価

は、その取得時点における取引価額により測定されるが、現物出資や寄附などの

ような金銭取引以外の取引により取得された場合には、その資産の「公正な評価

額をもって取得原価とする」（会計基準第２６）こととなる。この場合において、

不動産の「公正な評価額」をどのように考えるかという点が問題となる。

２ 不動産の場合には、種々の評価方法があるが、地方独立行政法人の場合には、

法人が営利を目的とする事業を営むものではないため、将来収益や将来キャッシ

ュ・フローに基づく評価方法は通常適当ではないといえる。そのように考えると

地方独立行政法人における不動産の評価方法としては、不動産鑑定評価額をもっ

てする方法、公示価格や路線価による方法などが適当と考えられる。

Ｑ２７―３ 有形固定資産の時価が取得原価より下落した場合にはどのような会計

処理を行うのか。

Ａ

  地方独立行政法人の会計処理としては、有形固定資産の時価が取得原価より下

落したとしても、直ちに評価を減ずる処理を行う必要はない。

Ｑ２７―４ 有形固定資産は何時の時点で除却されるのか。

（関連項目：第８ 資産の定義）

Ａ

  「地方独立行政法人の資産とは、過去の事象の結果として地方独立行政法人が

支配している現在の資源あり、地方独立行政法人の、サービス提供能力又は将来

の経済的便益を生み出す能力を伴うもの」（会計基準第８）である。したがって、

当該有形固定資産がこの定義に該当しなくなった時点で、仮に物理的には存在す

る場合であっても、除却されるべきである。

Ｑ２７―５ 有形固定資産が処分（売却）された場合にはどのような会計処理を行

うのか。

（関連項目：第３８ 費用配分の原則、第５３ 減価償却累計額の表示方法、第８

７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理）

Ａ

１ 企業会計においては、有形固定資産の処分時の会計処理は全て損益計算の範疇

となる。他方、地方独立行政法人においては、固定資産を取得した際、拠出者の

意図や取得資産の内容等を勘案し、地方独立行政法人の会計上の財産的基礎を構

成すると認められる場合には、相当額を資本剰余金として計上されることとなる

資産が存在する。すなわち、当該固定資産の取得が資本計算に属するものと損益

計算に属するものとに区別される。したがって、当該固定資産の処分時の会計処

理は、取得時の会計処理が資本計算に属するのか、損益計算に属するのかによっ

て、対応が異なってくる。

２ 以下、具体的な事例に則して、説明を加える。なお、公立大学法人においては、
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特定の償却資産の減価償却取引について、貸借対照表上の勘定科目と「資本剰余

金を減額したコスト等の注記」で使用する項目が異なることから、「減価償却相

当累計額（減価償却相当額）」といった形式で、会計処理に係る勘定科目の後に

注記に係る勘定科目を括弧書きで記載することとする。

  取得時の価額１００の償却資産（耐用年数５年で定額法、残存価額をゼロ）を

一年後に売却した場合を例とする。

① 公立大学法人以外の地方独立行政法人において、現物出資の場合
(取得時) 資産 １００ 資本金 １００

ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合）
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

固定資産売却損 ２０

ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合）で、以

下のｃの場合を除く(注)
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計

額（除売却差額相当

額）

４０

除売却差額相当累

計額

２０ 減価償却相当累計額 ２０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

ｃ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合）で、か

つ、法第４２条の２第３項ただし書による出資等に係る不要財産の譲渡によ

り生じた簿価（取得時の簿価）超過額の全部又は一部の金額を出資等団体に

納付しないことについて設立団体の長の認可を受けた場合（注）
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(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

固定資産売却益 ２０
除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

② 公立大学法人において、現物出資の場合
(取得時) 資産 １００ 資本金 １００

ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合）
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

固定資産売却損 ２０

ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合）で、

以下のｃの場合を除く(注)
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

資本剰余金（除売却差額相

当累計額）

２０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

資本剰余金（除売却

差額相当累計額）

４０

ｃ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合）で、

かつ、法第４２条の２第３項ただし書による出資等に係る不要財産の譲渡

により生じた簿価（取得時の簿価）超過額の全部又は一部の金額を出資等

団体に納付しないことについて設立団体の長の認可を受けた場合（注）
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(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

固定資産売却益 ２０

③ 施設費や目的積立金等による取得時において資本剰余金に振り替えられた

取引の場合
(取得時) 資産 １００ 資本金 １００

預り施設費 １００ 資本剰余金 １００

(又は目的積立金など １００）

以下の処理は①に同じ。

施設費又は目的積立金により償却資産を取得し、当該資産が、特定の償却

資産に該当する場合の売却時処理は、①及び②ｂ、ｃに、特定の償却資産に

該当しない場合には、①及び②ａの処理に従う。

一方、施設費又は目的積立金により、非償却資産を取得した場合の売却時

処理は、①及び②ｂ、ｃに従う。

また、補助金又は設立団体からの譲与により非償却資産を取得した場合、

中期計画等の想定の範囲内で運営費交付金又は使途特定寄付金により非償却

資産を取得した場合及び使途特定寄附財産として非償却資産を受け入れた場

合の売却時処理は、当該財源措置の性質から、①及び②ｂ、ｃの処理に従う。

④ 公立大学法人以外の地方独立行政法人において、取得時に資産見返勘定を

計上している場合（例えば使途特定寄附金で中期計画等の想定内で償却資産

を購入した場合）
(取得時) 資産 １００ 現金 １００

寄附金債務 １００ 資産見返寄附金 １００

(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

資産見返寄附金 ２０ 資産見返寄附金戻入 ２０

イ １２０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

資産見返寄附金 ８０ 資産見返寄附金戻入 ８０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時処理) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

固定資産売却損 ２０

資産見返寄附金 ８０ 資産見返寄附金戻入 ８０

⑤ 公立大学法人において、取得時に長期繰延補助金等を計上している場合

（補助金等で償却資産を購入した場合）
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(取得時) 資産 １００ 現金 １００

預り補助金等 １００ 長期繰延補助金等 １００

(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

長期繰延補助金等 ２０ 補助金等収益 ２０

イ 除却した場合（補助金交付元に８０を返還するとする。）
(除却時処理) 減価償却累計額 ２０ 資産 １００

固定資産除却損 ８０

長期繰延補助金等 ８０ 現金 ８０

⑥ 取得時に特に貸方の処理がない場合（例えば自己収入、公立大学法人にお

ける運営費交付金や寄附金の場合）
(取得時) 資産 １００ 資本金 １００

（財源の収益化の処理は省略）

(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合（現金取引とする）
現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

固定資産売却損 ２０

⑦ 非償却資産の場合（取得時に、公立大学法人以外の地方独立行政法人にお

いては、資産見返勘定を計上している場合、公立大学法人においては、財源

を収益計上している場合を除く）

Ｑ９６－１を参照

（注）①及び②のｂ、ｃの会計処理について

特定の償却資産の売却においては、注解２１第２項(2)より、当該売却により生

じた差額は、特定の償却資産の売却に直接起因した資産の増減であることから、

地方独立行政法人の費用、収益の定義からは除外され、資本取引として整理され

る。

ただし、特定の償却資産であっても、法第４２条の２第３項ただし書により出

資等に係る不要財産の譲渡により生じた簿価（取得時の簿価）超過額の全部又は

一部の金額を出資等団体に納付しないことについて設立団体の長の認可を受けた

場合においては、当該資産についてはその時点において特定が解除された状態と

なったと言えることから、売却に伴う差額については、注解２１第２項(2)でいう

ところの「特定の償却資産の売却に直接起因したもの」とはならず、売却に伴う

差額については損益取引として処理されることになる。

Ｑ２７―５―２ 特定の償却資産（会計基準第８７第１項の適用がある場合）及び
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非償却資産について、減損会計基準「第６ 減損額の会計処理」を踏まえ、「中

期計画等又は年度計画で想定した業務運営を行ったにもかかわらず」減損が生じ

たとして、過去に減損損失相当累計額を計上している場合、当該固定資産の処分

（売却）時の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

１ 特定の償却資産（会計基準第８７第１項の適用がある場合）及び非償却資産に

ついて、減損会計基準「第６ 減損額の会計処理」を踏まえ、「中期計画等又は

年度計画で想定した業務運営を行ったにもかかわらず」減損が生じたとして、過

去に減損損失相当累計額を計上している固定資産を処分（売却）した場合、当該

資産は既に存在しないこととなるため、減損損失相当累計額を貸借対照表に継続

して計上することは適切ではない。したがって、減損損失相当累計額は、当該資

産の処分（売却）時において、相当額を除売却差額相当累計額として処理する必

要がある。

  なお、これによる除売却差額相当累計額への振替は、減損会計基準第１０に定

める「減損の戻入れ」には該当しないことに留意する。

２ 以下、具体的な事例に則して、説明を加える。

① 取得時の価額１００の特定の償却資産（耐用年数５年で定額法、残存価額ゼ

ロ）について、初年度に「中期計画等又は年度計画で想定した業務運営を行っ

たにもかかわらず」減損が生じたとして、減損損失相当累計額を３０計上し、

一年後に４０で売却した場合（現金取引とする。）
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

(減損) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

３０ 減損損失累計額 ３０

(売却時) 現金 ４０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

減損損失累計額 ３０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

１０

除売却差額相当累計額 ５０ 減価償却相当累計額

減損損失相当累計額

２０

３０

② 取得時の価額１００の非償却資産について、初年度に「中期計画等又は年度

計画で想定した業務運営を行ったにもかかわらず」減損が生じたとして、減損

損失相当累計額を３０計上し、一年後に５０で売却した場合（現金取引とす

る。）
(減損) 減損損失相当累計額

（減損損失相当額）

３０ 減損損失累計額 ３０

(売却時処理) 現金 ５０ 土地 １００

減損損失累計額 ３０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

除売却差額相当累計額 ３０ 減損損失相当累計額 ３０
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Ｑ２７―６

(1) 現物出資された有形固定資産（建物等の償却資産）が除却され、更に代替資産

が購入された場合、どのような会計処理を行うのか。

(2) この場合において代替資産が購入されない場合は、資本剰余金合計がマイナス

（借方残）として残ることになると思うが、それで良いのか。

（関連項目：第５５ 純資産の表示項目、第７９ 運営費交付金の会計処理、第８

０ 施設費の会計処理、第８１ 補助金等の会計処理、第８３ 寄附金の会計処理、

第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理）

Ａ

１ 有形固定資産（建物等の償却資産）の除却の会計処理については、Ｑ２７―５

及びＱ２７―５―２を参照。

２ 代替資産が購入された場合、当該代替資産の財源によってそれぞれの処理を行

う。すなわち、財源が運営費交付金の場合には会計基準第７９に、施設費の場合

には会計基準第８０に、補助金等の場合には会計基準第８１に、寄附金の場合に

は会計基準第８３に沿った会計処理が行われることとなる。また、財源が地方公

共団体出資の場合には、資本金に組み入れられることとなる。

３ 現物出資資産あるいは施設費を財源とする会計基準第８７第１項の特定の償却

資産が除却された後、代替資産が手当されない場合には、設問にあるように、法

人の貸借対照表における資本剰余金合計がマイナスになる可能性はある（会計基

準第５５参照）。

Ｑ２７―７ 償却資産に関する残存価額（ないし備忘価額）は、具体的にはどのよ

うに決定するのか。また、当該残存価額を変更した場合の取扱いはどうなるのか。

Ａ

１ 償却資産の耐用年数が地方独立行政法人により自主的に決定することが原則で

あると同様に、残存価額についても地方独立行政法人により自主的に見積もるこ

とが原則である。

２ 地方独立行政法人における残存価額の変更については、Ｑ７８－７に従い、以

下の取扱いとすることが適当である。

① 残存価額の変更について、過去に定めた残存価額が、これを定めた時点での

合理的な見積りに基づくものであり、それ以降の変更も合理的な見積りによる

ものであれば、当該変更は、会計上の見積りの変更に該当する。

② 残存価額の変更が、会計上の見積りの変更に該当する場合、当該変更の影響

は、当事業年度及びその資産の残存耐用年数にわたる将来の期間の損益で認識

する。

③ 残存価額の変更について、過去に定めた残存価額がその時点での合理的な見

積りに基づくものではなく、これを事後的に合理的な見積りに基づいたものに

変更する場合、当該変更に伴う過年度の損益修正額は、原則として臨時損益と

して処理する。

Ｑ２８―１ 無形固定資産の時価が取得原価より下落した場合にはどのような会計

処理を行うのか。

Ａ

  地方独立行政法人の会計処理としては、無形固定資産の時価が取得原価より下
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落したとしても、直ちに評価を減ずる処理を行う必要はない。

Ｑ２８―２

(1) 注解２１において、無形固定資産として計上しなければならないソフトウェア

について、将来の収益獲得が確実に認められる場合とあるが、「収益性が認めら

れる」とはどのような趣旨なのか。また、会計基準第８において、「地方独立行

政法人のサービス提供能力」を伴うものは、地方独立行政法人の資産を構成する

ものとされているが、ソフトウェアの資産性の判断とどのように関係するのか。

(2) 以下のような事例は、収益性が認められるのか。

・ 試験研究機関における研究用コンピュータは、その導入により１日あたりの

計画処理量が増加し、結果として研究の効率化が可能となる。

（関連項目：第８ 資産の定義）

Ａ

１ 法人内利用のソフトウェアについては、完成品を購入した場合のように、その

利用により将来の収益獲得又は費用削減が確実であると認められる場合には、無

形固定資産に計上する。また、会計基準第８で規定する地方独立行政法人におけ

る資産の定義からは、地方独立行政法人のサービス提供能力を伴うソフトウェア

についても、無形固定資産として計上する取扱いとすることが適切である。

  例えば、設問の事例で、試験研究機関において、研究用コンピュータを導入し

計画処理量の増が確実に認められる場合、その導入により事務処理等が著しく効

率化し、収入に対する費用の削減が確実である場合又は地方独立行政法人のサー

ビス提供能力の増加を伴う場合には、当該コンピューター・ソフトウェアは、法

人内利用のソフトウェアとして、無形固定資産に計上すべきである。

２ なお、公立大学法人において利用されるソフトウェアには、法人の効率的な運

営等に資する目的で利用する事務用ソフトウェアと教育研究の質的向上等を目的

に利用する教育・研究用ソフトウェアがあるが、教育・研究用ソフトウェアにつ

いては、その利用に伴い、相当額の利用料を徴収するなどの例外的なものを除き、

無形固定資産には当たらないことに留意が必要である。

３ ソフトウェアを用いて外部に業務処理等のサービスを提供する場合、その提供

により将来の収益獲得が確実であると認められるとき、又は地方独立行政法人の

サービス提供能力の増加を伴うときは、そのソフトウェアは無形固定資産に計上

される。

４ 地方独立行政法人の資産を定義している会計基準第８では、サービス提供能力

を伴う資源は地方独立行政法人の資産を構成するものとされている。一方、資産

計上するソフトウェアについて記述されている注解２１ではサービス提供能力に

ついて明確に記述されていない。

  このため、当該Ｑ＆Ａにおいて、ソフトウェアの資産性の有無は会計基準第８

の規定に基づいて判断するべきであることを改めて明確にした。

  

Ｑ２８－３ 工業所有権、ソフトウェア以外で、無形固定資産に該当するものとし

ては、どのようなものがあるか。

Ａ

  無形固定資産に該当するものとしては、工業所有権（特許権、実用新案権、商

標権、意匠権）、著作権、鉱業権、借地権、地役権等がある。
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Ｑ２９―１ ファイナンス・リース資産は資産計上されることになるが、当該資産

の中に会計上の財産的基礎を構成すると判断された資産があった場合に、減価償

却は費用には計上せず、その他行政コストに計上する処理になるのか。

Ａ

１ 地方独立行政法人が固定資産を取得した場合において、拠出者の意図や取得資

産の内容等を勘案し、地方独立行政法人の会計上の財産的基礎を構成すると認め

られる場合には、相当額を資本剰余金として計上することとなる。

２ ファイナンス・リース資産については、その経済的実態が当該資産を売買した

場合と同様の状態にあると認められることから、当該資産を貸借対照表に計上す

る取扱いとするものであって、当該資産の所有権は飽くまでも貸手に帰属してお

り、当該資産を法人の会計上の財産的基礎を構成するものと認識することはでき

ない。

３ また、そもそも減価償却がその他行政コストになるかどうかの判断は、当該資

産が会計上の財産的基礎に相当するかどうかではなく、会計基準第８７第１項に

いう特定の償却資産に該当するかどうかで判断すべきものである。

Ｑ２９―２ 民間企業で実施されているファイナンス・リース契約と実質的に同様

のリース契約（たとえばコンピュータ機器）が、地方公共団体における現状では、

単年度契約方式を採っており、かつ契約解除等の制約条項も記載されていないケ

ースもある。仮にこのような契約が地方独立行政法人移行後も採られた場合にお

いては、実質判断でファイナンス・リース契約として処理することになるのか。

Ａ

１ 「ファイナンス・リース取引とは、リース契約に基づくリース期間の中途にお

いて当該契約を解除することができないリース取引又はこれに準ずるリース取引

で、借り手が、当該契約に基づき使用する物件（以下「リース物件」という。）

からもたらされる経済的便益を実質的に享受することができ、かつ、当該リース

物件の使用に伴って生じるコストを実質的に負担することとなるリース取引」

（注解２２）をいい、また、「これに準ずるリース取引」とは、法的形式上は解

約可能であるとしても、解約に際し相当の違約金を支払わなければならない等の

理由から事実上解約不能と認められるリース取引をいう。

２ 地方独立行政法人会計におけるファイナンス・リース取引とは、実質的に上記

１の要件に該当するリース取引か否かで判断すべきである。

３ なお、地方独立行政法人は、複数年にわたるリース契約も可能である。

Ｑ２９－３ リース取引の会計処理についても会計基準第４第３項が適用されるも

のと考えるが、同項に定める「簡便な方法」が認められるのはどのような場合か。

Ａ

１ 地方独立行政法人におけるファイナンス・リース取引については、通常の売買

取引に係る方法に準じて会計処理を行うこととされており、リース物件をリース

資産に計上しなければならないものと考えられる。しかしファイナンス・リース

取引に該当するリース物件の全てを資産計上しなければならないのではなく、リ

ース契約１件当たりのリース料総額が一定額以下の取引など重要性の乏しいもの

については、簡便な方法によることが認められる。
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  リース資産の会計処理について簡便な方法が認められるのは、例えば、次のよ

うな場合である。

① ファイナンス・リース資産の価額が、固定資産の計上基準額を下回る場合

② ファイナンス・リース取引の契約期間が１年未満の場合

２ ファイナンス・リース取引について、通常の売買取引に係る方法に準じて会計

処理を行う方法を採用している理由は、未経過リース料を貸借対照表に負債とし

て明示することにある。このため、契約１件当たりの金額が資産計上基準額未満

であっても、複数件の契約があり、未経過リース料の総額が高額となる場合には、

重要性の原則により、リース資産及びリース債務を貸借対照表に計上することが

必要である。

  なお、実務上の詳細な判断基準としては、企業会計基準適用指針第１６号「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（ 終改正平成２３年３月２５日企業会

計基準委員会）を参考にされたい。

Ｑ２９－４ ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額等を財務諸表に注記

する場合、どのような内容とすべきか。

Ａ

  ファイナンス・リース取引によって、リース費用計上額（減価償却費、減損損

失及び支払利息）と運営費交付金及び補助金等の収益化額が一致しないことによ

り損益に影響を与える場合においては、当該取引が当期総利益に与える影響額を

損益計算書に注記する。

（注記例）

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、××円であり、当該影響

額を除いた当期総利益は○○円であります。

Ｑ３０―１

(1) 会計基準第３０第２項で、「時価が取得原価よりも下落した場合には時価をも

って貸借対照表価額としなければならない。」とあるが、ここでいう取得原価と

比較すべき時価とは何か。

(2) また、時価と比較するべき原価とは何か（低価基準の適用に際しては、「切り

放し法」と「洗い替え法」のどちらを用いるのか。）。

Ａ

１ 会計基準では、棚卸資産について、時価と原価を比較し、いずれか低い方で評

価をする低価基準の採用を強制している。低価基準を採用した場合の時価につい

ては、(ア)正味実現可能価額、(イ)再調達価額の二つの考え方がある。

２ 正味実現可能価額とは事業年度末の売価からアフターコスト（製造加工費、一

般管理費、販売費の合計額）を差し引いた価額で、売却した場合にはどれだけの

資金に転換できるかという観点からの評価である。再調達価額は、当該棚卸資産

の取得のため通常要する価額で、新たに取得するのにはどれぐらいかかるかとい

う観点からの評価である。

３ 棚卸資産に対して低価基準を採用する場合、適用するべき時価について、通常、

直接販売する棚卸資産、例えば商品については、正味実現可能価額を、加工して

販売するもの、例えば原材料や仕掛品については加工費の見積りの困難性もあっ

て、再調達価額を採用している場合が多い。
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４ 時価と比較するべき原価については、取得価額を基礎に先入先出法や平均法等

で算定された切り下げ前の帳簿価額と時価に切り下げ後の帳簿価額とが考えられ、

前者を洗替え法、後者を切放し法という。それぞれ合理性があるが、地方独立行

政法人の損益計算の考え方からは、切放し法が望ましい。

Ｑ３０－２ 公立大学法人について、原則として移動平均法を適用する理由は何か。

Ａ

  公立大学法人は、税金を原資とする財源投入を受けるため、住民に対して説明

責任を果たす必要があり、この観点から資産の適正な管理が求められる。したが

って、移動平均法により評価することを原則としている。

  ただし、金額に重要性がないものについては 終仕入原価法によることも認め

られる。

  移動平均法は、事務処理がやや煩雑であるが、常に平均をとって評価していく

ことから随時評価が行える点で他の評価方法（個別法、先入先出法、総平均法、

終仕入原価法等）と比較して公立大学法人のたな卸資産の評価方法に適してい

るものである。

Ｑ３１－１ 地方独立行政法人は、売買目的有価証券を取得することは可能なのか。

Ａ  

１ 地方独立行政法人の余裕資金の運用先については、法第４３条の規定により、

その運用先を次のものに限定している。

① 国債、地方債、政府保証債（その元本の償還及び利息の支払について政府が保

証する債券をいう。）その他総務省令で定める有価証券の取得

② 銀行その他総務省令で定める金融機関への預金

③ 信託業務を営む金融機関（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和１

８年法律第４３号）第１条第１項の認可を受けた金融機関をいう。）への金銭

信託

２ 地方独立行政法人は、利益の獲得を目的とせず、業務運営の財源として運営費

交付金等の交付を受け、原則として独立採算を前提とするものではない。したが

って、地方独立行政法人においては、売買目的有価証券による資産運用は想定さ

れていない。

３ 会計基準において、売買目的有価証券の取扱いを規定しているのは、注解２７

において、一定の事由に該当する場合を除き「満期保有目的の債券を償還期限前

に売却した場合には、（略）当該売却した債券と同じ事業年度に購入した残りの

満期保有目的の債券の全てについて、保有目的の変更があったものとして売買目

的有価証券に振り替えなければならない。」とされていることから、当初、満期

保有目的として購入した債券について、売買目的有価証券へと保有目的の変更が

結果的に生じる可能性があるためである。

Ｑ３１－２ その他有価証券とは、具体的にどのような有価証券が該当するのか。

Ａ

１ その他有価証券とは、売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び関係会社株

式以外の有価証券であるが、注解２６で利息収入を得る目的で長期保有の意思を

もって取得した債券は長期的には売却の可能性が見込まれる場合であっても、満
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期保有目的の債券に区分することとなっており、地方独立行政法人においてその

他有価証券を保有することは極めて限定的になるものと考えられる。

２ このように地方独立行政法人会計基準が、その他有価証券の範囲を限定的なも

のと位置付けているのは、資金の運用は法令が定める運用範囲の枠内では地方独

立行政法人の裁量に委ねられていることから、運用の目的で保有する有価証券に

ついては、その評価差額を損益計算書に適切に反映する必要があるとの考えによ

るものである。したがって、地方独立行政法人の会計実務においても、会計基準

設定の趣旨を踏まえ、その他有価証券への区分は限定的なものとして取り扱われ

る必要がある。

Ｑ３１－３ 関係会社株式について、持分相当額が下落した場合には、持分相当額

をもって貸借対照表価額とし、差額は当期の損失に計上することとされているが、

下落割合は考慮する必要がないのか。

Ａ

  会計基準第３１第２項(3)に規定する関係会社株式の評価基準は、関係会社の財

務諸表を基礎とした純資産額に持分割合を乗じて算定した額を時価とみなして、

低価基準により評価する趣旨であり、下落割合は考慮する必要がない。

Ｑ３１－４ 関係会社株式の評価については、「当該会社の財務諸表を基礎とした

純資産額に持分割合を乗じて算定した額が取得原価よりも下落した場合には、当

該算定額をもって貸借対照表価額とし、評価差額は当期の費用として処理すると

ともに、翌期首に取得原価に洗い替えなければならない。」（会計基準第３１第

２項(3)）とされているが、行政コスト計算書において関連する損益はどのように

計上されるか

Ａ

１ 関係会社株式については、当該会社の財務諸表を基礎とした純資産額に持分割

合を乗じて算定した額（以下「評価額」という。）が取得原価よりも下落した場

合には、評価差額は当期の費用として処理するとともに、翌期首に取得原価に洗

い替えなければならない（会計基準第３１第２項(3)参照）ため、当該評価差額を

当期の行政コスト計算書及び損益計算書に費用として計上し、翌期首には洗替え

による戻入益を認識することとなる

２ 翌期末の評価額が取得原価よりも下落している場合には、損益計算書において、

関係会社株式の評価の洗替えにより発生した戻入益と相殺して表示することとす

る。行政コスト計算書には、両者の差額が費用となる場合にのみ行政コストに含

めることになる（Ｑ２０－１ Ａ２参照）。なお、関係会社株式の売却に伴い認識

された売却損は、戻入益と相殺して表示できないことに留意が必要である。

Ｑ３７－１ 地方独立行政法人会計基準における資産除去債務の定義、会計処理及

び開示についてはどのように考えればよいか。

Ａ

１ 会計基準第３７において資産除去債務に係る会計処理が定められているところ

であるが、地方独立行政法人会計基準及び注解は、一般的かつ標準的な会計基準

を示すものであり、この基準に定められていない事項については、一般に公正妥

当と認められる企業会計原則に従うことになるという考え方は、資産除去債務に
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関する会計についても該当する。

２ したがって、設問の件については、地方独立行政法人会計基準等に定めのない

事項については、企業会計基準第１８号「資産除去債務に関する会計基準」（平

成２０年３月３１日 企業会計基準委員会）、企業会計基準適用指針第２１号

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（平成２３年３月２５日 企業会

計基準委員会）に定めるところを参照することとなる。

Ｑ３７－２ 資産除去債務に係る会計基準の適用初年度において、既に保有してい

る有形固定資産に係る資産除去債務の計上を行う場合の会計処理はどのように行

えばよいか。

Ａ

  既存の有形固定資産に係る資産除去債務については、適用初年度の期首におい

て新たに負債として計上される資産除去債務の金額が、時の経過により当初発生

時よりも増加することとなる。その一方で、資産に追加計上される除去費用の金

額は、経過年度の減価償却費相当額だけ当初発生時よりも減少することとなる。

このため、適用初年度における既存資産に係る資産除去債務の計上額は、負債の

増加額の方が資産の増加額よりも大きくなる。適用初年度の具体的な会計処理を

示すと以下のようになる。

① 適用初年度の期首における既存資産に係る資産除去債務は、適用初年度の期首

時点における割引前将来キャッシュ・フローの見積り及び割引率により計算を

行う。

② 適用初年度の期首における既存資産の帳簿価額に加える除去費用は、資産除去

債務の発生時点における割引前将来キャッシュ・フローの見積り及び割引率が、

適用初年度の期首時点と同一であったものとみなして計算した金額から、その

後の減価償却額に相当する金額を控除した金額とする。

③ 上記①及び②により計算した金額の差額は、適用初年度において原則として臨

時損失に計上するものとする。

  なお、当該既存資産に係る除去費用等が会計基準第９１に基づき設立団体によ

り特定されたものである場合には、当該差額は損益計算上の費用に計上せず、資

本剰余金を減額するものとする。

Ｑ３８―１ 年度途中で償却資産を取得した場合、初年度への原価の配分額は、幾

らなのか。（１年分とするのか、月割りや日割りで計算するのか。）

Ａ

  原則として、月割り又は日割りで計算を行うことが望ましい。

Ｑ３８―２ 償却資産の耐用年数は、地方独立行政法人側で独自に決めてよいか。

また、当該耐用年数を変更する場合の取扱いはどのようになるのか。

Ａ

１ 耐用年数は減価償却費又は減価償却相当額の総額を各年度に配分する場合の基

礎となる期間であり、耐用年数の決定には、物理的減価と機能的減価の双方を考

慮して決定する必要がある。

２ 耐用年数には、一般的耐用年数と個別的耐用年数がある。一般的耐用年数は、

固定資産の種類が同じ場合には個々の資産の置かれた条件に関わりなく、画一的
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に定められた耐用年数である。また、個別的耐用年数は、地方独立行政法人が、

自己の固定資産につき操業度の大小や技術革新の程度などの条件を勘案し自主的

に決定するものである。

３ 本来、地方独立行政法人は、自主的に個別的耐用年数を採用するべきであるが、

我が国の各企業は、現在、税法上の耐用年数を一般的耐用年数として通常採用し

ており、個別的な耐用年数の決定の困難性を考えると、地方独立行政法人でもこ

れを採用することは認められよう。ただし、一般的耐用年数を採用している場合

でも、それが実態とかけ離れたものであるときは妥当な耐用年数としなければな

らない。

４ なお、日本公認会計士協会から、監査・保証実務委員会実務指針第８１号「減

価償却に関する当面の監査上の取扱い」（ 終改正平成２４年２月１４日）が公

表されており、その要旨は以下のとおりである。地方独立行政法人会計における

耐用年数の取扱いにおいても、この趣旨を十分に考慮されなければならないと考

える。

① 耐用年数は経済的使用可能予測期間に見合ったものでなければならない。

② 資産の使用状況、環境の変化等により、当初予定による残存耐用年数と現在

以降の経済的使用可能予測期間との乖離が明らかになったときは、耐用年数を

変更しなければならない。

５ 地方独立行政法人における耐用年数の変更については、Ｑ７８－７に従い、以

下の取扱いとすることが適当である。

① 耐用年数の変更について、過去に定めた耐用年数が、これを定めた時点での

合理的な見積りに基づくものであり、それ以降の変更も合理的な見積りによる

ものであれば、当該変更は、会計上の見積りの変更に該当する。

② 耐用年数の変更が、会計上の見積りの変更に該当する場合、当該変更の影響

は、当事業年度及びその資産の残存耐用年数にわたる将来の期間の損益で認識

する。

③ 耐用年数の変更について、過去に定めた耐用年数が、これを定めた時点での

合理的な見積りに基づくものではなく、これを事後的に合理的な見積りに基づ

いたものに変更する場合、当該変更に伴う過年度の損益修正額は、原則として

臨時損益として処理する。

Ｑ３８―３ 固定資産が機能的に陳腐化した場合の臨時償却は認められるのか。

Ａ

  従来、地方独立行政法人においても一般の企業と同様に、固定資産において当

初予見できなかった機能的原因（例えば、新技術の発明）等による陳腐化が生じ

ることとなった場合、減価償却計算を修正すべく臨時償却を行うことが認められ

ていた。

  一方、企業会計においては、上記による固定資産の耐用年数の変更については、

会計上の見積りの変更に該当することとされ、当期以降の費用配分に影響させる

方法のみを認める改正が行われている。

  地方独立行政法人においても、企業会計基準との調和を図る観点から、臨時償

却の考え方が廃止された企業会計基準と同様な取り扱いが採られるため、固定資

産の耐用年数の変更については、当期以降の費用配分に影響させる方法を採るこ

ととなる。なお、耐用年数の変更の具体的な取扱いについては、Ｑ３８－２参照。
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Ｑ３９―１ 当年度契約の地方公共団体からの受託研究収入１００の使用状況は次

のとおりであった。

① 翌年度以降３年間研究に使用する機械装置 ６０

② その他経費支出 ４０

  このような場合、収益を分割計上する、又は、取得資産に対応する見返負債を

設定することにより、受託研究事業に係る損益を均衡させる会計処理を行うこと

が認められるか。

Ａ

１ 研究機関の受託研究は実質的に複数年にわたり行われ、初年度において償却資

産を購入して当該研究期間内で使用する場合が多い。一方、受託研究契約は単年

度契約であり、会計基準第８４に従い、履行義務を充足した時に又は充足するに

つれて収益認識されることになる。したがって、収益を分割計上することは出来

ない。

２ 受託研究費で取得した研究専用償却資産は固定資産に計上するとともに、使用

予定期間にわたって減価償却を行うことになる。

   当年度  受託収入１００ 研究経費４０ 減価償却費２０

(残存価額０とした場合)

   ＋１年度                減価償却費２０

   ＋２年度                減価償却費２０

  このように、当該事業のみに着目すると初年度では利益が計上され､翌年度以降

は減価償却費部分が損失として計上されることになる。

  国又は地方公共団体からの受託研究収入は地方独立行政法人の自己収入であり、

民間からの受託収入と同様の処理を行う（注解６８）こととされている。すなわ

ち、資産見返負債を用いて損益を均衡させるような会計処理は、運営費交付金や

補助金等の地方公共団体の財源措置との関係で認められるものであり、自己収入

に該当する受託研究収入を財源として購入した償却資産について、資産見返負債

を設定することは認められない。

第４章 財務諸表の体系

Ｑ４０－１ 地方独立行政法人の財務諸表は相互にどのように関連しているのか。

Ａ

以下のとおりである。

①公立大学法人以外の地方独立行政法人
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②公立大学法人

Ｑ４１―１ 公立大学法人以外の地方独立行政法人が財務諸表上開示すべきセグメ

ントについて、事業内容に応じて目標の単位を集約した単位としても差し支えな

いか。

Ａ

１ 会計基準は、目標設定・評価における参考情報としての財務情報の有用性を担

保する観点から、中期目標等における事業等のまとまりごとの区分に基づくセグ

メント情報と一体として、目標・評価単位と整合したセグメント情報を開示させ
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ることを求めている。そのため、開示するセグメント情報は、事業等のまとまり

ごとの区分に基づく情報であり、目標の単位を集約した単位に基づく情報とする

ことは認められない。

２ なお、法人が、住民等への情報提供に資するとの判断から、事業等のまとまり

を更に細分化したセグメント情報を追加的に開示することは妨げない。

Ｑ４１―２   

(1) 会計基準第４１第２項において「事業内容等に応じた適切な区分」に基づき、

また、注解３７第１項において「業務の内容が多岐にわたる場合」にはセグメン

ト情報の開示が必要とされているが、公立大学法人においては、具体的にどのよ

うな考え方・目的で区分すればよいのか。

(2) 複数の業務を統合した公立大学法人を設置した場合、従来の業務ごとにセグメ

ント情報を作成・開示しなければならないのか。

(3) 財源がもっぱら自己収入に依存する業務と運営費交付金に依存する業務とがあ

る場合に、必ず両者を区分して、セグメント情報を開示しなければならないのか。

(4) 業務の内容に応じてセグメントを区分した場合は、運営費交付金、受託収入及

び移替え経費(科学技術振興調整費)など財源が異なる収益であっても、同一のセ

グメントの事業収益として計上されることになると解してよいか。

Ａ

１ 地方独立行政法人が作成する財務報告は、当該法人の透明性の向上、正しいコ

ストの認識、弾力的・効率的・効果的な業務運営に資するものでなければならな

い（「地方独立行政法人会計基準の設定について」参照）。そこに盛り込まれた

財務情報を一つの重要な判断材料として、評価委員会は各事業年度及び中期目標

の期間における公立大学法人の業務の実績を評価し、中期目標期間の終了時に組

織及び業務の全般にわたる検討が行われることになると考えられる（法第７８条

の２参照）。

２ このような観点にたって、各公立大学法人は「当該法人の事業内容等に応じた

適切な区分に基づくセグメント情報」（会計基準第４１第２項）を開示しなけれ

ばならない。例えば、業務の内容が多岐にわたる公立大学法人においては、業務

全般に係る財務情報に加えて個々の業務に係る財務情報を開示する必要があるか

を、上記１の観点にたって十分に検討し、適切なセグメント情報を自主的に開示

することが望まれる。

３ 複数の業務を統合した公立大学法人にあっては、統合後の業務について、上記

１の観点にたって検討し、適切なセグメント情報を決定することになる。なお、

必ずしも統合前の従来の業務ごとにセグメント情報を作成・開示しなければなら

ないものではない。

４ 公立大学法人の業務内容が財源がもっぱら自己収入に依存する業務と運営費交

付金に依存する業務に一定の合理性をもって区分し得る場合には、それぞれに係

る情報が適切なセグメント情報であると推定される。

５ 業務の内容に応じてセグメントを区分する公立大学法人にあって、ある業務の

財源が運営費交付金、受託収入等異なる場合には、それらの収入は同一のセグメ

ントの事業収益として計上されることになる。
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Ｑ４１―３ 会計基準第４１第３項に規定する「その他の財務情報」とは何か。

Ａ

    設立団体からの運営費交付金の交付状況などの財源措置の状況等が考えられる。

Ｑ４１－４ 注解３９第４項の「一定のセグメント情報」とは具体的に何を示すの

か。その開示は具体的にどうするのか。

Ａ

１ 公立大学法人においては、各法人間における比較可能性の確保の観点から、

「一定のセグメント情報」については共通に開示することに留意する必要がある

ものとされている。

  なお、「一定のセグメント情報」を開示した上で、さらに、各法人固有のセグ

メントを設定して表示することを妨げるものではなく、むしろ、注解３９第２項

の趣旨に鑑み、各法人がそれぞれ適切と考えるセグメント区分を設定し、積極的

に開示していく必要がある。

２ 公立大学法人に共通に開示すべきセグメント区分として学部、研究科、附属病

院、附属学校等が考えられるところであるが、学内の資源配分（予算・人員配

置・資産等）の可視化を促進する観点等から、「一定のセグメント情報」として、

附属病院を有する全ての公立大学法人において共通にセグメント情報を開示する

取扱いとする。なお、附属学校は、複数の学校がある場合、それらを一括して

「附属学校セグメント」とすることも差し支えない。

また、２以上の公立大学を設置する公立大学法人における、共通に開示すべき

「一定のセグメント情報」は、上記セグメント区分と同様であり、原則として大

学ごとに開示する取扱いとする。なお、２以上の大学が共同で実施する共同事業

部門等について、大学ごとの開示とは別に共通のセグメントを設けて開示するこ

とも差し支えない。

３ セグメント情報を開示する場合は、当該セグメントにおいて行われる一切の活

動に係る損益及び帰属資産について表示することとする。ただし、社会通念上、

当該セグメントに当然にあるべき施設以外の施設がある場合には、合理的な基準

により当該施設に係るものを除外する等、当該セグメントにおける活動の実態を

開示するため実情に即した補正を行う必要がある。

４ 特に、附属病院に係るセグメント情報を開示する場合、附属病院の業務範囲と

しては、診療業務、診療業務を基礎として行われる教育業務、臨床試験（治験）、

病理部やプロジェクト研究等の附属病院において実施することが組織として意思

決定され、組織又はプロジェクトとして実施される研究業務及び附属病院におけ

る管理業務を対象とする。なお、学内予算が附属病院以外に計上されていても、

附属病院セグメントの業務に要する経費などは対象となる。

Ｑ４１－５ 附属病院セグメントを記載する場合、人件費の配分等においてどのよ

うな点に留意すべきか。

Ａ

１ 附属病院セグメントを記載する場合、人件費は、勤務実態により記載するが附

属病院帰属の教員、コ・メディカル、職員の人件費は、帰属により計上し、必要

に応じ補正する。医学部臨床系帰属教員の人件費は、勤務時間に相当する人件費

を附属病院セグメントと医学部等のその他のセグメントに区分するが、把握不能



41

な時間がある場合は、医学部等のその他セグメントに計上する。

  医学部基礎系、研究所等帰属教員の人件費は、帰属するセグメントに区分する

が、病院における勤務時間に相当する人件費は附属病院セグメントに計上する。

２ 附属病院セグメントにおける教育経費は、卒後臨床研修、専門医研修、附属病

院において企画立案管理される公開講座及びＯＪＴ以外の研修に要する経費とす

る。研究経費は、病理部における臨床研究やプロジェクト研究など、附属病院と

して組織又はプロジェクトとして実施されている研究に要する経費とする。また、

一般管理費は、管理業務を行う管理課・総務課等（医事課を除く。）に要する経

費、病院運営会議の運営に要する経費等の管理経費及び附属病院の業務経費のう

ち、他の区分に属さない業務経費を対象とする。

３ 附属病院セグメントにおける運営費交付金収益は、附属病院において使用され

ると考えられるものに関する収益化額を計上する。学内プロジェクト又は運営財

源の不足などにより附属病院に関する学内予算がこれと異なる場合は、その差異

の理由及び金額について注記する。また、次年度以降に繰り越して使用する相当

額がある場合は、その金額及び概要を注記する。

Ｑ４３－１ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、行政コスト計算書 1

は、法第３４条第１項に規定する「その他設立団体の規則で定める書類」として

財務諸表の一部部となるのか。

（関連項目：第４０ 財務諸表の体系）

Ａ

行政コスト計算書は、行政コストの状況を表すとともに、フルコスト情報の提

供源となるものであり、住民等から見た情報の重要度は極めて高いものと考えら

れるため、法第３４条第１項に規定する「その他設立団体の規則で定める書類」

として財務諸表を構成する書類の一つに位置付けるべきものである。なお、会計

基準第４０では、行政コスト計算書を地方独立行政法人の財務諸表の体系の中に

位置付けている。

Ｑ４６―１ キャッシュ・フロー計算書は、法第３４条第１項に規定する「その他

設立団体の規則で定める書類」として財務諸表の一部となるのか。

（関連項目：第４０ 財務諸表の体系）

Ａ

  キャッシュ・フロー計算書は、地方独立行政法人の一会計期間におけるキャッ

シュ

・フローの状況を報告するため、一定の活動区分別に表示するものであり、住民

等からみた情報の重要度は極めて高いものと考えられる。したがって、法第３４

条第１項の「その他設立団体の規則で定める書類」として財務諸表を構成する書

類の一つに位置付けるべきものである。なお、会計基準第４０では、キャッシ

ュ・フロー計算書を地方独立行政法人の財務諸表の体系のなかに位置付けている。
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第５章 貸借対照表

Ｑ５５―１

(1) 施設費で購入した償却資産に係る減価償却に相当する額は、会計基準第５５第

２項にいう減価償却相当累計額に表示するという理解でよいのか。

(2) 現物出資財産の減価償却に相当する額はどこに表示することとなるのか。

(3) 施設費の減価償却相当累計額と合わせて表示することで資本剰余金合計がマイ

ナスになることも想定しているのか。

（関連項目：第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理）

Ａ

１ 施設費で購入した償却資産に係る各期の減価償却に相当する額は、当該償却資

産が会計基準第８７第１項にいう特定資産に該当する場合において、期末の貸借

対照表の純資産の部における減価償却相当累計額に控除項目として蓄積されるこ

ととなる。

２ 現物出資財産の減価償却に相当する額も、施設費で購入した償却資産の場合と

同様である。

３ 控除項目である減価償却相当累計額が狭義の資本剰余金を上回り、広義の資本

剰余金合計額がマイナスになる場合もあり得る。

Ｑ５５－２ 会計基準第５５第２項及び第５６に「承継資産に係る費用相当累計

額」とあるが、有形固定資産及び無形固定資産から生じる費用相当累計額も含ま

れるのか。

Ａ

注解１４第２項(4)では、「承継資産」を「法の権利義務承継の根拠規定に基づ

く資産をいう。」とし、有形固定資産及び無形固定資産を含む概念で定義してい

る。ただし、会計基準第５５第２項及び第５６「承継資産に係る費用相当累計額」

は、会計基準第８７第２項の有形固定資産及び無形固定資産を除く承継資産につ

いての会計処理に基づき計上される費用相当累計額の表示について規定したもの

である。承継資産のうち、会計基準第８７第１項の有形固定資産及び無形固定資

産から生じる費用相当累計額（減価償却相当累計額）は、会計基準第５５第２項

及び第５６の「減価償却相当累計額」に含めて表示される。

Ｑ５５－３ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、会計基準第５５第

２項に規定されている資本剰余金の控除科目のうち、「除売却差額相当累計額」

の令和４事業年度の期首残高はどのように算出すればよいか。

Ａ

１ 令和４事業年度の除売却差額相当累計額の期首残高は、平成 30 年５月改訂Ｑ＆

ＡのＱ７７－２「１０ 資本金及び資本剰余金の明細」における資本剰余金の内訳

項目である「損益外除売却差額相当額」の令和３事業年度における期末残高から、

令和３事業年度までに計上された資本剰余金（設立団体納付差額）を控除した額

となる。なお、控除した資本剰余金（設立団体納付差額）は狭義の資本剰余金に

含まれ、Ｑ７７－２「１０ 資本剰余金の明細」における資本剰余金の内訳項目に

表示されることとなる。
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２ これは、平成 30 年５月改訂Ｑ＆ＡのＱ７７－２「１０ 資本金及び資本剰余金

の明細」の記載上の注意⑥に「資本剰余金（設立団体納付差額）については、損

益外除売却差額相当額の欄に記載する」旨を規定していたため、損益外除売却差

額相当額には資本剰余金（設立団体納付差額）が含まれているが、令和４年８月

３１日の会計基準の改訂により、資本剰余金（設立団体納付差額）はその他行政

コストに含めないこととされたため（Ｑ２０－１Ａ３参照）、その他行政コスト

累計額である除売却差額相当累計額にも含めないこととしたものである。

Ｑ５６―１

(1) 現物出資された無形固定資産の減価償却の会計処理はどうなるのか。次の方法

のうちいずれの方法になるのか。（無形固定資産は減価償却累計額を控除した未

償却残高を表示することとなっているから、②の方法となるのか。）

① （借）減価償却相当累計額（減価償却相当額） ／（貸）無形固定資産

② （借）資本剰余金 ／（貸）無形固定資産

(2) 償却完了後は、「資本剰余金」がマイナス（借方残）として残ることになるが、

それでよいのか。

（関連項目：第５５ 純資産の表示項目、第８７ 特定の資産に係る費用相当額の

会計処理）

Ａ

１ 現物出資された無形固定資産については、各事業年度にその取得原価を減価償

却の方法により配分することになるが、現物出資された有形固定資産と同様、会

計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当する限り、減価償却費については損

益計算上の費用として計上しない。貸借対照表上無形固定資産については、減価

償却累計額を控除した未償却残高を記載するとされているため、その会計処理と

して、「（借）減価償却相当累計額（減価償却相当額）／（貸）無形固定資産」

の処理を行うこととなる。なお、会計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当

しない場合においては、減価償却費を損益計算上の費用として計上する。この場

合の会計処理は、「(借)減価償却費 ／ (貸)無形固定資産」となる。

２ 現物出資された無形固定資産の減価償却に相当する額は実質的に会計上の財産

的基礎の減少と考えられるため、減価償却相当累計額が借方残として残ることは

会計上の財産的基礎の減少を表し、広義の「資本剰余金」（狭義の資本剰余金と

減価償却相当累計額の合計）がマイナスになる場合もあり得る。

Ｑ５７－１ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、その他行政コスト

累計額のうち、地方独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産に係る金額

はどのように把握、算定するのか。

Ａ

１ その他行政コスト累計額は、地方独立行政法人の実質的な会計上の財産的基礎

の減少の程度を表示し、当該資産の更新に係る情報提供の機能を果たすとされて

いる（注解６９第２項）。会計上の財産的基礎という点において、資本金と資本

剰余金とに実質的な相違はないという考え方もあるが、当該累計額のうち出資を

財源に取得した資産に係る金額を注記することにより、資本金に係る財産的基礎

の減少の程度が明らかになる。
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２ 地方独立行政法人が法第４２条の２の規定により不要財産を出資等団体に納付

した場合において、当該納付に係る不要財産が設立団体からの出資に係るもので

あるときは、当該地方独立行政法人は、当該地方独立行政法人の資本金のうち当

該納付に係る不要財産に係る部分として設立団体の長が定める金額により資本金

を減少するものとされている（会計基準第９６第１項）。そのため、通常、各地

方独立行政法人においては、出資に係る資産は区分して管理されているものと考

えられる。よって、その他行政コスト累計額のうち地方独立行政法人に対する出

資を財源に取得した資産に係る金額は、それらの資産についてのその他行政コス

ト累計額を集計することによって算定することになる。

３ しかしながら、地方独立行政法人の資産管理の実態等に応じて、例えば、その

他行政コスト累計額について、資本金と資本剰余金の比率で按分した額を資本金

に係る額とするなど、簡便な方法で算定することも認められると考えられる。

４ なお、地方独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産には、当然に現物

出資に係る資産も含まれる。

Ｑ５７－２ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、その他行政コスト

累計額のうち、地方独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産に係る金額

の注記は、具体的にどのような内容を記載することとなるのか。減価償却相当累

計額や減損損失相当累計額など、その他行政コスト累計額の内訳別に記載するこ

とが必要か。

Ａ

  貸借対照表関係の注記の区分において、出資を財源に取得した資産に係るその

他行政コスト累計額の合計額を記載すれば足り、その他行政コスト累計額を内訳

別に記載する必要はない。

第６章 行政コスト計算書（公立大学法人を除く。）

Ｑ６０－１ 会計基準第６０第１項に基づく「地方独立行政法人の業務運営に関し

て住民等の負担に帰せられるコスト」の注記はどのように記載すればよいか。

Ａ

  行政コスト計算書に注記すべき「地方独立行政法人の業務運営に関して住民等

の負担に帰せられるコスト」の算定方法は会計基準第６０第２項のとおりであ

る。また、その内容は注解４２において具体的に定められている。注記の具体的

な記載方法は各法人の判断に基づくことが原則であるが、標準的な例を示すと次

のようになる。

行政コスト計算書関係

１．地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト
行政コスト           ×××円
自己収入等          △×××円
設立団体納付額            △×××円
機会費用            ×××円
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地方独立行政法人の業務運営に関して
住民等の負担に帰せられるコスト  ×××円

２．機会費用の計上方法
(1) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取

引から生ずる機会費用の計算方法
近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

(2) 地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10 年利付国債の平成××年３月末利回りを参考に××％で計算して
おります。

(3) 国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融
資取引から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10 年利付政府保証債の平成××年３月末利回りを参考に××％で計
算しております。

(4) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用
の計算方法
当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退
職金のうち、地方独立行政法人での勤務期間に対応する部分につい
て、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しておりま
す。

Ｑ６０－２ 無償使用資産については、会計基準第２９の適用はないと考えてよい

か。

（関連項目：第２９ リース取引の会計処理、第６０ 注記事項）

Ａ

会計基準においては、国又は地方公共団体の財産の無償又は減額使用から生じ

る機会費用についての計算方法が示されている。

この規定に従って、例えば、近隣の地代や賃貸料等などを参考にして無償又は

減額使用資産に係る機会費用の計算を行い、行政コスト計算書に注記することに

なる。

したがって、無償又は減額使用資産については、会計基準第２９の適用はない。

Ｑ６０－３ 委託費の交付を受けて研究を行う場合、従来の委託研究のやり方だ

と、研究のために購入した資材は、法人が委託期間中に地方公共団体から無償で

使用している形になる。このようなものも無償使用コストとして行政コスト計算

書に注記しなければならないのか。

Ａ

委託費に基づいて資材を購入する場合の扱いについては、委託契約の内容に応

じて適切に対応する必要がある。

例えば、購入した資材の所有権が地方独立行政法人に帰属するとされている場

合には、（委託期間経過後に当該資材の地方公共団体への返還義務がある場合で

あっても、）その資材の使用は委託契約の一部であり、自らの財産を使用してい

るため、「無償使用」の問題は生じない。

Ｑ６０－４ 会計基準第６０第１項に基づく「地方独立行政法人の業務運営に関し

て住民等の負担に帰せられるコスト」の注記に含めて表示される機会費用のう
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ち、「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引か

ら生ずる機会費用」については、国有財産法上の国有財産及び同様の地方公共団

体の財産についてのみ計算すればよいのか。

（関連項目：第４ 重要性の原則）

Ａ

１ 「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から

生ずる機会費用」には、住民等がコストを負担する限りにおいて、狭義の国有財

産（国有財産法の対象となる財産）のみならず、物品管理法等が対象とする動産

等も含む広義の国有財産及び同様の地方公共団体の財産に関する無償又は減額使

用コストが含まれる。

２ なお、具体的な事例において「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額され

た使用料による貸借取引から生ずる機会費用」に該当するかどうかの判断にあっ

ては、地方独立行政法人の会計が目的とするところが、法人の財政状態及び運営

状況を明らかにし、住民その他の利害関係者の判断を誤らせないようにすること

にあることを考慮し、金額的側面及び質的側面の両面からの重要性を勘案して、

重要性の乏しいものについては、ここにいう「国又は地方公共団体の財産の無償

又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費用」には含めないものと

する処理も認められる（会計基準第４参照）。

Ｑ６０－５ 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用

とは何か。

Ａ

１ 国又は地方公共団体との人事交流により、国又は地方公共団体を退職後、引き

続いて特定の地方独立行政法人の職員となる者のうち、当該法人での勤務期間終

了後、従前勤務していた国又は地方公共団体に復帰することが予定される職員

等、退職給付の支給にかかる在職期間の通算規定を定めている等の理由で、地方

独立行政法人での勤務に係る退職給与は支給しない条件で採用している職員につ

いては、退職給付に係る将来の費用は発生しないことから、退職給付引当金の計

上は要しないこととなる。

２ このような職員の退職給与は、当該職員が従前勤務していた国又は地方公共団

体に復帰後退職する際に地方独立行政法人での勤務期間分を含め、国又は地方公

共団体において支払われることとなるため、国又は地方公共団体の資源を利用す

ることから生ずる機会費用に該当する。

なお、他の地方独立行政法人や公立大学法人との人事交流による退職出向職員

に係る退職給与は、出向元において地方公共団体からの財源で負担される場合に

は、「国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用」に含

めるべきとも考えられるが、地方独立行政法人間の比較可能性の観点などから、

会計基準において機会費用の範囲を限定している趣旨（Ｑ６０―８参照）を踏ま

え、含めないこととする。

３ 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用は、以下

のように算定する。

期末に在職する出向者については、当期末の退職給付見積額から前期末の退職

給付見積額（前期末に当該出向者が在籍していない場合には、着任時の退職給付

見積額）を控除して計算することを原則とする。
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期中に国又は地方公共団体に帰任した出向者については、帰任時の退職給付見

積額から前期末の退職給付見積額を控除して計算することを原則とする。

なお、期中に着任した出向者については、着任時の前後いずれか近い方の期末

日に着任したものとみなして、機会費用を算定することも認められ、期中に帰任

した出向者については、帰任時の前後いずれか近い方の期末日に帰任したものと

みなして、機会費用を算定することも認められる。ただし、９月末に帰任した出

向者の交替要員として 10 月以降に別の出向者が着任した場合には、９月末に帰

任した出向者は期首（前期末）に帰任し、10 月以降に着任した出向者も期首（前

期末）に着任したものとみなして機会費用を算定する必要がある。

４ なお、国又は地方公共団体を退職せずに派遣される出向職員等についても、退

職給付の対象とならないため、１のとおり退職給付引当金の計上は要しないこと

となり、２及び３に記載のとおり、機会費用を算定する必要がある。

Ｑ６０－６ 地方公共団体からの現物出資に係る還付消費税は、「運営費交付金及

び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく収益以外の収益」には含まれない

旨が注解４２第１項(2)に規定されているが、内税方式の会計処理を採用している

場合に通常の業務運営や施設整備等によって生じた還付消費税の取扱いはどうな

るのか。

Ａ

通常の業務運営や施設整備等によって生じた還付消費税は、控除すべき収益に

含まれる。

Ｑ６０－７ 以下に掲げる収入は、地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の

負担に帰せられるコストの計算上「運営費交付金及び国又は地方公共団体からの

補助金等に基づく収益以外の収益」として行政コストから控除することができる

のか。

① 資産見返運営費交付金戻入

② 資産見返補助金等戻入

③ 資産見返寄附金戻入

④ 資産見返物品受贈額戻入

⑤ 地方公共団体からの物品受贈益

⑥ 地方公共団体からの受託収入

⑦ 引当金見返に係る収益

⑧ 科学研究費補助金その他の補助金に係る間接経費相当額

Ａ

１ 設問中の①、②、④、⑤、⑦はその取得原資が税金であること、⑧は直接の対

価性がないことから運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づ

く収益以外の収益として取り扱うことはできないものと考える。③の財源は税金

からの拠出でないこと、⑥は対価性があることから、それぞれ控除できるものと

考える。

２ 以上を整理すると次のとおりである。

収入の区分 行政コストから控除することの可否

① 資産見返運営費交付金戻入 控除できない。

② 資産見返補助金等戻入 控除できない。



48

収入の区分 行政コストから控除することの可否

③ 資産見返寄附金戻入 控除できる。

④ 資産見返物品受贈額戻入 控除できない。

⑤ 地方公共団体からの物品受贈益 控除できない。

⑥ 地方公共団体からの受託収入 控除できる。

⑦ 引当見返に係る収益 控除できない。

⑧ 科学研究費補助金その他の補助金に

係る間接経費相当額

控除できない。

Ｑ６０－８ 地方独立行政法人会計基準に列挙されていない一般に機会費用と考え

られる、例えば地方独立行政法人間における資産の無償賃借などの場合に、地方

独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストに計上する必

要があるか。

Ａ

注解４２第２項では機会費用を「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額さ

れた使用料による貸借取引から生ずる機会費用」、「地方公共団体出資等から生

ずる機会費用」、「国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件

による融資取引から生ずる機会費用」及び「国又は地方公共団体との人事交流に

よる出向職員から生ずる機会費用」の４種類に限定している。なぜなら、機会費

用は一般に広い概念であるが会計帳簿の記録に基づくものではなく、通常は財務

会計上認識されることはない。しかし、地方独立行政法人においてはその制度趣

旨に鑑み、地方独立行政法人間の比較可能性の観点などから、会計基準において

制度的に範囲を限定するものである。したがって、地方独立行政法人会計基準に

おいて列挙されている以外の機会費用を地方独立行政法人の業務運営に関して住

民等の負担に帰せられるコストに計上する必要はない。

Ｑ６０－９ 「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借

取引から生ずる機会費用」に関し、減額された使用料による貸借取引とはどのよ

うな場合を想定しているのか。また、民間における参考事例がないとき、どのよ

うにしてその機会費用を計算するのか。

Ａ

１ 減額された使用料による貸借取引とは、国有財産法、物品の無償貸付及び譲与

等に関する法律において、国有財産及び国の物品を国以外の者に対して時価より

も低い対価で貸し付けることができる場合が規定されており、これらの法律を根

拠として減額された使用料による貸借取引が行われることを想定したものである

（注解 ４２第３項参照）。なお、国の財産は、時価による譲渡及び貸付けが原

則とされており、法律の規定によらず時価よりも低い対価で貸付けが行われるこ

とはない。

２ 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費

用とは、当該資産が市場によって提供されたとしたら支払うべきであろうコスト

と実際の支払額との差額を意味するものであり、例えば近隣の地代や賃貸料等を

参考に計算を行うこととされている（注解４２第４項(1)参照）が、民間における

参考事例がない場合であっても何らかの合理的な仮定計算を行うことが必要であ

る。
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３ 仮定計算の方法については、行政コスト計算書に注記を行うことにより、客観

性・透明性を確保するものとする。

Ｑ６０－１０ 地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコ

ストにおける「地方公共団体出資等から生ずる機会費用」の算定に用いる「一定

利率」はどのように決定するのか。また、共通の数値を策定し、各地方独立行政

法人に通知するなどの周知は行わないのか。

Ａ

１ 地方公共団体出資等の機会費用は、当該出資額を市場で運用したならば得られ

たであろう金額として計算すべきものであり、「一定利率」の数値としては、国

債の利回りを参考に決定することとなる（注解４２第４項(2)参照）が、地方独立

行政法人間の比較可能性が重要であり、「一定利率」については、各地方独立行

政法人が共通の数値を使用することが望ましい。

２ 具体的に使用すべき「一定利率」については、決算日における 10 年もの国債の

利回り（具体的には、決算日（当日が土・日曜日の場合は直前の営業日）におけ

る 10 年国債（新発債）の利回りであり、日本相互証券が公表しているものによる

ものとする。

Ｑ６０－１１ 施設費は固定資産を取得したときに資本剰余金に振り替えられる

が、決算日において負債として整理される預り施設費又は建設仮勘定見返施設費

が存在する場合、当該預り施設費又は建設仮勘定見返施設費も地方公共団体出資

等に含めて機会費用を計算するのか。

Ａ

預り施設費又は建設仮勘定見返施設費は、資本剰余金に転換する前段階のもの

であり、住民等から見た場合には既に負担が発生しているので、地方公共団体出

資等から生ずる機会費用の計算対象と考えるのが適当である。

Ｑ６０－１２ 地方公共団体出資等の額が、期首と期末では異なる場合、どのよう

に計算するのか。

Ａ

期首（前期末）と期末の平均を取って地方公共団体出資等の額とする。

Ｑ６０－１３ 資本金 200 億円（全額現物出資）で、４月１日に設立された地方独

立行政法人において、機会費用算定に用いる｢一定利率｣を２％とすると、次のよ

うなケースでは当年度の地方公共団体等の機会費用は幾らになるのか。

① 現物出資財産の減価償却により、資本剰余金が△10億円発生した場合

② さらに、施設費により９月末日に50億円の建物を増築し、当該年度において

△２億円の減価償却相当額が発生している場合

Ａ

計算例

               前年度末       当年度末

    地方公共団体出資金    200         200

    資本剰余金         0          50

    減価償却相当累計額     0         △12
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    資本剰余金合計       0          38

地方公共団体出資等の機会費用 ＝ （200＋238）／２ × ２％ ＝ 4.38 億円

  注：行政コストとしては、減価償却相当額が、別途、12億円発生している。

Ｑ６０－１４ 国又は地方公共団体からの無利子又は低利融資を受けている場合の

機会費用の算定について、｢通常の調達利率｣とはどのような金利を用いればよい

のか。また、通常の調達利率は、期末時点での金利なのか、あるいは年間の平均

金利なのか。

Ａ

注解第４２第４項(3)における｢通常の調達利率｣とは、債券発行や借入金により

資金調達を行っている地方独立行政法人にあっては、当該債券及び借入金の調達

金利の年平均利率によることとし、無利子又は低利融資以外に資金調達を行って

いない地方独立行政法人にあっては、決算日（当日が土・日曜日の場合は直前の

営業日）における 10 年もの国債（新発債）の利回りであり、日本相互証券が公表

しているものによるものとする。

Ｑ６０－１５

(1) 注解４２第４項(2)において、目的積立金を財源として生じた資本剰余金が、機

会費用算定の基礎となる地方公共団体出資等に含まれていない趣旨は何か。

(2) 注解４２第４項(2)において、その他行政コスト累計額のうち「第９１ 資産除

去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当累計額及び利息

費用相当累計額が、機会費用算定の基礎となる地方公共団体出資等から控除する

額に含まれていない趣旨は何か。

(3) その他行政コスト累計額のうち目的積立金を財源として生じた資本剰余金に対

応する額については、機会費用算定の基礎となる地方公共団体出資等から控除す

る額（注解４２第４項(2)ア～ウ）から除外することでよいか。

（関連項目：第２０ 行政コストの定義）

Ａ

１ 目的積立金は経営努力認定を受けた積立金であり、法人の費用削減又は収益の

増加という自己努力によって生じた利益を源泉としているものと考えられるため、

地方公共団体出資等に係る機会費用の算定に含めることは適切ではない。そのた

め、目的積立金を財源として生じた資本剰余金は、機会費用算定の基礎となる地

方公共団体出資等の資本剰余金には含まれていない。

２ 「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相

当累計額及び利息費用相当累計額は、資産除去債務に対応する除去費用等のうち、

当該費用に対応すべき収益の獲得が予定されていないものとして特定された場合

に計上されるものであり、国又は地方公共団体の資源の利用とは関係なく計上さ

れるものである。そのため、機会費用算定の基礎となる地方公共団体出資等から

控除する額に含まれていない。

３ 目的積立金を財源として生じた資本剰余金は機会費用算定の基礎となる地方公

共団体出資等に含まれていないことから、注解４２第４項(2)で規定しているとお

り、その他行政コスト累計額のうち目的積立金を財源として生じた資本剰余金に
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対応する額については、機会費用算定の基礎となる地方公共団体出資等から控除

する額（注解４２第４項(2)ア～ウ）から除外する。

第７章 損益計算書

Ｑ６４―１ 臨時損益と企業会計の特別損益とは同じと考えてよいのか。

Ａ

  企業会計における特別損益は、「特別」という用語が広く解釈されがちである

ため、地方独立行政法人会計基準ではできるだけ限定しようという趣旨から「臨

時損益」としたところである。したがって、「臨時損益」は「特別損益」と同一

内容のものではなく、限定的に使用されるべきものである。

Ｑ６４―２ 臨時損益の区分には前期損益修正は含まれると解釈してよいか。

Ａ

  過去における見積の誤り等が当期において発見された場合には、過年度の損益

修正額を当期の損益と区分する必要から、前期損益修正についても、原則として

臨時損益の区分に表示する。

Ｑ６４―３ 損益計算書の様式に「（何）業務費」とあるが、どのように費用項目

を立てるべきか。例えば、業務費について形態別の科目を示さなくてよいか。人

件費はどのように表示すればよいか。（配賦する必要がないか。）また、法第３

４条第２項で提出する決算報告書での項目の立て方とは一緒になるのか。

（関連項目：第６５ 損益計算書の様式）

Ａ

１ 地方独立行政法人は公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及び

事業の実施主体であって、その業務の実施に関して負託された経済資源に関する

情報を負託主体である住民等に開示する責任を負っており、説明責任の観点から、

その財政状態及び運営状況を明らかにし、適切に情報開示を行うことが要請され

る。この観点から、主に運営状況を明らかにするため、一会計期間に属する法人

の全ての費用とこれに対応する全ての収益とを記載し、当期純利益及び当期総利

益を表示するために導入された書類が損益計算書である。

２ 損益計算書にどのような費用項目を立てるかの判断に当たっては、このような

損益計算書を作成する趣旨を勘案して、各地方独立行政法人がそれぞれにふさわ

しい項目のあり方を十分に検討すべきである。（地方独立行政法人の業務の多様

性を考慮すると、当然に全ての法人に共通に適用されるべき業務費の項目はない

ものと認識する。）

３ 一般的には、中期目標等や中期計画等の業務運営の効率化に関する項や業務の

質の向上に関する項において具体的に記載される業務内容との対応関係をも考慮

して定めるのが望ましい。

４ 例えば、(ア)業務の質の向上に関する項において、一定の業務ごとに達成すべ

き成果が規定されている場合には、その項立てと対応させて定める。また、(イ)

業務運営の効率化に関する項において、特に、一定の業務に関する人件費、物件
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費等に関する計画等が定められている場合には、それに対応して、当該業務に係

る人件費、物件費等を項立てする。

５ なお、法第３４条第２項に規定する決算報告書は、地方独立行政法人の予算に

対応するものなので、予算での項目の立て方に連動することになる。

Ｑ６４－４ 科学研究費助成事業の資金に係るの会計処理は、研究者個人に対して

支給されるものとして預り金処理すべきか、それとも当該資金に基づき実施され

る研究は地方独立行政法人の業務の一環として行うと考え、収益として処理すべ

きか。

Ａ

  科学研究費助成事業（科研費）はいわゆる競争的研究費として一人又は複数の

研究者により行われる研究計画の研究代表者に交付される資金であり、研究機関

に交付されるものではない。したがって、研究機関では当該補助金を機関収入に

算入することはできないものとされている。一方、科研費の取扱事務は研究機関

の事務局で処理することとされている。

  以上の点を踏まえつつ、科研費の事務取扱を公正に実施する観点から、科研費

については地方独立行政法人において預り金として処理し、科研費に含まれる事

務取扱に要する間接経費相当額は法人の収益として整理することとする。

  なお、科研費で購入した固定資産を地方独立行政法人が研究者個人から寄贈さ

れた場合には、会計基準第２６に従い公正な評価額をもって受け入れる。

また、公立大学法人の研究関連の金額規模を明らかにするため、科研費等の直

接経費の当期受入額と当期支出額を損益計算書の直下に注記する。

Ｑ６５－１ 公立大学法人における業務費及び一般管理費を区分する基準は何か。

Ａ

１ 地方独立行政法人会計基準によると、損益計算書の表示は、光熱水料、消耗品

費、旅費、減価償却費等の形態別分類によることとされているが、公立大学法人

においては、説明責任をより適切に果たすという観点とともに、各法人における

特色ある発展に向けての検討に寄与するという観点から、損益計算書の業務費は、

教育、研究等の目的別分類により表示した上で、附属明細書において形態別分類

により内訳を表示することとした。

２ 業務費の目的別分類の内訳としては、教育経費、研究経費、診療経費、教育研

究支援経費、受託研究費、共同研究費、受託事業費等、役員人件費、教員人件費、

職員人件費に区分して表示することとする。当該区分による理由は、

① 教育経費及び研究経費については、公立大学法人の主たる業務は教育、研究

であるが、その業務内容について、住民等に対する説明責任を十分に果たすた

めには、両者を一体として表示するのではなく、教育、研究の別に表示するこ

とがより適切であると考えられること

② 診療経費については、附属病院においては相当の規模をもって診療が行われ、

相応の収入もあること

③ 教育研究支援経費については、公立大学法人の組織には、図書館や大型計算

機センター等のように、教育・研究の双方の支援を目的として法人全体に資す

るために設置されており、かつ、管理目的として区分することが適当ではない

ものがある。そうした組織のうち、他から相当の独立性を有しており、按分等
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して教育経費や研究経費等に配分することが適当とは考えられないものがある

こと

④ 受託研究費、共同研究費及び受託事業費等については、その業務が外部資金

によって行われ、かつ、収入と支出の対応関係が明確であること

⑤ 役員人件費については、教員人件費及び職員人件費として区分して開示する

ことが適当と考えられること

⑥ 教員人件費については、個々の教員毎に客観的な基準により教育・研究等の

区分へ配分することは困難であること

⑦ 職員人件費については、個々の職員毎に客観的な基準により教育・研究等の

区分へ配分することは困難であること

  また、管理運営業務については、公立大学法人全体の業務に対してなされるも

のであり、客観的な基準により教育経費等の区分へ適正に配分することは困難で

あることから、業務費の区分によるのではなく、一般管理費として表示すること

とする。

３ 業務費及び一般管理費の各区分における対象経費は以下のとおりである。

区 分 対象経費

教育経費 公立大学法人の業務として学生等に対し行われる教育に要する経費を対象とす

る。

具体的には、入学試験、正課教育、特別授業、進学（就職）準備、入卒業式

等、補習及び個別指導教育、学生納付金免除、学生に対する保健サービス、課

外活動、教育目的の附属施設、公開講座等に要する経費をいう。

ただし、診療経費、教育研究支援経費、受託研究費、共同研究費、受託事業費

等、役員人件費、教員人件費、職員人件費及び一般管理費に属するものは除

く。

研究経費 公立大学法人の業務として行われる研究に要する経費を対象とする。ただし、

診療経費、教育研究支援経費、受託研究費、共同研究費、受託事業費等、役員

人件費、教員人件費、職員人件費及び一般管理費に属するものは除く。

診療経費 附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要する経費を対象とす

る。ただし、教育経費、研究経費、教育研究支援経費、受託研究費、共同研究

費、受託事業費等、役員人件費、教員人件費、職員人件費及び一般管理費に属

するものは除く。

教育研究支援

経費

附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教

育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生

及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費を対象とする。ただし、教

育経費、研究経費、受託研究費、共同研究費、受託事業費等、役員人件費、教

員人件費、職員人件費及び一般管理費に属するものは除く。

受託研究費 受託研究の実施に要する経費を対象とする。ただし、当該受託研究費により支

弁される給与等を含む。

共同研究費 共同研究の実施に要する経費を対象とする。

ただし、当該共同研究費により支弁される給与等を含む。

受託事業費等 受託事業及び共同事業の実施に要する経費を対象とする。ただし、当該受託事

業費等により支弁される給与等を含む。

役員人件費 公立大学法人において役員に対し支払われる報酬、賞与、退職給付又はこれに

類する経費を対象とする。

教員人件費 公立大学法人において教員に対し支払われる給与、賞与、諸手当、退職給付又

はこれに類する経費を対象とし、役員人件費は含まない。
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ただし、受託研究費、共同研究費及び受託事業費等に属するものは除く。（※

１）

職員人件費 公立大学法人において役員及び教員を除く一切の者に対し支払われる給与、賞

与、諸手当、退職給付又はこれに類する経費を対象とする。

ただし、受託研究費、共同研究費及び受託事業費等に属するものは除く。（※

１）

一般管理費 公立大学法人全体の管理運営を行うために要する経費を対象とする。次の各号

に該当することが明らかな経費は、これを一般管理費とする。①役員会、経営

審議機関及び教育研究審議機関のために要する経費、②総務、人事、財務、経

理その他これに準ずる業務に要する経費、③教職員の福利厚生に要する経費、

④学生募集に要する経費、⑤教育研究診療活動以外に供する施設、設備の修

繕、維持、保全に要する経費。

その他、他の区分に属さない業務経費は本区分に属することとする。（※２）

（※１）教員人件費及び職員人件費の対象者は、法人に雇用される一切の者であり、受託研究

費、共同研究費及び受託事業費等に属するものを除き、常勤職員、非常勤職員、パート、ア

ルバイト等の雇用形態を問わない。また、社会保険料、雇用保険料等の事業主負担分も含ま

れる。

なお、役員について、役員人件費以外に人件費が支払われ、役員人件費と区分が可能な

場合は、当該区分に計上することとする。

（※２）学生部、教務部及び留学生部等学生に対し直接サービスの提供を行い管理業務を従とし

て行う（おおむね３割未満）部署における費用は、教育経費として処理することができる。

   また、産学連携に係る業務、競争的研究資金等の獲得及び地域貢献に係る業務の費用は一

般管理費に含まない。

４ 大学における人件費を除く業務費及び一般管理費は、３における定義等による

区分を原則とするが、上記３による区分が困難である場合は、下記の例示を踏ま

え、当該業務が実施される場所を基に区分することができる。業務が実施される

場所の判断にあたっては、当該場所（部屋等）の主たる使用目的によることとし、

複数の使用目的をもって設置された場所については、主たる使用目的により区分

する。（５参照）

区 分 場所（例示）

教育経費 ○講義室等

・講義室、演習室、一般教室、ゼミ室、普通教室

○学生実験室等

・実験実習室、製図室、学生自習室、実習工場、特別教室、日常生活訓練施設

○教育目的附属施設

○アドミッションセンター

○附属学校等

○留学生会館

○学生寄宿舎

○大学会館等

・学生食堂、学生集会室

○保健管理センター

○体育指導センター

○学内共同利用合宿施設

○課外活動施設          等

研究経費 ○教員研究室、教員実験室
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○研究目的附属施設

○附置研究所           等

診療経費 ○附属病院の中央診療棟、病棟、外来棟

○看護師宿舎           等

教育研究支援

経費

○附属図書館

○大型計算機センター       等

一般管理費 ○福利厚生施設

・職員会館、職員食堂

○管理部

・役員室、監事室、学部長室、事務長室、一般事務室、会議室、倉庫、教職員宿

・エレベーター機械室、受変電機器室、ポンプ室、冷暖房機械室等の設備室

○その他共用部分（※）

・便所、洗面所、廊下、渡り廊下、階段、玄関、講堂等の共用部分

                 等

（※） 便所や洗面所等の共用部分について、複数の使用目的を有する建物等にある場合、主た

る使用目的（全業務の概ね７割）の区分とするなど、実態に応じて合理的な基準によるこ

とができる。

５  共用される建物等に係る減価償却費及びあらかじめ経費区分を行うことが困難

であるもので上記３及び４によって区分することが困難であるものに係る経費区

分の考え方は以下のとおりとする。

(1) 共用される建物等に係る減価償却費

事 案 経費区分計上の考え方

建物 ・複数の経費区分において共用される建物は、部屋を単位に使用する経費区分

へ計上。廊下等の共用部分は、一般管理費へ計上。

・講堂（多目的ホールを含む。）は、一般管理費へ計上。

・教職員宿舎及び教職員福利厚生施設は、一般管理費へ計上。

・看護師宿舎は、診療経費へ計上。

構築物 ・門、囲障、舗床、立木竹、築庭等土地そのものの管理運営のため設置され土

地と一体として使用されるものは、当該土地を使用する主たる経費区分へ計

上。

・設置目的又は利用の実態が建物と一体として使用されるものは、当該建物と

同一の経費区分へ計上。

・従たる構築物は、主たる構築物と同一の経費区分へ計上。

機械装置 ・設置される部屋の経費区分へ計上。

工具器具備品

等

・主に保管される部屋の経費区分へ計上。工具器具を保管庫に管理している場

合等、場所によることが適当ではない場合は、利用状況等に応じ按分のうえ

各経費区分へ計上。

船舶 ・複数の経費区分で共用している船舶は、航海日数等の利用状況に応じ按分の

上、各経費区分へ計上。

車輌運搬具 ・特定の経費区分においてのみ使用されるものを除き、一般管理費へ計上。



56

特許権等 ・主に利用する経費区分へ計上。

ソフトウェア ・ソフトウェアを使用する経費区分へ計上。

（※） 利用状況等の判断は、前年実績や適宜の一定期間における利用実態調査等合理性を有す

る方法によることとする。なお、教育及び研究用の備品等、複数の使用目的がある場合、

重要性を勘案のうえ、主な使用目的の区分により計上することも認められる。

(2) あらかじめ経費区分を行うことが困難であるもの

(ア) 光熱水料

複数の経費区分において使用される光熱水料で、個別の計測メーターがない等

により、計上すべき経費の内訳が不明である場合等は、例えば使用電力料を理論

値で算定し、又は前年実績や適宜の一定期間における利用実態調査による等合理

性を有する方法により、各経費区分へ計上することとする。

(イ) 在庫支給を行う消耗品等

  コピー用紙等の消耗品を在庫として管理している場合で、複数の経費区分にお

いて使用するが、その内訳についてあらかじめ経費の区分を行うことが困難であ

る場合等は、前年実績や適宜の一定期間における利用実態調査による等合理性を

有する方法により、各経費区分へ計上することとする。
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（参考）経費区分に係るフローチャート

YES                               NO

YES             NO

    NO            YES

                    YES       NO     NO        YES

                    YES        NO

YES       NO                                      YES       NO

  

             YES        NO

                            

                            YES              NO

外部から委託等を受け

て法人の業務として行

う活動か。

役員又は教職員に対して

支払われる給与、賞与、

諸手当、退職給付又はこ

れに類する経費か。

役員に対し支払われる給

与等、賞与、諸手当、退

職給付又はこれに類する

経費か。

附属病院における診療報

酬の獲得が予定される行

為に要する経費か。

対象は研究か。

受 託 事 業 費 等

診 療 経 費

公立大学法人の業務とし

て学生等に対し行われる

教育に要する経費か。

教員に対し支払

われる給与等、

賞与、諸手当、

退職給付又はこ

れに類する経費

か。

役

員

人

件

費

教 育 経 費

公立大学法人の業務とし

て行われる研究に要する

経費か。

教

員

人

件

費

職

員

人

件

費

研 究 経 費

特定の学部等に所属せ

ず、法人全体の教育及び

研究の双方を支援するた

めに設置されている施設

又は組織であって学生及

び教員の双方が利用する

ものの運営に要する経費

か。

教育研究支援経費 一 般 管 理 費

共

同

研

究

費

受

託

研

究

費

①外部の機関から研究

者等を受け入れて、外

部の機関の研究者と共

通の課題について共同

して行う研究

又は

②公立大学法人及び外

部の機関において共通

の課題について分担し

て行う研究で、外部の

機関から研究者及び研

究経費等、又は研究経

費等を受け入れるもの

であるか。
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第８章 純資産変動計算書

Ｑ６７－１ 会計基準第６７の純資産変動計算書及び会計基準第９９第１項(4)の法

人単位純資産変動計算書の様式は、具体的にどのような記載となるのか。

Ａ

  以下のとおりである。
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Ｑ６７－２ 令和４事業年度の純資産変動計算書の当期首残高はどのように表示す

ればよいか。

Ａ

１ 令和４事業年度の純資産変動計算書における狭義の資本剰余金の当期首残高

は、令和３事業年度の期末残高から損益外除売却差額相当額を控除した額とす

る。ただし、令和３事業年度までに計上された資本剰余金（設立団体納付差額）

は控除する額から除外する。なお、当該資本剰余金（設立団体納付差額）は、狭

義の資本剰余金に含め、Ｑ７７－２「１０ 資本剰余金の明細」における資本剰余

金の内訳項目として表示されることとなる（Ｑ５５－３参照）。

以上から、令和３事業年度の貸借対照表における狭義の資本剰余金残高と、令

和４事業年度の純資産変動計算書における資本剰余金の当期首残高は整合しない

ことから、その旨、令和４事業年度の純資産変動計算書に注記することが適切で

ある。

２ また、令和３事業年度の資本金及び資本剰余金の明細の表示項目の読替え及び

残高の組替えは下表のとおりである。

令和３事業年度の

表示項目

令和４事業年度の

表示項目

令和４事業年度の

当期首残高

損益外減価償却累計額 減価償却相当累計額 令和３事業年度の期末残高

を引き継ぐ。

損益外減損損失累計額 減損損失相当累計額 同上

損益外利息費用累計額 利息費用相当累計額 同上

－ 承継資産に係る費用相当累 －
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令和３事業年度の

表示項目

令和４事業年度の

表示項目

令和４事業年度の

当期首残高

計額（公立大学法人以外の

地方独立行政法人に限る）

損益外除売却差額相当額 除売却差額相当累計額 Ｑ５５－３参照

３ 上記以外の当期首残高については、令和３事業年度の期末残高を記載するもの

とする。

第９章 キャッシュ・フロー計算書

Ｑ７０―１

(1) 運営費交付金で固定資産を購入した場合、キャッシュ・フロー計算書において、

財源は業務活動収入に計上され、支出は投資活動の支出として整理されるという

理解で良いのか。この場合、支出に対応させるため財源を投資活動の収入に計上

することは可能か。

(2) 寄附金で固定資産を購入した場合のキャッシュ・フロー計算書上の処理の仕方

はどうなるのか。

Ａ

１ 地方独立行政法人にキャッシュの増減があった場合に、これを業務活動、投資

活動及び財務活動の３つの区分のうちのいずれに計上するかについては、当該キ

ャッシュの増減をもたらした活動をもとに判断することになる。

２ まず、固定資産の購入によるキャッシュの減少については、固定資産の取得と

いう投資活動によるものであるので、そのキャッシュの調達方法に関係なく、す

べて投資活動によるキャッシュ・フローに表示することになる。

３ また、運営費交付金の受入れによるキャッシュの増加については、運営費交付

金は法人の業務活動のための財源として交付され、基本的には 終的に収益化さ

れるべきものとして受け入れられるものであるので、その全額を業務活動による

キャッシュ・フローに計上することになる。

４ 同じく寄附金の受入れによるキャッシュの増加についても、寄附金は法人の一

定の業務活動に充てることを期待されて交付されるものであり、基本的には 終

的に収益化されるべきものとして受け入れられるものであるので、その全額を業

務活動によるキャッシュ・フローの区分に表示することになる。

５ なお、これらの３つの区分については、キャッシュの動きを法人の活動の性質

ごとに切り取って表示するためのものであり、各区分内で資金収支を均衡させな

ければならないといった規範性があるわけではない。（一般企業のキャッシュ・

フロー計算書においても、投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスになり、

営業活動によるキャッシュ・フローと財務活動によるキャッシュ・フローがプラ

スとなることが多い。）

Ｑ７０－２ 利息の支払額には、ファイナンス・リース取引により計上される支払

利息を含めるのか。

Ａ

  ファイナンス・リースは、長期借入金を財源として資産を購入するのと同様の
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金融取引であり、当該取引から生じる支払利息相当額は通常の借入金に係る利息

と同様のものである。したがって、利息の支払額にはファイナンス・リース取引

により計上される支払利息相当額を含むものと考える。なお、リース料の支払額

は、借入金の償還による支出と同様の性質の支出であり、財務活動の区分に計上

されることになる。

Ｑ７１―１ 地方公共団体から物品の譲与を受けた場合の資産の取得に関しては、

重要な非資金取引としての注記に該当するのか。

Ａ

  物品の譲与は、資金を介在せずに資産を取得する取引であり、重要性のある物

品の譲与は、非資金取引として注記する事項に該当するものと考える。

Ｑ７１―２ 注解５０において、キャッシュ・フロー計算書に注記すべき重要な非

資金取引の例として、現物出資の受入れによる資産の取得等が掲げられているが、

減価償却費等の非資金費用は含まれないのか。

Ａ

１ キャッシュ・フロー計算書の注記における重要な非資金取引とは、キャッシュ

の出入りを伴わないために業務活動、投資活動及び財務活動のいずれの区分にお

いても把握することのできない経済取引であって、地方独立行政法人の財務内容

に大きな変更となるものを意味している。減価償却は費用の期間配分のために行

う会計上の処理であってここでいう経済取引ではないので、注記事項とはならな

い。

２ なお、実態としては、減価償却費は業務活動によるキャッシュの流出を伴わな

い費用であるので、業務活動によって生じたキャッシュ・フローには、これに相

当する額が含まれていることになる。（これは、業務活動によるキャッシュ・フ

ローを間接法で計算すれば、より明白となる。）

第１０章 利益の処分又は損失の処理に関する書類

Ｑ７４―１ 損益計算上の損失が発生した場合、法第４０条第１項に基づく積立金

（１項積立金）を充当し、その次に法第４０条第３項により中期計画で定める使

途に充てるために、使途ごとに適当な名称を付した積立金（３項積立金）を充当

するという考え方でよいのか。

Ａ

  ある事業年度に生じた損失に関し、当該事業年度末において設問にいう１項積

立金と３項積立金が共に残っている場合、会計基準等ではどちらの積立金を優先的

に損失の補填に充てるかについては定められていない。これは当該事業年度に係る

損失処理計算書において、生じた損失をどの積立金から補填するかについて個別に

その額を明らかにし、設立団体の長の承認を得ることにより行えば足り、あらかじ

めその優先順位について一義的に定めておく必要はないという趣旨である。
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第１１章 附属明細書及び注記

Ｑ７７－１ 公立大学法人以外の地方独立行政法人におけるセグメント情報につい

て、以下の事項の取扱いはどのようになるのか。

① 一般管理費の取扱い

② 機会費用

Ａ

  セグメント情報作成に当たっては、損益計算書における経常費用を合理的な基

準により各セグメントへ配賦することが求められる。しかし、経常費用のうち一

般管理費については、管理部門における費用を主たる内容とすることが想定され

ることから、一般管理費に区分される全ての費用を各セグメントへ配賦すること

が困難な状況が考えられる。このような場合には、各セグメントへ配賦不能な一

般管理費は配賦不能費用として法人共通の欄に記載することとなる。

また、同様に、地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられ

るコストのうち機会費用についても各セグメントに配賦することが望ましい。し

かしながら、機会費用のうち、地方公共団体出資等の機会費用については、各セ

グメントへの出資額等不明確な場合も多いと考えられる。このような場合には、

配賦不能なコストとして法人共通の欄に記載することとなる。

Ｑ７７－２ 地方独立行政法人（公立大学法人及び申請等関係事務処理法人を除

く。）が作成する附属明細書の各明細は、具体的にどのような内容のものか。

Ａ

１ 附属明細書の意義

① 財務報告及び財務諸表において遵守されるべき基本的観点は基準の一般原則に

記述されているところであるが、一般的に「理解可能性」といった観点につい

ても財務報告及び財務諸表には強く求められているところである。

② この理解可能性からして、貸借対照表や損益計算書等についてはいたずらに複

雑とならないことが求められ、余りにも詳細な情報は貸借対照表や損益計算書

等には表示されないこととなる。

③ しかし、そのような貸借対照表や損益計算書等の表示だけであると重要な情報

が十分に開示されなくなるおそれがあるため、これを補うために附属明細書及

び注記として詳細な情報が開示される。そのうち明細書形式が適切と判断され

るものが附属明細書である。

④ 附属明細書の作成に当たっては、このような附属明細書の意義を十分に考慮す

ることが必要である。

⑤ さらに、住民その他の利害関係者の理解可能性を高めるために、附属明細書

の情報を補足・補完することが有用なことがある。例えば、地方独立行政法人

固有の会計処理に伴い生じた科目に関連して、各法人の判断に基づき、関連す

る附属明細書に情報を追加することにより、住民その他の利害関係者による法

人の業務運営の状況の理解を助けることがある。具体的には、承継資産に係る

費用相当額（会計基準第８７第２項）に係る記載などについて、各法人の判断

に基づき、関連する附属明細書に適切に反映することが必要であると考える。
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２ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第８７ 特定の資産に係る費用相当

額の会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細
（単位：千円）

資産の種類

期首

残高

当期

増加

額

当期

減少

額

期末

残高

減価償却累計額 減損損失累計額 差引当期

末残高

摘要

当期償

却額

当期

減損

額

有形固定資

産（減価償

却費）

建 物

構築物

計

有形固定資

産（減価償

却相当額）

建 物

構築物

計

非償却資産 土 地

有形固定資

産合計

建 物

構築物

計

無形固定資

産

特許権

借地権

計

投資その他

の資産

計

（記載上の注意）

① 有形固定資産（会計基準第１０に掲げられている資産）、無形固定資産（会

計基準第１１に掲げられている資産）、投資その他の資産（会計基準第１２に

掲げられている資産）について記載すること。

② 減価償却費が費用に計上される有形固定資産と、会計基準第８７第１項及び

第９１の規定により減価償却相当額がその他行政コストに計上される有形固定

資産各々について記載すること。

③ 「無形固定資産」、「投資その他の資産」についても、会計基準第８７第１

項及び第２項及び第９１の規定により減価償却相当額及び費用相当額がその他

行政コストに計上されるものがある場合には、「有形固定資産」に準じた様式

により記載すること。

④ 「有形固定資産」、「無形固定資産」、「投資その他の資産」の欄は、貸借

対照表に掲げられている科目の区別により記載すること。

⑤ 「期首残高」、「当期増加額」、「当期減少額」、及び「期末残高」の欄は、

当該資産の取得原価によって記載すること。

⑥ 「減価償却累計額」の欄には、減価償却費を損益計算書に計上する有形固定
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資産にあっては減価償却費の累計額を、会計基準第８７第１項に定める特定の

償却資産及び第９１に定める特定の除去費用等に係る償却資産にあっては減価

償却に相当する額の累計額を、無形固定資産及び投資その他の資産にあっては

償却累計額を記載すること。

⑦ 期末残高から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した残高を、「差引

当期末残高」の欄に記載すること。

⑧ 災害による廃棄、滅失等の特殊な理由による増減があった場合、又は同一の

種類のものについて貸借対照表の総資産の１％を超える額の増加若しくは減少

があった場合（ただし、建設仮勘定の減少のうち各資産科目への振替によるも

のは除く。）は、その理由及び設備等の具体的な金額を脚注する。

３ 棚卸資産の明細                   （単位：千円）

種 類
期 首

残 高

当期増加額 当期減少額
期 末

残 高
摘 要当期購入･

製造･振替
その他 払出･振替 その他

計

（記載上の注意）

① 会計基準第１３(5)から(10)に掲げられている棚卸資産を対象として、棚卸資

産の種類ごとに記載する。

② ｢当期増加額｣の欄のうち、｢その他｣の欄には、当期購入･製造又は他勘定から

の振替以外の理由による棚卸資産の増加額を記載し、増加の理由を注記するこ

と。

③ ｢当期減少額｣の欄のうち、｢その他｣の欄には、棚卸資産の売却･利用による払

出し又は他勘定への振替以外の理由による棚卸資産の減少額を記載し、減少の

理由を注記すること。

４ 有価証券の明細

４－１ 流動資産として計上された有価証券         （単位：千円）
売買目的

有価証券
銘 柄 取得価額 時 価

貸借対照表

計上額

当期損益に含ま

れた評価損益
摘 要

計

満期保有

目的債券

種類及び

銘 柄
取得価額 券面総額

貸借対照表

計上額

当期費用に含ま

れた評価差額
摘 要

計

貸借対照表

計上額合計

４－２ 投資その他の資産として計上された有価証券     （単位：千円）



65

満期保有目

的債券

種類及び

銘 柄
取得価額 券面総額

貸借対照

表計上額

当期費用に含まれ

た評価差額
摘 要

計

関係会社株

式 銘 柄 取得価額

純資産に持

分割合を乗

じた価額

貸借対照

表計上額

当期損益に含まれ

た評価差額
摘 要

計

その他有価

証券
種類及び

銘 柄
取得価額 時価

貸借対照

表計上額

当期費用に含まれ

た評価差額

その他有

価証券評

価差額金

摘

要

計

貸借対照表

計上額合計

（記載上の注意）

① 会計基準第３１に定める有価証券で貸借対照表に計上されているものにつ

いて記載すること。

② 流動資産に計上した有価証券と投資その他の資産に計上した有価証券を区

分し、売買目的有価証券、満期保有目的債券、関係会社株式及びその他有価

証券に区分して記載すること。

③ 為替差損益については、当期費用に含まれた評価差額の欄に（ ）内書で

記載すること。

④ その他有価証券の｢当期費用に含まれた評価差額｣の欄には、会計基準第３

１第３項により評価減を行った場合の評価差額を記載すること。

５ 長期貸付金の明細                   （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘 要
回収額 償却額

関係会社長期貸付金

その他の長期貸付金

○○貸付金

××貸付金

計

（記載上の注意）

① 長期貸付金の「区分」欄は、関係会社長期貸付金とその他の貸付金に区分

し、さらに、その他の長期貸付金については、適切な種別等に区分して記載

すること。

② 長期貸付金について当期減少額がある場合には、その原因の概要を「摘

要」欄に記載すること。

６ 長期借入金の明細                    （単位：千円）
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区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 平均利率

（%）

返済期限 摘 要

計

（記載上の注意）

① 会計基準第１５第１項(4)に定める長期借入金について記載すること。

② ｢平均利率｣の欄は、加重平均利率を記載すること。

７ 引当金の明細                      （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘 要
目的使用 その他

計

（記載上の注意）

① 前期末及び当期末貸借対照表に計上されている引当金について、各引当金

の設定目的ごとの科目区分により記載すること。

② ｢当期減少額｣の欄のうち｢目的使用｣の欄には、各引当金の設定目的である

支出又は事実の発生があったことによる取崩額を記載すること。

③ ｢当期減少額｣のうち｢その他｣の欄には、目的使用以外の理由による減少額

を記載し、減少の理由を｢摘要｣欄に記載すること。

８ 資産除去債務の明細                   （単位：千円）
区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

計

（記載上の注意）

① 貸借対照表に計上されている資産除去債務について、当該資産除去債務に

係る法的規制等の種類ごとの区分により記載すること。

② 資産除去債務に対応する除去費用等について会計基準第９１特定の有無を

「摘要」欄に記載すること。

９ 保証債務の明細                  （単位：件、千円）

区 分
期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 保証料収益

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

（記載上の注意）

① 本表は、債務の保証業務を行う全ての地方独立行政法人が記載すること。
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② 保証債務損失引当金の明細は、「７ 引当金の明細」に記載すること。

  

１０ 資本剰余金の明細                 （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

施設費

運営費交付

金

補助金等

寄附金等

目的積立金

減資差益

設立団体納

付差額

計

（記載上の注意）

① 発生源泉の区分に分けて記載すること。

② 当期増加額又は当期減少額がある場合には、その発生の原因の概要を「摘

要」欄に記載すること。

１１ 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

(1) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益は多くの地方独立行政法人において

金額的に非常に重要な項目と言えるばかりでなく、設立団体から受領すること

から判断して質的にも重要な項目と考えられる。

(2) 運営費交付金は補助金とは異なり、設立団体が事前に使途を特定しないとい

う意味でのいわば渡し切りの交付金であることから、地方独立行政法人は、運

営費交付金をどのように使用したかを説明する責任を有している。

(3) 運営費交付金は受入時に全て負債として認識されるが、その後の振替処理は

運営費交付金収益のみならず、固定資産取得原資とされた場合の他の負債等へ

の振替処理もあるように、複数の項目への振替処理が行われることになる。

(4) また、運営費交付金収益への振替処理は「業務の進行に応じて収益化」され

るため、運営費交付金が収受された年度に必ずしも収益化されるわけではなく、

複数年度にわたることも考えられる。

(5) さらに、法令等、中期計画等に照らして客観的に財源が措置されていると明

らかに見込まれる引当金に見合う将来の収入について計上された引当金見返に

ついては、引当金の取崩し時に当該引当金見返とそれに見合う運営費交付金債

務を相殺することになる。

(6) 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細は、以上のような項目の重要性と

その処理の多様性から要請されている訳であるが、このため明細書の作成に当

たっては多様な処理の内容について記述することが要請されることとなる。

(7) 具体的には次の内容が明細書に開示されることが必要と考える。

・ 運営費交付金債務の期首残高

・ 運営費交付金の当期交付額

・ 運営費交付金債務の当期振替額
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・ 引当金見返との相殺額及びその内訳

・ 運営費交付金収益への振替額及びその内訳

・ 資産見返運営費交付金への振替額及びその内訳

・ 資本剰余金への振替額及びその内訳

・ 運営費交付金の主な使途

・ 運営費交付金債務の期末残高及び使用見込み

(8) なお、運営費交付金が交付されない地方独立行政法人においては、当該明細

の作成は必要ない。

【様式及び記載例】運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

１１－１ 運営費交付金債務の増減の明細       （単位：千円）

期首残高
当期交付額

当期振替額

引当金見

返との相

殺額
期末残高

運営費

交付金収

益

資産見返

運営費交

付金

資本

剰余金
小計

5,000 10,000 5,950 550 0 6,500 1,000 7,500

１１－２ 運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細   （単位：千円）

区 分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

費用 主な使途

業務達成基準に

よる振替額

Ａ事業

2,600 2,500

人件費：500、○○費：

300、△△費：200、その

他：1,500

Ｂ事業

1,100 1,000

人件費：200、○○費：

100、△△費：50、その

他：650

Ｃ事業

550 500

人件費：100、○○費：

100、△△費：70、その

他：230

期間進行基準による振替

額

1,150 990

人件費：400、○○費：

300、△△費：100、その

他：190

費用進行基準による振替

額

550 550

人件費：50、○○費：

200、△△費：200、その

他：100

会計基準第７９第５項に

よる振替額 0 ―

合 計 5,950 5,540

（記載上の注意）

① 「業務達成基準による振替額」の区分は、セグメントごとに記載すること。

ただし、それよりも細かい、例えば収益化単位の業務を記載することを妨げ

るものではない。
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② 「主な使途」には、人件費が含まれている場合には、人件費は金額の多寡

によらず記載すること。人件費以外の使途については、法人の判断で記載す

ること。ただし、「人件費」と「その他」のみの記載は許容されない。開示

した「主な使途」の合計額は、「費用」欄の金額と整合させること。

③ 会計基準第７９第５項による振替額の欄は、中期目標期間の 終年度以外

は設けないことができる。

④ Ｑ７９－１０に基づくリース取引に係る運営費交付金の収益化額のうち、

管理部門に係るリース取引については「期間進行基準による振替額」欄に記

載し、管理部門に係るリース取引以外のリース取引については「業務達成基

準による振替額」欄に記載する。

⑤ 運営費交付金の主な使途には、引当金見返に係る収益に見合う費用は含め

ない。

② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細  

（単位：千円）

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

振替額 主な使途 振替額 主な使途

Ａ事業

130

業務用器具備品：80

○○建物間仕切り工事：30

その他：20 0

Ｂ事業 0 0

Ｃ事業 0 0

共通 420 △△建物：420 0

合計 550 0

１１－３ 引当金見返との相殺額の明細

セグメント
引当金見返との相殺

相殺額 主な相殺額の内訳

Ａ事業 700 賞与引当金見返   400

退職給付引当金見返 200

△△引当金見返   100

Ｂ事業 0

Ｃ事業 0

共通 300 賞与引当金見返   100

退職給付引当金見返 200

合計 1,000

１１－４ 運営費交付金債務残高の明細       （単位：千円）
運営費交付

金債務残高
使用見込み

業務達成基準

を採用した業

務に係る分

6,500

○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込み

は以下のとおりである。

Ａ事業のＸプロジェクトが、プロジェクトの見直しのため、

翌事業年度以降に再度実施することとされたことから、翌事業

年度に3,500収益化予定。

Ｂ事業のＹ計画が、・・・翌事業年度に2,000収益化予定



70

Ｃ事業のＺ業務が、・・・翌事業年度に1,000収益化予定

いずれも翌事業年度に使用する見込みである。

費用進行基準

を採用した業

務に係る分
500

○ 費用進行基準を採用した業務は、期中に震災対応のために突

発的に発生した○○業務である。

○ 繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度に

おいて収益化する予定である。

配分留保額 500

○法人運営上の不測の事態に備えるため留保している額：300

○単年度で業務完了するとみなした上で会計処理を行っている△

△業務の一部について、資材調達業者の倒産により当事業年度

に実施できなかったため、新たな業者を選定した上で翌事業年

度に実施するため留保している額：150

○運営費交付金配分額を超過して配分留保額から支出した額：50

当該超過支出額については、資金的裏付けがないため、会計

基準第７９第５項により、中期目標期間の 後の事業年度にお

いて収益化する予定である。

計 7,500

（記載上の注意）

① 「使用見込み」には、債務残高の今後の使用見込みを具体的に記載すると

ともに、繰越事由を具体的に記載すること。

② また、Ｑ７９－２７で解説されている配分留保額は、「配分留保額」の欄

に、債務残高の今後の使用見込みについて、Ｑ７９－２７Ａ３、５及び８で

示した繰越事由ごとに金額とその必要性を具体的に記載すること。

１２ 地方公共団体等からの財源措置の明細

１２－１ 施設費の明細                （単位：千円）

区 分 当期交付額

左の会計処理内訳

摘 要建設仮勘定

見返施設費
資本剰余金 その他

計

（記載上の注意）

① 当期交付額は、補助金等の額の確定が行われた額を記載すること（精算に

よる設立団体へ返還する金額を含まず、出納整理期間に精算交付される予定

の額を含む。）。

② ｢区分｣欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。

１２－２ 補助金等の明細                 （単位：千円）

区 分 当期交付額

左の会計処理内訳

摘 要建設仮勘定見

返補助金等

資産見返

補助金等
資本剰余金

長期預り

補助金等
収益計上

計

（記載上の注意）

① 当期交付額は、補助金等の額の確定が行われた額を記載すること（精算に
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よる設立団体へ返還する金額を含まず、出納整理期間に精算交付される予定

の額を含む。）。

② ｢区分｣欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。

③ 引当金見返との相殺については、「運営費交付金債務及び当期振替額等の

明細」を参考に記載すること。

１２－３ 長期預り補助金等の明細             （単位：千円）
区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

計

（記載上の注意）

① 当期増加額は、｢１２－２ 補助金等の明細｣の長期預り補助金等の額と一

致する。

② ｢区分｣欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。

③ ｢摘要｣欄には、当期減少額の内訳（長期預り補助金等を使用した経費の内

訳）を記載すること。

１３ 役員及び職員の給与の明細

(1) 地方独立行政法人においては、法第48条、第49条及び第51条においてそれぞ

れ役員等の報酬及び職員の給与に関する規定が設けられている。

(2) したがって、具体的には次の内容が明細書に開示されることが必要と考える。

・ 理事長、役員及び監事に対する支給報酬額（退職手当が支給されている場

合には退職手当も含む。）及び支給人員数

・ 職員に対する支給給与額（退職手当が支給されている場合には退職手当も

含む。）及び支給人員数

・ 法第48条（第56条において準用するものを含む。）により設立団体の長に

届け出られている役員に対する報酬等の支給の基準についての概要

・ 法第51条により設立団体の長に届け出られている職員に対する給与の支給

の基準又は法第57条により設立団体の長に届け出られている職員に対する給

与及び退職手当の支給の基準についての概要

(3) 地方独立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与の水準について、明細書に

併せて公表することとする。

役員及び職員の給与の明細           （単位：千円、人）

区 分
報酬又は給与 退職手当

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

役 員
（      ） （   ） （      ） （   ）

職 員
（      ） （   ） （      ） （   ）

合 計
（      ） （   ） （      ） （   ）

（記載上の注意）

① 役員に対する報酬等の支給の基準の概要（例：役員の報酬月額、退職手当
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の計算方法）並びに職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要

（例：一般職地方公務員に準拠、退職手当の計算方法）を脚注すること。

② 役員について期末現在の人数と上表の支給人員とが相違する場合には、そ

の旨を脚注すること。

③ 支給人員数は、年間平均支給人員数によることとし、その旨を脚注するこ

と。

④ 非常勤の役員又は職員がいる場合は、外数として（  ）で記載すること

とし、その旨を脚注すること。

⑤ 支給額、支給人員の単位は千円、人とすること。

⑥ 中期計画において損益計算書と異なる範囲で予算上の人件費が定められて

いる場合は、その旨及び差異の内容を脚注すること。

１４ 科学研究費助成事業等の明細            （単位：千円、件）

種 目 当期受入 件数 摘 要

（ ）

（ ）

（ ）

合 計 （ ）

（記載上の注意）

① 本明細は、文部科学省又は独立行政法人日本学術振興会から交付される

科学研究費助成事業及び以下の条件を満たすもの及びこれと同等のもの

（以下「科学研究費助成事業等」という。）を記載対象とする。

（ア）「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」が適用される

こと。

（イ）補助事業者が個人又はグループであること。

（ウ）補助事業者が公募により決定されること。

（エ）補助事業者の属する機関等により経理を行うことが義務付けられて

いること。

② 当該年度において受け入れた科学研究費助成事業等の明細を記載するこ

と。

③ 種目は、科学研究費助成事業等の研究種目等に従い記載すること。

④ 間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（ ）

内に記載すること。

１５ 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

(1) 会計基準では、附属明細書により開示することが適当と判断される事項のう

ち、各地方独立行政法人において共通して質的又は金額的に重要な事項を会計

基準第７７(1)から(5),(7)から(10),(12)から(15),(21) に示しているが、地方

独立行政法人の様態のみならず、特定時点のその地方独立行政法人の置かれて

いる状況如何によっては、(1)から(5),(7)から(10),(12)から(15),(21) に示し

た事項以外の事項についても附属明細書として開示することが適当と判断され

る場合が考えられる。

(2) このような場合に備えて基準に盛り込まれたのが(24)の「上記以外の主な資
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産、負債、費用及び収益の明細」である。したがって、必ずしもこの(24)の明

細書を作成しなければならないというわけではないが、各地方独立行政法人に

おいては年度ごとに記載の必要性を慎重に吟味することが求められる。

(3) 記載の必要性の判断に当たっては、

① 金額的に重要な事項であるか、又は質的に重要な事項（金額が僅少な事項

は多くの場合に除かれる。）であるか否か。

② 貸借対照表等の諸表における表示のみでは、財務報告の利用者の「地方独

立行政法人の業務の遂行状況についての的確な把握」又は「地方独立行政法

人の業績の適正な評価」に資するといえず、このため補足的な情報開示が必

要と判断されるか否か。

③ 明細書の形式による開示が適当と判断されるか否か。

という観点について吟味されるべきであり、以上の観点全てから必要と判断

される事項が、附属明細書として開示されることとなる。

なお、上記の①及び②の観点から必要とされた事項であって、③の観点から

不要となる場合には、注記として開示されることとなる。

Ｑ７７－３ 公立大学法人が作成する附属明細書の各明細は、具体的にどのような

内容のものか。

Ａ

１ 財務報告及び財務諸表において遵守されるべき基本的観点は基準の一般原則に

記述されているところであるが、一般的に「理解可能性」といった観点について

も財務報告及び財務諸表には強く求められている。この理解可能性からして、貸

借対照表や損益計算書等についてはいたずらに複雑とならないことが求められ、

余りにも詳細な情報は貸借対照表や損益計算書等には表示されないこととなる。

しかし、そのような貸借対照表や損益計算書等の表示だけでは重要な情報が十

分に開示されないおそれがあるため、これを補うために附属明細書及び注記とし

て詳細な情報が開示される。そのうち明細書形式が適切と判断されるものが附属

明細書である。

附属明細書の作成に当たっては、このような附属明細書の意義を十分に考慮す

ることが必要である。

２ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第８７ 特定の資産に係る費用相当

額の会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処

理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：千円）

資産の種類

期首

残高

当期

増加

額

当期

減少

額

期末

残高
減価償却累計額 減損損失累計額 差引

当期末

残高

摘要

当期

償却額

当期減

損損失

当期減

損損失

相当額

有形固定資

産（特定償

却資産）

建 物

構築物

計

有形固定資 建 物
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産（特定償

却資産以外

）

構築物

計

非償却資産 土 地

有形固定資

産合計
建 物

構築物

計

無形固定資

産
特許権

借地権

計

投資その他

の資産

計

（記載上の注意）

① 有形固定資産（会計基準第１０に掲げられている資産）、無形固定資産（会

計基準第１１に掲げられている資産）、投資その他の資産（会計基準第１２に

掲げられている資産）について記載すること。

② 減価償却費が損益計算書に計上される有形固定資産と、会計基準第８７及び

第９１の規定により減価償却費に相当する額が資本剰余金から減額されるもの

がある場合には、有形固定資産各々について記載すること。

③ 「無形固定資産」、「投資その他の資産」についても、会計基準第８７及び

第９１の規定により減価償却費に相当する額が資本剰余金から減額されるもの

がある場合には、「有形固定資産」に準じた様式により記載すること。

④ 「有形固定資産」、「無形固定資産」、「投資その他の資産」の欄は、貸借

対照表に掲げられている科目の区別により記載すること。

⑤ 「期首残高」、「当期増加額」、「当期減少額」、及び「期末残高」の欄は、

当該資産の取得原価によって記載すること。

⑥ 「減価償却累計額」の欄には、減価償却費を損益計算書に計上する有形固定

資産にあっては減価償却累計額を、会計基準第８７及び第９１に定める特定の

償却資産及び特定の除去費用にあっては減価償却相当累計額を、無形固定資産

及び投資その他の資産にあっては減価償却累計額を記載すること。

⑦ 「減損損失累計額」の欄には、減損損失の累計額を計上することとし、減損

損失を損益計算書に計上する場合は「当期減損損失」の欄に、減損損失を資本

剰余金から減額する場合には「当期減損損失相当額」の欄にそれぞれ記載する

こと。

⑧ 期末残高から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した残高を、「差引

当期末残高」の欄に記載すること。

⑨ 災害による廃棄、滅失等の特殊な理由による増減があった場合、又は同一の

種類のものについて貸借対照表の総資産の１％を超える額の増加若しくは減少

があった場合（ただし、建設仮勘定の減少のうち各資産科目への振替によるも
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のは除く。）は、その理由及び設備等の具体的な金額を脚注する。

３ 棚卸資産の明細                    （単位：千円）

種 類 期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高 摘 要当期購入・

製造・振替

その他 払出・振替 その他

計

（記載上の注意）

① 会計基準第１３(6)から(11)に掲げられている棚卸資産を対象として、棚卸

資産の種類ごとに記載する。

② ｢当期増加額｣の欄のうち、｢その他｣の欄には、当期購入･製造又は他勘定か

らの振替以外の理由による棚卸資産の増加額を記載し、増加の理由を注記す

ること。

③ ｢当期減少額｣の欄のうち、｢その他｣の欄には、棚卸資産の売却･利用による

払出し又は他勘定への振替以外の理由による棚卸資産の減少額を記載し、減

少の理由を注記すること。

４ 有価証券の明細

４－１ 流動資産として計上された有価証券        （単位：千円）

売買目的

有価証券
銘 柄 取得総額 時 価

貸借対照

表計上額

当期損益に含ま

れた評価損益
摘  要

計

満期保有

目的債券

種類及び

銘 柄
取得価額 券面総額

貸借対照

表計上額

当期損益に含ま

れた評価差額
摘  要

計

貸借対照表

計上額

４－２ 投資その他の資産として計上された有価証券    （単位：千円）
満期保有

目的債券

種類及び

銘 柄
取得価額 券面総額

貸借対照

表計上額

当期費用に含ま

れた評価差額
摘  要

計

関係会社

株式 銘柄
取得価額

純資産に

持分割合

を乗じた価

額

貸借対照

表計上額

当期費用に含ま

れた評価差額
摘  要
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計

その他有

価証券

種類及び

銘 柄
取得価額 時価

貸借対照

表計上額

当期費用に含ま

れた評価差額

その他有価証

券評価差額
摘 要

計

貸借対照

表計上額

合計

（記載上の注意）

① 会計基準第３１に定める有価証券で貸借対照表に計上されているものにつ

いて記載すること。

② 流動資産に計上した有価証券と投資その他の資産に計上した有価証券を区

分し、売買目的有価証券、満期保有目的債券、関係会社株式及びその他有価

証券に区分して記載すること。

③ 為替差損益については、当期費用に含まれた評価差額の欄に（ ）内書で

記載すること。

④ その他有価証券の｢当期費用に含まれた評価差額｣の欄には、会計基準第３

１第３項により評価減を行った場合の評価差額を記載すること。

５ 長期貸付金の明細                    （単位：千円）

区  分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘 要
回収額 償却額

関係法人長期貸付金

その他長期貸付金

○○貸付金

××貸付金

計

（記載上の注意）

① 長期貸付金の「区分」欄は、関係法人長期貸付金とその他の貸付金に区分

し、更に、その他の長期貸付金については、適切な種別等に区分して記載す

ること。

② 長期貸付金について当期減少額がある場合には、その原因の概要を「摘

要」欄に記載すること。

６ 長期借入金の明細                    （単位：千円）
区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 平均利率

（％）

返済期限 摘 要
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計

（記載上の注意）

① 会計基準第１５第１項(4)に定める長期借入金について記載すること。

② 「平均利率」の欄は、加重平均利率を記載すること。

７ 公立大学法人債の明細                  （単位：千円）
銘 柄 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 利率（％） 償還期限 摘 要

計

（記載上の注意）

当該公立大学法人が発行している債券（当該事業年度中に償還済となった

ものを含む。）について記載すること。

８ 引当金の明細                      （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘 要
目的使用 その他

合 計

（記載上の注意）

① 前期末及び当期末貸借対照表に計上されている引当金について、各引当金

の設定目的ごとの科目区分により記載すること。

② ｢当期減少額｣の欄のうち｢目的使用｣の欄には、各引当金の設定目的である

支出又は事実の発生があったことによる取崩額を記載すること。

③ ｢当期減少額｣のうち｢その他｣の欄には、目的使用以外の理由による減少額

を記載し、減少の理由を｢摘要｣欄に記載すること。

９ 資産除去債務の明細                   （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

計

（記載上の注意）

① 貸借対照表に計上されている資産除去債務について、当該資産除去債務に

係る法的規制等の種類ごとの区分により記載すること。

② 資産除去債務に対応する除去費用等について会計基準第９１の特定の有無

を「摘要」欄に記載すること。

１０ 保証債務の明細                  （単位：件、千円）

区 分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 保証料収益
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件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

（記載上の注意）

① 本表は、債務の保証業務を行う全ての公立大学法人が記載すること。

② 保証債務損失引当金の明細は、「８ 引当金の明細」に記載すること。

１１ 資本剰余金の明細              （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

施設費

運営費交付金

補助金等

寄附金等

目的積立金

減資差益

設立団体納付

差額

計

（記載上の注意）

① 発生源泉の区分に分けて記載すること。

② 当期増加額又は当期減少額がある場合には、その発生の原因の概要を「摘

要」欄に記載すること。

１２ 目的積立金の取崩しの明細                         （単位：千円）

積立金の名称

及び事業名

○○積立金

○○事業 ○○事業 ○○事業 計

土地

建物

構築物

機械装置

工具器具備品

図書

美術品・収蔵品

・・・

小 計

教育経費

  消耗品費

  備品費

  修繕費

  報酬・委託・手数料
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  ・・・

研究経費

  消耗品費

  備品費

  修繕費

  報酬・委託・手数料

  ・・・

診療経費

材料費

委託費

設備関係費

研修費

経費

  消耗品費

  備品費

  修繕費

  報酬・委託・手数料

  ・・・

教育研究支援経費

  消耗品費

  備品費

  修繕費

  報酬・委託・手数料

  ・・・

役員人件費

教員人件費

職員人件費

一般管理費

  消耗品費

  備品費

  修繕費

  報酬・委託・手数料

  ・・・

小 計

中期目標期間終了時の積

立金への振替額

合 計

（記載上の注意）

① 金額は、積立金の名称ごとに、当該積立金の目的となった事業別に記載す
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ること。

② 「事業名」欄は、目的積立金の目的となった事業の名称を記載すること。

③ 「中期目標期間終了時の積立金への振替額」は、「事業名」をその他とし

て記載すること。

１３ 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

１３－１ 運営費交付金債務                                 （単位：千円）

交付年度 期首残高
交付金当

期交付額

当期振替額

期末残高運営費交付

金収益
資本剰余金 小 計

合 計

（記載上の注意）

① 運営費交付金収益の合計額が損益計算書の運営費交付金収益の額と一致し

ない場合には、その旨、その理由及びその金額を注記する。

１３－２ 運営費交付金収益             （単位：千円）
業務等区分 X0年度交付分 X1年度交付分 X2年度交付分 合 計

合 計

（記載上の注意）

運営費交付金収益の合計額が損益計算書の運営費交付金収益の額と一致しな

い場合には、その旨、その理由及びその金額を注記する。

１４ 地方公共団体等からの財源措置の明細

１４－１ 施設費の明細                 （単位：千円）

区 分 期首

残高
当期交付額

左の会計処理内訳
期末

残高
摘 要

資本剰余金
施設費

収益
その他

計

（記載上の注意）

① 当期交付額は、補助金等の額の確定が行われた額を記載すること（精算に

よる設立団体返還額を含まず、出納整理期間における精算交付予定額を含

む。）。
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② 「区分」欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。

③ 「期末残高」の額に建設仮勘定へ充当済の額が含まれている場合は、その

旨及びその金額を注記すること。

１４－２ 補助金等の明細                （単位：千円）

名称 交付元
経費

の別

期首

残高

当期

交付額

当期振替額

期末

残高
摘要

長期繰延
補助金等 資本剰余金

長期預り

補助金等

補助金等

収益
その他

合 計

直接

経費

間接

経費

計

（記載上の注意）

① 「名称」欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。

② 「経費の別」欄には、直接経費、間接経費の別を記載すること。

③ 「当期交付額」欄には、当期に交付された補助金等の額を記載すること

（未収金計上額を含む。）。

④ 「その他」欄には、補助金等の返還がある場合等、当期振替額の各項目に

該当しない項目の金額を記載するとともに、その内容について摘要欄に記載

すること。

⑤ 長期繰延補助金等の収益化がある場合等、収益計上の合計額が損益計算書

の補助金等収益の額と一致しない場合には、その旨、その理由及びその金額

を注記すること。

１５ 役員及び教職員の給与の明細            （単位：千円、人)

区 分
報酬又は給料等 退職給付

金額 支給人員 金額 支給人員

役 員
常 勤

非常勤
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計

教 員

常 勤

非常勤

計

職 員

常 勤

非常勤

計

合 計

常 勤

非常勤

計

（記載上の注意）

① 役員に対する報酬等の支給の基準の概要（例：役員の報酬月額、退職手当の

計算方法）並びに教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要（例：

一般職地方公務員に準拠、退職手当の計算方法）を注記すること。

② 役員について期末現在の人数と上表の支給人員とが相違する場合には、その

旨を注記すること。

③ 支給人員数は、年間平均支給人員数によることとし、その旨を注記すること。

④ 金額、支給人員の単位は千円、人とすること。

⑤ 中期計画において損益計算書と異なる範囲で予算上の人件費が定められてい

る場合は、その旨及び差異の内容を注記すること。

⑥ 「金額」欄は、損益計算書の役員人件費、教員人件費及び職員人件費の計上

額に基づいて記載すること。

⑦ 「報酬又は給料等」は、「賞与」及び「賞与引当金繰入額」を含めること。

１６ 開示すべきセグメント情報             （単位：千円）

区 分 附属病院 △△研

究所

附属

学校

小 計 法人共通 合 計

業務費用

業務費

  教育経費

  研究経費

  診療経費

  教育研究支援経費

  受託研究費

  共同研究費

  受託事業費

  人件費

一般管理費
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財務費用

雑損

小 計

業務収益

運営費交付金収益

学生納付金収益

附属病院収益

受託研究収益

共同研究収益

受託事業等収益

寄附金収益

財務収益

雑益

小 計

業務損益

土地

建物

構築物

  :

その他

帰属資産

（記載上の注意）

① 業務費用は各セグメントの業務実施により発生した業務費用合計とする。

業務収益は各セグメントの業務実施により発生した業務収益合計とする。

② 業務損益は業務収益と業務費用の差額を記載するものとする。業務損益の

合計は損益計算書の経常損益と一致する。

③ 各セグメントの主な区分方法を注記すること。

④ 帰属資産は各セグメントの業務実施に必要となる資産の額を記載すること。

また、その内訳として土地、建物、構築物のほか、法人全体としての科目残

高が貸借対照表の総資産の１０％を超える資産科目について記載すること。

⑤ 業務費用及び業務収益のうち各セグメントに配賦しなかったもの及び各セ

グメントへ配賦不能な一般管理費については、法人共通の欄に記載し、その

金額及び主な内容を注記すること。財務費用は、関連するセグメントが特定

できる場合は、当該セグメントに計上すること。

⑥ 帰属資産のうち各セグメントに配賦しなかったものは、法人共通の欄に記

載し、その金額及び主な内容を注記すること。現金預金は、原則として法人

共通に計上するが、当該資産を管理するセグメントに計上することができる。

⑦ 目的積立金の取崩しを財源とする費用が発生した場合は、その旨及び各セ

グメント別の金額を注記すること。

⑧ 減価償却費、減価償却相当額、減損損失相当額、利息費用相当額及び除売

却差額相当額並びに賞与引当増加見積額及び退職給付引当増加見積額は、各
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セグメント別の金額を注記すること。

⑨ セグメント情報の記載に当たっては、業務費用の配分方法､資産の配分方法

等について継続性が維持されるように配慮する。なお、記載対象セグメント、

業務費用の配分方法、資産の配分方法等を変更した場合には、その旨、変更

の理由及び当該変更がセグメント情報に与えている影響を記載する。ただし、

セグメント情報に与える影響が軽微な場合には、これを省略することができ

る。

⑩ 附属病院セグメントを記載する場合、人件費は、勤務実態により記載する

が、附属病院帰属の教員、コ・メディカル、職員の人件費は、帰属により計

上し、必要に応じ補正する。

⑪ 附属病院セグメントを記載する場合、附属病院セグメントにおける教育経

費は、卒後臨床研修、専門医研修、附属病院において企画立案管理される公

開講座及び OJT 以外の研修に要する経費等とする。研究経費は、例えば病理

部における臨床研究やプロジェクト研究など、附属病院として組織又はプロ

ジェクトとして実施される研究に要する経費とする。また、一般管理費は、

管理業務を行う管理課・総務課等に要する経費（医事課を除く。）、病院運

営会議の運営に要する経費等の管理経費及び附属病院の業務経費のうち、他

の区分に属さない業務経費を対象とする。

⑫ 附属病院セグメントを記載する場合、附属病院セグメントにおける運営費

交付金収益は、運営費交付金、教育研究診療経費及び特別経費などのうち附

属病院において使用されると考えられるものに関する収益化額を計上する。

学内プロジェクト又は運営財源の不足などにより附属病院に関する学内予算

がこれと異なる場合は、その差異の理由及び金額について注記する。

⑬ 上記セグメントに加えて、学部・研究科別セグメントを記載することもで

きる。

⑭ ２以上の公立大学を設置する公立大学法人におけるセグメント情報は、原

則として次の様式により開示する。

区 分
Ａ大学 Ｂ大学

法人

共通
合計

附属

病院

△△

研究所

小計 附属

病院

附属

学校
小計

業務費用

業務費

  教育経費

  研究経費

  診療経費

  教育研究支援経費

  受託研究費

  共同研究費

  受託事業費等

  人件費

一般管理費
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財務費用

雑損

  小  計

業務収益

運営費交付金収益

学生納付金収益

附属病院収益

受託研究収益

共同研究収益

受託事業等収益

寄附金収益

財務収益

雑益

  小  計

業務損益

土地

建物

構築物

  :

その他

帰属資産

１７ 業務費及び一般管理費の明細              （単位：千円）
教育経費

  消耗品費 ×××

  備品費 ×××

  印刷製本費 ×××

  水道光熱費 ×××

  旅費交通費 ×××

  通信運搬費 ×××

  賃借料 ×××

  車両燃料費 ×××

  福利厚生費 ×××

  保守費 ×××

  修繕費 ×××

  損害保険料 ×××

  広告宣伝費 ×××

  行事費 ×××

  諸会費 ×××
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  会議費 ×××

  報酬・委託・手数料 ×××

  奨学費 ×××

  減価償却費 ×××

  貸倒損失 ×××

  徴収不能引当金繰入額 ×××

  雑費 ××× ×××

研究経費

  消耗品費 ×××

  備品費 ×××

  印刷製本費 ×××

  水道光熱費 ×××

  旅費交通費 ×××

  通信運搬費 ×××

  賃借料 ×××

  車両燃料費 ×××

  福利厚生費 ×××

  保守費 ×××

  修繕費 ×××

  損害保険料 ×××

  広告宣伝費 ×××

  行事費 ×××

  諸会費 ×××

  会議費 ×××

  報酬・委託・手数料 ×××

  減価償却費 ×××

  貸倒損失 ×××

  貸倒引当金繰入額 ×××

  雑費 ××× ×××

診療経費

材料費

  医薬品費 ×××

  診療材料費 ×××

  医療消耗器具備品費 ×××

  給食用材料費 ××× ×××

委託費

  検査委託費 ×××

  給食委託費 ×××

  寝具委託費 ×××

  医事委託費 ×××

  清掃委託費 ×××

  保守委託費 ×××

  その他の委託費 ××× ×××

設備関係費

  減価償却費 ×××

  機器賃借料 ×××

  地代家賃 ×××

  修繕費 ×××

  機器保守費 ×××

  機器設備保険料 ×××
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  車両関係費 ××× ×××

研修費 ×××

経費

  消耗品費 ×××

  備品費 ×××

  印刷製本費 ×××

  水道光熱費 ×××

  旅費交通費 ×××

  通信運搬費 ×××

  賃借料 ×××

  福利厚生費 ×××

  保守費 ×××

  損害保険料 ×××

  広告宣伝費 ×××

  行事費 ×××

  諸会費 ×××

  会議費 ×××

  報酬・委託・手数料 ×××

  奨学費 ×××

  職員被服費 ×××

  貸倒損失 ×××

  徴収不能引当金繰入額 ×××

  雑費 ××× ××× ×××

教育研究支援経費

  消耗品費 ×××

  備品費 ×××

  印刷製本費 ×××

  水道光熱費 ×××

  旅費交通費 ×××

  通信運搬費 ×××

  賃借料 ×××

  車両燃料費 ×××

  福利厚生費 ×××

  保守費 ×××

  修繕費 ×××

  損害保険料 ×××

  広告宣伝費 ×××

  行事費 ×××

  諸会費 ×××

  会議費 ×××

  報酬・委託・手数料 ×××

  減価償却費 ×××

  貸倒損失 ×××

  貸倒引当金繰入額 ×××

  雑費 ××× ×××

受託研究費

  教員人件費

    常勤教員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××



88

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ×××

    非常勤教員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ××× ×××

  職員人件費

    常勤職員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ×××

    非常勤職員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ××× ×××

  消耗品費 ×××

  備品費 ×××

  印刷製本費 ×××

  水道光熱費 ×××

  旅費交通費 ×××

  通信運搬費 ×××

  賃借料 ×××

  車両燃料費 ×××

  福利厚生費 ×××

  保守費 ×××

  修繕費 ×××

  損害保険料 ×××

  広告宣伝費 ×××

  行事費 ×××

  諸会費 ×××

  会議費 ×××

  報酬・委託・手数料 ×××

  減価償却費 ×××

  貸倒損失 ×××

  貸倒引当金繰入額 ×××

  雑費 ××× ×××

共同研究費

  教員人件費

    常勤教員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××
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      法定福利費 ××× ×××

    非常勤教員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ××× ×××

  職員人件費

    常勤職員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ×××

    非常勤職員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ××× ×××

  消耗品費 ×××

  備品費 ×××

  印刷製本費 ×××

  水道光熱費 ×××

  旅費交通費 ×××

  通信運搬費 ×××

  賃借料 ×××

  車両燃料費 ×××

  福利厚生費 ×××

  保守費 ×××

  修繕費 ×××

  損害保険料 ×××

  広告宣伝費 ×××

  行事費 ×××

  諸会費 ×××

  会議費 ×××

  報酬・委託・手数料 ×××

  減価償却費 ×××

  貸倒損失 ×××

  貸倒引当金繰入額 ×××

  雑費 ××× ×××

受託事業費

  教員人件費

    常勤教員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ×××

    非常勤教員給与
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      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ××× ×××

  職員人件費

    常勤職員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ×××

    非常勤職員給与

      給料 ×××

      賞与 ×××

      賞与引当金繰入額 ×××

      退職給付費用 ×××

      法定福利費 ××× ××× ×××

  消耗品費 ×××

  備品費 ×××

  印刷製本費 ×××

  水道光熱費 ×××

  旅費交通費 ×××

  通信運搬費 ×××

  賃借料 ×××

  車両燃料費 ×××

  福利厚生費 ×××

  保守費 ×××

  修繕費 ×××

  損害保険料 ×××

  広告宣伝費 ×××

  行事費 ×××

  諸会費 ×××

  会議費 ×××

  報酬・委託・手数料 ×××

  減価償却費 ×××

  貸倒損失 ×××

  貸倒引当金繰入額 ×××

  雑費 ××× ×××

役員人件費

  報酬 ×××

  賞与 ×××

  賞与引当金繰入額 ×××

  退職給付費用 ×××

  法定福利費 ××× ×××

教員人件費

常勤教員給与

  給料 ×××

  賞与 ×××

  賞与引当金繰入額 ×××
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  退職給付費用 ×××

  法定福利費 ××× ×××

非常勤教員給与

  給料 ×××

  賞与 ×××

  賞与引当金繰入額 ×××

  退職給付費用 ×××

  法定福利費 ××× ××× ×××

職員人件費

常勤職員給与

  給料 ×××

  賞与 ×××

  賞与引当金繰入額 ×××

  退職給付費用 ×××

  法定福利費 ××× ×××

非常勤職員給与

  給料 ×××

  賞与 ×××

  賞与引当金繰入額 ×××

  退職給付費用 ×××

  法定福利費 ××× ××× ×××

一般管理費

  消耗品費 ×××

  備品費 ×××

  印刷製本費 ×××

  水道光熱費 ×××

  旅費交通費 ×××

  通信運搬費 ×××

  賃借料 ×××

  車両燃料費 ×××

  福利厚生費 ×××

  保守費 ×××

  修繕費 ×××

  損害保険料 ×××

  広告宣伝費 ×××

  行事費 ×××

  諸会費 ×××

  会議費 ×××

  報酬・委託・手数料 ×××

  租税公課 ×××

  減価償却費 ×××

  貸倒損失 ×××

  貸倒引当金繰入額 ×××

  雑費 ××× ×××

（記載上の注意）

① 大項目及び中項目における金額は、損益計算書における業務費の表示科目

の金額に一致する。

② 内訳科目については、必要に応じ適当な科目を追加し、又は重要性の乏し

い科目については合算して表示することができる。重要性の乏しい科目とは、
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その金額が、業務費にあっては教育経費等の目的別分類科目ごとの合計額に

ついて、一般管理費にあってはその合計額について百分の一を下回る科目を

いう。

１８ 寄附金の明細                   （単位：千円、件）

区 分 当期受入額 件数 摘 要

合 計

（記載上の注意）

① 当事業年度において受け入れた寄附金（現物寄附を含む。）の明細を記載

すること。

② 区分は、上記１６のセグメント区分に従い記載すること。当期受入額が

70％になるまで金額が多い順に記載し、それ以外のセグメント区分について

はその他として一括して記載すること。セグメント情報の開示を行っていな

い場合は、区分の必要はない。

③ 現物寄附（固定資産、有価証券、消耗品等の現物寄附のうちＱ１９－１の

Ａ５②で受入時に物品受贈益として扱う使途不特定のものを除く。）がある

場合には、摘要欄にその金額、件数などの概要を記載すること。

１９ 受託研究の明細                    （単位：千円）

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託研究収益 期末残高

地方公共団体

（設立団体）

直接経費

間接経費

地方独立行政法人

等（設立団体）

直接経費

間接経費

地方公共団体等

（設立団体以外）

直接経費

間接経費

国
直接経費

間接経費

独立行政法人

・国立大学法人

直接経費

間接経費

株式会社等
直接経費

間接経費

その他
直接経費

間接経費

合 計
直接経費

間接経費

（記載上の注意）

① 貸借対照表に計上された前受受託研究費及び損益計算書に計上された受託

研究収益に係る明細を記載すること。
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② 「委託者」は、地方公共団体（設立団体）、地方独立行政法人等（設立団

体）、地方公共団体等（設立団体以外）、国、独立行政法人・国立大学法人、

株式会社等、その他の別を記載すること。

③ 「経費の別」欄には、直接経費、間接経費の別を記載すること。

④ 「地方独立行政法人等（設立団体）」は、設立団体である地方公共団体が

資本金、基本金その他これらに準ずるものの四分の一以上を出資している法

人（地方自治法施行令第 140 条の７第１項）を指す。これらには地方独立行

政法人、地方三公社、第三セクター等がある。

⑤ 「地方公共団体等（設立団体以外）」には、設立団体以外の地方公共団体

が資本金、基本金その他これらに準ずるものの四分の一以上を出資している

法人（地方自治法施行令第 140 条の７第１項）を含む。

⑥ 「独立行政法人・国立大学法人」には、大学共同利用機関法人を含めるこ

と。

⑦ 「株式会社等」は、会社法に規定する株式会社及び持分会社を指すが、④

及び⑤に含まれる第三セクターは含めない。

２０ 共同研究の明細                   （単位：千円）

共同研究契約

の相手方
経費の別 期首残高 当期受入額 共同研究収益 期末残高

地方公共団体

（設立団体）

直接経費

間接経費

地方独立行政法人

等（設立団体）

直接経費

間接経費

地方公共団体等

（設立団体以外）

直接経費

間接経費

国
直接経費

間接経費

独立行政法人

・国立大学法人

直接経費

間接経費

株式会社等
直接経費

間接経費

その他
直接経費

間接経費

合 計
直接経費

間接経費

（記載上の注意）

① 貸借対照表に計上された前受共同研究費及び損益計算書に計上された共同

研究収益に係る明細を記載すること。

② 「共同研究の相手方」は、地方公共団体（設立団体）、地方独立行政法人

等（設立団体）、地方公共団体等（設立団体以外）、国、独立行政法人・国

立大学法人、株式会社等、その他の別を記載すること。

③ 「経費の別」欄には、直接経費、間接経費の別を記載すること。
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④ 「地方独立行政法人等（設立団体）」は、設立団体である地方公共団体が

資本金、基本金その他これらに準ずるものの四分の一以上を出資している法

人（地方自治法施行令第 140 条の７第１項）を指す。これらには地方独立行

政法人、地方三公社、第三セクター等がある。

⑤ 「地方公共団体等（設立団体以外）」には、設立団体以外の地方公共団体

が資本金、基本金その他これらに準ずるものの四分の一以上を出資している

法人（地方自治法施行令第 140 条の７第１項）を含む。

⑥ 「独立行政法人・国立大学法人」には、大学共同利用機関法人を含めるこ

と。

⑦ 「株式会社等」は、会社法に規定する株式会社及び持分会社を指すが、④

及び⑤に含まれる第三セクターは含めない。

２１ 受託事業等の明細                   （単位：千円）
委託者等 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

地方公共団体

（設立団体）

直接経費

間接経費

地方独立行政法人

等（設立団体）

直接経費

間接経費

地方公共団体等

（設立団体以外）

直接経費

間接経費

国
直接経費

間接経費

独立行政法人

・国立大学法人

直接経費

間接経費

株式会社等
直接経費

間接経費

その他
直接経費

間接経費

合 計
直接経費

間接経費

（記載上の注意）

① 貸借対照表に計上された前受受託事業費等及び損益計算書に計上された受

託事業等収益の明細を記載すること。

② 「委託者等」は、地方公共団体（設立団体）、地方独立行政法人等（設立

団体）、地方公共団体等（設立団体以外）、国、独立行政法人・国立大学法

人、株式会社等、その他の別を記載すること。

③ 「経費の別」欄には、直接経費、間接経費の別を記載すること。

④ 「地方独立行政法人等（設立団体）」は、設立団体である地方公共団体が

資本金、基本金その他これらに準ずるものの四分の一以上を出資している法

人（地方自治法施行令第 140 条の７第１項）を指す。これらには地方独立行

政法人、地方三公社、第三セクター等がある。

⑤ 「地方公共団体等（設立団体以外）」には、設立団体以外の地方公共団体

が資本金、基本金その他これらに準ずるものの四分の一以上を出資している

法人（地方自治法施行令第 140 条の７第１項）を含む。

⑥ 「独立行政法人・国立大学法人」には、大学共同利用機関法人を含めるこ
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と。

⑦ 「株式会社等」は、会社法に規定する株式会社及び持分会社を指すが、④

及び⑤に含まれる第三セクターは含めない。

２２ 科学研究費助成事業等の明細           （単位：千円、件）

種 目 当期受入額 件 数 摘 要

（     ）

（     ）

（     ）

合 計 （     ）

（記載上の注意）

① 本明細は、文部科学省又は独立行政法人日本学術振興会から交付される科

学研究費助成事業及び以下の条件を満たすもの及びこれと同等のもの（以下

「科学研究費助成事業等」という。）を記載対象とする。

(ア) 「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」が適用されるこ

と。

(イ) 補助事業者が個人又はグループであること。

(ウ) 補助事業者を公募により決定されること。

(エ) 補助事業者の属する機関等により経理を行うことを義務付けられている

こと。

② 当該年度において受け入れた科学研究費助成事業等の明細を記載するこ

と。

③ 種目は、科学研究費助成事業等の研究種目等に従い記載すること。

④ 間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（ ）

内に記載すること。

２３ 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

(1) 基準では、附属明細書により開示することが適当と判断される事項のうち、

各公立大学法人において共通して質的又は金額的に重要な事項を会計基準第７

７(1)から(21), (24) までに示しているが、公立大学法人の様態のみならず、

特定時点のその公立大学法人の置かれている状況如何によっては、(1)から

(21), (24) までに示した事項以外の事項についても附属明細書として開示する

ことが適当と判断される場合が考えられる。

(2) この様な場合に備えて基準に盛り込まれたのが(24)の「上記以外の主な資

産、負債、費用及び収益の明細」である。したがって、必ずしもこの(24)の明

細書を作成しなければならないというわけではないが、各公立大学法人におい

ては年度ごとに記載の必要性を慎重に吟味することが求められる。

(3) 記載の必要性の判断に当たっては、

① 金額的に重要な事項であるか、又は質的に重要な事項（金額が僅少な事項

は多くの場合に除かれる。）であるか否か。

② 貸借対照表等の諸表における表示のみでは、財務報告の利用者の「公立大

学法人の業務の遂行状況についての的確な把握」又は「公立大学法人の業績
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の適正な評価」に資すると言えず、このため補足的な情報開示が必要と判断

されるか否か。

③ 明細書の形式による開示が適当と判断されるか否か。

という観点について吟味されるべきであり、以上の観点全てから必要と判断

される事項が、附属明細書として開示されることとなる

なお、上記の①及び②の観点から必要とされた事項であって、③の観点から

不要となる場合には、注記として開示されることとなる。

Ｑ７７－３－２ 公立大学法人の附属明細書の「運営費交付金債務及び運営費交付

金収益の明細」において、運営費交付金債務は交付年度ごとに「期首残高」「交

付金当期交付額」「当期振替額」「期末残高」を記載することとされている。一

方で、運営費交付金は使途を定めない渡し切りの交付金であることから、第２事

業年度以降において、繰り越された運営費交付金と当年度に交付された運営費交

付金のいずれを優先的に使うのかは各公立大学法人の判断になると考えられる。

このような観点から、当該附属明細書における第２事業年度以降は具体的にどの

ように記載すればよいのか。

また、同様式における「業務等区分」は、具体的にどのように記載すればよい

のか。

Ａ

１ 「運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細」への記載方法としては以下

の二つの方法が考えられる。

（第１法）運営費交付金が交付年度ごとに区分されているものとして支出した結

果を記載する方法

（第２法）各年度に交付された運営費交付金につき、前年度繰越分と当年度交付

額を合算した上で、例えば、前年度に交付された運営費交付金を先に充

当するとみなして記載する方法

公立大学法人の内部における運営費交付金に係る予算配分の方法の相違によ

り、それぞれの事業等の実態に応じて採用すべきものであり、いずれの方法を

採用するかは各公立大学法人の判断によるものである。

２ また、公立大学法人の業務は多岐多様にわたるため、運営費交付金の状況を把

握するためには、一定の観点ごとにその状態を示す必要があると考えられる。運

営費交付金債務は、おおむねその使途の特性や特定性により収益化方法が異なる

ことから、当該事業等区分については、当該収益化基準ごとによることを基本と

し、必要に応じて業務内訳を記載するなどの取扱いも認容される。

Ｑ７７－４ 申請等関係事務処理法人が作成する附属明細書の各明細には、具体的

にどのような内容を考えているか。

Ａ

１ 附属明細書の意義

① 財務報告及び財務諸表において遵守されるべき基本的観点は基準の一般原則に

記述されているところであるが、一般的に「理解可能性」といった観点につい

ても財務報告及び財務諸表には強く求められているところである。

② この理解可能性からして、貸借対照表や損益計算書等についてはいたずらに複

雑とならないことが求められ、余りにも詳細な情報は貸借対照表や損益計算書
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等には表示されないこととなる。

③ しかし、そのような貸借対照表や損益計算書等の表示だけであると重要な情報

が十分に開示されなくなるおそれがあるため、これを補うために附属明細書及

び注記として詳細な情報が開示される。そのうち明細書形式が適切と判断され

るものが附属明細書である。

④ 附属明細書の作成に当たっては、このような附属明細書の意義を十分に考慮す

ることが必要である。

⑤ さらに、住民その他の利害関係者の理解可能性を高めるために、附属明細書

の情報を補足・補完することが有用なことがある。例えば、地方独立行政法人

固有の会計処理に伴い生じた科目に関連して、各法人の判断に基づき、関連す

る附属明細書に情報を追加することにより、住民その他の利害関係者による法

人の業務運営の状況の理解を助けることがある。具体的には、承継資産に係る

費用相当額（会計基準第８７第２項）に係る記載などについて、各法人の判断

に基づき、関連する附属明細書に適切に反映することが必要であると考える。

２ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第８７ 特定の資産に係る費用相当

額の会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処

理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細     （単位：千円）

資産の種類

期首

残高

当期増

加額

当期減

少額

期末

残高

減価償却累計

額

減損損失累計

額

差引当期

末残高

摘要

当期

償却額

当期

減損額

有形固定

資産（減

価償却

費）

建 物

構築物

計

有形固定

資産（減

価償却相

当額）

建 物

構築物

計

非償却資

産

土 地

有形固定

資産合計

建 物

構築物

計

無形固定

資産

特許権

借地権

計

投資その
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他の資産

計

（記載上の注意）

① 有形固定資産（会計基準第１０に掲げられている資産）、無形固定資産

（会計基準第１１に掲げられている資産）、投資その他の資産（会計基準第

１２に掲げられている資産）について記載すること。

② 減価償却費が費用に計上される有形固定資産と、会計基準第８７第１項及

び第９１の規定により減価償却相当額がその他行政コストに計上される有形

固定資産各々について記載すること。

③ 「無形固定資産」、「投資その他の資産」についても、会計基準第８７第

１項及び第２項及び第９１の規定により減価償却相当額及び費用相当額がそ

の他行政コストに計上されるものがある場合には、「有形固定資産」に準じ

た様式により記載すること。

④ 「有形固定資産」、「無形固定資産」、「投資その他の資産」の欄は、貸

借対照表に掲げられている科目の区別により記載すること。

⑤ 「期首残高」、「当期増加額」、「当期減少額」、及び「期末残高」の欄

は、当該資産の取得原価によって記載すること。

⑥ 「減価償却累計額」の欄には、減価償却費を損益計算書に計上する有形固

定資産にあっては減価償却費の累計額を、会計基準第８７第１項及び第９１

に定める特定の償却資産及び特定の除去費用にあっては減価償却に相当する

額の累計額を、無形固定資産及び投資その他の資産にあっては償却累計額を

記載すること。

⑦ 期末残高から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した残高を、「差

引当期末残高」の欄に記載すること。

⑧ 災害による廃棄、滅失等の特殊な理由による増減があった場合、又は同一

の種類のものについて貸借対照表の総資産の１％を超える額の増加若しくは

減少があった場合（ただし、建設仮勘定の減少のうち各資産科目への振替に

よるものは除く。）は、その理由及び設備等の具体的な金額を脚注する。

３ 棚卸資産の明細                    （単位：千円）

種 類
期 首

残 高

当期増加額 当期減少額 期 末

残 高
摘 要

当期購入･
製造･振替

その他 払出･振替 その他

計

（記載上の注意）

① 会計基準第１３(5)から(10)に掲げられている棚卸資産を対象として、棚卸

資産の種類ごとに記載する。

② ｢当期増加額｣の欄のうち、｢その他｣の欄には、当期購入･製造又は他勘定か
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らの振替以外の理由による棚卸資産の増加額を記載し、増加の理由を注記す

ること。

③ ｢当期減少額｣の欄のうち、｢その他｣の欄には、棚卸資産の売却･利用による

払出し又は他勘定への振替以外の理由による棚卸資産の減少額を記載し、減

少の理由を注記すること。

４ 有価証券の明細

４－１ 流動資産として計上された有価証券         （単位：千円）
売買目的

有価証券
銘 柄 取得価額 時 価

貸借対照表

計上額

当期損益に含ま

れた評価損益
摘 要

計

満期保有

目的債券

種類及び

銘 柄
取得価額 券面総額

貸借対照表

計上額

当期費用に含ま

れた評価差額
摘 要

計

貸借対照表

計上額合計

４－２ 投資その他の資産として計上された有価証券     （単位：千円）
満期保有

目的債券
種類及び

銘 柄
取得価額 券面総額

貸借対照表

計上額

当期費用に

含まれた評価

差額

摘 要

計

関係会社

株式
銘柄

取得価額

純資産に

持分割合を

乗じた価額

貸借対照表

計上額

当期損益に

含まれた評価

差額

摘  要

計

その他有

価証券
種類及び

銘 柄
取得価額 時価

貸借対照表

計上額

当期費用に

含まれた評価

差額

その他有価証

券評価差額
摘 要

計

貸借対照

表計上額

合計

（記載上の注意）

① 会計基準第３１に定める有価証券で貸借対照表に計上されているものにつ

いて記載すること。

② 流動資産に計上した有価証券と投資その他の資産に計上した有価証券を区

分し、売買目的有価証券、満期保有目的債券、関係会社株式及びその他有価

証券に区分して記載すること。

③ 為替差損益については、当期費用に含まれた評価差額の欄に（ ）内書で

記載すること。
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④ その他有価証券の｢当期費用に含まれた評価差額｣の欄には、会計基準第３

１第３項により評価減を行った場合の評価差額を記載すること。

５ 長期貸付金の明細                 （単位：千円）

区 分 期首残高
当期

増加額

当期減少額
期末残高 摘 要

回収額 償却額

関係会社長期貸付金

その他の長期貸付金

  ○○貸付金

  ××貸付金

計

（記載上の注意）

① 長期貸付金の「区分」欄は、関係会社長期貸付金とその他の貸付金に区分

し、さらに、その他の長期貸付金については、適切な種別等に区分して記載

すること。

② 長期貸付金について当期減少額がある場合には、その原因の概要を「摘

要」欄に記載すること。

６ 長期借入金の明細                    （単位：千円）
区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 平均利率

（%）

返済期限 摘 要

計

（記載上の注意）

① 会計基準第１５(4)に定める長期借入金について記載すること。

② ｢平均利率｣の欄は、加重平均利率を記載すること。

７ 引当金の明細                      （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘 要
目的使用 その他

計

（記載上の注意）

① 前期末及び当期末貸借対照表に計上されている引当金について、各引当金

の設定目的ごとの科目区分により記載すること。

② ｢当期減少額｣の欄のうち｢目的使用｣の欄には、各引当金の設定目的である

支出又は事実の発生があったことによる取崩額を記載すること。
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③ ｢当期減少額｣のうち｢その他｣の欄には、目的使用以外の理由による減少額

を記載し、減少の理由を｢摘要｣欄に記載すること。

８ 資産除去債務の明細                   （単位：千円）
区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

計

（記載上の注意）

① 貸借対照表に計上されている資産除去債務について、当該資産除去債務に

係る法的規制等の種類ごとの区分により記載すること。

② 資産除去債務に対応する除去費用等について会計基準第９１特定の有無を

「摘要」欄に記載すること。

９ 保証債務の明細                   （単位：件、千円）

区 分
期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 保証料収益

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

（記載上の注意）

① 本表は、債務の保証業務を行う全ての地方独立行政法人が記載すること。

② 保証債務損失引当金の明細は、「７ 引当金の明細」に記載すること。

１０ 資本剰余金の明細              （単位：千円）
区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

施設費

運営費交付金

補助金等

寄附金等

目的積立金

減資差益

国庫納付差額

計

（記載上の注意）

① 発生源泉の区分に分けて記載すること。

② 当期増加額又は当期減少額がある場合には、その発生の原因の概要を「摘

要」欄に記載すること。

１１ 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

(1) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益は多くの地方独立行政法人において

金額的に非常に重要な項目といえるばかりでなく、設立団体から受領すること

から判断して質的にも重要な項目と考えられる。

(2) 運営費交付金は補助金とは異なり、設立団体が事前に使途を特定しないとい

う意味でのいわば渡し切りの交付金であることから、地方独立行政法人は、運
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営費交付金をどのように使用したかを説明する責任を有している。

(3) 運営費交付金は受入時に全て負債として認識されるが、その後の振替処理は

運営費交付金収益のみならず、固定資産取得原資とされた場合の他の負債等へ

の振替処理もあるように、複数の項目への振替処理が行われることになる。

(4) また、運営費交付金収益への振替処理は「業務の進行に応じて収益化」され

るため、運営費交付金が収受された年度に必ずしも収益化されるわけではな

く、複数年度にわたることも考えられる。

(5) さらに、法令等、中期計画等又は年度計画に照らして客観的に財源が措置さ

れていると明らかに見込まれる引当金に見合う将来の収入について計上された

引当金見返については、引当金の取崩し時に当該引当金見返とそれに見合う運

営費交付金債務を相殺することになる。

(6) 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細は、以上のような項目の重要性と

その処理の多様性から要請されている訳であるが、このため明細書の作成に当

たっては多様な処理の内容について記述することが要請されることとなる。

(7) 具体的には次の内容が明細書に開示されることが必要と考える。

・ 運営費交付金債務の期首残高

・ 運営費交付金の当期交付額

・ 運営費交付金債務の当期振替額

・ 引当金見返との相殺額及びその内訳

・ 運営費交付金収益への振替額及びその内訳

・ 資産見返運営費交付金への振替額及びその内訳

・ 資本剰余金への振替額及びその内訳

・ 運営費交付金の主な使途

・ 運営費交付金債務の期末残高及び使用見込み

(8) なお、運営費交付金が交付されない地方独立行政法人においては、当該明細

の作成は必要ない。

【様式及び記載例】運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

１１－１ 運営費交付金債務                （単位：千円）

期首残高
当期交付額

当期振替額 引当金

見返と

の相殺

額

期末残

高
運営費

交付金収益

資産見返

運営費交付

金

資本

剰余金
小計

5,000 10,000 5,950 550 0 6,500 1,000 7,500

１１－２ 運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細    （単位：千円）

区 分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

費用 主な使途

業務達成基準に

よる振替額

Ａ事業

2,600 2,500

人件費：500、○○費：

300、△△費：200、その

他：1,500

Ｂ事業

1,100 1,000

人件費：200、○○費：

100、△△費：50、その

他：650
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Ｃ事業

550 500

人件費：100、○○費：

100、△△費：70、その

他：230

期間進行基準による振替額

1,150 990

人件費：400、○○費：

300、△△費：100、その

他：190

費用進行基準による振替額

550 550

人件費：50、○○費：

200、△△費：200、その

他：100

会計基準第７９第５項によ

る振替額
0 ―

合 計
5,950 5,540

（記載上の注意）

① 「業務達成基準による振替額」の区分は、セグメントごとに記載するこ

と。ただし、それよりも細かい、例えば収益化単位の業務を記載することを

妨げるものではない。

② 「主な使途」には、人件費が含まれている場合には、人件費は金額の多寡

によらず記載すること。人件費以外の使途については、法人の判断で記載す

ること。ただし、「人件費」と「その他」のみの記載は許容されない。開示

した「主な使途」の合計額は、「費用」欄の金額と整合させること。

③ 会計基準第７９第５項による振替額の欄は、中期目標期間の 終年度以外

は設けないことができる。

④ Ｑ７９－１０に基づくリース取引に係る運営費交付金の収益化額のうち、

管理部門に係るリース取引については「期間進行基準による振替額」欄に記

載し、管理部門に係るリース取引以外のリース取引については「業務達成基

準による振替額」欄に記載する。

⑤ 運営費交付金の主な使途には、引当金見返に係る収益に見合う費用は含め

ない。

② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細  

（単位：千円）

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

振替額 主な使途 振替額 主な使途

Ａ事業

130

業務用器具備品：80

○○建物間仕切り工事：30

その他：20 0

Ｂ事業 0 0

Ｃ事業 0 0

共通 420 △△建物：420 0

合計 550 0

１１－３ 引当金見返との相殺額の明細

セグメント
引当金見返との相殺

相殺額 主な相殺額の内訳
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Ａ事業 700 賞与引当金見返              400

退職給付引当金見返             200

△△引当金見返              100

Ｂ事業 0

Ｃ事業 0

共通 300 賞与引当金見返              100

退職給付引当金見返             200

合計 1,000

１１－４ 運営費交付金債務残高の明細           （単位：千円）
運営費交付

金債務残高
使用見込み

業務達成基準を

採用した業務に

係る分

6,500

○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込み

は以下のとおりである。

Ａ事業のＸプロジェクトが、プロジェクトの見直しのため、

翌事業年度以降に再度実施することとされたことから、翌事業

年度に3,500収益化予定。

Ｂ事業のＹ計画が、・・・翌事業年度に2,000収益化予定

Ｃ事業のＺ業務が、・・・翌事業年度に1,000収益化予定

いずれも翌事業年度に使用する見込みである。

費用進行基準を

採用した業務に

係る分
500

○ 費用進行基準を採用した業務は、期中に震災対応のために突

発的に発生した○○業務である。

○ 繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度に

おいて収益化する予定である。

配分留保額 500

○法人運営上の不測の事態に備えるため留保している額：300

○単年度で業務完了するとみなした上で会計処理を行っている△

△業務の一部について、資材調達業者の倒産により当事業年度

に実施できなかったため、新たな業者を選定した上で翌事業年

度に実施するため留保している額：150

○運営費交付金配分額を超過して配分留保額から支出した額：50

当該超過支出額については、資金的裏付けがないため、会計

基準第８１第４項により、中期目標期間の 後の事業年度にお

いて収益化する予定である。

計 7,500

（記載上の注意）

① 「使用見込み」には、債務残高の今後の使用見込みを具体的に記載すると

ともに、繰越事由を具体的に記載すること。

② また、Ｑ７９－２７で解説されている配分留保額は、「配分留保額」の欄

に、債務残高の今後の使用見込みについて、Ｑ７９－２７Ａ３、５及び８で

示した繰越事由ごとに金額とその必要性を具体的に記載すること。

１２ 運営費交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細

１２－１ 施設費の明細                 （単位：千円）

区 分 当期交付額

左の会計処理内訳

摘  要建設仮勘定

見返施設費
資本剰余金 その他
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計

（記載上の注意）

① 当期交付額は、補助金等の額の確定が行われた額を記載すること（精算に

よる設立団体へ返還する金額を含まず、出納整理期間に精算交付される予定

の額を含む。）。

② ｢区分｣欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。

１２－２ 補助金等の明細                 （単位：千円）

区 分 当期交付額

左の会計処理内訳 摘 要

建設仮勘定見

返補助金等

資産見返補

助金等
資本剰余金

長期預り補

助金等
収益計上

計

（記載上の注意）

① 当期交付額は、補助金等の額の確定が行われた額を記載すること（精算に

よる設立団体へ返還する金額を含まず、出納整理期間に精算交付される予定

の額を含む。）。

② ｢区分｣欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。

③ 引当金見返との相殺については、「運営費交付金債務及び当期振替額等の

明細」を参考に記載すること。

１２－３ 長期預り補助金等の明細             （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

計

（記載上の注意）

① 当期増加額は、｢１２－２ 補助金等の明細｣の長期預り補助金等の額と一致

する。

② ｢区分｣欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。

③ ｢摘要｣欄には、当期減少額の内訳（長期預り補助金等を使用した経費の内

訳）を記載すること。

１３ 役員及び職員の給与の明細

(1) 地方独立行政法人においては、法第48条、第49条及び第51条においてそれぞ

れ役員等の報酬及び職員の給与に関する規定が設けられている。

(2) したがって、具体的には次の内容が明細書に開示されることが必要と考え

る。

・ 理事長、役員及び監事に対する支給報酬額（退職手当が支給されている場

合には退職手当も含む。）及び支給人員数
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・ 職員に対する支給給与額（退職手当が支給されている場合には退職手当も

含む。）及び支給人員数

・ 法第48条（法第56条において準用するものを含む。）により設立団体の長

に届け出られている役員に対する報酬等の支給の基準についての概要

・ 法第51条により設立団体の長に届け出られている職員に対する給与の支給

の基準又は法第57条により設立団体の長に届け出られている職員に対する給

与及び退職手当の支給の基準についての概要

(3) 地方独立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与の水準について、明細書に

併せて公表することとする。

役員及び職員の給与の明細              （単位：千円、人）

区 分
報酬又は給与 退職手当

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

役 員
（      ） （   ） （      ） （   ）

職 員
（      ） （   ） （      ） （   ）

合 計
（      ） （   ） （      ） （   ）

（記載上の注意）

① 役員に対する報酬等の支給の基準の概要（例：役員の報酬月額、退職手当

の計算方法）並びに職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要

（例：一般職地方公務員に準拠、退職手当の計算方法）を脚注すること）。

② 役員について期末現在の人数と上表の支給人員とが相違する場合には、そ

の旨を脚注すること。

③ 支給人員数は、年間平均支給人員数によることとし、その旨を脚注するこ

と。

④ 非常勤の役員又は職員がいる場合は、外数として（  ）で記載すること

とし、その旨を脚注すること。

⑤ 支給額、支給人員の単位は千円、人とすること。

⑥ 中期計画において損益計算書と異なる範囲で予算上の人件費が定められて

いる場合は、その旨及び差異の内容を脚注すること。

１４ 科学研究費助成事業等の明細            （単位：千円）
種 目 当期受入れ 件数 摘 要

（ ）

（ ）

合 計 （ ）

（記載上の注意）

① 本明細は、文部科学省又は独立行政法人日本学術振興会から交付される科

学研究費助成事業及び以下の条件を満たすもの及びこれと同等のもの（以下

「科学研究費助成事業等」という。）を記載対象とする。

(ア) 「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」が適用されるこ

と。

(イ) 補助事業者が個人又はグループであること。
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(ウ) 補助事業者が公募により決定されること。

(エ) 補助事業者の属する機関等により経理を行うことが義務付けられている

こと。

② 当該年度において受け入れた科学研究費助成事業等の明細を記載するこ

と。

③ 種目は、科学研究費助成事業等の研究種目等に従い記載すること。

④ 間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（ ）

内に記載すること。

１５ 預り手数料の明細                   （単位：千円）
設立団体又は関係市町村 期首残高 当期受入額 当期減少額 期末残高

合 計

１６ 預り手当財源等の明細                （単位：千円）
設立団体又は関係市町村 期首残高 当期受入額 当期減少額 期末残高

合 計

１７ 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

(1) 会計基準では、附属明細書により開示することが適当と判断される事項のう

ち、各申請等関係事務処理法人において共通して質的又は金額的に重要な事項

を会計基準７７(1)から(5),(7)から(10),(12)から(15),(21)から(23) に示して

いるが、申請等関係事務処理法人の様態のみならず、特定時点のその申請等関

係事務処理法人の置かれている状況如何によっては、(1)から(5),(7)から

(10),(12)から(15),(21) に示した事項以外の事項についても附属明細書として

開示することが適当と判断される場合が考えられる。

(2) この様な場合に備えて基準に盛り込まれたのが(24)の「上記以外の主な資産、

負債、費用及び収益の明細」である。したがって、必ずしもこの(24)の明細書

を作成しなければならないというわけではないが、各申請等関係事務処理法人

においては年度ごとに記載の必要性を慎重に吟味することが求められる。

(3) 記載の必要性の判断に当たっては、

① 金額的に重要な事項であるか、又は質的に重要な事項（金額が僅少な事項

は多くの場合に除かれる。）であるか否か。

② 貸借対照表等の諸表における表示のみでは、財務報告の利用者の「地方独

立行政法人の業務の遂行状況についての的確な把握」又は「地方独立行政法

人の業績の適正な評価」に資すると言えず、このため補足的な情報開示が必

要と判断されるか否か。

③ 明細書の形式による開示が適当と判断されるか否か。

という観点について吟味されるべきであり、以上の観点全てから必要と判断
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される事項が、附属明細書として開示されることとなる。

なお、上記の①及び②の観点から必要とされた事項であって、③の観点から

不要となる場合には、注記として開示されることとなる。

Ｑ７７―４―２ 公立大学法人以外の地方独立行政法人のセグメント情報の開示様

式はどのようになるか。

Ａ

１ 会計基準第４１第３項において、公立大学法人以外の地方独立行政法人がセグ

メント情報として開示すべき事項は、行政コスト、「第６０ 注記事項」の地方独

立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト、事業収益、事

業損益、総損益及び当該セグメントに属する総資産額その他の財務情報とされて

いる。また、注解３９第２項において、地方独立行政法人は、業績評価のための

情報提供等による住民、設立団体等の長その他の利害関係者に対する説明責任を

果たす観点から、開示すべき情報についても、主要な資産項目、主要な費用及び

収益（国又は地方公共団体による財源措置等を含む。）の内訳を積極的に開示す

る必要があるとされている。

２ セグメント情報の作成に当たっては、以上の点を踏まえつつ各地方独立行政法

人の判断により必要と認められる情報を開示することになるが、参考として以下

に記載例及び記載上の留意事項の例を示すこととする。

【記載例】

（単位：千円）
Ａ事業 Ｂ事業 ・・・ 計 法人共通 合計

Ⅰ行政コスト

損益計算書上の費用合計

その他行政コスト

減価償却相当額

減損損失相当額

利息費用相当額

承継資産に係る費用相当額

除売却差額相当額

その他行政コスト合計

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

行政コスト ×× ×× ×× ×× ×× ××

Ⅱ地方独立行政法人の業務運営に

関して住民等の負担に帰せられ

るコスト ×× ×× ×× ×× ×× ××

Ⅲ事業費用、事業収益及び事業損

益

  事業費用

××業務費

△△業務費

・・・

・・・

その他

  一般管理費

財務費用

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

－

－

－

－

－

－

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××
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雑損

計 ×× ×× ×× ×× ×× ××

事業収益

運営費交付金収益

△△収入

・・・

・・・

その他

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

計 ×× ×× ×× ×× ×× ××

事業損益 ×× ×× ×× ×× ×× ××

Ⅳ臨時損益等

臨時損失

・・・ ×× ×× ×× ×× ×× ××

計 ×× ×× ×× ×× ×× ××

臨時利益

・・・

×× ×× ×× ×× ×× ××

計 ×× ×× ×× ×× ×× ××

当期純損益 ×× ×× ×× ×× ×× ××

目的積立金取崩額 ×× ×× ×× ×× ×× ××

当期総損益 ×× ×× ×× ×× ×× ××

Ⅴ総資産

土地

建物

構築物

・・・

その他

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

××

計 ×× ×× ×× ×× ×× ××

（記載上の留意事項）

① 事業費用は各セグメントの事業実施により発生した事業費用合計とし、主

要な事業費用の内訳を開示する。

② 事業収益は各セグメントの事業実施により発生した事業収益合計とし、主

要な事業収益（国又は地方公共団体による財源措置等を含む。）の内訳を開

示する。

③ 事業損益は事業収益と事業費用の差額を記載するものとする。事業損益の

合計は損益計算書の経常損益と一致する。

④ 事業の種類の区分方法及び事業の内容を脚注する。

⑤ 総資産は各セグメントの事業実施に必要となる資産の額を記載し、主要な

資産項目の内訳を開示する。

⑥ 費用及び収益等のうち各セグメントに配賦しなかったものは、配賦不能費

用及び配賦不能収益等として法人共通の欄に記載し、その金額及び主な内容

を脚注する。

⑦ 総資産のうち各セグメントに配賦しなかったものは、法人共通の欄に記載

し、その金額及び主な内容を脚注する。
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⑧ 目的積立金を財源とする事業費用が含まれている場合は、その旨、金額を

脚注する。

⑨ セグメント情報の記載に当たっては、記載対象セグメント、事業費用等の

配分方法、資産の配分方法等について継続性が維持されるよう配慮する。

なお、記載対象セグメント、事業費用等の配分方法、資産の配分方法等を

変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更がセグメント情報に与

えている影響を記載する。ただし、セグメント情報に与える影響が軽微な場

合には、これを省略することができる。

３ なお、注解３９第３項に基づき、追加的セグメント情報を開示する場合、当該

セグメント情報は、会計基準第４１第１項にいう一定の事業等のまとまりごとの

区分に基づくセグメント情報とは異なる。そのため、開示する情報は会計基準第

４１第３項によらないことから、会計基準第４１第３項を参考にしつつ、各法人

が判断することになる。ただし、住民その他の利害関係者に対して、より有用な

情報を提供する観点から、行政コスト、事業費用、事業収益、事業損益、総損益

及び総資産は、少なくとも開示する必要がある。

Ｑ７７－５ 地方独立行政法人の決算報告書の開示様式はどのようになるか。

Ａ 決算報告書は財務諸表には該当せず、会計基準の範囲外であるが、参考までに

その様式例を示せば、以下のようなものが考えられる。

（単位：千円）

区分

Ａ事業 Ｂ事業 共通 合計

予

算

額

決

算

額

差

額

備

考

予

算

額

決

算

額

差

額

備

考

予

算

額

決

算

額

差

額

備

考

予

算

額

決

算

額

差

額

備

考

収入

運営費交付金

○○補助金等

施設整備費補助金

受 託 収 入

  計

支出

業務経費

○○補助金等事業費

施設整備費

受託経費

一般管理費

人件費

計

（記載上の留意事項）

① 決算報告書における区分は、年度計画に記載されている予算に従う。当該予

算の作成単位については、「独立行政法人の中期計画、中長期計画及び事業計

画に係る予算等について」（平成１２年４月 中央省庁等改革推進本部事務局

(平成２７年３月 総務省行政管理局修正)）の記載を参照することが望まし

い。平成２９年改正法の附則第４条により経過措置が適用される法人は、経過
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措置期間中においては現行のセグメントを事業等のまとまりとみなして対応さ

れていることを前提とする。

② 予算額は当該年度の年度計画に記載されている予算金額とする。

③ 年度計画の変更により予算額に変更があった場合は、変更後の金額を予算額

とする。

④ 決算額は、収入については現金預金の収入額に期首期末の未収金額等を加減

算したものを記載し、支出については、現金預金の支出額に期首期末の未払金

額等を加減算したものを記載する。

⑤ 予算額と決算額の差額を記載し、著しい乖離が生じた場合には｢備考｣欄に差

額の生じた理由を簡潔に記載する。

⑥ 損益計算書の計上額と決算額の集計区分に差がある場合には、その相違の概

要を｢備考｣欄に記載する。

Ｑ７７－５－２ 地方独立行政法人の決算報告書について、以下の事項の取扱いは

どのようになるか。

① 決算報告書で記載される予算とは年度計画（申請等関係事務処理法人におい

ては、法第 87 条の９の規定に基づく事業計画。以下同じ。）に記載している予

算と同一と解してよいか。

② 予算執行の段階で予算を変更した場合に、当該事項を決算報告書に反映させ

る必要があるか。

③ 決算報告書で記載される決算はどのように解すればよいか。

④ 予算額と決算額に「著しい乖離」が生じた場合における、「著しい乖離」は

どのように判断すればよいか。

Ａ

１ 地方独立行政法人においては、法第 27 条第１項の規定に基づく年度計画の一項

目として、予算が公表されている。決算報告書は当該予算の執行状況を表すもの

であると想定されることから、決算報告書に記載される予算は年度計画に記載さ

れている予算と同一のものである。

２ 年度計画自体を変更せずに、例えば、一般管理費として割り当てられた予算を

合理的な理由に基づき業務経費として執行した場合、決算報告書の予算区分は変

更せず、決算額を業務経費として処理する。この処理により生じる差額の発生理

由は備考欄において簡潔に記載することとなる。

３ 決算報告書は割当予算に対してその執行状況を報告する準拠性報告であるか

ら、決算額は予算執行した金額を記載すべきである。

決算報告書は財務諸表を設立団体の長に提出するときに添付され、財務諸表に

ついて設立団体の長による承認を受けた後、一般の閲覧に供されることとなる。

そのため、財務諸表に記載されている数値と予算執行額との関係を明確に開示す

ることが、財務諸表及び決算報告書の利用者の理解可能性を高めることになる。

しかしながら、会計基準第３９の規定により、地方独立行政法人の財務諸表は発

生主義により処理することが定められており、必ずしも財務諸表上の数値と予算

執行額が一致するものではない。

そこで、決算報告書に記載する決算額は収入については現金預金の収入額に期

首期末の未収金額等を加減算したものを記載し、支出については、現金預金の支

出額に期首期末の未払金額等を加減算したものを記載した上で、損益計算書の計
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上額と決算額の集計区分に差がある場合には、その相違の概要を備考欄に記載す

ることとしたものである。

４ 「著しい乖離」かどうかは、決算報告書の科目区分ごとに決算額が予算額に対

して１０％以上増減したかどうかで判断する。

また、増減率が１０％に満たない場合であっても、差額が生じた理由等の質的側

面を重視し、差額の生じた理由を記載することも考えられる。

Ｑ７７－５－３ Ｑ７７－５において「決算額は、収入については現金預金の収入

額に期首期末の未収金額等を加減算したものを記載し、支出については、現金預

金の支出額に期首期末の未払金額等を加減算したものを記載する。」と記載され

ているが、これらの「等」には何が含まれるのか。

Ａ

年度計画の予算は、設立団体からの財源措置である運営費交付金や補助金等が

出納整理期間が設けられている地方公共団体の予算制度を前提として積算、交付

されることから、翌事業年度に支払われる３月分の超過勤務手当等の未払金等に

ついても当事業年度の支出予算として計上されている。

決算報告書は、年度計画の予算と対比して作成される必要があり、予算と同様

に未収金や未払金を加減することが必要となる。「等」に何が含まれるかについ

ては、未収金及び未払金に準ずるものであり、年度計画の予算の作成趣旨に基づ

いて判断されるべきものであり、一般的に「等」に該当する具体的科目名を例示

することはできない。

Ｑ７７－５－４ 決算報告書における決算額には各区分における前年度からの繰越

額は反映させるのか否か。また、前年度からの繰越額を決算額に反映させる場合

には別記して表示するのか。

Ａ

決算報告書における決算額において前事業年度からの繰越に係る決算額と当期

分に係る決算額とを区分することは特に必要なく、予算との重要な差があれば、

注記等で明らかにすることで足りる。

Ｑ７７－５－５ 区分経理のある地方独立行政法人においては、勘定別決算報告書

及び法人単位決算報告書の双方を作成するのか。

Ａ

決算報告書は割当予算に対する執行状況を報告する準拠性報告書であると位置

付けられることから、予算を区分経理ごとに割当てられている法人においては勘

定別決算報告書の作成は当然に必要であり、勘定別決算報告書は事業等のまとま

りごとの予算と決算を明らかにするよう作成する必要がある。

収支予算書はコントロールのためのものであり規範性が求められるが、勘定別

収支予算書と法人単位収支予算書を作成した結果、何らかの事由で相互に矛盾し

た場合に、勘定別と法人単位のどちらに規範性が与えられるか不明確となるおそ

れがある。したがって、勘定区分のある地方独立行政法人については、一般的に

は法人単位収支予算を作成する必要はない。

なお、勘定区分のある地方独立行政法人でも法人単位収支予算を作成すること

は可能であるが、この場合には、法人単位の収支決算書も作成する必要がある。
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Ｑ７８―１ 重要な債務負担行為とは、具体的にどのような事象を指しているのか。

Ａ

１ 債務負担行為とは、地方独立行政法人が金銭の納付を内容とする債務を負担す

る行為であって、当該会計年度内に契約は結ぶが、実際の支出の全部又は一部が

翌期以降になるものをいう。債務負担行為は建物あるいは施設の工事請負契約あ

るいは重要な物品購入契約のような将来確実に支出がなされるものと、損失補償

及び保証契約のように偶発債務であるものと２つに分類される。

２ 重要な債務負担行為とはこれらの債務負担行為のうち地方独立行政法人の事業

に照らし、内容的又は金額的に重要なものをさしている。

３ なお、地方独立行政法人の財務諸表に重要な債務負担行為を注記するのは、貸

借対照表に債務としては計上されていないが、地方独立行政法人が将来負担する

こととなる（あるいはその可能性のある）ものを明らかにするためと考えられる

ことから、例えば、重要な債務負担行為のうち、上記の建物あるいは施設の工事

請負契約あるいは重要な物品購入契約のような将来確実に支出がなされるものに

ついて財務諸表に注記する金額は、契約総額のうち次年度以降に支出が予定され

る金額（未払計上されている金額を除く。）とすることとなる。

Ｑ７８―２ 会計基準では、「財務諸表には、その作成日までに発生した重要な後

発事象を注記しなければならない」（会計基準第７８第１項及び注解５５第１項

参照）とあるが、ここでいう財務諸表の作成日とはいつなのか。

Ａ

１ 財務諸表の作成日とは、文理解釈上は、監事の監査を受けるための財務諸表を

地方独立行政法人が作成した日、また、会計監査人の監査を受けなければならな

い地方独立行政法人にあっては、会計監査人及び監事の監査を受けるための財務

諸表を地方独立行政法人が作成した日が財務諸表作成日となると考えられる。

２ しかしながら、企業会計においては、後発事象は「会社計算規則」（平成１８

年法務省令第１３号）に定める計算書類に記載されるが、民間企業は計算書類を

監査役又は監査委員会に提出する日までに発生した後発事象を計算書類に記載し

ている。

また、会計監査人の監査を受ける会社法上の会計監査人設置会社においては、計

算書類受領日以降会計監査人の監査報告日までに発生した後発事象に関しても、

計算書類上記載することとされている（監査・保証実務委員会報告第７６号「後

発事象に関する監査上の取扱い」（ 終改正平成２１年７月８日 日本公認会計

士協会）参照）。このように、後発事象の開示目的に鑑みれば、地方独立行政法

人においても、監事の監査を受けるための財務諸表を法人が作成した日までのみ

ならず、法人による財務諸表の作成日以降監事の監査報告日又は会計監査人の監

査報告日までに発生した後発事象に関しても、財務諸表に注記を行うことが望ま

しいと考える。

Ｑ７８―２－２ 注解５４第２項に、開示すべき会計方針が定められているが、具

体的にどのように記載すればよいか。

Ａ

財務諸表に注記すべき会計方針は注解５４第２項に例示されている。会計方針



114

の具体的な記載方法は各法人の判断に基づくことが原則であるが、標準的な例を

示すと次のようになる。なお、注記については明瞭性の原則の観点から、地方独

立行政法人が採用した固有の会計処理についても記載することが必要である。

（公立大学法人以外の地方独立行政法人）

重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。

管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。

期中に震災対応のために突発的に発生した××業務については、当該業務の予

算、期間等を見積もることができず、業務と運営費交付金との対応関係を示すこ

とができないため、費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物○○～○○年

機械装置○○～○○年

・・・・・・・・・・・・

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第 87）及び資産除去債務に

対応する特定の除去費用等（地方独立行政法人会計基準第 91）に係る減価償却相

当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示してい

ます。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間

（○年）に基づいております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．賞与引当金の計上基準

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担

すべき金額を計上しております。

なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込

みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。

４．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法

(1) 原則法で処理している場合

職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定に当たり、退職給

付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準に

よっております。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（○
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年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（○年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金につい

ては、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用し

ており、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

また、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対して財源措置がなさ

れる見込みである確定給付企業年金等については、退職給付引当金と同額を退職

給付引当金見返として計上しております。

(2) 退職一時金について簡便法を採用している場合

確定給付企業年金等から支給される年金給付については、職員の退職給付に備

えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度

末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（○

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（○年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。

このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金に

ついては、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しておりま

す。

また、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対して財源措置がなさ

れる見込みである確定給付企業年金等については、退職給付引当金と同額を退職

給付引当金見返として計上しております。

５．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）

(2) 満期保有目的債券

償却原価法（利息法）

(3) 関係会社株式

移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）

(4) その他有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

６．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 原材料

移動平均法による低価法

(2) 貯蔵品
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移動平均法による低価法

(3) 未成受託研究支出金

個別法による低価法

７．収益及び費用の計上基準

(1) 受託研究に係る収益

受託研究に係る収益は、主に国又は地方公共団体から支出された委託費であ

り、委託契約等に基づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履

行義務は、サービス等を引き渡す一時点において、顧客が当該サービス等に対す

る支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

(2) ○○のサービスに係る収益

○○のサービスに係る収益は、主に○○事業に係る収益であり、顧客との契約

に基づいて○○サービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務

は、当法人が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受

することで充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、当該

進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

(3) 製品の販売に係る収益

製品の販売に係る収益は、主に製造による販売収益であり、顧客との販売契約

に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品を

引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると

判断し、引渡時点で収益を認識しております。

８．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

９．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理 消費税の会計処理は、税込方式によっております。

（公立大学法人）

重要な会計方針

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用しています。

なお、退職一時金については費用進行基準を、また、プロジェクト研究の一部

については業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しています。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としており、主な資産の耐

用年数は以下のとおりです。

建物○○～○○年
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機械装置○○～○○年

・・・・・・・・・・・・

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第 87）及び資産除去債務に

対応する特定の除去費用等（地方独立行政法人会計基準第 91）に係る減価償却相

当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示してい

ます。

(2) 無形固定資産定額法を採用しています。なお、法人内利用のソフトウェアに

ついては、法人内における利用可能期間（○年）に基づいております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．賞与引当金及び見積額の計上基準

(賞与引当金を計上しない場合)

賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞

与引当金は計上していません。なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記にお

ける賞与引当増加相当額は、当事業年度末の賞与引当相当額から前事業年度末の

同相当額を控除した額を計上しております。

(賞与引当金を計上する場合)

賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員へ

の賞与の支払に備えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業

年度に帰属する額を計上しております。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

（退職給付引当金を計上しない場合）

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給

付に係る引当金は計上していません。

確定給付企業年金等から支給される年金給付については、運営費交付金により

確定給付企業年金等への掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされ

るため、退職給付に係る引当金は計上していません。

なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額

は、基準第３６に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当

金の当期増加額を計上しております。

（退職給付引当金を計上する場合）

(1) 全ての制度を原則法で処理している場合

教職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定に当たり、退職

給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準

によっております。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(○

年)による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(○年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

(2) 退職一時金について簡便法を採用している場合
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確定給付企業年金等から支給される年金給付については、職員の退職給付に備

えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については期間定額基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(○

年)による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平 均残存勤務期間

以内の一定の年数(○年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。

５．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）

(2) 満期保有目的債券

償却原価法（利息法）

(3) 関係会社株式

移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）

(4) その他の関係会社有価証券

投資事業有限責任組合契約に基づき取得した有価証券(金融商品取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な 近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。

(5) その他有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

６．棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準 低価法

評価方法 移動平均法

ただし、医薬品及び診療材料については、評価方法は 終仕入原価法によって

おります。

７．収益及び費用の計上基準

(1) 附属病院の診療に係る収益

附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出

された医療費（診療費）であり、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等

を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、診療行為等のサービス等を

実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識しております。

(2) ○○のサービスに係る収益

○○のサービスに係る収益は、主に○○事業に係る収益であり、顧客との契約

に基づいて○○サービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務
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は、当法人が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受

することで充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、当該

進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

８．債券発行差額の償却基準

債券発行差額は、債券の償還期間にわたって利息法により償却しております。

９．外貨建資産及び負債の本邦通貨へ換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

10．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっ

ております。

Ｑ７８―３ 会計基準第７８第１項におけるその他地方独立行政法人の状況を適切

に開示するために必要な会計情報とは具体的にはどのような注記が考えられるか。

Ａ

  具体的には、注解５２に定められている「財務諸表の表示に関する注記」（Ｑ

７８－４参照）、民間企業が実務上において財務諸表に開示している、有価証券

関係、退職給付関係等の注記をいう。その他、各地方独立行政法人の状況に応じ

て、財務諸表等規則などを参考の上適切な開示を行うものとする。

Ｑ７８―４ 注解５２に定められている「財務諸表の表示に関する注記」は具体的

にどのように記載すればよいか。

Ａ

１ 注解５２のとおり、財務諸表に表示する会計基準の第１２節の「地方独立行政

法人固有の会計処理」に伴う科目等については、財務報告利用者の理解の促進の

観点から、財務諸表上に注記することで明瞭に表示する必要がある。

２ 表示の方法としては、例えば、貸借対照表上の科目名に（注）を付した上で、

貸借対照表の下に「（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘

定科目である。」と明記する方法が考えられる。

３ また、（注）を付すべきと考えられる「地方独立行政法人固有の会計処理」に

伴う科目名等は、会計基準第５６、第５９及び第６５で示されている貸借対照

表、行政コスト計算書及び損益計算書の標準的な様式を踏まえれば次のようなも

のである。なお、各法人の状況を踏まえ、追加でその他の科目名等に（注）を付

すことを妨げない。

（公立大学法人以外の地方独立行政法人）

(1) 賞与引当金見返

(2) 未収財源措置予定額

(3) 退職給付引当金見返

(4) 運営費交付金債務

(5) 預り施設費

(6) 預り補助金等
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(7) 預り寄附金

(8) 資産見返負債

(9) 長期預り補助金等

(10) 長期預り寄附金

(11) その他行政コスト累計額

(12) 民間出えん金

(13) 前中期目標期間繰越積立金

(14) （何）積立金

(15) 減価償却相当額

(16) 減損損失相当額

(17) 利息費用相当額

(18) 承継資産に係る費用相当額

(19) 除売却差額相当額

(20) 運営費交付金収益

(21) 補助金等収益

(22) 財源措置予定額収益

(23) 寄附金収益

(24) 賞与引当金見返に係る収益

(25) 退職給付引当金見返に係る収益

(26) 目的積立金取崩額

（公立大学法人）

(1) 未収財源措置予定額

(2) 長期繰延補助金等

(3) 長期寄附金債務

(4) 運営費交付金債務

(5) 授業料債務

(6) 預り施設費

(7) 預り補助金等

(8) 寄附金債務

(9) 減価償却相当累計額

(10) 減損損失相当累計額

(11) 利息費用相当累計額

(12) 除売却差額相当累計額

(13) 前中期目標期間繰越積立金

(14) （何）積立金

(15) 運営費交付金収益

(16) 授業料収益

(17) 入学金収益

(18) 受託研究収益

(19) 共同研究収益

(20) 受託事業等収益

(21) 寄附金収益

(22) 補助金等収益
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(23) 施設費収益

(24) 目的積立金取崩額

Ｑ７８－５ 注解５６第１項において、金融商品の時価等について開示を行う理由

は何か。

Ａ

  企業会計においては、国際財務報告基準とのコンバージェンスを図ることに加

え、金融取引を巡る環境が変化する中で、投資者に対する情報提供等の観点から、

金融商品の時価情報に対するニーズが拡大していること等を踏まえ、金融商品の

時価等について開示を行うこととされている。

  一方、地方独立行政法人においては、投資家は存在しないことから、投資情報

としての意義は求められないが、地方独立行政法人の会計が「原則として企業会

計原則による」とされていること、及び地方独立行政法人が保有している金融商

品は住民等の共通の財産であり、その有効活用を図る観点等から、住民等に対し

て時価情報を提供することに一定の意義があると認められることから、地方独立

行政法人会計基準においても金融商品の時価等について開示を求めるものである。

Ｑ７８－５－２ 貸付金等の金銭債権債務の時価は、どのような方法により算定し

たらよいか。

Ａ

１ 企業会計基準第 30 号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年７月４日 企

業会計基準委員会）では、時価の算定に当たっては、状況に応じて、十分なデー

タが利用できる評価技法を用い、関連性のある観察可能なインプットを 大限利

用し、観察できないインプットの利用を 小限にするとされている。

２ 時価を算定するに当たって用いる評価技法には、例えば、次の三つのアプロー

チがある。

① マーケット・アプローチ

マーケット・アプローチとは、同一又は類似の資産又は負債に関する市場取

引による価格等のインプットを用いる評価技法をいう。

② インカム・アプローチ

インカム・アプローチとは、利益やキャッシュ・フロー等の将来の金額に関

する現在の市場の期待を割引現在価値で示す評価技法をいう。

③ コスト・アプローチ

コスト・アプローチとは、資産の用役能力を再調達するために現在必要な金

額に基づく評価技法をいう。

３ 貸付金の時価は、インカム・アプローチに含まれる、現在価値技法により算定

する方法が一般的と考えられる。現在価値技法を用いる場合、リスクの調整方法

及び用いるキャッシュ・フローの種類により、例えば、次の方法がある。

① 割引率調整法

リスク調整後の割引率と、契約上の若しくは約束された、又は も可能性の

高いキャッシュ・フローを用いる方法

② 期待現在価値法（確実性等価法）

リスク調整後の期待キャッシュ・フローと信用リスクフリーレートを用いる

方法
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③ 期待現在価値法（リスク調整法）

リスク調整を行わない期待キャッシュ・フローと、市場参加者が要求するリ

スク・プレミアムを含めるように調整した割引率（①で用いる割引率とは異な

る。）を用いる方法

４ 例えば、貸付金のキャッシュ・フローとして契約上のキャッシュ・フローを用

いる場合には、割引率は将来の債務不履行に関する予想を反映する（割引率調整

法）。一方、期待キャッシュ・フローを用いる場合には、当該期待キャッシュ・

フローに将来の債務不履行に関する不確実性に係る仮定が既に反映されているた

め、割引率調整法と同じ割引率ではなく、当該期待キャッシュ・フローに固有の

リスクと整合的な割引率を用いる（期待現在価値法）と考えられる。

５ なお、新規貸付がない場合及び新規貸付金利が市場利子率に比較して著しく低

い、もしくは無利息である場合については、市場性を織り込む観点から、同種の

貸付金の金利又はリスク・フリーに近い市場利子率を基礎として割引率を算定し、

貸付金の将来キャッシュ・フローの割引計算を行うことが必要と考えられる。

６ 上記の貸付金の時価の算定に関する取扱いは、借入金など貸付金以外の金銭債

権債務についても同様に適用されるものと考えられる。

Ｑ７８－５－３ 貸付金の時価評価をグループ単位で行うことは認められるか。

Ａ

  企業会計基準第 30 号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年７月４日 企

業会計基準委員会）では、資産又は負債の時価を算定する単位は、それぞれの対

象となる資産又は負債に適用される会計処理又は開示によるものと定められ、金

融商品においては、通常、個々の金融商品が時価の算定の対象となるとされてい

る。貸付金の時価を算定する場合も、個々の貸付金ごとに時価を算定することが

原則と考えられるが、時価の算定が合理的に行われる限りにおいて、一定のグル

ーピングを行った上で時価を算定する方法も考えられる。

Ｑ７８－５－４ 債務保証契約も注記対象となるのか。注記対象となる場合、時価

はどのような方法により算定したらよいか。

Ａ

１ 地方独立行政法人における債務保証契約については、会計基準「第３３ 債務保

証の会計処理」に基づき、決算日における債務保証の総額を注記することとされ

ている。

２ 企業会計における債務保証契約については、企業会計基準適用指針第１９号

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（ 終改正令和２年３月 31 日 企

業会計基準委員会）第２３項において、「金融商品の会計基準等の対象であり、

保証先ごとに総額で注記する（金融商品実務指針第１５項及び第１３７項）ため、

貸借対照表に計上されていない場合であっても、その注記額が資産の総額に対し

て重要な割合を占め、かつ、その時価に重要性がある場合には、その時価及び当

該時価の算定方法を注記することが適当である」とされていることから、地方独

立行政法人の債務保証契約においても同様の取扱いとなる。

３ 時価の算定方法については、契約期間、保証の履行可能性、担保による回収可

能性などを基礎としてシミュレーションモデルを用いた期待値推計を行う方法が

考えられる。しかし、このような評価技法による算定に必要な情報を入手するこ
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とが現実的でない場合には、保証料を決定するに当たり、債務者の信用リスク、

担保による回収可能性等が市場参加者の観点から適切に反映されており、算定日

の出口価格を表すことができると判断されることを条件に、契約上の保証料の将

来キャッシュ・フローと、同様の新規契約を実行した場合に想定される保証料の

将来キャッシュ・フローとの差額を割り引いて現在価値を算定する方法が考えら

れる。

Ｑ７８－５－５ 金融商品に関する注記については、具体的にどのような内容を記

載することとなるのか。

Ａ

１ 注解５６第１項においては、金融商品に関する具体的な注記内容を定めていな

い。このため、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の時価等の開示に関す

る適用指針」（ 終改正令和２年３月 31 日 企業会計基準委員会）を参考とし、

重要性の乏しいものを除き、次の事項を注記する。

① 金融商品の状況に関する事項

② 金融商品の時価等に関する事項

③  金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

２ 「金融商品の時価等に関する事項」のうち、現金及び短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものについては、注記を省略することができる。

３ 市場価格のない株式等については、時価を注記しないこととする。この場合、

当該金融商品の概要及び貸借対照表計上額を注記する。４ なお、注記は、全て

の財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。

【記載例１】地方独立行政法人の場合

１．金融商品の状況に関する事項

  当法人は、資金運用については短期的な預金並びに国債、地方債及び政府保

証債等に限定し、設立団体からの長期借入及び金融機関からの短期借入により

資金を調達しております。

  未収債権等に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程等に沿ってリスク低減

を図っております。また、投資有価証券は、地方独立行政法人法第４３条の規

定等に基づき、国債、地方債、政府保証債その他総務省令で定める有価証券の

みを保有しており株式等は保有しておりません。

  借入金等の使途は運転資金（主として短期）及び事業投資資金（長期）であ

り、設立団体の長により認可された資金計画に従って、資金調達を行っており

ます。

２．金融商品の時価等に関する事項

  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりませ

ん。また、現金は注記を省略しており、預金、未収金、未払金及び短期借入金

は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し

ております。

                         （単位：百万円）
貸借対照表計

上額(*)

時価(*) 差額(*)
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(1) 投資有価証券及び有価証券

① 満期保有目的の債券

② その他有価証券

(2) 長期性預金

(3) 長期借入金

(4) リース債務

xxx 

xxx 

xxx 

xxx 

(xxx)

(xxx)

xxx 

xxx 

xxx 

xxx 

(xxx)

(xxx)

xxx 

xxx 

xxx 

xxx

(xxx)

(xxx)

  （*）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

（注１）市場価格のない株式等は次のとおりです。
（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 xxx

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性

に応じて、以下の三つのレベルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整

の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可

能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時

価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、

それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先

順位が も低いレベルに時価を分類しております。

有価証券及び投資有価証券

国債は相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。

地方債及び社債は取引先金融機関から提示された価格を用いて評価してお

ります。これらは市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格と

は認められないため、レベル２の時価に分類しております。

長期性預金

期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを市場金利で割り引い

て時価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスク

を加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時

価に分類しております。

【記載例２】公立大学法人の場合
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１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については短期的な預金並びに国債、地方債及び政府保

証債等に限定し、設立団体からの長期借入及び金融機関からの短期借入により

資金を調達しております。

投資有価証券は、地方独立行政法人法第４３条の規定等に基づき、国債、地

方債、政府保証債その他総務省令で定める有価証券のみを保有しており株式等

は保有しておりません。また、未収附属病院収入は、債権管理細則に沿ってリ

スク管理を行っております。

借入金等の使途は運転資金（主として短期）及び事業投資資金（長期）であ

り、設立団体の長により認可された資金計画に従って、資金調達を行っており

ます。

２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりませ

ん。 また、現金は注記を省略しており、預金、未収入金、未払金及び短期借入

金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略

しております。

                       （単位：百万円）
貸借対照表計上

額(*1)

時価(*1) 差額(*1)

(1) 有価証券及び投資有価証券

① 満期保有目的の債券

② その他有価証券

(2) 長期性預金

(3) 未収附属病院収入

  徴収不能引当金（*2）

xxx 

xxx

xxx 

xxx 

△xxx 

xxx 

xxx

xxx 

xxx

xxx

xxx 

－

xxx 

xxx

xxx

(5) 長期借入金

(6) リース債務

xxx 

(xxx)

(xxx)

xxx 

(xxx)

(xxx)

xxx

(xxx)

(xxx)

  (*1) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

  (*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不納引当金を控除しており

ます。

（注１）市場価格のない株式等は次のとおりです。
（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 xxx

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性

に応じて、以下の三つのレベルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）

相場価格により算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能
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なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、

それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先

順位が も低いレベルに時価を分類しております。

有価証券及び投資有価証券

国債は相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。

地方債及び社債は取引先金融機関から提示された価格を用いて評価してお

ります。これらは市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格と

は認められないため、レベル２の時価に分類しております。

長期性預金

期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを市場金利で割り引いて

時価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

未収附属病院収入

未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収

見込額等を用いた割引現在価値法により時価を算定しており、レベル３の時価

に分類しております。その他の未収附属病院収入は短期間で決済されるため、

時価が帳簿価額に近似することから、帳簿価額をもって時価としております。

長期借入金及びリース債務

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス

クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２

の時価に分類しております。

Ｑ７８－６ 注解５６第２項において、賃貸等不動産の時価等について開示を行う

理由は何か。

Ａ

  企業会計においては、国際財務報告基準とのコンバージェンスを図ることに加

え、投資情報として一定の意義があることから、賃貸等不動産の時価等について

開示を行うこととされている。

  他方、地方独立行政法人においては、その会計が「原則として企業会計原則に

よる」とされていること、地方独立行政法人が保有している賃貸等不動産は住民

等の共通の財産であり、その有効活用を図る観点等から、住民その他の利害関係

者に対して時価情報を提供することに一定の意義があると認められることから、

地方独立行政法人会計基準においても賃貸等不動産の時価等について開示を求め

るものである。

Ｑ７８－６－２ 注解５６第２項では賃貸等不動産の定義、範囲等が示されていな

いが、地方独立行政法人が保有する不動産のうち、どのような不動産が賃貸等不
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動産に該当することとなるのか。

Ａ

１ 注解５６第２項においては、賃貸等不動産の定義及び範囲が明示されていない

ため、企業会計基準第２０号「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」

（改正平成２３年３月２５日 企業会計基準委員会）における賃貸等不動産の定

義（第４項）及び範囲（第５項）を基準に判断することとなる。

２ 同会計基準第４項(2)において、「賃貸等不動産」とは、「棚卸資産に分類され

ている不動産以外のものであって、賃貸収益又はキャピタル・ゲインの獲得を目

的として保有されている不動産（ファイナンス・リース取引の貸手における不動

産を除く。）をいう」ものと定義され、第５項において、賃貸等不動産には、(1)

貸借対照表において投資不動産（投資の目的で所有する土地、建物その他の不動

産）として区分されている不動産、(2)将来の使用が見込まれていない遊休不動産

及び(3)上記以外で賃貸されている不動産が含まれると規定されていることから、

地方独立行政法人が保有する不動産のうちこれらの不動産に該当するものは、賃

貸等不動産の範囲に含まれることとなる。

３ なお、地方独立行政法人が保有し、賃貸している不動産の中には、一定の政策

目的を遂行するために保有しているものがあり、当該不動産については、賃貸料

が近隣の類似不動産と比較して廉価に設定されているものがある。このような政

策目的により地方独立行政法人が賃貸する不動産については、必ずしも賃貸収益

又はキャピタル・ゲインの獲得自体を目的として保有されているとは言い難いも

のの、地方独立行政法人の資産の有効活用の観点等から、賃貸収益を得ている不

動産については、原則として企業会計と同様に時価等の開示を行うことが適当と

考えられる。

Ｑ７８－６－３ 注解５６第２項においては注記の省略に関する規定がないが、賃

貸等不動産の総額に重要性がない場合も注記を行う必要があるのか。また、重要

性が乏しいかどうかの判断を行う際の賃貸等不動産の時価を基礎とした金額は、

どのように算定するのか。

Ａ

１ 重要性については、会計基準第４が適用されるため、注解５６には改めて規定

していないが、賃貸等不動産についても、その総額に重要性が乏しい場合には、

当該賃貸等不動産について処分等を行うことが予定されている場合等、地方独立

行政法人の公共的性格に基づく質的側面からの重要性が認められる場合を除き、

注記を省略することができる。当該賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいかどう

かは、賃貸等不動産の貸借対照表日における時価を基礎とした金額と当該時価を

基礎とした総資産の金額との比較をもって判断することとなる。

２ なお、重要性の判断を行う際に用いる時価を基礎とした金額の把握に当たって

は、実勢価格や査定価格などの容易に入手できる評価額や適切に市場価格を反映

していると考えられる指標（公示価格、固定資産税評価額、都道府県基準地価格、

路線価による相続税評価額）に基づく価額等を用いることができる。また、建物

等の償却資産については、適正な帳簿価額をもって時価とみなすことが認められ

る。

  また、帳簿価額の基礎となった価額（地方独立行政法人設立時の時価評価額又

は購入価額等）と時価の乖離が、評価時（購入時）からの当該不動産に類似する
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近隣の不動産価格の推移に鑑みて大きくないと合理的に判断される場合には、重

要性の判断に用いる時価を基礎とした金額を帳簿価額と同額とみなすことが可能

な場合もあると考えられる。

Ｑ７８－６－４ 地方独立行政法人が保有する賃貸等不動産の中には、民間が保有

する賃貸等不動産とは性格が異なるものがあると考えられるが、そのような賃貸

等不動産の時価はどのように算定したらよいか。

Ａ

１ 地方独立行政法人が保有する賃貸等不動産の中には、例えば、政策目的により

賃貸料が近隣の類似不動産と比較して廉価に設定されているものや、使用目的の

変更や処分を地方独立行政法人が独自に行うことができない等の制約のあるもの

があり、これらの賃貸等不動産については、どのような前提で評価を行うかによ

り結果として評価額に大きな差が生じることが想定される。

２ このため、各地方独立行政法人においては、開示対象となる賃貸等不動産の状

況、地方独立行政法人の運営における経済性・効率性等を適切に勘案して、時価

の算定方法及び算定の前提条件を決定し、時価の算定を行うことが必要である。

なお、算定の前提条件等については、注記事項に併せて開示することが適当と考

えられる。

３ また、開示対象となる賃貸等不動産のうち重要性が乏しいものについては、実

勢価格や査定価格などの容易に入手できる評価額や適切に市場価格を反映してい

ると考えられる指標（固定資産税評価額や路線価による相続税評価額等）に基づ

く価額、償却資産については、適正な帳簿価額をもって時価とみなすことも認め

られるものと考えられる。

Ｑ７８－６－５ 企業会計基準適用指針第２３号「賃貸等不動産の時価等の開示に

関する会計基準の適用指針」（平成２０年１１月２８日 企業会計基準委員会）

においては、賃貸等不動産の時価を把握することが極めて困難な場合は時価を注

記せず、その事由及び当該賃貸等不動産の概要等を記載することとされているが、

地方独立行政法人の賃貸等不動産については、どのような場合がこれに該当する

のか。

Ａ

１ 企業会計基準適用指針第２３号「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基

準の適用指針」の第１４項において、「賃貸等不動産の時価を把握することが極

めて困難な場合は、時価を注記せず、重要性が乏しいものを除き、その事由、当

該賃貸等不動産の概要及び貸借対照表計上額を他の賃貸等不動産とは別に記載す

る」こととされている。さらに、同適用指針第３４項において、賃貸等不動産の

時価を把握することが極めて困難な場合について、「例えば、現在も将来も使用

が見込まれておらず売却も容易にできない山林や着工して間もない大規模開発中

の不動産などが考えられるが、賃貸等不動産の状況は一様ではないため、状況に

応じて適切に判断する必要があると考えられる」との考え方が示されている。

２ 地方独立行政法人が保有する賃貸等不動産についても、Ｑ７８－６で示してい

るとおり、企業会計と同様に時価等の開示を行うことが原則であるが、政策目的

を遂行するために地方独立行政法人が保有している賃貸等不動産が、規模、構造、

使用方法等の多くの側面において、民間企業には全くみられない特異性を有する
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場合については、時価を把握することが極めて困難な場合も想定される。このよ

うな場合には、当該賃貸等不動産の状況に応じて各法人において適切に判断する

必要があると考えられる。

Ｑ７８－６－６ 賃貸等不動産に関する注記については、具体的にどのような内容

を記載することとなるのか。

Ａ

１ 注解５６第２項においては、賃貸等不動産に関する具体的な注記内容を定めて

いない。このため、企業会計基準第２０号「賃貸等不動産の時価等の開示に関す

る会計基準」（改正平成 23 年３月 25 日 企業会計基準委員会）を参考とし、重要

性が乏しい場合を除き、次の事項を注記する。

  また、管理状況等に応じて、注記事項を用途別、地域別等に区分して開示する

ことができる。

(1) 賃貸等不動産の概要

(2) 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び期中における主な変動

(3) 賃貸等不動産の当期末における時価及びその算定方法

(4) 賃貸等不動産に関する収益及び費用等の状況

２ 時価を把握することが極めて困難な場合は、時価を注記せず、重要性の乏しい

ものを除き、その事由、当該賃貸等不動産の概要及び貸借対照表計上額を他の賃

貸等不動産とは別に記載する。

３ 賃貸等不動産の当期末における時価は、当期末における取得原価から減価償却

累計額及び減損損失累計額を控除した金額と比較できるように記載する。

４ なお、注記は、全ての財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。

【記載例】

当法人は、△△地区に寄宿舎等を有しております。これらの賃貸等不動産の貸

借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

××× ××× ××× ×××

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価額から減価償却累計額及び減損損失累

計額を控除した金額であります。

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。

  取得等による増加（○○住宅ほか○箇所）   ××百万円

  譲渡等による減少（○○住宅ほか○箇所）  ××百万円

（注３）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて当法人

で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

また、賃貸等不動産に関する平成××年３月期における収益及び費用等の状況

は次の通りであります。

（単位：百万円）

賃貸収益 賃貸費用 その他

（売却損益等）



130

××× ××× ×××

（記載上の注意）

① 「賃貸費用」には減価償却相当累計額、「その他」には減損損失相当累

計額も含まれる。

② 「賃貸費用」の額に減価償却相当累計額が含まれる場合及び「その他」

の額に減損損失相当累計額が含まれる場合は、当該金額を各欄においてそ

れぞれ内書として記載する。

③ 実務上把握することが困難なため、賃貸費用に計上していない費用があ

る場合には、その旨明記する。

Ｑ７８－７ 消費税等の会計処理は税込経理方式、税抜経理方式ともに認められる

か。

Ａ

１ 地方独立行政法人は、多種多様な業務の実施が予定されており、現在、それぞ

れの法人の実態に応じて、消費税等の会計処理が選択されているものと考えられ

るため、消費税等の会計処理について、税抜方式に限らないこととして、注解６

８第２項において、取引価格を「サービス等の顧客への移転と交換に地方独立行

政法人が権利を得ると見込む対価の額」と定義している。

２ したがって、公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、税込方式又は

税抜方式の双方の処理が認められる。

３ 一方、公立大学法人においては、公立大学法人間の比較可能性を考慮し、統一

した会計処理を採用すべきである。

いずれの方法を選択すべきかについては、予算との整合性を重視する会計であ

ることを考慮すると税込方式の方が優れている。中期計画等の予算は税込で作成

され、これをもとに作成される各事業年度の予算も税込で作成されることになる

ことから、損益計算書と予算の実績である決算報告書との整合性を持たせるには

税込方式の方がよいということである。

また、公立大学法人は運営費交付金を運営の主な財源とする法人であることか

ら、公立大学法人以外の地方独立行政法人と同様、特定収入調整が必要であると

考えられる。これにより、支出した消費税等のうち控除対象となる金額が限定さ

れる可能性があり、会計処理の簡便性からも税込方式の方が望ましい。特に、現

物出資については課税取引ということで、出資財産の評価と資本金との関係を考

えた場合、税込方式の方が分かりやすく、また、実務上も固定資産の入力におい

て資産評価額をそのまま固定資産システムに入力できるという利便性がある（税

抜方式の場合、税抜の評価額も合わせて算定する必要がある。）。したがって、

公立大学法人においては税込方式で統一することとする。

Ｑ７８―８ 企業会計基準第２４号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準」（平成２１年１２月４日企業会計基準委員会）（企業会計基準第 24 号「会計

方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（改正令和２年３

月31日 企業会計基準委員会）に改正）については、地方独立行政法人にこれを導

入することなく、従前の取扱いを継続することとされているが、地方独立行政法

人において、会計方針の開示、会計方針の変更、表示方法の変更、会計上の見積

りの変更、表示方法の変更及び過去の誤謬は、具体的にどのような取扱いとなる
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のか。

Ａ

  地方独立行政法人会計における会計方針の開示、会計方針の変更、表示方法の

変更、会計上の見積りの変更及び過去の誤謬は、以下の取扱いとすることが適当

である。

(1) 会計方針の開示

重要な会計方針に関する注記の開示目的は、財務諸表を作成するための基礎

となる事項を住民その他の利害関係者が理解するために、採用した会計処理の

原則及び手続の概要を示すことにある。この開示目的は、会計処理の対象とな

る会計事象等に関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、会計処理の

原則及び手続を採用するときも同じである。なお、関連する会計基準等の定め

が明らかでない場合とは、特定の会計事象等に対して適用し得る具体的な会計

基準等の定めが存在しない場合をいう。

(2) 会計方針の変更

  新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する処理は行わず、その変

更の影響は、当事業年度以降の財務諸表において認識する。なお、会計方針の

変更の具体的な範囲は、以下のとおりとなる。

事象 具体的な取扱い

有形固定資産の減価償却方法       会計方針の変更に該当し、その変更に当

たっては、注解５４第１項（１）の注記

を行う。

会計処理の変更に伴う表示方法の変

更

会計方針の変更に該当する。

会計処理の対象となる会計事象等の

重要性が増したことに伴う本来の会

計処理の原則及び手続への変更

従来、会計処理の対象となる会計事象等

の重要性が乏しかったため、本来の会計

処理によらずに簡便な会計処理を採用し

ていたが、当該会計事象等の重要性が増

したことにより、本来の会計処理に変更

する場合、当該変更は、会計方針の変更

に該当しない。

会計処理の対象となる新たな事実の

発生に伴う新たな会計処理の原則及

び手続の採用

会計方針の変更に該当せず、追加情報と

して取り扱う。

連結又は持分法の適用の範囲に関す

る変動

財務諸表の作成に当たって採用した会計

処理の原則及び手続に該当しないため、

会計方針の変更に該当しない。

(3) 表示方法の変更

  過去の財務諸表について、新たな表示方法に従い組替えする処理は行わず、

当事業年度以降の財務諸表において、新たな表示方法での開示を行う。

  なお、流動資産から固定資産への区分変更や、経常損益から臨時損益への区

分変更等、財務諸表の表示区分を越える変更は、表示方法の変更として取り扱
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う。また、キャッシュ・フローの表示の内訳の変更については、表示方法の変

更として取り扱う。例えば、ある特定のキャッシュ・フロー項目について、キ

ャッシュ・フロー計算書における表示区分を変更した場合や、連結キャッシ

ュ・フロー計算書について、業務活動によるキャッシュ・フローに関する表示

方法(直接法又は間接法)を変更した場合が、表示方法の変更に該当する。

(4) 会計上の見積りの変更

  会計上の見積りの変更は、当該変更が変更期間のみに影響する場合には、当

該変更期間に会計処理を行い、当該変更が将来の期間にも影響する場合には、

将来にわたり会計処理を行う。

  なお、過去の財務諸表作成時において合理的な見積りを行った場合、すなわ

ち、当該時点における入手可能な情報に基づき 善の見積りを行った場合には、

当事業年度中における状況の変化により会計上の見積りの変更を行ったときの

差額、又は実績が確定したときの見積り額との差額は、その変更のあった事業

年度又は実績が確定した事業年度に、その性質により、経常費用又は経常収益

として認識する。

(5) 過去の誤謬

  Ｑ６４－２のＡによることとなり、過去の財務諸表における誤謬が発見され

た場合には、過去の財務諸表の遡及修正は行わず、過年度の損益修正額を原則

として臨時損益の区分に表示する。

Ｑ７８－９ 退職給付に係る注記については、具体的にどのような内容を記載する

こととなるのか。

Ａ

１ 会計基準においては、退職給付に係る具体的な注記内容を定めていない。この

ため、企業会計基準適用指針第２５号「退職給付に関する会計基準の適用指針」

（ 終改正平成２７年３月２６日 企業会計基準委員会）を参考とし、次の事項

を注記する。

(1) 法人の採用する退職給付制度の概要

(2) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(3) 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

(4) 退職給付に関連する損益

(5) 数理計算上の計算基礎に関する事項

(6) その他の退職給付に関する事項

２ なお、注記は、全ての財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。

【記載例１】原則法で会計処理している場合

  （退職給付に係る注記）

１．採用している退職給付制度の概要

   当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を

採用 している。当該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給

している。

２．確定給付制度
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(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 ５，０００

勤務費用 ５００

利息費用 ２００

数理計算上の差異の当期発生額 ９００

退職給付の支払額 △２００

過去勤務費用の当期発生額 １００

期末における退職給付債務 ６，５００

(2) 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の未積立退職給付債務 ６，５００

未認識数理計算上の差異 △１，１７０

未認識過去勤務費用 △９０

退職給付引当金 ５，２４０

(3) 退職給付に関連する損益
勤務費用 ５００

利息費用 ２００

数理計算上の差異の当期の費用処理額 ３０

過去勤務費用の当期の費用処理額 １０

臨時に支払った割増退職金 ５０

合 計 ７９０

   (4）数理計算上の計算基礎に関する事項

     期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。）

     割引率 ５．０％

【記載例２】簡便法で会計処理している場合

  （退職給付に係る注記）

１．採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を

採用している。当該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給し

ている。

２．確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整

表
期首における退職給付引当金 ３，０００

退職給付費用 ７００

退職給付の支払額 △４００

期末における退職給付引当金 ３，３００

(2) 数理計算上の計算基礎に関する事項

     簡便法で計算した退職給付費用 ７００

Ｑ７８－１０ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト
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の注記で表示される業務費用には、損益計算書上の臨時損益も含まれるのか。

Ａ

損益計算書の臨時損益も 終的に住民等の負担に帰するものである以上、「公

立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト」に含めて計算

する。

Ｑ７８－１１ 以下に掲げる収入は、公立大学法人の業務運営に関して住民等の負

担に帰せられるコストの注記において「運営費交付金及び国又は地方公共団体か

らの補助金等に基づく収益以外の収益」（注解４２）として損益計算書における

費用相当額から控除できるか。

(1) 地方公共団体からの物品受贈益

(2) 地方公共団体からの受託事業収入

(3) 科学研究費助成事業その他の補助金に係る間接経費相当額

(4) 科学研究費助成事業等で取得した固定資産や消耗品等の現物寄附による寄附

金収益

Ａ

１ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記に当

たっては、損益計算書における費用相当額から運営費交付金及び国又は地方公共

団体からの補助金等に基づく収益以外の収益を控除する。

２ したがって、設問中の (1),(4)はその取得原資が税金であることから運営費交

付金に基づく収益以外の収益として取り扱うことはできない。(3)については、直

接の対価性がないことから、補助金等に基づく収益以外の収益として取扱うこと

はできない。(2)については、対価性があることから控除できるものと考える。

３ 以上を整理すると次のとおりである。
収入の区分 損益計算上の費用から控除することの可否

(1) 地方公共団体からの物品受贈益 控除できない

(2) 地方公共団体からの受託事業収入 控除できる

(3) 科学研究費助成事業等その他の補助

金に係る間接経費相当額
控除できない

(4) 科学研究費助成事業等で取得した固

定資産や消耗品等の現物寄附による寄

附金収益

控除できない

Ｑ７８－１２ 地方公共団体からの現物出資に係る還付消費税は、公立大学法人の

業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記から控除する収益には

該当しない旨注解５９に規定されているが、通常の業務運営や施設整備等によっ

て生じた還付消費税の取扱いはどうなるのか。

Ａ

通常の業務運営や施設整備等によって生じた還付消費税は、控除すべき収益に

含まれる。（Ｑ７１－７参照）

Ｑ７８－１３ 国又は地方公共団体から委託費の交付を受けて研究を行う場合、研

究のために購入した資材は法人が委託期間中に国又は地方公共団体から無償で使

用している形になる。このようなものも無償使用コストとして、公立大学法人の
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業務運営に関して住民等に帰せられるコストの注記に含めなければならないの

か。

Ａ

公立大学法人の業務運営に関して住民等に帰せられるコストは、設立団体から

の運営費交付金や施設費といった直接の財源措置をもって行われる教育・研究が

対象と考えられるため、委託費の交付を受けて行う研究については、委託者が設

立団体等であっても、公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられ

るコストの対象とはならないこととする。

Ｑ７８－１４ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

の注記で表示すべき「国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による賃

貸取引から生ずる機会費用」とは、国有財産法上の国有財産についてのみ計算す

ればよいのか。（関連項目：基準第４ 重要性の原則）

Ａ

１  公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記を義

務付けた趣旨を勘案すると、当該注記において表示すべき「国又は地方公共団体

の資産の無償又は減額された使用料による賃貸取引から生ずる機会費用」には、

住民等がコストを負担する限りにおいて狭義の国有財産（国有財産法の対象とな

る財産）のみならず、物品管理法等が対象とする動産等も含む広義の国有財産及

び同様の地方公共団体の財産に関する無償又は減額使用コストが含まれる。

２  なお、具体的な事例において「国又は地方公共団体の資産の無償又は減額され

た使用料による賃貸取引から生ずる機会費用」に該当するかどうかの判断にあっ

ては、公立大学法人の会計が目的とするところが、法人の財政状態及び運営状況

を明らかにし、住民その他の利害関係者の判断を誤らせないようにすることにあ

ることを考慮し、金額的側面及び質的側面の両面からの重要性を勘案して、重要

性の乏しいものについては、ここにいう「国又は地方公共団体の資産の無償又は

減額された使用料による賃貸取引から生ずる機会費用」には含めないものとする

処理も認められる。（基準第４参照）

Ｑ７８－１５ 地方独立行政法人会計基準に列挙されていない一般に機会費用と考

えられる、例えば公立大学法人間における資産の無償賃借などは、公立大学法人

の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記に計上する必要があ

るか。

Ａ

注解４２では機会費用を「国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用

料による貸借取引」「地方公共団体出資等の機会費用」「国又は地方公共団体か

らの利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用」の３種類と限定

している。なぜなら、機会費用は一般に広い概念であるが会計帳簿に基づくもの

ではなく、通常は財務会計上認識されることはない。しかし、公立大学法人にお

いてはその制度趣旨に鑑み、公立大学法人間の比較可能性の観点などから、会計

基準において制度的に範囲を限定するものである。したがって、地方独立行政法

人会計基準において列挙されている以外の機会費用を公立大学法人の業務運営に

関して住民等の負担に帰せられるコストの注記に計上する必要はない。
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Ｑ７８－１６ 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借

取引に関し、減額された使用料による貸借取引とはどのような場合を想定してい

るのか。

Ａ

１ 減額された使用料による貸借取引とは、国有財産法、物品の無償貸付け及び譲

与等に関する法律において、国有財産及び国の物品を国以外の者に対して時価よ

りも低い対価で貸し付けることができる場合が規定されており、これらの法律を

根拠として減額された使用料による貸借取引が行われることを想定したものであ

る。なお、国の財産は、時価による譲渡及び貸付けが原則とされており、法律の

規定によらず時価よりも低い対価で貸付けが行われることはない。

２ 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会

費用とは、当該資産が市場によって提供されたとしたら支払うべきであろうコス

トと実際の支払額との差額を意味するものであり、民間における参考事例がない

場合であっても何らかの合理的な仮定計算を行うことが必要である。

３ 合理的な仮定計算とは、具体的には以下のとおりとし、特段の事由があれば、

その他適切な方法によることとする。

(1) 土地の機会費用

計算式

        使用を許可された面積

  機会費用＝無償使用財産の相続税評価額ａ×利回りｂ× 当該資産の全面積

ａ＝使用許可期間の初日の直近における相続税評価額（使用許可期間の初日が

９月１日以降であるものはその年の相続税評価額を用いる。）

ｂ＝設立団体の長が各公立大学法人に通知する機会費用算定に係る利回り

（注）相続税評価額とは、土地の現状地目に応じて「財産評価基本通達」（昭

和３９年４月２５日付直資産５６直審（資）１７国税庁長官通達）の規定に

基づく路線価方式又は倍率方式によって算定された平方メートル当たりの価

格に当該使用又は収益の許可に係る部分の面積を乗じて得た額をいう。

(2) 建物の機会費用

計算式 機会費用＝Ａ＋Ｂ

  Ａ＝当該建物の国有財産 × 当該建物のうち使用を許可された面積

        法上の使用料                 当該建物の延べ面積

  Ｂ＝当該建物の建て面積に × 当該建物のうち使用を許可された面積

      相当する土地の使用料           当該建物の延べ面積

（注）

１ 土地の使用料は、(1)により算定する。

２ 一棟の建物の延面積の５割以上の無償使用を受ける場合は、上記算式中

「当該建物の建て面積」を「当該建物に通常必要な敷地面積」に読替えて

適用する。

３ 建物の一部の無償使用を受ける場合において、占用部分のほか共用部分

についても専ら使用するときは、共用部分を含めて機会費用を算定する。

(3) 土地又は建物以外のものの使用料

当地におけるリース料等を参考に、実情に応じて機会費用を算定する。

４ 仮定計算の方法については注記を行うことにより、客観性・透明性を確保する
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ものとする。

Ｑ７８－１７ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

の注記における地方公共団体出資等の機会費用算定に用いる「一定利率」はどの

ように決定するのか。また、共通の数値を策定し、各公立大学法人に通知するな

どの周知は行わないのか。

Ａ

１ 地方公共団体出資等の機会費用は、当該出資額を市場で運用したならば得られ

たであろう金額として計算すべきものであり、「一定利率」の数値としては、国

債の利回りを参考に決定することとなるが、公立大学法人間の比較可能性が重要

であるため、「一定利率」については、各公立大学法人が共通の数値を使用する

こととする。

２ 具体的に使用すべき「一定利率」については、決算日における１０年もの国債

の利回り（具体的には、決算日（当日が土・日曜日の場合は直前の営業日）にお

ける１０年国債（新発債）の利回り）であり、日本相互証券が公表しているもの

によることとする。

Ｑ７８－１８ 施設費は固定資産を取得したときに資本剰余金に振り替えられる

が、決算日において負債として整理される預り施設費が存在する場合、当該預り

施設費も地方公共団体出資等に含めて計算するのか。

Ａ

預り施設費は、資本剰余金に転換する前段階のものであり、住民等から見た場

合には既に負担が発生しているので、公立大学法人の業務運営に関して住民等の

負担に帰せられるコストの計算対象と考えるのが適当である。

Ｑ７８－１９ 注解４２の地方公共団体出資等の機会費用の計算において、地方公

共団体出資等の額には寄附金又は授業料で取得した非償却資産等を含め全ての資

本剰余金の額を計上することとなるのか。

Ａ

地方公共団体出資等の機会費用も納税者たる住民等の負担に帰せられるコスト

の一部を構成する。したがって、計算の対象となる地方公共団体出資等とは、地

方公共団体出資金及びその他の地方公共団体拠出に由来する資本剰余金であり、

寄附金又は授業料で非償却資産を取得した場合に計上される資本剰余金について

は、これに含める必要はない。

Ｑ７８－２０

(1) 注解４２にいう「地方公共団体出資等」の「等」にはどこまで含まれるのか。

(2) 運営費交付金又は授業料を原資とする目的積立金による資本剰余金も含めて計

算するのか。

Ａ

１ 資本剰余金は、寄附金、授業料又は寄附財産に基づいて計上された場合を除い

て、地方公共団体からの財源措置を原資として発生したものと考えられることか

ら、原則として地方公共団体出資に準じて扱うこととし、注解４２の「等」に含

めて考える。（Ｑ７８－１９参照）
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２ 運営費交付金を財源とした目的積立金を原資とする資本剰余金については、地

方公共団体からの財源措置によるものではあるが、剰余金となり経営努力認定を

受けたことから他の寄附金等の自己収入に準じて考え、地方公共団体出資「等」

には含めて考えないこととなる。

また、授業料は、地方公共団体からの財源措置ではないことから、機会費用の

算定対象

Ｑ７８－２１ 地方公共団体出資等の額が、期首と期末では異なる場合、どのよう

に計算するのか。

Ａ

期首（前期末）と期末の平均をとって地方公共団体出資等の額とする。

Ｑ７８－２２ 資本金２００億円（全額現物出資）で、４月１日に設立された公立

大学法人において、機会費用算定に用いる「一定利率」を２％とすると、次のよ

うなケースでは当年度の地方公共団体等の機会費用はいくらになるのか。

① 現物出資財産の減価償却により、資本剰余金が△１０億円発生した場合

② さらに、施設費により９月末日に５０億円の建物を増築し、当該年度におい

て△２億円の減価償却相当額が発生した場合

Ａ

計算例

                   前年度末  当年度末

地方公共団体出資金   ２００         ２００

資本剰余金           ０           ５０

減価償却相当累計額      ０         △１２

資本剰余金合計          ３８

  地方公共団体出資等の機会費用

    ＝（２００＋２３８）／２ × ２％ ＝ ４．３８ 億円

注：公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストとして

は、減価償却相当額が、別途、１２億円発生している。

Ｑ７８－２３ 資本剰余金を減額したコスト等に関する注記において、施設費を財

源に取得した特定償却財産の除却損はコストを構成することになるのか。

Ａ

１ 企業会計においては、有形固定資産の処分時の会計処理は全て損益計算に影響

する。しかし、公立大学法人においては、固定資産を取得した際、取得原資拠出

者の意図や取得資産の内容等を勘案し、公立大学法人の財政的基盤を構成すると

認められる場合には、相当額を資本剰余金として計上されることとなる場合もあ

る。そのため、当該固定資産の処分時の会計処理は、取得時の会計処理が資本計

算に属するのか、損益計算に属するのかによって、対応が異なってくる。

２ 施設費を財源として取得した固定資産は、財政的基盤を構成するものであり、

取得時に資本計算に属する会計処理を行うものであるため、当該特定償却資産を

除却した場合、除却損相当額は資本剰余金から減額されることになる。ただし、
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会計処理においては、取得財源全額を資本剰余金から控除するが、資本剰余金を

減額したコスト等の計算においては、過去において当該コストとして計上された

金額を除くことになる。

３ 特定償却財産（取得価額１００、減価償却相当累計額８０）の資産を除却した

場合を例示すれば、

  （借）資 本 剰 余 金     １００ （貸）固  定  資  産     １００

    減価償却累計額     ８０    減価償却相当累計額   ８０

となるが、資本剰余金を減額したコスト等に計上すべき金額は２０となる。

Ｑ７８－２４ 国又は地方公共団体からの無利子又は低利融資を受けている場合の

機会費用の算定について、｢通常の調達利率｣とはどのような金利を用いればよい

のか。また、通常の調達利率は、期末時点での金利なのか、又は年間の平均金利

なのか。

Ａ

｢通常の調達利率｣とは、決算日（当日が土・日曜日の場合は直前の営業日）に

おける 10 年もの国債（新発債）の利回りであり、日本相互証券が公表しているも

のによるものとする。

Ｑ７８－２５ 資本剰余金を減額したコスト等に関する注記については、具体的に

どのような内容を記載することとなるのか。

Ａ

当期総利益の次に、当事業年度に資本剰余金を増減させた減価償却相当額、減

損損失相当額、利息費用相当額、除売却差額相当額、賞与引当増加相当額及び退

職給付引当増加相当額を注記する。また、預り施設費のうち当期資本剰余金に振

り替えられた額（過年度交付額から資本剰余金に振り替えられた額を含む。）を

施設費収益相当額、運営費交付金債務や授業料債務、寄附金債務等のうち当期資

本剰余金に振り替えられた額をその他として注記する。

なお、損益計算書の直下に注記することとし、資本剰余金を減額する場合（コ

ストに相当する場合）は負の値で表記する。

資本剰余金を減額したコスト等に関する注記
当期総利益

減価償却相当額

減損損失相当額

利息費用相当額

除売却差額相当額

賞与引当増加相当額

退職給付引当増加相当額

小計

施設費収益相当額

その他

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額

－×××

－×××

－×××

－×××

－×××

－×××

×××

－×××

×××

×××

×××

Ｑ７８－２６ 公立大学法人において、科学研究費助成事業等に関する注記につい
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ては、具体的にどのような内容を記載することとなるのか。

Ａ

研究経費や受託研究費等とあわせて法人内で発生する研究費の総額を明らかに

するため、科学研究費助成事業等の直接経費相当額の当期受入額と当期支出額を

注記する。当期受入額は附属明細書（21）科学研究費助成事業等の明細の当期受

入額と一致する。なお、当該注記は資本剰余金を減額したコスト等に関する注記

の次に注記するものとする。

科学研究費助成事業等に関する注記

当期受入額

当期支出額

×××

×××

Ｑ７８－２７ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

に関する注記については、具体的にどのような内容を記載することとなるのか。

Ａ

１ 損益計算書に計上されているコストから自己収入等を控除したうえで、損益計

算書に計上されていないコストや機会費用を加味することで、公立大学法人の業

務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストを注記する。

２ 具体的には以下の表形式で注記し、その下に機会費用の計上方法を記載するこ

ととする（注解６０）。表中の「Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等」は、資本

剰余金を減額したコスト等に関する注記の中の「小計」の額（当該小計の額がマ

イナスであれば、下記注記のⅡではプラスの額）となる。

公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

Ⅰ 業務費用

（１）損益計算書上の費用

（２）（控除）自己収入等

業務費用合計

Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等

Ⅲ 機会費用

   国又は地方公共団体の無償又は減額された

   使用料による貸借取引の機会費用

地方公共団体出資の機会費用

無利子又は通常よりも有利な条件による融資取

    引の機会費用

Ⅳ （控除）設立団体納付額

Ⅴ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に

帰せられるコスト

×××

－×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××
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公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記における機会費

用の計上方法

(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

近隣の地代や賃借料を参考に計算している。

(2) 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付政府保証債の××年３月末利回りを参考に××％で計算している。

(3) 国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用し

た利率

１０年利付政府保証債の××年３月末利回りを参考に××％で計算している。

Ｑ７８－２８ 収益認識に関する開示については、具体的にどのような内容を記載

することとなるのか。

Ａ

１ 会計基準においては、収益認識に関する具体的な注記内容を定めていない。こ

のため、企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」（改正令和２年３月

31 日 企業会計基準委員会）及び企業会計基準適用指針第 30 号「収益認識に関す

る会計基準の適用指針」（ 終改正令和３年３月 26 日 企業会計基準委員会）を

参考とする。

２ 収益認識に関する開示は、表示（Ｑ８４－７参照）と注記事項に区分され、注

記事項は、重要な会計方針の注記と収益認識に関する注記に区分される。

３ 重要な会計方針の注記は、次の事項を注記する。

(1) 会計基準第８４における主な履行義務の内容

(2) 地方独立行政法人が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通

常の時点）

４ Ａ３の項目以外にも、重要な会計方針に含まれると判断した内容については、

重要な会計方針として注記する。

５ 収益認識に関する注記における開示目的は、顧客との契約から生じる収益及び

キャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実性を住民その他の利害関係者

が理解できるようにするための十分な情報を地方独立行政法人が開示することで

ある。

６ 収益認識に関する注記は、次の事項を注記する。

(1) 収益の分解情報

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

(3) 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

７ Ａ３及びＡ４に従って、重要な会計方針として注記している内容は、収益認識

に関する注記として記載しないことができる。

８ 収益認識に関する注記として記載する内容について、財務諸表における他の注

記事項に含めて記載している場合には、当該他の注記事項を参照することができ

る。

９ 会計基準第８４における収益に重要性が乏しい場合には、重要な会計方針の注

記及び収益認識に関する注記を省略することができる。

10 なお、注記は、全ての財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。

11 収益認識に関する注記を記載するに当たり、どの注記事項にどの程度の重点を
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置くべきか、また、どの程度詳細に記載するのかをＡ５の開示目的に照らして判

断することになるが、参考として以下に記載例を示すこととする。

【記載例１】

当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第８４における収益に重要性

が乏しいため、注記を省略しております。

(1) 収益の分解情報

当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、Ａ事業、Ｂ事業及びＣ事

業であり、各事業の主なサービス等の種類は〇〇委託に係るサービス成果、

〇〇サービス、〇〇製品であります。上記に係る一定の事業等のまとまりご

との区分における収益は、〇〇百万円、〇〇百万円及び〇〇百万円でありま

す。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。

(3) 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、〇

〇百万円であり、当法人は、当該残存履行義務について、履行義務の充足に

つれて〇年から〇年までの間で収益を認識することを見込んでいます。

【記載例２】

当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第８４における収益に重要性

が乏しいため、注記を省略しております。

(1) 収益の分解情報

当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており、基準第

８４を適用する取引に係る主なサービス等の種類と収益の額は、附属病院の

診療による附属病院収益〇〇百万円、地方独立行政法人法第７９条の５にお

ける土地等の貸付等による財産貸付料収益〇〇百万円、特許実施許諾契約の

締結時に受け取る一時金等による特許料収益〇〇百万円であります。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。

(3) 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、〇

〇百万円であり、当法人は、当該残存履行義務について、履行義務の充足に

つれて〇年から〇年までの間で収益を認識することを見込んでいます。

Ｑ７８－２９ 会計上の見積りの開示に関する考え方は、注解５４第４項に規定さ

れているが、具体的にどのような項目を記載することとなるのか。

Ａ

１ 会計基準においては、会計上の見積りの開示に関する具体的な注記内容を定め

ていない。このため、企業会計基準第 31 号「会計上の見積りの開示に関する会計

基準」（令和２年３月 31 日 企業会計基準委員会）を参考とする。

２ 会計上の見積りの開示を行うに当たり、当該事業年度の財務諸表に計上した金
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額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及

ぼすリスクがある項目を識別する。識別する項目は、通常、当該事業年度の財務

諸表に計上した資産及び負債である。なお、翌事業年度の財務諸表に重要な影響

を及ぼすリスクがある場合には、当該事業年度の財務諸表に計上した行政コス

ト、収益及び費用、並びに会計上の見積りの結果、当該事業年度の財務諸表に計

上しないこととした負債を識別することを妨げない。また、注記において開示す

る金額を算出するに当たって見積りを行ったものについても、翌事業年度の財務

諸表に重要な影響を及ぼすリスクがある場合には、これを識別することを妨げな

い。

翌事業年度の財務諸表に与える影響を検討するに当たっては、影響の金額的大

きさ及びその発生可能性を総合的に勘案して判断する。なお、直近の市場価格に

より時価評価する資産及び負債の市場価格の変動は、項目を識別する際に考慮し

ない。

３ 当該事業年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、

翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスク（有利となる場合及び不利と

なる場合の双方が含まれる。）がある項目における会計上の見積りの内容につい

て、住民その他の利害関係者の理解に資する情報として、次の事項を注記する。

(1) 会計基準に基づき識別した会計上の見積りの内容を表す項目名

(2) (1)に掲げる項目に係る当該事業年度の財務諸表に計上した金額

(3) (1)に掲げる項目に係る会計上の見積りの内容について住民その他の利害関

係者の理解に資するその他の情報

４ Ａ３(2)及び(3)の事項の具体的な内容や記載方法（定量的情報若しくは定性的

情報又はこれらの組合せ）については、Ａ３の開示目的に照らして判断する。ま

た、Ａ３(2)及び(3)の事項について、会計上の見積りの開示以外の注記に含めて

財務諸表に記載している場合には、会計上の見積りに関する注記を記載するに当

たり、当該他の注記事項を参照することにより当該事項の記載に代えることがで

きる。

５ Ａ３における、会計上の見積りの内容について住民その他の利害関係者の理解

に資する「その他の情報」には、例えば、次のようなものがある。

(1) 当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

(2) 当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

(3) 翌事業年度の財務諸表に与える影響

６ なお、注記は、全ての財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。

Ｑ７８－３０ 事業報告書に記載されるリスク情報と会計上の見積りの開示に関す

る注記に記載されるリスク情報の関係は何か。

Ａ

  地方独立行政法人は、公共性の高いサービスが持続的に提供されるかの判断に

影響する業務運営上の課題に加えて、中期目標等及び中期計画等の達成を阻害す

る要因となるリスクや財務に係るリスク等に関する情報を、その対応策も含めて

提供することが望ましい（基本的な指針参照）。地方独立行政法人の事業報告書

に記載される「業務運営上の課題・リスク及びその対応策」には、例えば、リス

ク管理の状況と業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況が含まれる。

一方、会計上の見積りの開示に関する注記は、当該事業年度の財務諸表に計上
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した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影

響を及ぼすリスクがある項目における会計上の見積りの内容について、住民その

他の利害関係者の理解に資する情報を開示するものである（「地方独立行政法人

会計基準の改訂について」（令和４年８月３１日地方独立行政法人会計基準等研

究会）２ 会計基準改訂の基本的考え方 ⑥会計上の見積りの開示 参照）。

両者の内容は重複することもあるが、一般的には事業報告書において提供され

るリスク情報の方が、会計上の見積りの開示に関する注記と比べて、その対象範

囲が広いと考えられる。

Ｑ７８－３１ 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」第８項において具体的

に例示された事項であったとしても、各法人の実情を踏まえ、財務諸表において

当該事項の注記を要しないと合理的に判断される場合には、当該事項について注

記しないことも認められるか。

Ａ

  企業会計基準第 31 号「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（令和２年３

月 31 日 企業会計基準委員会）第８項において具体的に例示された事項であった

としても、会計上の見積りの開示に関する注記事項が、各法人に適用される情報

公開条例における不開示情報に相当する場合等、各法人の実情を踏まえ、財務諸

表において当該事項の注記を要しないと合理的に判断される場合には、注記しな

いことも認められる。

第１２章 地方独立行政法人固有の会計処理

Ｑ７９－１ 公立大学法人以外の地方独立行政法人において、運営費交付金の収益

化の基準について、業務達成基準を原則としている趣旨は何か。

Ａ

運営費交付金は、使途の内訳を特定しないという意味でのいわば「渡し切りの交

付金」として運用することとなるため、地方独立行政法人の運営上の判断により、

法人が予算上見込んでいた使途とは別の使途に充てる場合でも、流用のための特別

の手続きをとる必要がないとされている。

さらに、平成 29 年の制度改正に際して規定された法第 42 条第２項において、

「地方独立行政法人は、業務運営に当たっては、前項の規定による交付金について、

住民から徴収された税金その他の貴重な財源で賄われるものであることに留意し、

この法律、他の法令、設立団体の条例及び規則、定款並びに認可中期計画に従って

適切かつ効率的に使用するよう努めなければならない。」と規定された。この趣旨

は、運営費交付金の適切な使用について法において明らかにすることで、地方独立

行政法人に対し、その事務及び事業の実施財源となる運営費交付金が税金その他の

貴重な財源であることに留意した適切かつ効率的な使用を義務付けることで、透明

性や説明責任を向上させるとともに、その執行に関し不要・不適切な支出を防止す

べき責務があることを明らかにしようとするものである。

以上を踏まえ、会計基準第７９第２項において、経営改善・合理化努力のインセ

ンティブを 大限機能させる運営費交付金の収益化基準として、業務達成基準によ
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ることを原則としている。

業務達成基準の採用は、運営費交付金予算を収益化単位の業務に配分し、それを

業務の進行に応じて収益化するために、見積り費用と実績費用の管理体制を構築す

ることで、予算と実績の比較分析を通じて透明性や説明責任を向上させ、会計情報

を用いた設立団体の長による事後評価の仕組みや法人の自律的なマネジメントの実

現に貢献することを主眼としている。

Ｑ７９―２ 運営費交付金を未収計上する会計処理は認められるのか。

Ａ

  運営費交付金について、議会議決を経たものの年度内に入金されず、出納整理

期間に入金されるものを除き、未収計上することは認められない。

Ｑ７９－３ 公立大学法人以外の地方独立行政法人において、第７９第２項におけ

る「収益化単位の業務」はどのように設定すればよいか。

Ａ

収益化単位の業務については、「注解３９セグメント情報の開示について」で

示されている「中期目標等における一定の事業等のまとまり」と関連付けて設定

する。

「一定の事業等のまとまり」は、収益化単位の業務を集積したもの、あるいは

収益化単位の業務そのものである。すなわち、一般的に用いられる事業、業務の

概念、関係性とは異なり、地方独立行政法人会計基準における一定の事業等のま

とまりの「事業等」と、収益化単位の業務の「業務」は、同一の概念である。

また、収益化単位の業務は、ＰＤＣＡサイクル等の内部管理が機能するよう、

原則として、運営費交付金予算が配分され、投入費用の管理が行われる 小の単

位の業務とする。管理部門の活動についても、例えば部門別などの細かい単位に

細分化することとする。

なお、上記の「投入費用の管理が行われる 小の単位」の意味するところは、

業務達成基準による収益化を原則としている趣旨を達成するための適切な単位を

設定することである。

例えば複数の業務が有機的に関連しながら業務完了を目指しており、当該業務

の全体像が客観的に資料等（例えば、業務計画やロードマップ、工程表等）で明

確にされている場合には、理事長の判断でこれら複数の業務を一体として設定す

ることも考えられる。また、複数の業務を一体として設定した結果、収益化単位

の業務と一定の事業等のまとまりが同一となることも考えられる。

ただし、この場合は、複数の業務を一体として設定することの合理性について

設立団体の長や住民、監事や会計監査人等に対して説明できるようにする必要が

ある。

さらに、上記の「管理部門の活動についても、例えば部門別などの細かい単位

に細分化する」の意味するところも、管理部門の組織構造の細分化を求めている

ものではなく、理事長による内部管理を徹底する観点から、適切な単位（例えば、

部、課、グループといった組織単位）を設定することを示している。

Ｑ７９―４ 運営費交付金の収益化基準について、一つの法人において、複数の基
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準を採用することは可能か。

Ａ

公立大学法人以外の地方独立行政法人については、運営費交付金は業務達成基

準によって収益化を行うことを原則としている。ただし、管理部門の活動に限っ

ては期間進行基準で収益化を行い、例えば期中に震災対応のための突発的な業務

が発生し、業務の予算、期間等を見積もることができない場合など、当該業務に

ついて業務と運営費交付金の対応関係が示されない場合に限り、費用進行基準に

より、支出額を限度に収益化することとしている。

そのため、例えば、通常の業務は業務達成基準で収益化、管理業務は期間進行

基準、期中に突発的に発生し、運営費交付金の対応関係が示されない業務は費用

進行基準で収益化をするなど、業務ごとに異なる基準を採用することは可能であ

る。

なお、公立大学法人については、運営費交付金債務及び授業料債務は、中期目

標の期間中は原則として業務の進行が期間の進行に対応するものとして収益化を

行うものとされているが、上記と同様、業務ごとに異なる基準を採用することは

可能である。

Ｑ７９－５ 公立大学法人においては、運営費交付金債務等を「原則として業務の

進行が期間の進行に対応するものとして収益化を行う」とは、具体的にどのよう

に行うことになるのか。また、「他の方法により収益化することがより適当であ

ると認められる場合」とはどのような場合か。

Ａ

１ 運営費交付金債務等の収益化の基準については、公立大学法人においては、中

期計画及びこれを具体化する年度計画等において、業務の実施と運営費交付金及

び授業料財源とが期間的に対応しているものとして、一定の期間の経過を業務の

進行とみなし、運営費交付金及び授業料債務を収益化することを原則としている。

  これは、公立大学法人の業務である教育・研究については、それぞれが相互に

複雑に関連し合いながら実施されているため区分けが困難、かつ、個々の業務の

達成度の客観的な把握が困難であると考えられることから、当該業務の達成度に

応じて、財源として予定されていた運営費交付金債務等の収益化を進行させるこ

とが適当でなく、また、単に業務のための支出額を限度として収益化しては、剰

余金が生じる余地がなく、公立大学法人に業務の効率化のインセンティブが働か

ないためである。

  当該進行基準によると、天変地異等による業務の中断等、予定された業務が実

施されていないと明らかに認められる場合を除き、期間の進行に伴って運営費交

付金債務等を収益化することとなる。

２ また、公立大学法人におけるいわゆるプロジェクト研究等の中には、達成度の

測定が可能である場合も想定される。そうした業務においては、あらかじめ法人

の達成すべき成果を定め、これに対応する収益化額を設定しておいて、成果を達

成するごとに当該額を収益化していく手法によることも適当と考えられる。こう

した場合、会計監査が適切に行えるような客観的な基準をもって業務を特定し、

適用する進行基準を定めるべきことに留意する必要がある。
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Ｑ７９－６ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、

(1) 一度設定した収益化単位の業務を見直し、収益化単位を統合あるいは分割す

ることは可能か。

(2) 管理部門の活動の単位を見直すことは可能か。

Ａ

１ 収益化単位の業務及び管理部門の活動の単位の設定は、理事長のマネジメント

の考え方に基づいてなされるものであることから、理事長のマネジメント方針が

見直された場合にはこれを変更することもあり得る。運営費交付金を適切かつ効

率的に使用する責務を果たすため、収益化単位の業務及び管理部門の活動の単位

の変更は、原則として事業年度開始時点で行う必要があるが、理事長のマネジメ

ントの考え方が当該時期に変更されたことを含め合理的な理由が存在する場合に

は、第３四半期末までに変更することも認められる。変更する場合には、理事長

は速やかに、変更された収益化単位の業務及び管理部門の活動に対応する運営費

交付金配分額を示す必要がある。

２ なお、上記の変更を行う理由や合理性について、設立団体の長や住民、監事や

会計監査人等に対して説明できるようにする必要がある。

Ｑ７９―７ 地方独立行政法人が固定資産を取得した際、その固定資産が運営費交

付金により支出されたと合理的に特定できる場合、できない場合とはどのような

場合を指すのか。

Ａ

  地方独立行政法人が固定資産を取得した際、その固定資産の取得についてあら

かじめ中期計画等やその添付書類等において運営費交付金を財源とするというこ

とが記載されているような場合、「合理的に特定」されているものと考える。例

えば、運営費交付金の進行基準について定めている記述のうち、固定資産を取得

することが予定されているような場合や施設・設備に関する計画の中で財源を運

営費交付金とする旨が記載されているような場合が想定される。

Ｑ７９―８

(1) あらかじめ中期計画等において、固定資産の取得が運営費交付金を財源とする

ことが記載されていれば、「運営費交付金により支出されたと合理的に特定でき

る」場合と考えられるが、このような場合においては、当該取得の対象となった

固定資産が「非償却資産で中期計画等の想定外」であることは想定されないので

はないか。

(2) Ｑ７９－６回答中の「その固定資産の取得についてあらかじめ中期計画等やそ

の添付書類等において運営費交付金を財源とするということが記載されている」

について、固定資産の記載は、予算の事項レベルでの記載でよいのか。

Ａ

１ 確かに中期計画等で運営費交付金を財源とするということが記載されている場

合には、「中期計画等の想定外」ということはあり得ないと考えられるが、「合

理的に特定できる場合」とは、中期計画等で記載されている場合だけに限られず、

「その添付書類等」において特定できる場合や期末において事後的に初めて合理

的に特定できるような場合、更には全額を運営費交付金で賄うような地方独立行

政法人において中期計画等において資産を特定していないような場合も想定され
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る。（なお、念のため、何故中期計画等で区別するかについては、中期計画等は

設立団体の長の認可を要するという点で出資者たる地方公共団体の意思が反映さ

れている度合が高いと考えられるためであって、非償却資産で中期計画等にとい

て想定しているものについては会計上の財産的基礎である資本剰余金へ振り替え

るという考え方に基づいているからである。）

２ 固定資産の記載の程度は、必ずしも予算の事項レベルとはリンクしない。中期

計画等においては、個々の財産一つ一つを特定することまでは要せず、ある程度

その資産が属する用途や案件ごとのカテゴリーなど概括的に記載することでよい

と考えられる。言い換えると、取得した資産を見た場合、中期計画等に記載され

ている括りの中に入るのか入らないのかを明確に認識できる程度まで、中期計画

等で特定されている必要はあると考える。

Ｑ７９―９ 会計基準第７９第７項(1)イにいう「非償却資産であって上記アに該当

しないとき」（すなわち、中期計画等の想定の範囲外）とは、当該非償却資産に

相当する額を、公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、資産見返運営

費交付金に計上したままとしておくのか、それともいずれかの時点で収益化を行

うのか。また、公立大学法人においては、いずれの時点で収益化を行うのか。

Ａ

  当該非償却資産を保有している間は、公立大学法人以外の地方独立行政法人に

おいては、資産見返運営費交付金に計上したままとする。また、公立大学法人に

おいては、当該非償却資産を取得した時点で全額収益化する。

Ｑ７９―１０

(1) 会計基準第７９第７項(2)にいう「運営費交付金（公立大学法人においては、運

営費交付金又は当該年度に係る授業料。以下本Ｑ＆Ａにおいて同じ。）により支

出されたと合理的に特定できない場合」とは、運営費交付金以外の収入により固

定資産を取得した場合を想定しているのか。

(2) ここでいう「相当とする金額」とはどのような金額か。

(3) また、「相当とする金額」を収益に振り替える結果、２年目以降は減価償却費

のみが計上されることになると思われるが、それでよいのか。この場合、減価償

却に相当する額が損益計算書上の費用ではなく、資本剰余金の減額とする整理は

ないのか。

Ａ

１ 「運営費交付金により支出されたと合理的に特定」できる場合とは、中期計画

等、中期計画等に添付された書類、年度計画その他により資産の取得が運営費交

付金からなされたということが明らかである場合であり、それ以外の場合が「運

営費交付金により支出されたと合理的に特定できない場合」である。したがって、

「運営費交付金により支出されたと合理的に特定できない場合」は運営費交付金

以外の収入により固定資産を取得した場合も当然入り得るものであるが、会計基

準第７９においては運営費交付金債務（公立大学法人においては、運営費交付金

債務又は授業料債務。以下本Ｑ＆Ａにおいて同じ。）からの振替について記述さ

れているものであり、運営費交付金以外の収入により固定資産を取得した場合に

ついての処理に直接関心があるわけではない。ここでは、中期計画等又は年度計

画により運営費交付金によって支出されたということが合理的に特定できない場
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合であっても、一定の按分計算によって運営費交付金によって支出されたとみな

す額を「相当とする額」とし、この額について運営費交付金債務から収益に振り

替える処理を定めている。

２ この結果、設問の中にもあるように、取得年度は収益が立ち、次年度以降は減

価償却費が計上されることとなる。

３ なお、このような資産についての減価償却の処理を会計基準第８７第１項によ

り行うことができるか否かの問題は、会計基準第８７第１項にいう「その減価に

対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資産」となるかどう

かの問題であり、このような資産とすることを否定する記述はないが、取得につ

いて資本剰余金に計上されないにもかかわらず、減価償却を資本剰余金の減額に

よって行うことは結果的に損益のバランスを欠くこととなるので、認められない

ものと解する。

Ｑ７９―１１

(1) 運営費交付金を財源としてリース料を支払う場合で、当該リース取引をファイ

ナンス・リース取引と整理し、リース資産を資産計上する場合、どのような会計

処理を行うのか。

(2) 当該運営費交付金の会計処理は、一旦運営費交付金債務に計上した後、リース

料支払を業務の進行と認識してリース料支払に応じて当該運営費交付金債務を収

益化するのか、それともリース資産を償却資産の取得と認識し、当該運営費交付

金債務を資産見返運営費交付金に振り替えるのか。

（関連項目：第２９ リース資産の会計処理）

Ａ

１ ファイナンス・リースの場合は、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理

を行う（会計基準第２９参照）のであるから、リース契約時に借方にリース資産、

貸方にリース債務が計上される。毎年度におけるリース料の支払いは、会計上は

リース債務の減少と支払利息を意味することになり、運営費交付金を財源として

リース料を支払う場合は、その額（自己収入等がある場合は運営費交付金に相当

する額）が収益化されることになる。この際、会計上費用として認識されるのは、

支払利息相当分と当該資産の減価償却費のみである。

２ 具体的な会計処理のイメージは以下のとおり。なお、貸手側のリース物件購入

額 120 円、減価償却額 24 円（耐用年数５年で定額法、残存価額ゼロ）、毎年のリ

ース料 45 円（３年契約、利息相当額の配分は定額法）、リース料は運営費交付金

により手当されるとする。

契約時
リース資産 120 リース債務 120

  毎年度
減価償却費 24 減価償却累計額 24

現金 45 運営費交付金債務 45

リース債務

支払利息

40

5

現金 45
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運営費交付金債務 45 運営費交付金収益 45

Ｑ７９―１２ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、注解６１におい

て、「「収益化単位の業務及び管理部門の活動と運営費交付金の対応関係を明確

にする」とは、理事長が事業年度開始時点において、収益化単位の業務及び管理

部門の活動に対応する運営費交付金の配分額を示すことをいう。」とされている

が、具体的にはどのような方法で示せばよいのか。

Ａ

公立大学法人以外の地方独立行政法人の運営費交付金配分決定の内規等に従

い、例えば、法人内において理事会等、一定の承認を得た年度予算の算定資料を

両者の対応関係を示すものとして取り扱うことが考えられる。

Ｑ７９―１３ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、業務達成基準に

よる運営費交付金の収益振替は、当初の予算を満額使い切って、収益化単位の業

務の進行状況を客観的に測定するアウトプット指標として当初設定した数値の１

２０％の成果を出しても、利益は出ないと考えてよいのか。

Ａ

１ 運営費交付金の収益化において「業務達成型」を採った場合、当初の予定した

金額を満額使い切って１２０％の成果を出したとしても、利益は生じない。

２ 当初設定した数値の８０％の結果しか出せなかったとしても、業務が完了した

場合には当該業務に係る運営費交付金配分額を全額収益化する。

Ｑ７９－１４ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、運営費交付金を

財源として｢重要性が認められる棚卸資産｣を取得した場合は、資産見返運営費交

付金に振り替えることとされているが、重要性が認められる棚卸資産とはどのよ

うなものか。

Ａ

１ 運営費交付金は、地方独立行政法人の支出ベースでその所要額が算定され交付

されるものである（運営費交付金が支出ベースで交付されることを前提として、

会計基準第７９ 運営費交付金の会計処理も規定されている。）。したがって、棚

卸資産を取得した場合と役職員の給与等を支払った場合とで異なる取扱いを行う

必要性は基本的にはないものと考える。

２ しかしながら、損益計算書は地方独立行政法人の業務運営の状況を適切に表示

する必要があるとの観点から、会計基準第７９は、固定資産及び重要性が認めら

れる棚卸資産を取得した場合には、当該資産が費用化される時点において運営費

交付金の収益化を行う会計処理を認めているものである。

３ 「重要性が認められる棚卸資産」とは、地方独立行政法人の業務の性格や貸借

対照表における棚卸資産の占める割合等を総合的に勘案して決定すべきものであ

るが、例えば、プロジェクト等の業務に必要な棚卸資産であって、当該業務との

関係から、年度末の保有高が事業年度ごとに大きく変動するようなものが該当す

る。

  なお、事務用の消耗品等、経常的な事務処理を円滑に行うため通常一定量を保

管しているものについては「重要性が認められる棚卸資産」には該当しないもの
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として取り扱う。

Ｑ７９―１５ 運営費交付金を財源として固定資産を取得した場合の会計処理につ

いて、圧縮記帳の容認規定である企業会計原則注解２４「国庫補助金等によつて

取得資産について」を適用するのか。

（参考）企業会計原則注解２４

   国庫補助金、工事負担金等で取得した資産については、国庫補助金等に相当

する金額をその取得原価から控除することができる。

   この場合においては、貸借対照表の表示は、次のいずれかの方法によるもの

とする。

  ① 取得原価から国庫補助金等に相当する金額を控除する形式で記載する方法

  ② 取得原価から国庫補助金等に相当する金額を控除した残額のみを記載し、

当該国庫補助金等の金額を注記する方法

Ａ

１ 運営費交付金を財源として固定資産を取得した場合の会計処理については、会

計基準第７９に定められているため、企業会計原則注解２４「国庫補助金等によ

つて取得した資産について」は適用されない。

２ さらに、貸借対照表によって地方独立行政法人の財政状態、公立大学法人以外

の地方独立行政法人においては、行政コスト計算書によって行政コスト、公立大

学法人においては、注記によって公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担

に帰せられるコストを表示するという目的に照らしても、圧縮記帳は認められる

べきものではないと考えられる。

３ なお、同様に、施設費及び補助金等を財源として固定資産を取得した場合にお

いても、圧縮記帳は認められない。

Ｑ７９－１６ 公立大学法人以外の地方独立行政法人において、注解６１において、

「「収益化単位の業務及び管理部門の活動と運営費交付金の対応関係を明確にす

る」とは、理事長が事業年度開始時点において、収益化単位の業務及び管理部門

の活動に対応する運営費交付金の配分額を示すことをいう。」とされている。事

業年度開始時点で示された運営費交付金配分額について、事業年度途中において

見直すことは認められないのか。

Ａ

１ 理事長は、法人に対して課された運営費交付金を適切かつ効率的に使用する責

務を果たすために、事業年度開始時点までに、当該事業年度に交付される運営費

交付金（前事業年度から繰り越された運営費交付金債務額を含む。）について、

収益化単位の業務及び管理部門の活動に配分しなければならない。

２ 運営費交付金を適切かつ効率的に使用する責務が課されている一方で、地方独

立行政法人には、業務効率化だけではなく政策効果の 大化も求められている。

そのため、必要に応じて、事業年度途中において運営費交付金配分額の見直しを

行うことも認められる。なお、この運営費交付金配分額の見直しには、各収益化

単位の業務に配分しない間接業務費への配分額の見直しも含む。

３ 適切かつ計画的な業務実施の観点からは、運営費交付金配分額の見直しは第３

四半期末までに確定されるべきである。なお、当該見直しについても理事長が行

う必要がある。
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４ ただし、地方独立行政法人の業務の特性を踏まえると、法人の責めに帰さない

コントロール不可能な業務を取り巻く環境の変化、例えば、設立団体の補正予算

の編成に伴う業務の追加、民間受託等の外部資金獲得に伴う業務の大幅な追加、

社会情勢の変化による業務の縮小など、通常想定することが困難な事象に伴う業

務の大幅な追加又は縮小が第４四半期中に生じた場合には、更なる運営費交付金

配分額の見直しを行うことが適切な場合も想定される。この場合には、当該見直

し後の交付金配分額をもって運営費交付金債務の収益化を行うことになる。

５ 第４四半期に運営費交付金配分額を見直す場合においても、理事長が見直しを

行うのはもちろんのこと、第４四半期に運営費交付金配分額の見直しを行う理由

や合理性を設立団体の長や住民、監事や会計監査人等に対して説明できるように

する必要がある。

６ 収益化単位の業務が複数年にわたって実施される業務の場合、各事業年度の第

３四半期末から期末日までの間、運営費交付金配分額の見直しは認められない

が、翌事業年度の期首から第３四半期末までの間は、運営費交付金配分額の見直

しを行うことが認められる。

７ なお、地方独立行政法人の経営改善・合理化努力のインセンティブを 大限機

能させることを期待して、原則として業務達成基準により運営費交付金債務を収

益化することとしている会計基準の趣旨を踏まえれば、収益化単位の業務及び業

務達成基準を採用している管理部門の活動の運営費交付金配分額については、業

務又は活動が完了した時点以降見直しの対象とすることは認められない。

８ また、地方独立行政法人は政策実施機能の 大化を図る観点から、理事長の判

断の下、各収益化単位の業務の運営費交付金配分額を超過して支出することがで

きる。その当不当の判断は事後の評価によることとなる。

Ｑ７９－１７ 公立大学法人以外の地方独立行政法人において、注解６１において、

「収益化単位の業務に対応する運営費交付金の配分額を示すに当たっては、業務

費のうち、収益化単位の業務に横断的、共通的に発生する費用（人件費や修繕費

等）については、原則として一定の基準を用いて各収益化単位の業務に配分する

必要がある。」とされているが、配分しないことも認められるのか。

Ａ

１ 業務達成基準の原則適用は、理事長による収益化単位の業務ごとの予算と実績

の比較分析を通じたＰＤＣＡを可能にし、会計情報を用いたマネジメントの実現

に貢献することを目的としている。収益化単位の業務ごとのＰＤＣＡを徹底する

観点から、業務費のうち、収益化単位の業務に横断的、共通的に発生する費用

（以下「間接業務費」という。）について、原則として一定の基準を用いて各収

益化単位の業務に配分する必要がある、とされている。

２ 地方独立行政法人は、一般的に人的資源投入型の業務を実施している法人が多

いと考えられるため、人件費をはじめとする間接業務費についても可能な限り各

収益化単位の業務に配分することが必要である。３ 一方、一般的に管理会計は

内部利用目的の会計であることから、会計基準及び注解で一律に方法を定めるべ

きものではなく、当該法人の業務の特性を踏まえたマネジメントを機能させる観

点から、理事長が決定するべきものである。そのため、理事長の判断により、間

接業務費を各収益化単位の業務に配分しないことも許容される。

４ 間接業務費を各収益化単位の業務に配分しない場合であっても、各セグメント
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における事業損益を適切に表示するため、間接業務費は、一定の基準を用いて各

セグメントに配分する必要がある。したがって、セグメント情報における「法人

共通」欄には、事業費用は記載されないことになる。

Ｑ７９－１８ 公立大学法人以外の地方独立行政法人において、間接業務費を各収

益化単位の業務に配分する際の「一定の基準」とはどのような基準か。

Ａ

１ 理事長が間接業務費を各収益化単位の業務に配分する際の「一定の基準」は、

実態を適切に反映する合理的な基準でなければならない。

２ 合理的な基準は、理事長が間接業務費の発生態様に応じて定めるものであり、

会計基準及び注解あるいは本Ｑ＆Ａで一律に示すべきものではない。

３ そのため、費目ごとに配分基準を設けることも認められるし、一つの配分基準

で間接業務費を配分することも認められると考えられる。

４ ただし、一旦採用した配分基準は、原則として、継続的に適用しなければなら

ない。

Ｑ７９－１９ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、収益化単位の業

務に配分しなかった間接業務費についてはどのように収益化すればよいか。

Ａ

収益化単位の業務に配分しなかった間接業務費（Ｑ７９－１６参照）については、

業務完了の考え方を明確化することは困難であることから、Ｑ８９－１９Ａ５に従

って、単年度で業務が完了するとみなした上で会計処理を行う必要がある。

なお、収益化単位の業務に配分しなかった間接業務費は、「間接業務費」という

管理区分に運営費交付金予算が配分され、予算執行が行われるものであり、いまだ

業務に投入されていない配分留保額（Ｑ７９－２７参照）とは異なる点に留意が必

要である。

Ｑ７９－２０ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、完了までに複数

年要することがあらかじめ見込まれる業務の場合、運営費交付金配分額の設定と

収益化はどのように行うのか。

Ａ

１ 理事長は各収益化単位の業務の見積費用総額等を基に、各事業年度の運営費交

付金配分額を設定することになる。この運営費交付金配分額の設定に当たって

は、各収益化単位の業務に配分された運営費交付金の総額が、当該事業年度に国

から法人に交付された運営費交付金の総額及び前事業年度からの繰越額の合計額

を超えてはならないことに留意する必要がある。

２ 各事業年度の収益化については、各事業年度末時点において確定している運営

費交付金配分額に未交付の運営費交付金を財源として支出する予定の見積額を加

えた額（以下「運営費交付金配分予定額」という。）を各事業年度末の業務の進

行状況に応じて行うことになる。ただし、一事業年度の収益化額は、当該年度の

運営費交付金配分額（前事業年度からの繰越額を含めて配分された額）を上回っ

てはならない。

なお、運営費交付金配分予定額は、収益化額算定のための計算上の概念であ

り、法人は、運営費交付金配分予定額を根拠に、運営費交付金が必ずしも交付さ
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れるわけではないことに留意する。

３ 完了までに複数年要することがあらかじめ見込まれる業務の、運営費交付金配

分額の設定と収益化については、Ａ１、Ａ２を踏まえ、例えば以下のような方法

が考えられる。

＜具体例＞

２事業年度にわたり業務を実施する予定であり、２事業年度全体で 2,500 の費

用が見込まれた。X1 事業年度に 1,000、X2 事業年度に 1,500 の費用を見込んだこ

とから、X1 事業年度においては、設立団体から法人に交付された運営費交付金

1,000 を当該業務に係る運営費交付金配分額として設定した。

この場合、X1 事業年度の収益化は、運営費交付金配分予定額 2,500（＝X1 事業

年度末に確定した運営費交付金配分額 1,000＋X2 事業年度の支出見積額 1,500）を

X1 事業年度末の業務の進行状況に応じて行うことになる。ただし、収益化額は、

X1 事業年度の運営費交付金配分額 1,000 を上回ってはならない。

４ なお、収益化単位の業務については、理事長が当該業務を開始する際、当然に

業務完了の考え方を明確化する必要がある。当該業務完了の考え方については、

設立団体の長や住民、監事や会計監査人等が客観的に判断できる必要があるた

め、業務の全体像を客観的に明らかにしたもの、例えば業務計画やロードマッ

プ、工程表等を用いた上で、業務完了の考え方を明確にするとともに、その考え

方を説明できるようにする必要がある。

５ また、理事長が「完了までに複数年を要する」ことを合理的に説明できない場

合には、運営費交付金が毎年度措置されているものであることに鑑み、収益化単

位の業務は単年度で業務完了するとみなした上で会計処理を行う必要がある。

なお、単に中期目標期間中において毎事業年度継続して業務を行っているとい

う漠とした理由では不十分であり、「完了までに複数年を要する」ことの合理的

な説明とはならないことに留意する必要がある。

Ｑ７９－２１ 公立大学法人以外の地方独立行政法人において、収益化単位の業務

の運営費交付金配分額として、投入費用のほか、当該業務で使用する固定資産

（重要性が認められる棚卸資産を含む。）取得見込額も含めて算定している場合

の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

１ 運営費交付金を配分した時点では、特定の支出が、費用計上されるのか固定資

産計上されるのかは、不明確なケースが多いと想定される。そのため、収益化単

位の業務の運営費交付金配分額として、投入費用のほか、当該業務で使用する固

定資産取得見込額も含めて算定している場合の会計処理としては、例えば、以下

のような処理が考えられる。

① 収益化単位の業務の進行状況を測定し、当該業務の運営費交付金配分額（完

了までに複数年要することがあらかじめ見込まれる業務の場合には、Ｑ７９－

１９を参照。）に進行状況を乗じた金額を算定する。

② ①の金額のうち、固定資産取得額について、運営費交付金債務から資産見返

運営費交付金あるいは資本剰余金に振り替える。

③ ①の金額から②の金額を差し引いた額について、運営費交付金債務から運営
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費交付金収益に振り替える。

２ 以下、具体的事例を示す。

(1) X1 事業年度

① ２事業年度にわたり業務を実施する予定であり、X1 事業年度当初で支出総

額は 2,500（X1 事業年度 2,000、X2 事業年度 500）と見込まれた。

② X1 事業年度においては、交付された運営費交付金から 2,000 を当該業務に

係る運営費交付金配分額として設定し、X2 事業年度の見積費用 500 と合わせ

て運営費交付金配分予定額を 2,500 とした。

③ 業務の進行状況を測定する指標として、資金の投入割合（資金投入額／運

営費交付金配分予定額）を選択した。当事例において資金投入額とは、当該

事業年度の損益計算書に計上される業務費用（減価償却費を除く。）に固定

資産の当該事業年度の取得額を加えたものとする。

④ X1 事業年度における費用発生額は 1,400、固定資産取得額は 200 であった

（減価償却費は省略）。

＜X1 事業年度における処理＞
（期中） 現金預金 2,000 運営費交付金債務 2,000

業務費用 1,400 現金預金 1,400

固定資産 200 現金預金 200

（期末） 運営費交付金債務 200 資産見返運営費交付金 200

運営費交付金債務 1,400 運営費交付金収益 1,400

○ X1 事業年度末進行状況＝64％（業務費用 1,400＋固定資産取得額 200）／運

営費交付金配分予定額 2,500

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分予定額 2,500×X1 事業年度末進行状況

64％－資産見返運営費交付金振替額 200＝1,400

○ 運営費交付金債務の繰越額：運営費交付金配分額 2,000－収益化額 1,400－

資産見返運営費交付金振替額 200＝400

(2) X2 事業年度

① X2 事業年度においては、当該事業年度に交付された運営費交付金から新た

に当該業務に係る運営費交付金配分額として 500 を設定した（X1 事業年度か

らの繰越額 400 と合わせて X2 事業年度の運営費交付金配分額は 900）。これ

により、当該業務に係る運営費交付金配分予定額の全額について運営費交付

金が配分された。

② X2 事業年度における費用発生額は 700、固定資産取得額は 150 であった

（減価償却費は省略）。

＜X2 事業年度における処理＞
（期中） 現金預金 500 運営費交付金債務 500

業務費用 700 現金預金 700

固定資産 150 現金預金 150

（期末） 運営費交付金債務 150 資産見返運営費交付金 150

運営費交付金債務 750 運営費交付金収益 750
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○ X2 事業年度末進行状況：100％（業務完了のため）

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分額 2,500（X1 事業年度 2,000＋X2 事業

年度 500）×X2 事業年度末進行状況 100％－X1 事業年度収益化額 1,400－X1

事業年度資産見返運営費交付金振替額 200－X2 事業年度資産見返運営費交付

金振替額 150＝750

＜各事業年度の費用、収益、損益額＞
X1 事業年度 X2 事業年度 合計

業務費用 1,400 700 2,100

運営費交付金収益 1,400 750 2,150

損益 0 50 50

３ 管理部門の活動に係る運営費交付金配分額を財源に固定資産が取得された場合

も同様の考え方で処理を行うことが考えられる。すなわち、運営費交付金配分額

から固定資産取得相当額を控除した残額について、運営費交付金債務から運営費

交付金収益に振り替える。

４ なお、収益化単位の業務の配分額に賞与支給見込額、退職金支給見込額（又は

年金資産への掛金拠出見込額）が含まれている場合にも同様に、運営費交付金配

分額から、引当金見返との相殺額を控除した残額について運営費交付金収益に振

り替える。

Ｑ７９－２２

(1) 注解６２第２項(3)において公立大学法人以外の地方独立行政法人は「収益化単

位の業務の進行状況を客観的に測定するため、客観的、定量的な指標を設定する

必要がある。」とされているが、客観的、定量的な指標とは具体的にはどのよう

な指標が考えられるか。

(2) また、収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定するに当たり、制約はある

のか。

Ａ

１ 地方独立行政法人の業務の多様性を前提とすると、収益化単位の業務の進行状

況を測定する指標は、様々なものが想定されるため、一概に示すことはできな

い。各法人の業務の性質や実態を踏まえつつ、合理性や実現性等を考慮して定め

ることになる。

２ 事業等のまとまりごとにできる限り定量的な目標又は指標を設定し、当該目標

又は指標を収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標とすることも考

えられる。ただし、以下のような場合があることから、指標として適切なものか

十分に検討する必要がある。

・ 収益化単位の業務を事業等のまとまりを細分化して設定したことにより、事

業等のまとまりと収益化単位の業務の大きさが異なり、事業等のまとまりごと

に設定された目標又は指標が、収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定す

る指標として適当でない場合

・ 事業等のまとまりごとに設定された目標又は指標がアウトカムに着目して設

定されているため、収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標とし

て適当でない場合（なお、事業等のまとまりごとに設定された目標又は指標が
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アウトプットに着目して設定されていても、収益化単位の業務の進行状況を客

観的に測定する指標として適当でない場合も当然ある。）

３ また、業務の進行状況を測定する客観的、定量的指標として、投入資源（例え

ば作業時間、投入費用）などのインプット情報で進行状況を測定できる場合、業

務の進行状況と密接に関連するなどの理由から、投入資源に着目した指標を設定

することも考えられる。

４ なお、収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標は、理事長のリー

ダーシップに基づく自主的・戦略的な運営の結果を財務情報に適切に反映するも

のが選択されると考えられる。

そのため、理事長は、住民等に対する説明責任を果たすため、採用した指標

が、進行状況を測定するための指標として適切であると判断した理由を説明でき

なければならない。

Ｑ７９－２３ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、Ｑ７９－２１に

おいて、業務の進行状況を測定する客観的、定量的指標として、投入資源（例え

ば作業時間、投入費用）などのインプット情報で進行状況を測定できる場合、業

務の進行状況と密接に関連するなどの理由から投入資源に着目した指標を設定す

ることも考えられる、とされている。

地方独立行政法人が収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標とし

て投入費用を設定することも考えられるが、その場合、費用進行基準と同じでは

ないか。

Ａ

１ 収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標は、地方独立行政法人が

業務の性質や実態を踏まえつつ、合理性や実現性等を考慮して定めるものであ

り、投入費用を設定することもあり得る。しかしながら、その場合でも、業務達

成基準と費用進行基準は明確に異なるものである。

２ 費用進行基準を採用する場合、業務ごとの見積り費用、実績費用の管理を行う

必要がないために、地方独立行政法人において業務ごとに着目した管理が適切に

行われず、また、法人全体で支出した費用と同額を収益計上する方法であること

から、効率化（費用節減）のインセンティブが働きにくいとされてきたところで

ある。

３ 一方、業務達成基準を採用する場合には、収益化単位の業務ごとの見積り費用

と実績費用の管理体制を構築することが必要となる。当該管理体制を構築するこ

とは、理事長による収益化単位の業務ごとの予算と実績の比較分析を通じたＰＤ

ＣＡを可能にし、これにより効率化（費用節減）のインセンティブを高め、会計

情報を用いたマネジメントの実現に貢献するものである。

Ｑ７９－２４ 費用進行基準は「期中に震災対応のための突発的な業務が複数発生

し、当該業務の予算、期間等を見積もることができないなど」とあるが、公立大

学法人以外の地方独立行政法人において、例えば、災害対応業務であっても、業

務の予算や期間等を見積もることができる場合に費用進行基準を採用することは

可能か。

Ａ

１ 法第４２条第２項で、地方独立行政法人は運営費交付金を適切かつ効率的に使
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用する責務があることが明確化された趣旨を踏まえるならば、突発的に業務が発

生した場合にも当該業務の予算を見積もるよう努力することが必要である。

２ 災害対応業務であっても、業務の予算や期間等を見積もることができる場合に

は、業務と運営費交付金の対応関係が明らかであることから、業務達成基準に基

づいて収益化することになる。また、当該業務の発生によっても運営費交付金配

分額を見直さなかった業務や、見直し後の配分額が明らかな業務についても同様

に、業務と運営費交付金の対応関係が明らかであることから、業務達成基準によ

って収益化を行うことになる。

３ 費用進行基準は極めて限定的な場合にのみ採用できる収益化方法であり、突発

的な業務の発生等を理由に、安易に費用進行基準を採用することは適切ではな

い。

Ｑ７９－２５ 会計基準第７９第６項において、「中期目標の期間の 後の事業年

度（申請等関係事務処理法人は毎事業年度）の期末処理において精算のために収

益に振り替えられた金額については、臨時利益として計上する。」とあるが、具

体的にはどのような勘定科目名称で表示すればよいか。

Ａ

「運営費交付金精算収益化額」という名称を用いて表示することが望ましい。

Ｑ７９－２６ 公立大学法人以外の地方独立行政法人において、特定の収益化単位

の業務が、運営費交付金と自己収入を財源に行われる場合、会計処理はどのよう

に行えばよいか。

Ａ

１ 特定の収益化単位の業務が運営費交付金と自己収入を財源に行われる場合、当

該収益化単位の業務の運営費交付金配分額は、見積費用総額から自己収入見込額

を控除して決定されると考えられる。この場合の会計処理としては、例えば、以

下のような処理が考えられる。以下、具体的事例に則して説明する。

(1) X1 事業年度

① ２事業年度にわたり業務を実施する予定であり、X1 事業年度当初で費用総

額は 2,500（X1 事業年度 2,000、X2 事業年度 500）と見込まれた。

② X1 事業年度には自己収入が 300 見込まれたため、当該事業年度に交付され

る運営費交付金から、1,700（当該事業年度の見積費用 2,000－自己収入

300）を運営費交付金配分額として設定した。

③ また、X2 事業年度の自己収入として 200 が見込まれたため、X2 事業年度の

見積費用 500 から自己収入 200 を控除した 300 と合わせ、運営費交付金配分

予定額を 2,000 とした。

④ 運営費交付金収益化のための業務の進行状況を測定する指標として、資金

の投入割合（資金投入額／運営費交付金配分予定額）を選択した。

⑤ X1 事業年度における費用発生額は 1,400、自己収入は 300 であった。

＜X1 事業年度における処理＞
（期中） 現金預金 1,700 運営費交付金債務 1,700

業務費用 1,400 現金預金 1,400

現金預金 300 自己収入 300
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（期末） 運営費交付金債務 1,190 運営費交付金収益 1,190

○ 運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の財源に充当する。

○ 運営費交付金で充当する費用額の算定：業務費用 1,400×運営費交付金配分

額 1,700/(運営費交付金配分額 1,700＋自己収入 300）＝1,190

○ X1 事業年度末進行状況（運営費交付金財源分）：59.5％＝業務費用 1,190

／運営費交付金配分予定額 2,000

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分予定額 2,000×X1 事業年度末進行状況

59.5％＝1,190

○ 運営費交付金債務繰越額：運営費交付金配分額 1,700－収益化額 1,190＝

510

(2) X2 事業年度

① X2 事業年度においては、交付された運営費交付金から 300（X2 事業年度の

見積費用 500－自己収入見込額 200）を当該業務に係る運営費交付金配分額と

して設定した（X1 事業年度からの繰越額 510 と合わせて X2 事業年度の運営費

交付金配分額は 810）。これにより、当該業務に係る運営費交付金配分予定額

の全額について運営費交付金が配分された。

② X2 事業年度における費用発生額は 700、自己収入は 100 であった。

＜X2 事業年度における処理＞
（期中） 現金預金 300 運営費交付金債務 300

業務費用 700 現金預金 700

現金預金 100 自己収入 100

（期末） 運営費交付金債務 810 運営費交付金収益 810

○ X2 事業年度末進行状況：100％（業務完了のため）

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分額 2,000（X1 事業年度 1,700＋X2 事業

年度 300）×X2 事業年度末進行状況 100％－X1 事業年度収益化額 1,190＝810

＜各事業年度の費用、収益、損益額＞
X1 事業年度 X2 事業年度 合計

業務費用 1,400 700 2,100

運営費交付金収益 1,190 810 2,000

自己収入 300 100 400

損益 90 210 300

２ 運営費交付金と自己収入を財源に業務が行われ、固定資産取得のための支出が

行われる場合の会計処理としては、例えば、以下のような処理が考えられる。以

下、具体的事例に則して説明する。

前提条件

(1) X1 事業年度

① ２事業年度にわたり業務を実施する予定であり、X1 事業年度当初で支出総
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額は 2,500（X1 事業年度 2,000、X2 事業年度 500）と見込まれた。

② X1 事業年度には自己収入が 300 見込まれたため、当該事業年度に交付され

る運営費交付金から、1,700（当該事業年度の見積費用等 2,000－自己収入

300）を運営費交付金配分額として設定した。

③ また、X2 事業年度の自己収入として 200 が見込まれたため、X2 事業年度の

支出見積額 500 から自己収入 200 を控除した 300 と合わせ、運営費交付金配

分予定額を 2,000 とした。

④ 運営費交付金収益化のための業務の進行状況を測定する指標として、資金

の投入割合（資金投入額／運営費交付金配分予定額）を選択した。

⑤ X1 事業年度における費用発生額は 1,400、固定資産取得額は 200（減価償却

費は省略）、自己収入は 300 であった。

＜X1 事業年度における処理＞
（期中） 現金預金 1,700 運営費交付金債務 1,700

業務費用 1,400 現金預金 1,400

固定資産 200 現金預金 200

現金預金 300 自己収入 300

（期末） 運営費交付金債務 170 資産見返運営費交付金 170

運営費交付金債務 1,190 運営費交付金収益 1,190

○ 運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の財源に充当する。

○ 運営費交付金で充当する固定資産取得額の算定：固定資産取得額 200×運営

費交付金配分額 1,700/（運営費交付金配分額 1,700＋自己収入 300）＝170

○ 運営費交付金で充当する費用額の算定：業務費用 1,400×運営費交付金配分

額 1,700/（運営費交付金配分額 1,700＋自己収入 300）＝1,190

○ X1 事業年度末進行状況（運営費交付金財源分）：68％＝資金投入額 1,360/

運営費交付金配分予定額 2,000

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分予定額 2,000×X1 事業年度末進行状況

68％－資産見返運営費交付金振替額 170＝1,190

○ 運営費交付金債務の繰越額：運営費交付金配分額 1,700－収益化額 1,190－

資産見返運営費交付金振替額 170＝340

(2) X2 事業年度

① X2 事業年度においては、交付された運営費交付金から 300（X2 事業年度の

支出見積額 500－自己収入見込額 200）を当該業務に係る運営費交付金配分額

として設定した（X1 事業年度からの繰越額 340 と合わせて X2 事業年度の運営

費交付金配分額は 640）。これにより、当該業務に係る運営費交付金配分予定

額の全額について運営費交付金が配分された。

② X2 事業年度における費用発生額は 700、固定資産取得額は 150（減価償却費

は省略）、自己収入は 200 であった。

＜X2 事業年度における処理＞
（期中） 現金預金 300 運営費交付金債務 300

業務費用 700 現金預金 700
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固定資産 150 現金預金 150

現金預金 200 自己収入 200

（期末） 運営費交付金債務 114 資産見返運営費交付金 114

（期末） 運営費交付金債務 526 運営費交付金収益 526

○ 運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の財源に充当する。

○ 運営費交付金で充当する固定資産取得額の算定：固定資産取得額 150×運営

費交付金債務残高 640/（運営費交付金債務残高 640＋自己収入 200）＝114

○ X2 事業年度末進行状況：100％（業務完了のため）

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分額 2,000（X1 事業年度 1,700＋X2 事業

年度 300）×X2 事業年度末進行状況 100％－X1 事業年度収益化額 1,190－X1

事業年度資産見返運営費交付金振替額 170－X2 事業年度資産見返運営費交付

金振替額 114＝526

＜各事業年度の費用、収益、損益、資産見返勘定振替額＞
X1 事業年度 X2 事業年度 合計

業務費用 1,400 700 2,100

運営費交付金収益 1,190 526 1,716

自己収入 300 200 500

損益 90 26 116

資産見返運営費交付金 170 114 284

３ 上記Ａ２の事例では、運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の

財源に充当する方法を示したが、例えば、固定資産取得額について、運営費交付

金又は自己収入を優先的に充当する方法も考えられる。

いずれの充当方法を採用するかは理事長の運営上の判断によるが、充当方法に

よっては損益計算書の利益額が影響を受けることから、事後的に財源の充当の優

先順位を決定するのではなく、地方独立行政法人の内部において業務実施以前

（既存の業務については、新たな中期目標期間の開始以前を指す。）に充当財源

を明確にしておくとともに、事業の性質等によって処理方法を明確にしておく必

要がある。

４ また、Ａ１、Ａ２の事例では、運営費交付金収益化のための業務の進行状況を

資金の投入割合（資金投入額／運営費交付金配分予定額）で測定する方法を示し

たが、支出見積額を基礎とした資金の投入割合（資金投入額/支出見積総額）で測

定する方法なども考えられる。

例えば、以下のような処理が考えられる。以下、具体的事例に則して説明す

る。

(1) X1 事業年度

① ２事業年度にわたり業務を実施する予定であり、X1 事業年度当初で費用総

額は 2,500（X1 事業年度 2,000、X2 事業年度 500）と見込まれた。

② X1 事業年度には自己収入が 300 見込まれたため、当該事業年度に交付され

る運営費交付金から、1,700（当該事業年度の見積費用 2,000－自己収入

300）を運営費交付金配分額として設定した。
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③ また、X2 事業年度の自己収入として 200 が見込まれたため、X2 事業年度の

見積費用 500 から自己収入 200 を控除した 300 と合わせ、運営費交付金配分

予定額を 2,000 とした。

④ 運営費交付金収益化のための業務の進行状況を測定する指標として、資金

の投入割合（資金投入額／支出見積総額）を選択した。

⑤ X1 事業年度における費用発生額は 1,400、自己収入は 300 であった。

＜X1 事業年度における処理＞
（期中） 現金預金 1,700 運営費交付金債務 1,700

業務費用 1,400 現金預金 1,400

現金預金 300 自己収入 300

（期末） 運営費交付金債務 1,120 運営費交付金収益 1,120

○ 運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の財源に充当する。

○ X1 事業年度末進行状況：56％＝業務費用 1,400／支出見積総額 2,500

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分予定額 2,000×X1 事業年度末進行状況

56％＝1,120

○ 運営費交付金債務繰越額：運営費交付金配分額 1,700－収益化額 1,120＝

580

(2) X2 事業年度

① X2 事業年度においては、交付された運営費交付金から 300（X2 事業年度の

見積費用 500－自己収入見込額 200）を当該業務に係る運営費交付金配分額と

して設定した（X1 事業年度からの繰越額 580 と合わせて X2 事業年度の運営費

交付金配分額は 880）。これにより、当該業務に係る運営費交付金配分予定額

の全額について運営費交付金が配分された。

② X2 事業年度における費用発生額は 700、自己収入は 100 であった。

＜X2 事業年度における処理＞
（期中） 現金預金 300 運営費交付金債務 300

業務費用 700 現金預金 700

現金預金 100 自己収入 100

（期末） 運営費交付金債務 880 運営費交付金収益 880

○ X2 事業年度末進行状況：100％（業務完了のため）

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分額 2,000（X1 事業年度 1,700＋X2 事業

年度 300）×X2 事業年度末進行状況 100％－X1 事業年度収益化額 1,120＝880

＜各事業年度の費用、収益、損益額＞
X1 事業年度 X2 事業年度 合計

業務費用 1,400 700 2,100

運営費交付金収益 1,120 880 2,000

自己収入 300 100 400

損益 20 280 300
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５ 財源の充当方法と同様に、業務の進行状況の測定方法によっては損益計算書の

利益額が影響を受けることから、業務の進行状況の測定方法及び運営費交付金の

収益化方法については、事業等の性質などを勘案し、地方独立行政法人において

明確に定めておく必要がある。

Ｑ７９―２７ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、収益化単位の業

務が、予定していた業務完了時期までに完了しなかった場合の会計処理はどうな

るのか。

Ａ

１ 注解６２第２項において、公立大学法人以外の地方独立行政法人は、目的が完

了した収益化単位の業務は、運営費交付金配分額を収益化し、未了の収益化単位

の業務については、運営費交付金配分額を収益化単位の業務の進行状況に応じて

収益化することとされている。

２ また、理事長は、業務を開始する際に、業務の全体像を客観的に明らかにした

もの、例えば業務計画やロードマップ、工程表等を用いて収益化単位の業務完了

の考え方を明確化するものとされているため、業務の実施に必要不可欠な行為が

行えなかったことにより、年度末までに当該業務計画等で明らかにされている

「業務完了」とならない場合には、当然に未了の収益化単位の業務として会計処

理を行うことになる。

３ 業務の実施に必要不可欠な行為が行えず、業務が未了となった場合、明確にな

っている業務完了の考え方を基に、業務未了であることを設立団体の長や住民、

監事や会計監査人等に対して説明できるようにする必要がある。

４ なお、理事長が「完了までに複数年を要する」ことを合理的に説明できないた

め、当該収益化単位の業務を、単年度で完了するとみなしている場合（Ｑ７９－

１９ Ａ５参照）には、業務完了時期の延長は認められず、年度末の到来を業務

完了とみなして会計処理を行う。

Ｑ７９―２８ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、運営費交付金

は、事業年度開始時点にその全額を収益化単位の業務及び管理部門の活動に配分

することなく、その一部を運営費交付金債務のまま留保することはできるのか。

Ａ

１ 注解６１において、理事長は事業年度開始時点に、収益化単位の業務及び管理

部門の活動に対応する運営費交付金の配分額を示すことが定められている。

２ 理事長が運営費交付金の配分額を示す過程において、理事長のマネジメントの

考え方によっては、例えば不測の事態に備える必要性が認められる場合には、当

該事項のために必要な額を運営費交付金債務のまま留保しておくことも認められ

ると考えられる。

３ 当該事項のために留保した必要な額（以下「配分留保額」という。）は、適切

な時期に収益化単位の業務として配分すること及び次年度に繰り越すことが考え

られる。

４ ただし、地方独立行政法人の経営改善・合理化努力のインセンティブを 大限

機能させることを期待して、原則として業務達成基準により運営費交付金債務を

収益化することとしている会計基準の趣旨や、地方独立行政法人には効果的かつ

効率的な業務運営が求められ、必要 小限の財務基盤で質の高い業務を確保して
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いく必要があることを踏まえれば、配分留保額に対し、運営費交付金配分額の見

直しに伴う増額を行うことは認められない。

５ また、配分留保額を収益化単位の業務に配分する場合には、第３四半期末まで

に確定することが求められ、第４四半期に見直す場合には、法人の責めに帰さな

いコントロール不可能な業務を取り巻く環境の変化など、通常想定することが困

難な事象に伴う業務の大幅な追加あるいは縮小が生じた場合に限られる（Ｑ７９

－１５参照）。

「単年度で業務完了するとみなした上で会計処理を行う」収益化単位の業務（Ｑ７

９－１９Ａ５参照）や期間進行基準による収益化を行う管理部門の活動（複数年

にわたって収益化を行う活動を除く。）において、資材調達業者の倒産や自然災

害の影響などの自己の責任ではない事由といった、通常想定することが困難な事

象に伴う業務の大幅な縮小が生じた場合、Ａ４にかかわらず、具体的な使用見込

みがあり必要性が認められる額の範囲内に限り配分留保額を増額することが認め

られる。

６ なお、次年度に繰り越すことになった場合、附属明細書の運営費交付金債務残

高の明細には、債務残高の今後の使用見込みについて、その繰越事由と必要性を

具体的に記載することになる。

７ さらに、注解６２第６項のとおり、中期目標等の期間の 後の事業年度に運営

費交付金債務が残る場合には、当該残額は、別途、精算のための収益化を行うこ

ととなるが、配分留保額についても中期目標等の期間の 後の事業年度に残額が

あれば当然に収益化を行うこととなる。

８ 政策実施機能の 大化を図る観点から、理事長の判断の下、各収益化単位の業

務の運営費交付金配分額を超過して支出することができる（Ｑ７９－１５Ａ８参

照）が、第４四半期において、当該超過支出を、配分留保額（Ａ５後段の規定に

より増額した額を除く。）から賄うことも考えられる。

この場合、適切な予算管理体制を整備する観点から、第３四半期末までに運営費交

付金配分額の確定を求める会計基準の趣旨に反するため、当該超過支出の財源と

なった運営費交付金債務の収益化を行うことは認められない。

なお、当該超過支出の財源となった運営費交付金債務は次年度以降に繰り越される

ため、Ａ６に従い、附属明細書の運営費交付金債務残高の明細に、債務残高の今

後の使用見込みについて、その繰越事由と必要性を具体的に記載することになる

が、当該債務残高の今後の使用見込みは存在しないため、中期目標等の期間の

後の事業年度において収益化する予定である旨の記載を行う必要がある。

Ｑ７９―２９ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、注解６２第４項

において、「管理部門の活動は運営費交付金財源と期間的に対応していると考え

られる。そのため、公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、管理部門

の活動に限り、一定の期間の経過を業務の進行とみなし、運営費交付金債務を収

益化することを認める。」とあるが、管理部門の活動に業務達成基準を適用する

ことは認められるか。
Ａ

注解５６第４項は、一般的に管理部門の活動は、運営費交付金財源と期間的に

対応していることを前提としたものである。したがって、管理部門の活動のう

ち、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係を明確に示すことができる部分に
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ついては、原則どおり業務達成基準を採用することは認められる。この場合、業

務完了については、業務の全体像を客観的に明らかにしたもの、例えば業務計画

やロードマップ、工程表等を用いた上で、業務完了の考え方の合理性を設立団体

の長や住民、監事や会計監査人等に対して説明できるようにする必要がある（Ｑ

７９－１９参照）。

Ｑ８０－１ 施設費により受け入れた金額は、全額地方独立行政法人の資産計上の

対象となるべきものか。施設費で執行する固定資産の取得に関連して、固定資産

の取得原価を構成しない支出についてはどのような会計処理となるのか。

Ａ

１ 施設費を財源として固定資産を取得した場合であって、当該支出のうち固定資

産の取得原価を構成しない支出については、当期の費用として処理することとな

るが、この場合の施設費の会計処理については、費用相当額は、施設費収益の科

目により収益認識を行い、資本剰余金への振り替えは行わないことになる。

２ 上記１に関連して、施設費を財源として支出することが可能な経費の範囲は、

当該施設費の交付決定や交付要綱の内容により判断することとなるが、附帯事務

費として支出することが認められる経費は、設計料、検査・監督等の資産取得の

ために直接必要となる経費に限られ、地方独立行政法人職員の人件費等の間接的

な経費は含まれないものと考えられる。

３ また、施設費は原則として、公債発行対象経費である施設整備に係る補助金と

して予算に計上されるが、その計上額は、地方独立行政法人の要望を基礎として

地方公共団体において予算措置されることから、地方独立行政法人が、施設費の

要望額を計算するに際しては、固定資産の原価を構成するものに限り施設費に計

上し、費用処理すべき項目については、含めないようにすることが要請される。

Ｑ８１－１ 補助金等を財源として会計基準第８７第１項の特定の償却資産を取得

することは可能か。

Ａ

  地方独立行政法人制度の基本的な仕組みとして、地方独立行政法人の会計上の

財産的基礎となる固定資産の取得については、出資による方法と施設費による方

法が予定されており、補助金等による方法は予定されていない。したがって、補

助金等により会計基準第８７第１項の特定の償却資産を取得することは予定され

ていない。

Ｑ８１－２ 公立大学法人においては、長期繰延補助金等に係る会計処理はどのよ

うになっているか。

① 長期の契約により固定資産を取得し、建設仮勘定を本来の科目に振り替える

際に、費用処理されるものが判明した場合はどのような会計処理を行うのか。

② 建設仮勘定を計上すべき長期の契約であって、補助金等が交付（公立大学法

人から見て入金）される前に前金払等を行った場合にはどのような会計処理を

行うのか。

Ａ

① 補助金等を財源に固定資産を取得した場合、預り補助金等を長期繰延補助金

等に振り替える。
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長期の契約により固定資産を取得する場合、支出が発生した事業年度におい

て建設仮勘定を計上するとともに、財源である預り補助金等を長期繰延補助金

等に振り替える。建設仮勘定を本勘定に振り替える際に、費用処理されるもの

が判明した場合には、当該費用の額に相当する額を長期繰延補助金等から補助

金等収益に振り替えることとなる。

なお、各事業年度において建設仮勘定を計上する際には、契約内容から、資

産に計上すべき部分と費用処理すべき部分とを適切に管理し、当初から費用認

識できるような経費については、その発生した事業年度において費用認識を行

う必要があり、費用処理すべきことが明らかな経費を建設仮勘定に計上するこ

とは認められない。

② 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律の適用がある｢補助金等｣に

ついては、交付決定が行われる以前に事業を実施することは認められない。補

助金等の交付決定が行われた後、補助金等の概算交付が行われる以前に前金払

等の支出を行った場合の会計処理については次のようになる。

＜補助金等の交付決定時＞

  仕訳なし

＜５００の前金払を行った時＞

  （借）建設仮勘定      ５００ （貸）現金         ５００

＜補助金等の概算払７００の交付を受けた時＞

  （借）現金         ７００ （貸）預り補助金等     ７００

  （借）預り補助金等     ５００ （貸）長期繰延補助金等   ５００

＜２００の部分払を行った時＞   

  （借）建設仮勘定      ２００ （貸）現金         ２００

  （借）預り補助金等     ２００ （貸）長期繰延補助金等   ２００

Ｑ８３―１ 会計基準第８３第１項にいうところの寄附金を寄附金債務として計上

するための「使途の特定」とは、具体的にどのように行えばよいのか。

（関連項目：第１４ 負債の定義）

Ａ

１ 寄附金は、寄附者が地方独立行政法人の業務の実施を財政的に支援する目的で

出えんするものであって、その本来的な性格は、地方独立行政法人にとって直ち

に会計的な意味での負債に該当するものとはいえない。したがって、法人が寄附

金を受領した時点で寄附金債務として負債に計上するためには、会計基準が規定

する負債の定義に合致することが必要であって、受領した寄附金の全てについて

寄附金債務として負債計上できるとするものではない。負債の定義に合致しない

場合には、企業会計の慣行に立ち返り、受領時点で寄附金相当額を収益に計上す

ることになる。

２ 会計基準第１４第１項では、「地方独立行政法人の負債とは、過去の事象の結

果として地方独立行政法人に生じている現在の義務であり、その履行により地方

独立行政法人のサービス提供能力の低下又は経済的便益を減少させるもの」と規

定している。会計基準における負債に計上するには、その前提として、当該寄附

金の受領が地方独立行政法人に何らかの現在の義務を生じさせていることが必要

である。
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３ このような観点から、会計基準では、①寄附者がその使途を特定した場合及び

②寄附者が特定していなくとも地方独立行政法人が使用に先立ってあらかじめ計

画的に使途を特定した場合において、負債に計上すると規定されたところである。

４ 使途の特定の程度については、この趣旨に従い、地方独立行政法人において寄

附金を何らかの特定の事業のために計画的に充てなければならない責務が生じて

いると判断できる程度、すなわち、法人に対して当該寄附金の使用状況について

管理責任が問える程度に特定されていることが必要である。

５ 具体的には、地方独立行政法人の業務に使用するといった漠とした程度では不

十分であり、当該法人の業務に関連した用途の種類、使用金額、使用時期などが

明確になっていることが必要と考える。

６ 特定の方法については、典型的には、中期計画等において定めることを想定し

ているが、中期計画等において特定することが客観的に難しいと判断される場合

には、寄附金受領後使用するまでに当該寄附金の使途を定めた事実が事後的に検

証可能な事例においても、中期計画等において特定した場合に準じた取扱いも認

められるものとする。

Ｑ８３―２ ある事業の実施の財源として使途が特定された寄附金１５百万円を受

入れ、当該事業を実施したが、当該事業には間接費も含め１３百万円の支出とな

った。この場合の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

１ 会計基準第８３第１項では、「寄附者がその使途を特定した場合又は寄附者が

使途を特定していなくとも地方独立行政法人が使用に先立ってあらかじめ計画的

に使途を特定した場合において、寄附金を受領した時点では寄附金債務として負

債に計上し、当該使途に充てるための費用が発生した時点で当該費用に相当する

額を寄附金債務から収益に振り替えなければならない。」とされている。

２ したがって、受け入れた寄附金は○○事業の実施に当り寄附者から使途特定さ

れたものであるので、受け入れた１５百万円は寄附金債務として処理し、当該費

用の発生した時点で当該費用相当額について寄附金債務を取崩して寄附金収益と

して収益計上されることになる。なお、「当該費用に相当する額」には、管理部

門などの費用も含めることができると考えられるが、これらを含めてもなお、当

該費用に相当する額が受け入れた寄附金の額よりも下回った場合については、使

途が特定された事業が終了した時点で、受け入れた寄附金に対する負債性はなく

なると考えられるので、寄附金債務全額を取り崩し、寄附金収益として処理する

ものと考えられる。

Ｑ８３―３

(1) 寄附金で購入した償却資産の耐用年数が中期計画等の期間より長い場合、当該

資産及び資産見返負債は中期計画等期間を繰り越せるのか。

(2) 寄附金を財源として、中期計画等の想定の範囲外で非償却資産を取得した場合、

当該資産及び資産見返負債は中期計画等期間を繰り越せるのか。

Ａ

１ 地方独立行政法人が寄附金を受け、寄附者又は法人が当該寄附金の使途を特定

したときには、まず、会計基準第８３第１項により、その使途を定めた寄附金の

額と同額を寄附金債務として負債に計上する。次に、その特定された使途として、
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①中期計画等で想定していない非償却資産を購入した場合や、②償却資産を購入

した場合には、会計基準第８３第２項(2)により、資産取得額と同額を寄附金債務

から別の負債項目である資産見返寄附金へ振り替えることになる。

２ このような使途の定めがある寄附金については、その特定された使途に沿って

計画的に業務を行っていくことが寄附者の意思を反映した法人の責務であると考

えられ、この責務は中期計画等の期間とは関係がないので、寄附金債務は中期計

画等期間には連動しない負債としての性格を持つことになる。したがって、寄附

金債務は中期計画等期間が終了しても、当該使途に沿った費用が発生するまで負

債のまま計上される（注解６５参照）。この、中期計画等期間と連動しない負債

としての性格は、資産の取得に伴って寄附金債務から振り替えられた負債である

資産見返寄附金についても同様なので、購入した資産が貸借対照表に資産として

計上されている間は、資産見返寄附金も中期計画等期間を越えて存続することに

なる。

３ なお、寄附金の使途に基づいて実施していた業務が終了した場合には、新たに

別の使途が定められない限り、その時点で残っている寄附金債務や資産見返寄附

金は収益化されることになる。

Ｑ８３―４ 会計基準第８３第２項(2)にいう「当該資産が非償却資産であって、上

記(1)に該当しないとき」（すなわち、中期計画等の想定の範囲外）とは、具体的

にどのような状況を想定しているのか。この場合においては、公立大学法人以外

の地方独立行政法人においては、当該非償却資産に相当する額を資産見返寄附金

に計上したままとしておくのか、それともいずれかの時点で収益化を行うのか。

Ａ

１ 会計基準第８３第２項(2)の「当該資産が非償却資産であって、上記(1)に該当

しないとき」とは、地方独立行政法人が寄附金を受け、寄附者又は地方独立行政

法人によって当該寄附金の使途として特定の業務を実施することが定められ、そ

のために土地などの非償却資産を取得したものの、このような使途が設立団体の

長の認可を受けた中期計画等に記載されていなかったような場合を指している。

この場合には、使途が定められた時点でまず寄附金と同額が寄附金債務として負

債計上されることになるが、資産を取得した際の扱いとしては、設立団体の長の

監督の下で行う計画的な資本増強とは言えないため、資本剰余金ではなく資産見

返寄附金へ振り替えることになる。

２ この場合には、取得資産が非償却資産であるので、当該資産を保有している限

り、中期計画等期間の終了とは関係なく、資産見返寄附金として計上され続ける

ことになる。

Ｑ８４―１ 公立大学法人においては、受託研究収入のように、初年度に受託収入

を得て、複数年度にわたってサービス（研究）を行う場合、各年度の収益及び費

用についてはどのように考えるのか。

Ａ１ 受託研究等は、契約締結の段階で総収益と総原価が当事者間で合意されては

いるものの、大半の受託研究等において客観的な成果の測定が困難である。加え

て、受託研究等は通常大量にあることが想定されることから、事務処理上の便宜

も勘案し、当該研究のための費用化額を限度として収益化することを原則とす

る。
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ただし、契約の 終年度には相手方に全てのサービス提供義務を果たすことか

ら、 終年度においては当該年度の費用化額に関わらず、未収益化額の全額を収

益化する（受託研究収入の未使用額を返金する場合等は全額を収益化することは

できない）。当該取扱いについては、共同研究や受託事業等についても同様であ

る。これにより、毎事業年度の地方独立行政法人の研究活動の状況を、費用及び

収益として財務諸表で明らかにすることができる。

なお、研究の進行状況が客観的に把握可能であり、金額に重要性がある受託研

究等については、研究の進行程度に応じて収益を認識する方法により収益化する

ことも妨げない。

２ 数値例でＡ１の原則的な基準を適用した場合を示すと以下のとおり。なお、３

年契約で、１年目に受託研究収入 100 を現金で受領、初年度期首に固定資産 40

（耐用年数５年。当該研究の終了後に他の目的に使用する予定である）を取得

し、毎年度の費用 20 は現金で払うものと仮定する。

（１年目）（借）現金        100 （貸）前受受託研究費  100

        固定資産        40    現金          40

        受託研究費      20    現金          20

        受託研究費      8    減価償却累計額    8

      前受受託研究費  28    受託研究収益    28

（２年目）（借）受託研究費      20 （貸）現金         20

        受託研究費      8    減価償却累計額    8

       前受受託研究費  28    受託研究収益      28

（３年目）（借）受託研究費      20 （貸）現金           20

        受託研究費      8    減価償却累計額    8

       前受受託研究費   44    受託研究収益      44

（４年目）（借）受託研究費      8    減価償却累計額    8

（５年目）（借）受託研究費      7    減価償却累計額    7

３年目の費用価額は合計 28 であるが、契約の 終年度であることからその時点

での前受受託研究費残高である 44 を全額収益化する。

４年目以降は減価償却費のみが計上されることになる。なお、固定資産を取得

した場合の耐用年数の変更については、令和５事業年度以降に取得した固定資産

から適用する（Ｑ８－２Ａ４参照）。また、受託研究収入に係る会計処理は、当

該研究のための費用化額を限度として収益化することを原則としているため、費

用発生の都度受託研究費で計上し、費用を繰り延べる必要はないため、仕掛品等

の計上の必要はない。

３ 簡単な数値例でＡ１の研究の進行程度に応じて収益を認識する方法を適用した

場合を示すと以下のとおり。なお、５年契約で、１年目に受託研究収入 100 を現

金で受領、毎年の費用は現金で払い、サービスは均等に進行するものと仮定す

る。

（１年目）（借）現金        100 （貸）前受受託研究費  100

      受託研究費      15    現金          15

      前受受託研究費  20    受託研究収益    20
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（２年目）（借）受託研究費      20 （貸）現金         20

       前受受託研究費  20    受託研究収益      20

（３年目）（借）受託研究費      25 （貸）現金          25

       前受受託研究費 20    受託研究収益      20

（４年目）（借）受託研究費     30 （貸）現金          30

       前受受託研究費  20    受託研究収益      20

（５年目）（借）受託研究費      10 （貸）現金          10

      前受受託研究費  20    受託研究収益      20

Ｑ８４－２ どのような取引に対して、会計基準第８４第２項に規定されている５

つのステップを適用するのか。

Ａ

１ 地方独立行政法人がそのサービスの提供等により得た収入のうち、企業会計基

準の考え方を参考に、金融商品に係る取引、リース取引、保険法（平成 20 年法律

第 56 号）における定義を満たす保険契約等を除く、「顧客との契約」から生じた

取引に対して、会計基準第８４第２項に規定されている５つのステップ（以下

「５ステップ」という。）を適用する。

２ ５ステップを適用するか否かは、会計基準第８４第１項に規定されている「顧

客」及び「契約」の定義に照らして判断することとなるが、例を示すと以下のと

おりである。

①公立大学法人以外の地方独立行政法人
５ステップを適用する例 ５ステップを適用しない例

・受託収入

・手数料収入

・入場料収入

・財産賃貸等収入（リース取

引除く）

・売上高

・運営費交付金収益

・施設費収益

・補助金等収益

・財源措置予定額収益

・寄附金収益

・賞与引当金見返に係る収益

・退職給付引当金見返に係る収益

・資産見返負債戻入

・負担金

・科学研究費補助金その他の補助金に係る間接経費相

当額

・地方独立行政法人の通常の業務活動により生じたア

ウトプットではない固定資産の売却

②公立大学法人
５ステップを適用する例 ５ステップを適用しない例

・検定料収益

・附属病院収益

・財産貸付料収入（リース取

引除く）

・入場料収入

・版権料・特許料収入

・手数料収入

・運営費交付金収益

・授業料収益

・入学金収益

・受託研究収益

・共同研究収益

・受託事業等収益

・寄附金収益

・施設費収益
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・補助金等収益

・財源措置予定額収益

・引当金戻入益

・科学研究費助成事業その他の補助金に係る間接経費

相当額

・公立大学法人の通常の業務活動により生じたアウト

プットではない固定資産の売却

３ 地方独立行政法人の収益総額に占める割合が極めて小さいことから重要性が低

いと認められる取引は、５ステップの適用対象としないことができる。

Ｑ８４－３ 注解６８第２項に取引価格の定義が示されているが、税込方式及び税

抜方式それぞれにおける取引価格の算出方法はどのように行えばよいか。

Ａ

税抜方式を採用している地方独立行政法人においては、サービス等の顧客への

移転と交換に地方独立行政法人が権利を得ると見込む対価の額から消費税等を除

いた額を取引価格とする。一方、税込方式を採用している地方独立行政法人にお

いては、消費税等を含めた額を取引価格とする。なお、消費税等の会計処理につ

いては、Ｑ７８－７参照。

Ｑ８４－４ 履行義務が一定の期間にわたり充足される又は一時点で充足されると

いうのは、どのような要件により判断するのか。

Ａ

１ 会計基準第８４に従い、地方独立行政法人は約束したサービス等（顧客との契

約の対象となるサービス等について、Ｑ８４－４において「資産」という。）を

顧客に移転することにより履行義務を充足した時に又は充足するにつれて、収益

を認識する。資産が移転するのは、顧客が当該資産に対する支配を獲得した時又

は獲得するにつれてである。

２ 契約における取引開始日に、Ａ３及びＡ４に従って、識別された履行義務のそ

れぞれが、一定の期間にわたり充足されるものか又は一時点で充足されるものか

を判定する。

３ 次の(1)から(3)までの要件のいずれかを満たす場合、資産に対する支配を顧客

に一定の期間にわたり移転することにより、一定の期間にわたり履行義務を充足

し収益を認識する。一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義

務の充足に係る進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわた

り認識する。

(1) 地方独立行政法人が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が

便益を享受すること

(2) 地方独立行政法人が顧客との契約における義務を履行することにより、資産

が生じる又は資産の価値が増加し、当該資産が生じる又は当該資産の価値が増

加するにつれて、顧客が当該資産を支配すること

(3) 次の要件のいずれも満たすこと

① 地方独立行政法人が顧客との契約における義務を履行することにより、別

の用途に転用することができない資産が生じること
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② 地方独立行政法人が顧客との契約における義務の履行を完了した部分につ

いて、対価を収受する強制力のある権利を有していること

４ Ａ３(1)から(3)までの要件のいずれも満たさず、履行義務が一定の期間にわた

り充足されるものではない場合には、一時点で充足される履行義務として、資産

に対する支配を顧客に移転することにより当該履行義務が充足される時に、収益

を認識する。

Ｑ８４－５ 企業会計基準適用指針第 30 号「収益認識に関する会計基準の適用指

針」（ 終改正令和３年３月 26 日 企業会計基準委員会）第 80 項には「契約に

おいて合意された仕様に従っていることにより財又はサービスに対する支配が顧

客に移転されたことを客観的に判断できる場合には、顧客の検収は、形式的なも

のであり、顧客による財又はサービスに対する支配の時点に関する判断に影響を

与えない」とあるが、公立大学法人以外の地方独立行政法人ではどのような場合

が考えられるか。

Ａ

例えば、受託研究において、研究期間終了後に成果物報告書の提出が求められ

る場合があるが、研究の遂行自体が主な目的である契約にあっては、研究期間満

了により履行義務が充足するものもある、と考えられる。

Ｑ８４－６ 契約資産、契約負債及び顧客との契約から生じた債権の具体例は何

か。

Ａ

１ 例えば、複数のサービス（サービスＡ及びサービスＢ）を提供し、サービスＡ

を提供し、サービスＡの提供に対する支払はサービスＢの提供を条件とすると契

約で定められている場合、地方独立行政法人は、サービスＡとサービスＢの両方

が顧客に移転されるまで、対価に対する無条件の権利（顧客との契約から生じた

債権）を有さない。この場合、サービスＡに関する履行義務を充足した際に契約

資産を認識し、サービスＢに関する履行義務を充足した際に顧客との契約から生

じた債権を認識する。その際、サービスＡに関する契約資産は顧客との契約から

生じた債権に振り替える。

２ 例えば、公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、受託研究契約にお

いて履行義務を充足する前に顧客から研究費の概算払を受けたとき等に、契約負

債を認識する。

Ｑ８４－７ 注解６８第３項に「契約資産、契約負債又は顧客との契約から生じた

債権は、適切な科目をもって貸借対照表に表示する。」とあるが、具体的にどの

ように表示すればよいか。

Ａ

１ 契約資産は、例えば、契約資産、受託研究未収金（公立大学法人以外の地方独

立行政法人に限る。）として表示する。契約負債は、例えば、契約負債、前受金

として表示する。顧客との契約から生じた債権は、例えば、受取手形、売掛金、

未収金として表示する。

２ 顧客との契約に基づくサービスの提供等の対価として当該顧客から支払を受け

る権利のうち、当該顧客に対する法的な請求権を有するものを「売掛金」以外の
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勘定科目に整理している場合（Ｑ９－１の回答参照）、当該「売掛金」以外の勘

定科目は「契約資産」ではなく、「顧客との契約から生じた債権」として整理さ

れることに留意が必要である。

３ 契約資産と顧客との契約から生じた債権のそれぞれについて、貸借対照表に他

の資産と区分して表示しない場合には、それぞれの残高を注記する。また、契約

負債を貸借対照表において他の負債と区分して表示しない場合には、契約負債の

残高を注記する。

４ 例えば、公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、受託研究の進行途

上において計上される未収額（契約資産）と委託者に対する法的な請求権として

計上される未収額（顧客との契約から生じた債権）を同じ「未収金」として表示

する場合、契約資産と顧客との契約から生じた債権のそれぞれの残高を注記する

ことになる。

Ｑ８４－８ 地方独立行政法人が契約負債を「前受金」として表示する場合、顧客

との契約から生じたものとそうでないものが混在することになると思われるが、

契約負債の残高の注記は必要か。

Ａ

  契約負債と他の負債を合算して「前受金」として貸借対照表において表示して

いる場合には、契約負債を他の負債と区分して貸借対照表に表示していないため、

契約負債の残高を注記する。

Ｑ８４－９ 「契約資産」がほとんどないために、重要性から「顧客との契約から

生じた債権」と区分せず合算表示した場合であっても、契約資産と顧客との契約

から生じた債権のそれぞれの残高の注記は必要なのか。また、「契約負債」がほ

とんどないために、貸借対照表において他の負債と区分していない場合に残高の

注記は必要なのか。

Ａ

重要性が乏しい契約資産について、貸借対照表に他の資産と区分して表示しな

い場合に、それぞれの残高を注記しないことができる。また、重要性が乏しい契

約負債について、貸借対照表に他の負債と区分して表示しない場合に、契約負債

を注記しないことができる。

Ｑ８４－１０ 収益認識の適用に伴う会計方針の変更の影響額については、どのよ

うな取扱いとなるのか。

Ａ

１ 地方独立行政法人においては、法第 40 条が定める「利益及び損失の処理」との

関係から、会計方針の変更の影響額を期首の利益剰余金に加減することは認めら

れず、一時の損益として損益計算書に計上する必要がある。

２ したがって、収益認識適用初年度の期首より前に新たな会計方針を適用した場

合の適用初年度の影響額を、当事業年度の財務諸表において認識し、当該事業年

度開始時点から新たな会計方針を適用することができる取扱いとすることが適当

である。

３ Ａ２において、収益認識適用初年度の期首より前までに従前の取扱いに従って

ほとんど全ての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を適用しないことが
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できる。

Ｑ８４―１１ 公立大学法人において、自己収入で計上された原価と運営費交付金

の原価をどのように振り分けるのか。例えば、運営費交付金と業務との対応関係

を明らかにすることが困難な場合、地方独立行政法人が次のような収入・支出を

行った場合、会計処理はどうなるのか。また、附属病院収入について、特に留意

すべき取扱いには何があるか。

  ［ケース１］

      収入   運営費交付金  ５００

           自己収入    ３００

      支出   給与等     ６００

           固定資産購入  ２００ (耐用年数５年、残存価額ゼロ)

  ［ケース２］

      収入   運営費交付金  ５００

           自己収入    ４００

      支出   給与等     ６００

           固定資産購入  ２００ (耐用年数５年、残存価額ゼロ)

  ［ケース３］

      収入   運営費交付金  ５００

           自己収入    ２５０

      支出   給与等     ６００

          固定資産購入  ２００ (耐用年数５年、残存価額ゼロ)

Ａ

１ いずれのケースにおいても、共通する処理は以下のとおり。なお、ここでは、

資産購入、自己収入、給与等の取引は現金によって行われたものと仮定する。

        （借方）           （貸方）

      資産     ２００  ／  現金     ２００

      現金     ＸＸＸ  ／  ○○収入   ＸＸＸ

      人件費    ＹＹＹ  ／  現金     ＹＹＹ

  また、取得後における当該資産の減価償却の処理も共通であるが、当該資産が

会計基準第８７第１項の適用をうけるか否かにより処理が異なる｡ここでは､会計

基準第８７第１項の適用を受けないとすると、

      減価償却費   ４０  ／  減価償却累計額 ４０

の処理が基本的に毎年度行われる。以下ではこの減価償却の処理は省略する。

２ ここでのポイントは、受け入れた運営費交付金を収益化する額はいくらになる

かという点である。設問では、取得資産が運営費交付金より支出されたと合理的

に特定できるかどうかについての記述がないので、まずここで処理が異なる。す

なわち、合理的に特定できる場合は、その額を固定資産取得財源として先に充当

することになる。

３ なお、附属病院における診療行為に係る償却資産を取得した場合については、

むしろ、その取得額の一定部分については、附属病院収入を充てるべきであると

考えられることから、一定の割合をもって、附属病院収入と運営費交付金とに振

り分けることとする。
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４ いずれの場合においても、受け入れる運営費交付金の額を超えた収益化はでき

ないことに注意する必要がある。（Ｑ７９－２参照）

５ 以下、設問に沿って整理すれば以下のとおり。

① 当該資産が運営費交付金より支出されたと合理的に特定できる場合

   ［ケース１］

      現金      ５００    ／  運営費交付金債務  ５００

      資産      ２００    ／  現金        ２００

      現金      ３００    ／  ○○収入      ３００

      人件費     ６００    ／  現金        ６００

      運営費交付金債務２００    ／  運営費交付金収益２００

      運営費交付金債務３００(※)  ／  運営費交付金収益  ３００

  ※ この場合、「運営費交付金債務残高」は３００（＝５００－２００）

であり、自己収入は３００であるから、費用額の６００のうち、運営費

交付金から支出されたとみなされる額は、

   ６００×３００／（３００＋３００）＝３００

   が運営費交付金債務から運営費交付金収益に振り替えられる額である。

   ［ケース２］

      現金      ５００    ／  運営費交付金債務  ５００

      資産      ２００    ／  現金        ２００

      現金      ４００    ／  ○○収入      ４００

      人件費     ６００    ／  現金        ６００

      運営費交付金債務２００    ／  運営費交付金収益２００

      運営費交付金債務２５７(※)  ／  運営費交付金収益  ２５７

  ※ 同様に、６００×３００／（３００＋４００）＝２５７

   ［ケース３］

      現金      ５００    ／  運営費交付金債務  ５００

      資産      ２００    ／  現金        ２００

      現金      ２５０    ／  ○○収入      ２５０

      人件費     ６００    ／  現金        ６００

      運営費交付金債務２００    ／  運営費交付金収益２００

      運営費交付金債務３００(※)  ／  運営費交付金収益  ３００

  ※ この場合は、

   ６００×３００／（３００＋２５０）＝３２７

   であるが、合計５２７となり、運営費交付金の受入額を超えてしまうた

め、限度である３００を収益化する。

② 当該資産が運営費交付金から支出されたと合理的に特定できない場合

   ［ケース１］

      現金      ５００    ／  運営費交付金債務  ５００

      資産      ２００    ／  現金        ２００

      現金      ３００    ／  ○○収入      ３００

      人件費     ６００    ／  現金        ６００
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      運営費交付金債務１２５(※)  ／  運営費交付金収益  １２５

      運営費交付金債務３７５(※※) ／  運営費交付金収益  ３７５

  ※ 取得した固定資産に係る額２００のうち、その財源が運営費交付金に

帰するものとして求められる「相当とする額」は、

   ２００×５００／（５００＋３００）＝１２５である。

  ※※ 費用額の６００のうち、運営費交付金から支出されたとみなされる

額は、６００×５００／（５００＋３００）＝３７５である。

   ［ケース２］

      現金      ５００    ／  運営費交付金債務  ５００

      資産      ２００    ／  現金        ２００

      現金      ４００    ／  ○○収入      ４００

      人件費     ６００    ／  現金        ６００

      運営費交付金債務１１１(※)  ／  運営費交付金収益  １１１

      運営費交付金債務３３３(※※) ／  運営費交付金収益  ３３３

  ※ 同様に、２００×５００／（５００＋４００）＝１１１

  ※※ 同様に、６００×５００／（５００＋４００）＝３３３

   ［ケース３］

      現金      ５００    ／  運営費交付金債務  ５００

      資産      ２００    ／  現金        ２００

      現金      ２５０    ／  ○○収入      ２５０

      人件費     ６００    ／  現金        ６００

      運営費交付金債務１３３(※)  ／  運営費交付金収益  １３３

      運営費交付金債務３６７(※※) ／  運営費交付金収益  ３６７

  ※ 同様に、２００×５００／（５００＋２５０）＝１３３

  ※※ この場合、同様の計算を行えば、

   ６００×５００／（５００＋２５０）＝４００

   を収益化したいところであるが、これに１３３を足すと５３３となり、

運営費交付金の受入額を超えてしまうので、限度である合計５００を収

益化することとなる。

Ｑ８７―１

(1) 会計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当する資産の範囲如何。

(2) 資本剰余金に計上されている償却資産及び現物出資の償却資産が該当するのか。

Ａ

１ 会計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当すると判断するには、当該地方

独立行政法人の財務構造等を勘案して設立団体の長が、その減価に対応すべき収

益の獲得が予定されないものとして、あらかじめ取得時までに地方独立行政法人

の外から個別に資産を特定していることが必要であって、直ちに資本剰余金に計

上されている償却資産や現物出資の償却資産が該当するものではない。したがっ

て、設立団体の長が、当該資産の使用目的等に照らし合わせ、減価に対応する収

益を獲得することが可能であるかどうかを個々に判断して特定することになる。

２ また、ここでいう特定の償却資産とは、当該資産に投下された資本を当該資本
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から獲得される収益によって回収できない資産のことを指すものである。したが

って、当該資産の稼動によって生じる販売物の価格設定において当該資産の減価

分を織り込まず、それが資産の保有目的から妥当である場合には、ここでいう特

定の償却資産に該当するものと考えられる。

３ なお、外側から特定する方法としては、具体的には、設立団体の規則において

対象資産あるいは特定の要件や手続を規定することが適当と考えられる。

Ｑ８７―２

(1) 現物出資財産のうち、減価に対応すべき収益の獲得が予定されていない固定資

産は、①貸借対照表上において、有形固定資産（資産の部）と地方公共団体出資

金（純資産の部）に計上するのか、②貸借対照表上において、有形固定資産（資

産の部）と資本剰余金（純資産の部）に計上するのか。

(2) 上記①の場合には、現物出資の償却資産で、収益の獲得が予定されない償却資

産の減価償却に相当する額は資本剰余金の減価償却相当累計額（―）に計上され

るので、資本剰余金合計がマイナスになることもあり得るのか、それでもよいの

か。

（関連項目：第５５ 純資産の表示項目）

Ａ

１ 地方独立行政法人が地方公共団体から有形固定資産の現物出資を受けた場合に

は、貸借対照表上、当該資産の評価額が有形固定資産に、またその同額が地方公

共団体出資金に計上される（譲与でなく現物「出資」である以上、資本剰余金と

なることはあり得ない）。

２ 当該資産が、「その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないもの」として

特定された場合には、当該資産の減価償却に相当する額は、資本剰余金の控除項

目である減価償却相当累計額として計上することになるが（会計基準第５５第２

項及び第８７第１項参照）、他に資本剰余金がない場合には、控除後の資本剰余

金合計（広義の資本剰余金）がマイナスとなることもある。

Ｑ８７―３ 取得後償却終了以前の途中の段階で、会計基準第８７第１項による特

定の償却資産に変更することはできるのか。また、一旦会計基準第８７第１項に

よる特定がされた償却資産を、途中で変更し、通常の減価償却を行うものとする

ことは可能か。

Ａ

１ 会計基準第８７による減価償却の会計処理は、運営費交付金に依存する地方独

立行政法人については、資産の減価分が通常は運営費交付金の算定対象とならず、

また減価分を運営費交付金以外の収益によって充当することも考えられないなど

といった状況にあることから、このような資産に限った例外的な扱いとして行わ

れるものである。一般的には、資産を取得する際にその資産による収益獲得可能

性を推定することが可能と考えられ、また、資産の取得後にその見通しを安易に

変更することは好ましくないと考えられることから、注解６９では会計基準第８

７のルールが適用される資産の特定を資産の取得時までに行うこととしている。

２ しかしながら、理論的には、取得後の事情の変更により収益構造が大幅に変化

し、更新のための財源の負担者を変更することが決定している場合に、指定の解

除又は追加指定を行うことが排除されているわけではない。ただし、資産の特定
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は設立団体の長により法人の外部から行われることを想定しているので、設立団

体の長がこのような指定の解除又は追加を行うためには、別途設立団体の規則の

規定の整備を行う必要がある。

Ｑ８７－４ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、会計基準第８７第

２項の有形固定資産及び無形固定資産を除く承継資産のうち特定された資産に係

る費用相当額についてはどのように会計処理を行うのか。また、過年度に費用処

理された承継資産が新たに特定された場合、どのように会計処理を行うのか。

Ａ

１ 会計基準第８７第２項では「地方独立行政法人が取得した有形固定資産及び無

形固定資産を除く承継資産のうち、その費用相当額に対応すべき収益の獲得が予

定されないものとして特定された資産については、当該資産の費用相当額は、損

益計算上の費用には計上せず、資本剰余金を減額するものとする。」とされてい

る。具体的には、費用相当額についてその他行政コストに計上することと同時

に、貸借対照表においてその他行政コスト累計額として資本剰余金を減額するこ

ととなる（Ｑ２０－２参照）。

＜例示＞

特定された承継資産である貯蔵品について、当期において 50 費消した。

承継資産に係る費用相当累計額

（承継資産に係る費用相当額）

50 貯蔵品 50

２ 承継資産に係る費用が過年度に計上されており、当期において取得前に特定さ

れたとみなされた場合は、過年度に計上された費用の合計額を「承継資産の特定

に伴う利益」の科目で臨時利益に振り替えるとともに、その他行政コストを計上

することとする。この場合も、Ａ１と同様に、その他行政コストの計上と同時

に、その他行政コスト累計額を計上することとなる（Ｑ２０－２参照）。この金

額に重要性がある場合には、行政コスト計算書及び損益計算書にその内容を注記

することとする。また、「承継資産の特定に伴う利益」は、地方独立行政法人の

業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの計算上、運営費交付金収益

及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく収益以外の収益として控除しな

い。なお、承継資産の特定の要件や手続の規定については、設立団体の規則で定

める必要があることに留意する。

＜例示＞

承継資産である棚卸資産について、当期において取得前に特定されたとみな

された。過年度に計上した当該資産に係る費用は 70 である。

承継資産に係る費用相当累計額

（承継資産に係る費用相当額）

70 承継資産の特定に伴う利

益

70

＜注記例＞

（行政コスト計算書関係）

承継資産に係る費用相当額のうち、70 は過年度に計上した費用分であり

ます。
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（損益計算書関係）

臨時利益に計上した承継資産の特定に伴う利益 70 は、過年度に計上した

費用に見合う収益であります。

Ｑ８８―１ 公立大学法人においては、会計基準第８８第３項について、会計基準

第１７第２項の規定により賞与引当金を計上しない場合には、「賞与引当相当

額」を貸借対照表に注記し、「賞与引当増加相当額」を損益計算書に注記すると

しているが、「賞与引当相当額」と「賞与引当増加相当額」との違いは何か。

Ａ

１ 貸借対照表に注記する「賞与引当相当額」は、期末時点における引当金を計上

していない賞与相当額（賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額）を

いい、損益計算書に注記する「賞与引当増加相当額」は、当事業年度末における

「賞与引当相当額」から、前事業年度末における「賞与引当相当額」を差し引い

たものをいう。

２ したがって、「賞与引当増加相当額」はマイナスとなることもあるが、その場

合においても、表示科目は「賞与引当増加相当額」として、マイナス表示するも

のとする。

３ なお、令和４事業年度においては、前年度においても、同様の処理がとられて

いたと仮定し計算するものとする。

Ｑ８８－２ 会計基準第８８「賞与引当金に係る会計処理」は具体的にどのように

行えばよいか。

Ａ

１ 賞与について、会計基準第８８の要件に該当する場合には、賞与引当金を計上

することに加えて、賞与引当金見返を計上するとともに、賞与引当金見返に係る収

益を計上する必要がある。

２ また、引当金の取崩時には会計基準第７９第８項に基づき、引当金見返とそれ

に見合う運営費交付金債務とを相殺する必要がある。

３ これらの財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与の

会計処理について、以下に具体的な事例に則して、説明を加える。

前提条件

法人の全職員の賞与に充てるべき財源措置が運営費交付金によってなされるこ

とが中期計画で明らかにされている。

X1 年３月 31 日における賞与引当金残高及び賞与引当金見返残高は 180 である。

X1 年５月１日に運営費交付金が 1,000 入金された。

X1 年６月 30 日に賞与 320 を支給した。

X1 年 12 月 10 日に賞与 290 を支給した。

X2 年３月 31 日において、X2 年６月 30 日に支給すると見込まれる賞与は 300 で

あった。

(1) X1年５月１日

運営費交付金の入金

現金 1,000 運営費交付金債務 1,000
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(2) X1年６月30日

賞与の支給①

賞与引当金

賞与

180

140

現金 320

引当金の取崩し（賞与の支給）に伴う、引当金見返と運営費交付金債務の相殺

運営費交付金債務 180 賞与引当金見返 180

(3) X1年12月10日

賞与の支給②

賞与 290 現金 290

(4) X2年３月31日

賞与引当金の計上

X2年６月30日に支給すると見込まれる賞与300のうち、X2事業年度発生分を

引当金に計上する。

賞与引当金繰入 200 賞与引当金(*1) 200

(*1) X2年６月30日支給見込額300÷６か月(支給対象期間X1年12月～X2年５

月)×４か月（X1年12月～X2年３月）＝200

賞与引当金見返の計上

賞与引当金見返 200 賞与引当金見返に係る収益 200

運営費交付金債務の収益化（賞与に係る部分のみ）

運営費交付金債務 430 運営費交付金収益(*2) 430

(*2) 賞与の支給① 140＋賞与の支給② 290＝430

Ｑ８８－３ 会計基準第８８「賞与引当金に係る会計処理」について、令和４事業

年度の期首時点で発生している金額に係る会計処理はどのように行えばよいか。

Ａ

１ Ｑ８８－２に示した会計処理について、令和４年８月改訂の会計基準が適用さ

れる初年度である令和４事業年度においては、期首時点で発生している賞与引当金

を計上する必要がある。

２ このため、以下に具体的な事例に則して説明を加える。

＜例示＞

令和４事業年度の６月に支給される賞与 270 の支給対象期間は令和３年 12 月

から翌年５月である。なお、当該賞与については、財源措置が運営費交付金に

より行われることが中期計画で明らかにされている。

会計基準改訂に伴う賞与引当

金繰入（臨時損失）

180 賞与引当金(*1) 180

賞与引当金見返 180 賞与引当金見返に係る収益

（臨時利益）

180

(*1) 令和４事業年度６月支給見込額 270÷６か月(支給対象期間令和３年 12

月～翌年５月)×４か月（令和３年 12 月～令和４年３月）＝180
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Ｑ８９－１ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、会計基準第８９

「退職給付に係る会計処理」は具体的にどのように行えばよいか。

Ａ

１ 退職給付債務について、会計基準第８９第１項の要件に該当する場合には、退

職給付引当金を計上することに加えて、退職給付引当金見返を計上するととも

に、退職給付引当金見返に係る収益を計上する必要がある。

２ また、引当金の取崩時には会計基準第７９第８項に基づき、引当金見返とそれ

に見合う運営費交付金債務とを相殺する必要がある。

３ これらの財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退職給

付の会計処理について、以下に具体的な事例に則して、説明を加える。

前提条件

法人は退職一時金制度を採用しており、全職員の退職一時金に充てるべき財源

措置が運営費交付金によってなされることが中期計画等で明らかにされている。

X1 年３月 31 日における退職給付引当金残高及び退職給付引当金見返残高は 500

である。

X1 年５月１日に運営費交付金が 1,000 入金された。

X1 年９月 30 日付で職員Ａが退職したため、同日に退職金 200 を支給した。

X2 年３月 31 日における退職一時金の期末要支給額は 700 であった。

(1) X1年５月１日

運営費交付金の入金

現金 1,000 運営費交付金債務 1,000

(2) X1年９月30日

職員Ａへの退職金の支払

退職給付引当金 200 現金 200

引当金の取崩し（退職金の支払）に伴う、引当金見返と運営費交付金債務の相

殺

運営費交付金債務 200 退職給付引当金見返 200

(3) X2年３月31日

退職給付引当金の計上

法人は退職一時金制度を採用しているため、会計基準第８９第５項に基づ

き、退職給付債務の見積額の計算に当たって、退職一時金の期末要支給額を

用いた計算によることができる。

退職給付費用 400 退職給付引当金(*1) 400

(*1) 期末要支給額700－(X1年３月31日残高500－X1年９月30日取崩200)＝400

退職給付引当金見返の計上

退職給付引当金見返 400 退職給付引当金見返に係る収益 400

４ なお、確定給付企業年金等に係る掛金に充てるべき財源措置が運営費交付金に

よって行われること等が明らかな場合の会計処理は以下のとおりである。
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前提条件

法人は確定給付企業年金制度を採用しており、掛金に充てるべき財源措置及

び、積立不足の場合の積立不足額の解消のために必要となる財源措置が運営費

交付金によって行われることが中期計画等で明らかにされている。また、過去

勤務費用及び数理計算上の差異について遅延認識していない。

  X1 年３月 31 日における退職給付債務、年金資産及び引当金見返の額は、それ

ぞれ 900、400、500 である。

X1 年５月１日に運営費交付金が 1,000 入金された。

X1 年９月 30 日に年金給付が 200 行われた。

X1 年 10 月１日に年金資産への掛金 500 が拠出された。

X2 年３月 31 日における退職給付債務の額は 1,100、年金資産の額は 700 であっ

た。

(1) X1年５月１日

運営費交付金の入金

現金 1,000 運営費交付金債務 1,000

(2) X1年９月30日

年金給付

仕訳なし（*1）

（*1）年金給付200により、退職給付債務及び年金資産の額はそれぞれ、700、

200となっている。

(3) X1年10月１日

年金資産への掛金の拠出

退職給付引当金 500 現金 500

引当金の取崩し（掛金の拠出）に伴う、引当金見返と運営費交付金債務の相殺

運営費交付金債務 500 退職給付引当金見返 500

(4) X2年３月31日

退職給付引当金の計上

退職給付費用（*2） 400 退職給付引当金（*3） 400

（*2）期末退職給付債務1,100－X1年９月30日残高700＝400

（*3）期末退職給付債務1,100－（X1年９月30日年金資産200＋掛金拠出額500）

＝400

退職給付引当金見返の計上

退職給付引当金見返 400 退職給付引当金見返に係る収益 400

Ｑ８９－２ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、会計基準第８９

「退職給付に係る会計処理」について、令和４事業年度より前の事業年度に発生

した金額に係る会計処理はどのように行えばよいか。

Ａ

１ Ｑ８９－１に示した会計処理について、令和４年８月改訂の会計基準が適用さ
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れる初年度である令和４事業年度においては、令和４事業年度以前に発生した退職

給付に係る金額についても計上する必要がある。

２ このため、以下に具体的な事例に則して説明を加える。

＜例示＞

令和４事業年度以前に発生した、財源措置が運営費交付金により行われるこ

とが中期計画で明らかにされている退職一時金に係る退職給付債務は 500 であ

る。

会計基準改訂に伴う退職給

付費用（臨時損失）

500 退職給付引当金 500

退職給付引当金見返 500 退職給付引当金見返に係

る収益（臨時利益）

500

Ｑ８９－３ 会計基準第８９第５項では、退職一時金に係る退職給付債務の見積額

の計算に当たっては、退職一時金の期末要支給額を用いた計算によることができ

るとあるが、期末要支給額を用いた計算とは具体的にどうするのか、またその他

の方法によることも可能なのか。

Ａ

「期末要支給額を用いた計算」とは、当該地方独立行政法人の職員が、期末に

おいて、全員自己都合により退職した場合に支払われるべき退職一時金の総額を

計算する方法をいう。なお、上記の基準の趣旨は、会計基準「第３６ 退職給付引

当金の計上方法」に規定する原則法によって計算することを妨げるものではな

い。

Ｑ８９―４ 企業会計では、企業会計基準第２６号「退職給付に関する会計基準」

第３５項の適用に伴う会計方針の変更の影響額については、期首の利益剰余金に

加減することとなっている（同会計基準第３７項）が、地方独立行政法人におい

ては、当該変更の影響額をどのように会計処理するのか。

Ａ

  地方独立行政法人においては、地方独立行政法人法第４０条が定める「利益及

び損失の処理」との関係から、会計方針の変更の影響額を期首の利益剰余金に加

減することは認められず、一時の損益として損益計算書に計上する必要がある。

  この場合、当該会計方針の変更の影響額は、臨時損益の区分において「退職給

付会計基準改正に伴う調整額」の名称をもって掲記する。

  なお、割引率変更の要否を判定する際に、これまで重要性基準を考慮してきた

が、平成２９事業年度の期首において重要性基準を考慮せずに企業会計基準適用

指針第２５号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（ 終改正平成 27 年３月

26 日企業会計基準委員会）第２４項に基づいて決定された割引率を使用する場合

がある。割引率の変更により発生した差異は、通常は、当該年度に発生する数理

計算上の差異に含めて、法人の採用する費用処理方法及び費用処理年数に従って

処理されるが、この平成２９事業年度の期首における場合には、会計基準等の適

用に伴う会計方針の変更の影響額に含めて臨時損益とする取扱いも認められる。
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また、この場合でも、翌年度以後の割引率の決定において再度重要性基準を考慮

することも認められる。

Ｑ８９－５ 自己収入を財源とする退職一時金に係る退職給付債務の計算対象とな

る職員数が 300 人未満であるため、従来、会計基準第３６第５項に基づき、期末

要支給額による退職給付債務の見積額の計算（簡便法）を行っていた。令和４事

業年度より、財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな退職一時金

に係る債務を退職給付引当金として計上する結果、退職給付債務の計算対象とな

る職員数が 300 人以上となるが、この場合も簡便法によることは認められるか。

Ａ

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな退職一時金に係る退職

給付債務の見積額の計算については、当該計算の対象となる職員数が 300 人以上

の場合でも、退職一時金の期末要支給額を用いた計算によることができる（会計

基準第８９第５項参照）。

また、自己収入を財源とする退職一時金に係る退職給付債務の計算対象となる

職員数が 300 人未満である場合には、財源措置が運営費交付金によることが明ら

かな退職一時金に係る退職給付債務の計算対象となる職員数と合算した職員数が

300 人以上となっても、簡便法によることが認められる。

Ｑ８９－６ 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる退職給付

の増加相当額は、公立大学法人においては、「資本剰余金を減額したコスト等」の

対象となるのか。また、その場合、表示区分はどのようになるのか。

Ａ

１ 退職給付引当金の計上が必要な場合の計上額は、公立大学法人の給与規則等に

おいて定められている退職給付支給基準等を基に算定することとなるが、「会計基

準第８９ 退職給付に係る会計処理」による場合や、国又は地方公共団体との人事

交流により、国又は地方公共団体を退職後、引き続いて特定の公立大学法人の職

員となる者のうち、当該法人での勤務期間終了後、従前勤務していた国又は地方

公共団体に復帰することが予定される職員等、退職給付の支給にかかる在職期間

の通算規定を定めている等の理由で、公立大学法人での勤務に係る退職給与は支

給しない条件で採用している場合は、退職給付に係る将来の費用は発生しないこ

とから、退職給付引当金の計上は要しないこととなる。

２ このように、退職給付引当金の計上を要しない出向職員退職給与は、当該職員

が復帰後退職する際に公立大学法人での勤務期間分を含め、出向元の国又は地方

公共団体において支払われることとなるため、資本剰余金を減額したコスト等と

して認識する必要がある。「資本剰余金を減額したコスト等」の注記における表示

区分については、退職給付引当増加相当額とし、国又は地方公共団体からの出向

職員に係るものであることを併せて注記することとする。

  なお、他の地方独立行政法人や公立大学法人との人事交流による退職出向職員

に係る退職給与は、出向元において地方公共団体からの財源で負担される場合に

は、「資本剰余金を減額したコスト等」に含めるべきとも考えられるが、地方独立

行政法人間の比較可能性の観点などから、会計基準において機会費用の範囲を限
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定している趣旨（Ｑ７８―１５参照）を踏まえ、含めないこととする。

３ なお、国又は地方公共団体を退職せずに派遣される出向職員等についても、退

職給付の対象とならないため、１のとおり退職給付引当金の計上は要しないこと

となり、２に記載のとおり、資本剰余金を減額したコスト等として認識する必要

がある。

Ｑ９０－１ 公立大学法人においては、債券を額面金額と異なる金額で発行した場

合の会計処理はどうなるのか。

Ａ

１ 債券を額面金額と異なる金額で発行した場合、当該債券の額面金額は「公立大

学法人債」として、額面金額と収入金額との差額は「債券発行差額」として負債

の部に計上する。債券発行差額は、債券を割引発行した場合にはマイナス残高と

して表示され、債券を打歩発行（額面金額よりも高い金額で発行）した場合には

プラス残高として表示される。

２ なお、「公立大学法人債」と「債券発行差額」とは、公立大学法人においては、

企業会計において一科目として計上される債務を情報開示に資するよう二つの科

目に区分したものであるから、貸借対照表上、両科目は列記し、ワン・イヤー・

ルールの適用により「公立大学法人債」が流動負債に振り替わった場合には、同

時に対応する「債券発行差額」も流動負債に振り替えることとする。

Ｑ９０－２ 公立大学法人においては、債券発行差額を償却する会計処理はどうな

るのか。

Ａ

  債券発行差額は、毎期一定の方法で償却し、償却額を支払利息に加減する必要

がある。

  なお、一定の方法とは、利息法（注１）が原則であるが、簡便的な方法である

定額法（注２）も継続適用を前提として、合理的な基準として認められる。

（注１）利息法とは、債券のクーポン利率による債券利息の総額と金利調整差額

の合計額を債券の発行価額に対し一定率となるように、複利をもって各期の損

益に配分する方法をいい、当該配分額とクーポン利率による債券利息との差額

を債券発行差額の帳簿価額から減ずる。

（注２）定額法とは、債券発行差額を取得日又は受渡日から償還日までの期間で

除して各期の損益に配分する方法をいい、当該配分額を債券発行差額の帳簿価

額から減ずる。

Ｑ９１－１ 会計基準第８７に定める特定の資産や運営費交付金により取得した償

却資産に係る資産除去債務に対応する除去費用等は全て、会計基準第８９に定め

る資産除去債務に係る特定の除去費用等に該当することになると考えてよいか。

Ａ

１ 会計基準「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」が適用

される資産除去債務に係る除去費用等は、設立団体の長が当該地方独立行政法人

の財務構造等を勘案して、当該除去費用等の発生期間において当該費用に対応す

べき収益の獲得が予定されないものとして、個別に除去費用等を特定しているこ

とが必要である。したがって、会計基準第８７に定める特定の資産及び運営費交
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付金により取得した償却資産に係る資産除去債務に対応する除去費用等が直ちに

会計基準第９１に定める特定の除去費用等に該当するということにはならない。

２ 設立団体の長においては、当該除去費用等に関連する償却資産の状況、当該除

去費用等の金額、除去債務が建物等の賃借契約に係る場合にあっては敷金計上の

有無等を勘案し、当該除去費用等の発生期間において当該費用に対応すべき収益

を獲得することが可能かどうかについて判断の上、特定することになると考えら

れる。

３ なお、設立団体の長による特定の手続等については、会計基準第８７が適用さ

れる資産の特定の手続に準ずることが適当と考えられる。

Ｑ９１―２ 運営費交付金や施設費で取得した資産に係る資産除去債務について、

会計基準第９１による特定の除去費用等とせずに、毎年度発生する除去費用等を

費用計上した場合、これに対応して毎年度の運営費交付金債務の収益化を行う会

計処理は認められるか（運営費交付金収益の計上基準として費用進行基準を採用

している場合とする。）。

Ａ

１ 運営費交付金は、通常、地方独立行政法人に負託された業務に係る支出額に対

応する形で措置されることから、費用は発生するが支出を伴わない除去費用等に

ついては運営費交付金の算定対象に含まれていない。

２ 運営費交付金の収益化の考え方は、注解６２第１項に示されているところであ

るが、業務と交付金との対応関係が示されない場合には、運営費交付金債務は業

務のための支出額を限度として収益化するものとされており、支出を伴わない費

用に対応させた運営費交付金債務の収益化は想定していない。

３ また、仮に、支出を伴わない除去費用等について運営費交付金債務を収益化し

た場合には、将来の資産除去債務の履行時まで、当該収益化相当額が地方独立行

政法人に留保されることとなるため、予算の効率的な執行の観点からも適当では

ないと考えられる。

Ｑ９１－３ 資産除去債務に係る特定の除去費用等に係る会計処理（仕訳）はどの

ように行うのか。

Ａ

１ 地方独立行政法人が保有する有形固定資産に係る資産除去債務に対応する除去

費用等のうち、当該費用に対応すべき収益の獲得が予定されていないものとして

特定された除去費用等については、損益計算上の費用には計上せず、公立大学法

人以外の地方独立行政法人においてはその他行政コストに計上、公立大学法人に

おいては資本剰余金を減額することとなる。

２ 以下に、具体的な事例に則して、説明を加える。

前提条件

Ｘ１年４月１日に設備Ａを取得し、使用を開始した。当該設備の取得原価は１

０，０００、耐用年数は５年であり、法人には当該設備を使用後に除去する法的

義務が発生している。

当該設備の除去時の支出見積額は１，０００。なお、当該資産除去債務に対応

する除去費用等は、当該費用に対応すべき収益の獲得が予定されていないものと
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して特定されている。

Ｘ６年３月３１日に設備Ａを除去したが、実際の除去に係る支出額は１，０５

０であった（財源は施設費とする。）。

資産除去債務は取得時にのみ発生するものとし、法人は当該設備について残存

価額ゼロで定額法により減価償却を行っている。割引率は３．０％とする。

(1) Ｘ１年４月１日

設備Ａの取得と関連する資産除去債務の計上

  有形固定資産（設備Ａ） １０，８６３ 現金預金   １０，０００

                      資産除去債務(*1)  ８６３

  (*1) 将来キャッシュ・フロー見積額 1,000／(1.03)5＝86

預り施設費の資本剰余金への振替

  預り施設費      １０，０００ ／ 資本剰余金  １０，０００

(2) Ｘ２年３月３１日

時の経過による資産除去債務の増加

   

(*2) X1 年 4 月 1 日における資産除去債務 863×3.0%＝26

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却

  

(*3) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年

  ＝2,173

(3) Ｘ３年３月３１日

時の経過による資産除去債務の増加

      

(*4) X2 年 3 月 31 日における資産除去債務 (863＋26)×3.0%＝27

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却

  

(*5) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年

   ＝2,173

(4) Ｘ４年３月３１日

時の経過による資産除去債務の増加

(*6) X3 年 3 月 31 日における資産除去債務 (863＋26＋27)×3.0%＝27

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却

利息費用相当累計額

（利息費用相当額）

２６ 資産除去債務(*2) ２６

減価償却相当累計額

（減価償却相当額） (*3)

２，１７３ 減価償却累計額 ２，１７３

利息費用相当累計額

（利息費用相当額）

２７ 資産除去債務(*4) ２７

減価償却相当累計額

（減価償却相当額） (*5)

２，１７３ 減価償却累計額 ２，１７３

利息費用相当累計額

（利息費用相当額）

２７ 資産除去債務(*6) ２７

減価償却相当累計額 ２，１７３ 減価償却累計額 ２，１７３
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(*7) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年

   ＝2,173

(5) Ｘ５年３月３１日

時の経過による資産除去債務の増加

     

(*8) X4 年 3 月 31 日における資産除去債務 (863＋26＋27＋27)×3.0%＝28

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却

  

(*9) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年

   ＝2,173

(6) X6 年 3 月 31 日

時の経過による資産除去債務の増加

(*10) X5 年 3 月 31 日における資産除去債務 (863＋26＋27＋27＋28)×3.0%

＝29

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却

   

(*11) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863-173×4

    ＝2,171

設備Ａの除去及び資産除去債務の履行

  設備Ａを使用終了に伴い除去することとする。特定された除去費用等につ

いては、資産除去の実行時において、その実際の発生額を損益計算上の費用

に計上するものとする。また、公立大学法人以外の地方独立行政法人におい

ては、注解７０第３項に基づき、資産除去債務の実行時までに計上した資産

除去に係る減価償却相当累計額及び利息費用相当累計額を、その他行政コス

トにてそれぞれ減価償却相当額及び利息費用相当額の科目でマイナス計上す

る。なお、この処理を行う理由は、資産除去の実行時にその実際の発生額を

損益計算書の費用に計上すると、これまで行政コスト計算書に表示されてい

た資産除去コストの累計額が資産除去を実行した期の行政コスト計算書にも

表示されてしまうことから、行政コスト計算書において当該累計額を調整し

資産除去コストの重複認識を避ける必要があるためである。

  減価償却累計額 １０，８６３  有形固定資産（設備Ａ）１０，８６３

  除去費用     １，０５０ 現金預金        １，０５０

  資産除去債務(*12) １，０００ 利息費用相当累計額     １３７

（利息費用相当額）(*13)

（減価償却相当額） (*7)

利息費用相当累計額

（利息費用相当額）

２８ 資産除去債務(*8) ２８

減価償却相当累計額

（減価償却相当額） (*9)

２，１７３ 減価償却累計額 ２，１７３

利息費用相当累計額

（利息費用相当額）

２９ 資産除去債務(*10) ２９

減価償却相当累計額

（減価償却相当額） (*11)

２，１７１ 減価償却累計額 ２，１７１
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減価償却相当累計額     ８６３

（減価償却相当額）(*14)

(*12) X6年 3月31日における資産除去債務 863＋26＋27＋27＋28＋29＝1,000

(*13) 利息費用相当額累計額 26＋27＋27＋28＋29＝137

(*14) 資産除去に係る減価償却相当累計額＝除去費用資産計上額

除売却差額相当累計額(*15) 10,000  減価償却相当累計額 10,000

(*15) 陳腐化等のために除却処分する場合を想定

   財源として措置された預り施設費の振替（収益化）

  預り施設費 １，０５０  ／  施設費収益 １，０５０

Ｑ９４－１ 中期目標期間の 終年度においては目的積立金残額の積立金への振替

が行われ、積立金の設立団体等納付等が行われることになるが、これらの会計処

理は具体的にはどのような処理となるのか。

Ａ

１ 中期目標期間 終年度における会計処理は次のようになる。

(1) 中期目標期間 終年度に生じた当期未処分利益については、積立金に振り替

える（会計基準第９４）。この会計処理は、利益の処分に関する書類に表示さ

れ、翌事業年度に振替処理が行われることになる。

(2) 中期目標期間の 終年度に目的積立金及び前期中期目標期間繰越積立金が残

っている場合には、積立金に振り替える（会計基準第９４）。この会計処理に

ついても、利益の処分に関する書類に表示され、翌事業年度に振替処理が行わ

れることになる。

(3) 上記(1)及び(2)の処理を行った後の積立金の残高については、法第 40 条第

３項の規定に従い、設立団体等納付又は次期中期目標期間に繰り越すことにな

る。

２ 具体的な事例に基づき会計処理を説明すると、次のとおりである。

＜前提＞

  ● 中期目標期間 終年度の前年度（Ｘ１年度）

積立金期末残高 25,000   目的積立金期末残高 950

前中期目標期間繰越積立金期末残高 0

   （第一期の中期目標期間のため該当なし）

当期利益 1,000 （積立金への積立て 650、目的積立金への積立て 350）

  ● 中期目標期間 終年度（Ｘ２年度）

  当期利益 500   目的積立金当期取崩額 1,000

  設立団体等納付額 19,950   次期中期目標期間繰越額 6,500

○ Ｘ２年度（中期目標期間 終年度）

  （仕訳）

  前年度の当期利益の振替処理

未処分利益 1,000 積立金

目的積立金

650

350

（利益の処分に関する書類）
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利益の処分に関する書類

Ⅰ 当期未処分利益          500

当期総利益      500

Ⅱ 積立金振替額                  300

目的積立金      300

Ⅲ 利益処分額

積立金              800

（純資産変動計算書（関連部分を抜粋））

○ Ｘ３年度（次期中期目標期間の初年度）

（仕訳）

  前年度の当期利益及び目的積立金残額の積立金への振替処理

未処分利益

目的積立金

500

300

積立金 800

  設立団体等納付金、次期中期目標期間繰越積立金の処理

積立金 26,450 未払設立団体等納付金

前中期目標期間繰越積立金

19,950

6,500

（純資産変動計算書（関連部分を抜粋））

－ 950 25,000 1,000 1,000 26,950 26,950

当期変動額

350 650 -1,000 -1,000 － －

500 500 500 500

1,000 -1,000 -1,000 －

1,000 -650 650 -500 -500 -500 500

1,000 300 25,650 500 500 26,450 27,450

資本剰余金

Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

うち当期総利益 利益剰余金合計

当期首残高

純資産合計

目的積立金 積立金 当期未処分利益

　Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

　（１）　利益の処分

　　　　　利益処分による積立

当期変動額合計

当期末残高

　（２）　その他

　　　　　当期純利益

　　　　　目的積立金取崩額
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Ｑ９５―１ 目的積立金を財源に固定資産を取得した場合に取得原価を目的積立金

から資本剰余金に振り替えることになっているが、この場合利益処分に関する書

類を通さずに直接振替処理で行うと理解してよいか。

Ａ

１ 利益の処分に関する書類は、会計年度終了時における地方独立行政法人の当期

未処分利益を求め、その処分の内容を明らかにするものであるので、利益処分と

して目的積立金を積み立てた旨を表示すれば書類として完結し、その後の目的積

立金の取崩しについてまで記載する必要はない。

２ 目的積立金を財源として固定資産を取得した場合には、その取得時に当該資産

の取得価額と同額を目的積立金から資本剰余金へ振り替えることになるが、これ

は貸借対照表の利益剰余金と資本剰余金との振替を意味する会計処理である。

３ なお、当該会計処理は、純資産変動計算書の当期変動額に表示されることとな

る（Ｑ６７－１参照）。

Ｑ９５―２ 目的積立金を中期計画等に定める「剰余金の使途」に従って固定資産

を取得したときは、当該積立金は資本剰余金に振り替えることとなるが、その場

合、減価償却に相当する額は資本剰余金を減額することになるのか。

Ａ

  目的積立金を基に「剰余金の使途」に従って取得した固定資産の減価償却につ

いても、他の資産の減価償却と同様である。すなわち、「その減価に対応すべき

収益の獲得が予定されないもの」であるかの判断が行われ、これに該当するもの

として特定された場合には、会計基準第８７第１項による会計処理が行われるこ

とになる。

Ｑ９５―３ 前中期目標等期間繰越積立金を使用する際の会計処理はどうなるの

か。

Ａ

前中期目標等期間繰越積立金については、それが積み立てられている時点で効

力を有している中期計画等において、その使途が定められているはずであるので、

その使途に照らして目的積立金の会計処理（会計基準第９５）と同様の処理が行

われることになる。

－ － 300 25,650 500 － 26,450 27,450

当期変動額

6,500 -6,500 －

　　　 積立金への振替 -300 800 -500 － －

-19,950 -19,950 -19,950

－ 6,500 -300 -25,650 － － -19,950 -19,950

1,000 6,500 － － － － 6,500 75,000

純資産合計

資本剰余金

Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

うち当期総利益 利益剰余金合計

前中期目標期間
繰越積立金

目的積立金 積立金 当期未処分利益

当期首残高

　Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

　（１）　利益の処分

　　　　　前中期目標期間からの繰越し

　　　　　設立団体等納付金の納付

当期末残高

当期変動額合計
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Ｑ９６－１ 出資等に係る不要財産の出資等団体への納付を行った場合の資本金の

減少の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

地方独立行政法人が法第４２条の２の規定により出資等に係る不要財産の出資

等団体への納付を行った場合において、当該出資等に係る不要財産が出資等団体

からの出資に係るものであるときは、当該地方独立行政法人の資本金のうち当該

納付に係る部分として設立団体の長が定める金額を減少することとなる。

以下、出資等に係る不要財産の出資等団体への納付に伴う資本金の減少の会計

処理について事例に則して説明する。

前提条件

償却資産については、取得時の価額１００の資産（耐用年数５年で定額法、残

存価額ゼロ）を１年後に現物又は売却して納付した場合、非償却資産については、

取得時の価額１００の資産をその後に現物又は売却して納付した場合とする。

なお、①売却金額、②出資等団体への納付額及び③地方独立行政法人の資本金

のうち当該納付に係る部分として設立団体の長が定める金額は、それぞれ以下の

とおりとする。

納付方法・①売却金額 ②出資等団体へ

の納付額等

③地方独立行政法人の資本金のうち当該

納付に係る部分として設立団体の長が定

める金額

現物出資の場合 金銭出資の場合

現物納付の場合 現物 １００ １００

売却して

納付の場

合

１２０で売却 １２０ １００ １００

６０で売却 ６０ １００ １００

(1) 現物出資の場合
(取得時) 資産 １００ 資本金 １００

① 現物納付した場合

ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合）
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

(返納時) 資本金 １００ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 資本剰余金(減資差

益)

２０

b 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合）
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

(返納時) 資本金 １００ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

c 非償却資産の場合
(返納時) 資本金 １００ 土地 １００

② 資産を売却し、現金で納付した場合

a 通常の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がない場合)
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(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

出資等団体納付金

(臨時損失)

２０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

固定資産売却損 ２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 ６０

資本剰余金(減資差益) ４０

b 特定の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がある場合)
(減価償

却)

減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却された場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ４０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等団

体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 ６０

資本剰余金(減資差益) ４０

c 非償却資産の場合

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本金 １００ 現金 ６０

資本剰余金(減資差益) ４０
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(2) 金銭出資の場合
(出資時) 現金 １００ 資本金 １００

(取得時) 資産 １００ 現金 １００

① 現物納付した場合

a 通常の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がない場合)
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

(返納時) 資本金 １００ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 資本剰余金(減価差益) ２０

b 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合）
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

(返納時) 資本金 １００ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

c 非償却資産の場合
(返納時) 資本金 １００ 土地 １００

② 資産を売却し、現金で納付した場合

a 通常の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がない場合)
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

出資等団体納付金

(臨時損失)

２０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

固定資産売却損 ２０

(返納時) 資本金 ６０ 現金 ６０

b 特定の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がある場合)
(減価償

却)

減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却された場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等団

体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

除売却差額相当累計額 ２０
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（除売却差額相当額）
除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本金 ６０ 現金 ６０

c 非償却資産の場合

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本金 ６０ 現金 ６０

Ｑ９６－２ 取得時において資本剰余金として計上された資産を出資等に係る不要

財産として出資等団体へ納付した場合の資本剰余金の減少の会計処理はどのよう

になるのか。
Ａ

地方独立行政法人が出資等団体からの支出により取得した固定資産の中には、

取得原資拠出者の意図や取得資産の内容等を勘案し、地方独立行政法人の会計上

の財産的基礎を構成すると認められる場合に、相当額を資本剰余金として計上す

る資産が存在する。このため、会計基準第９６第２項において、取得時に資本剰

余金として計上された資産を出資等に係る不要財産として出資等団体へ納付した

場合は、資本金の減少に係る会計処理に準じて、当該納付に係る部分の金額を資

本剰余金から減少することとされている。

以下、施設費等により取得し、資本剰余金に計上された資産を出資等に係る不

要財産として出資等団体へ納付した場合の会計処理について、事例に則して説明

を加える。

前提条件

償却資産については、取得時の価額１００の資産（耐用年数５年で定額法、残

存価額ゼロ）を１年後に現物又は売却して納付した場合、非償却資産については、

取得時の価額１００の資産をその後に現物又は売却して納付した場合とする。

なお、売却して納付した場合の出資等団体への納付額については、１２０で売

却した場合は１２０、６０で売却した場合は６０とする。
(取得時) 資産 １００ 現金 １００

預り施設費 １００ 資本剰余金(施設費) １００

① 現物納付した場合

ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合）
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) ８０ 資産 １００
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減価償却累計額 ２０

b 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合）
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) １００ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

c 非償却資産の場合
(返納時) 資本剰余金(施設費) １００ 土地 １００

② 資産を売却し、現金で納付した場合

a 通常の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がない場合)
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

(返納時) 資本剰余金(施設費) １００ 現金 １２０

出資等団体納付金

(臨時損失)

２０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

固定資産売却損 ２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) ６０ 現金 ６０

b 特定の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がある場合)
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却された場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２

０

資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) １０

０

現金 １２０

資本剰余金(出資等団

体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) ６０ 現金 ６０

c 非償却資産の場合

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２ 土地 １００
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０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）)

２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) １０

０

現金 １２０

資本剰余金(出資等団

体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本剰余金(施設費) ６０ 現金 ６０

Ｑ９６－３ 公立大学法人以外の地方独立行政法人においては、取得時において資

産見返負債が計上された資産を出資等に係る不要財産として出資等団体へ納付し

た場合の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

地方独立行政法人が運営費交付金や補助金等により償却資産又は非償却資産

（運営費交付金により中期計画等の想定の範囲外として取得した場合）を取得し

た場合には、相当額を資産見返負債として計上することとされている。

以下、資産見返負債を計上している固定資産を出資等に係る不要財産として出

資等団体へ納付した場合の会計処理について、運営費交付金で取得した資産を例

として説明する。

前提条件

償却資産については、取得時の価額１００の資産（耐用年数５年で定額法、残

存価額ゼロ）を１年後に現物又は売却して納付した場合、非償却資産については、

中期計画等の想定の範囲外において取得したものであり、取得時の価額１００の

資産をその後に現物又は売却して納付した場合とする。

なお、売却して納付した場合の出資等団体への納付額については、１２０で売

却した場合は１２０、６０で売却した場合は６０とする。
(取得時) 資産 １００ 現金 １００

運営費交付金債務 １００ 資産見返運営費交付金 １００

① 現物納付した場合

ａ 償却資産の場合
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

資産見返運営費交付金 ２０ 資産見返運営費交付

金戻入

２０

(返納時) 出資等団体納付金(臨

時損失)

８０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

資産見返運営費交付金 ８０ 資産見返運営費交付

金戻入

８０

b 非償却資産の場合
(返納時) 出資等団体納付金(臨 １００ 土地 １００
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時損失)

資産見返運営費交付金 １００ 資産見返運営費交付

金戻入

１００

② 資産を売却し、現金で納付した場合

a 償却資産の場合
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

資産見返運営費交付金 ２０ 資産見返運営費交付金

戻入

２０

イ １２０で売却した場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

資産見返運営費交付金 ８０ 資産見返運営費交

付金戻入

８０

(返納時) 出資等団体納付金(臨

時損失)

１２０ 現金 １２０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする。）
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

固定資産売却損 ２０

資産見返運営費交付金 ８０ 資産見返運営費交

付金戻入

８０

(返納時) 出資等団体納付金(臨

時損失)

６０ 現金 ６０

b 非償却資産の場合

イ １２０で売却した場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 １２０ 土地 １００

固定資産売却益 ２０

資産見返運営費交付金 １００ 資産見返運営費交付

金戻入

１００

(返納時) 出資等団体納付金(臨

時損失)

１２０ 現金 １２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 ６０ 土地 １００

固定資産売却損 ４０

資産見返運営費交付金 １００ 資産見返運営費交

付金戻入

１００

(返納時) 出資等団体納付金(臨

時損失)

６０ 現金 ６０

Ｑ９６－４ 出資等団体からの金銭出資により満期保有目的の債券を購入している

場合において、当該債券の一部について出資等に係る不要財産として出資等団体

へ納付した場合の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

  地方独立行政法人が法第４２条の２の規定により出資等に係る不要財産に係る

出資等団体への納付を行った場合において、当該出資等に係る不要財産が出資等
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団体からの出資に係るものであるときは、当該地方独立行政法人は、当該地方独

立行政法人の資本金のうち当該納付に係る部分として設立団体の長が定める金額

を減少することとなる。

  以下、事例に則して説明する。

前提条件

  出資等団体から１００の金銭出資を受け満期保有目的で取得した債券（額面１

００、取得時の価額１００）について、出資等に係る不要財産として償還期限前

に出資等団体へ納付した場合とする。

  当該債券については、法第４２条の２の規定に基づく出資等に係る不要財産の

出資等団体への納付の対象となった時点において、その他有価証券に保有目的の

変更を行っている。

  なお、①売却金額、②出資等団体への納付額等及び③地方独立行政法人の資本

金のうち当該納付に係る部分として設立団体の長が定める金額は、それぞれ以下

のとおりとし、年度を越えて売却した場合における当該債券のＸ年度末の時価は

９０とする（評価差額については、その全額を純資産の部にその他有価証券評価

差額金として計上する）。

納付方法・①売却金額 ②出資等団

体への納付

額等

③地方独立行政法人の資本金のう

ち当該納付に係る部分として設立

団体の長が定める金額

現物納付の場合 現物 １００

売却して納付の

場合

１０５で売却 １０５ １００

９５で売却 ９５ １００

(出資時) 現金 １００ 資本金 １００

(取得時) 投資有価証券 １００ 現金 １００

(1) 債券の保有目的変更年度と同一年度において出資等団体へ納付した場合

  ① 現物納付した場合
(返納時) 資本金 １００ 投資有価証券 １００

② 資産を売却し、現金で納付した場合

イ １０５で売却した場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 １０５ 投資有価証券 １００

投資有価証券売却益

（臨時利益）

５

(返納時) 資本金 １００ 現金 １０５

出資等団体納付金   

(臨時損失)

５

ロ ９５で売却した場合（現金取引とする。）
(売却時) 現金 ９５ 投資有価証券 １００

投資有価証券売却損 ５
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（臨時損失）

(返納時) 資本金 １００ 現金 ９５

５ 資本剰余金

（減資差益）

５

(2) 債券の保有目的変更年度の翌年度において出資等団体へ納付した場合

Ｘ年度             
(年度末) 有価証券 １００ 投資有価証券 １００

その他有価証券

評価差額金

１０ 有価証券 １０

①  現物納付した場合

Ｘ＋１年度
(売却時) 有価証券 １０ その他有価証券

評価差額金

１０

(返納時) 資本金 １００ 有価証券 １００

②  資産を売却し、現金で納付した場合

Ｘ＋１年度
(年度末) 有価証券 １０ その他有価証券

評価差額金

１０

イ １０５で売却された場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 １０５ 有価証券 １００

有価証券売却益

（臨時利益）

５

(返納時) 資本金 １００ 有価証券 １００

出資等団体納付金

（臨時損失）

５

ロ ９５で売却した場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 ９５ 有価証券 １００

有価証券売却損

（臨時損失）

５

(返納時) 資本金 １００ 有価証券 ９５

資本剰余金(減資差益) ５

Ｑ９６－５ 出資等に係る不要財産に係る譲渡取引と当該出資等に係る不要財産の

出資等団体への納付が年度を跨った場合には、出資等に係る不要財産の出資等団

体への納付に係る注記はどちらの年度において行うことになるか。

Ａ

  出資等に係る不要財産の出資等団体への納付に係る注記は、地方独立行政法人

が出資等に係る不要財産に係る譲渡取引を行った年度及び実際に当該出資等に係

る不要財産の出資等団体への納付を行った年度において記載することとなる。な

お、譲渡取引が行われた年度における注記について、出資等団体への納付が行わ

れないと記載できない事項については、財務諸表作成時点において判明している

事項を可能な限り取り込んで記載することとなる。
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Ｑ９６－６ 出資等に係る不要財産を譲渡し、この譲渡収入の範囲内で出資等団体

へ納付する場合において、法第４２条の２第３項ただし書に規定する設立団体の

長の認可があった場合の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

  法第４２条の２第３項ただし書においては、出資等に係る不要財産の譲渡によ

り生じた簿価超過額がある場合において、その全部又は一部の金額について出資

等団体に納付しないことについて設立団体の長の認可を受けた場合においては、

当該認可額については出資等団体に納付することを要しないとされている。

  以下、出資等に係る不要財産について出資等団体へ納付する場合で、法第４２

条の２第３項ただし書により簿価超過額のうち一部の金額を出資等団体へ納付し

ないことについて設立団体の長が認可した場合の会計処理について、事例に則し

て説明する。

前提条件

出資等団体からの現物出資に係る会計基準第８７第１項の適用がある特定償却

資産（取得価額１００、耐用年数５年で定額法、残存価額ゼロ）について１年後

に不要財産として売却し、その収入をもって出資等団体へ納付した場合で、簿価

超過額の一部の金額については出資等団体へ納付しないことについて設立団体の

長の認可がある場合とする。

なお、①売却金額、②法第４２条の２第３項ただし書により設立団体の長が認

可した金額、③出資等団体への納付額及び④地方独立行政法人の資本金のうち当

該納付に係る部分として設立団体の長が定める金額は、それぞれ以下のとおりと

する。

①売却金

額

②法第 42 条の２第３項

ただし書により設立団体

の長が認可した金額

③出資等団

体への納付

額

(①－②)

④地方独立行政法人の資

本金のうち当該納付に係

る部分として設立団体の

長が定める金額

１２０ １５ １０５ １００

(出資時) 資産 １００ 資本金 １００

(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

固定資産売却益 ２０
除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １０５

出資等団体納付金

（臨時損失）

５

Ｑ９６－７ 出資等に係る不要財産の譲渡収入を２以上の出資等団体へ納付する場
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合の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

地方独立行政法人が法第４２条の２の規定により出資等に係る不要財産に係る

出資等団体への納付を行った場合において、当該出資等に係る不要財産が２以上

の出資等団体からの出資に係るものであるときは、取得時の出資等割合を基礎に

出資等団体への納付額を算定する。

以下、事例に則して説明する。

前提条件

Ａ出資等団体から６０、Ｂ出資等団体から４０の金銭出資を受けて資産を取得

し、償却資産については取得時の価額１００の資産（耐用年数５年で定額法、残

存価額ゼロ）を１年後に売却して納付した場合、非償却資産については取得時の

価額１００の資産をその後に売却して納付した場合とする。

なお、①売却金額、②Ａ出資等団体に係る出資等割合及び納付額、③Ｂ出資等

団体に係る出資等割合及び納付額並びに④地方独立行政法人の資本金のうち当該

納付に係る部分として設立団体の長が定める金額は、それぞれ以下のとおりとす

る。

①売却金額 ②Ａ出資等団体 ③Ｂ出資等団体 ④地方独立行政法人の資

本金のうち当該納付に係

る部分として設立団体の

長が定める金額
出資等割合 納付額 出資等割合 納付額

１２０で売却 ０．６(=60/100) ７２ ０．４(=40/100) ４８ １００

６０で売却 ０．６(=60/100) ３６ ０．４(=40/100) ２４ ６０

※Ａ出資等団体（又はＢ出資等団体）に係る出資等割合

＝

不要財産の取得の日における帳簿価額のうち、

Ｂ出資等団体（又はＢ出資等団体）からの出資又は支出の額に相当する額

不要財産の取得の日における帳簿価額のうち、

全ての出資等団体からの出資又は支出の額に相当する額

(出資時) 現金 １００ 資本金 １００

(取得時) 資産 １００ 現金 １００

a 通常の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がない場合)
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 ６０ 現金 ７２

出資等団体納付金

(臨時損失)

１２

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 ４０ 現金 ４８

出資等団体納付金

(臨時損失)

８

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
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(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

固定資産売却損 ２０

(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 ３６ 現金 ３６

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 ２４ 現金 ２４

b 特定の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がある場合)
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却された場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

除売却差額相当累

計額

２０ 減価償却相当累計額 ２０

(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 ６０ 現金 ７２

資本剰余金(出資

等団体納付差額)

１２

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 ４０ 現金 ４８

資本剰余金(出資

等団体納付差額)

８

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 ３６ 現金 ３６

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 ２４ 現金 ２４

c 非償却資産の場合

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 ６０ 現金 ７２

資本剰余金(出資

等団体納付差額)

１２

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 ４０ 現金 ４８

資本剰余金(出資

等団体納付差額)

８

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０
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(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 ３６ 現金 ３６

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 ２４ 現金 ２４

Ｑ９６－８ 取得後に資本的支出があった出資等に係る不要財産について、譲渡収

入を２以上の出資等団体へ納付する場合の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

地方独立行政法人が法第４２条の２の規定により出資等に係る不要財産に係る

出資等団体への納付を行った場合において、当該出資等に係る不要財産が２以上

の出資等団体からの出資に係るものであり、当該財産の取得後に資本的支出があ

るときは、資本的支出を行った時点における出資等割合を基礎に出資等団体への

納付額を算定する。

以下、事例に則して説明する。

前提条件

Ａ出資等団体からの金銭出資を受けて取得した償却資産（取得価額１００、耐

用年数５年で定額法、残存価額ゼロ）について、１年後にＢ出資等団体から２０

の金銭出資を受けて資本的支出を行い、さらに１年後に売却して納付した場合と

する。また、資本的支出による当該償却資産の耐用年数の延長はないものとす

る。

なお、①売却金額、②Ａ出資等団体に係る出資等割合及び納付額、③Ｂ出資等

団体に係る出資等割合及び納付額、並びに④地方独立行政法人の資本金のうち当

該納付に係る部分として設立団体の長が定める金額は、それぞれ以下のとおりと

する。

①売却金額 ②Ａ出資等団体 ②Ｂ出資等団体 ③地方独立行政法人の資

本金のうち当該納付に係

る部分として設立団体の

長が定める金額
出資等割合 納付額 出資等割合 納付額

１４０で売却 ０．８

(=80/100)

１１２ ０．２

(=20/100)

２８ １２０

６０で売却 ０．８

(=80/100)

４８ ０．２

(=20/100)

１２ ６０

※Ａ出資等団体に係る出資等割合

＝

資本的支出があった日における不要財産の帳簿価額のうち、

Ａ出資等団体からの出資又は支出の額に相当する額

資本的支出があった日における不要財産の帳簿価額のうち、

全ての出資等団体からの出資又は支出の額に相当する額
＝0.8（80÷（100－減価償却費 20＋資本的支出 20））

Ｂ出資等団体に係る出資等割合

資本的支出があった日における不要財産の帳簿価額のうち、
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＝ Ｂ出資等団体からの出資又は支出の額に相当する額

資本的支出があった日における不要財産の帳簿価額のうち、

全ての出資等団体からの出資又は支出の額に相当する額
＝0.2（20÷（100－減価償却費 20＋資本的支出 20））

(Ａ出資等団

体出資時)

現金 １００ 資本金 １００

(取得時) 資産 １００ 現金 １００

a 通常の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がない場合)
(１年目の減

価償却)

減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

(Ｂ出資等団

体出資時)

現金 ２０ 資本金 ２０

(資本的支出

時)

資産 ２０ 現金 ２０

(２年目の減

価償却)

減価償却費 ２５ 減価償却累計額 ２５

※Ａ出資等団体からの金銭出資を受けて取得した償却資産

取得価額１００÷５年＝２０

Ｂ出資等団体からの金銭出資を受けて取得した償却資産

取得価額 ２０÷４年＝５(耐用年数の延長がない前提)

計 ２５

イ １４０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １４０ 資産 １２０

減価償却累計額 ４５ 固定資産売却益 ６５

(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 １００ 現金 １１２

出資等団体納付金

(臨時損失)

１２

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 ２０ 現金 ２８

出資等団体納付金

(臨時損失)

８

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時) 現金 ６０ 資産 １２０

減価償却累計額 ４５

固定資産売却損 １５

(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 ４８ 現金 ４８

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 １２ 現金 １２

b 特定の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がある場合)
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

(Ｂ出資等団体

出資時)

現金 ２０ 資本金 ２０

(資本的支出時) 資産 ２０ 現金 ２０



206

(２年目の減価

償却)

減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２５ 減価償却累計額 ２５

イ １４０で売却された場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １４０ 資産 １２０

減価償却累計額 ４５ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４５

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 １００ 現金 １１２

資本剰余金(出資等団

体納付差額)

１２

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 ２０ 現金 ２８

資本剰余金(出資等団

体納付差額)

８

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 資産 １２０

減価償却累計額 ４５
除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

１５

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(Ａ出資等団

体返納時)

資本金 ４８ 現金 ４８

(Ｂ出資等団

体返納時)

資本金 １２ 現金 １２

Ｑ９６－９ 注解７２で求められている出資等に係る不要財産の出資等団体への納

付に係る注記については、どのような様式で記載することとなるのか。

Ａ

以下のようなものが考えられる。

① 資産種類 ×× △△ □□

② 資産名称

③ 帳簿価額

(1)取得価額

(2)減価償却

(3)帳簿価額

④ 不要財産となった理由

⑤ 出資等団体への納付の方法

⑥ 譲渡収入の額

⑦ 控除費用

⑧

出資等団体への納付の

額

納付年月日

出資等団体への

払戻額

納付年月日

⑨ 減資額

⑩ 備考

Ｑ９７－１ 出資等に係る不要財産を譲渡し、この譲渡収入の範囲内で出資等団体
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へ納付する場合において、当該譲渡取引が設立団体の長により必要なものとして

指定された場合の出資等団体への納付に伴う資本金の減少の会計処理はどのよう

になるのか。

Ａ

地方独立行政法人が法第４２条の２の規定により出資等に係る不要財産として

出資等団体に納付した場合において、設立団体の長が必要なものとして指定した

譲渡取引に係る譲渡差額については、損益計算上の損益には計上せず、資本剰余

金を減額又は増額することとなる。

以下、出資等に係る不要財産の出資等団体への納付に伴う資本金の減少の会計

処理について事例に則して説明する。

前提条件

償却資産については、取得時の価額１００の資産（耐用年数５年で定額法、残

存価額ゼロ）を１年後に売却して納付した場合、非償却資産については、取得時

の価額１００の資産をその後に売却して納付した場合とする。

なお、①売却金額、②出資等団体への納付額及び③地方独立行政法人の資本金

のうち当該納付に係る部分として設立団体の長が定める金額は、それぞれ以下の

とおりとする。

①売却金額
②出資等団体への納付

額

③地方独立行政法人の資本金のうち当

該納付に係る部分として設立団体の長

が定める金額

現物出資の場合 金銭出資の場合

１２０ １２０ １００ １００

６０ ６０ １００ ６０

(1) 現物出資の場合
(取得時) 資産 １００ 資本金 １００

a 通常の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がない場合)
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額

(損益外除売却差額相当

額）

２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等団体

納付金)

２０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 ６０

資本剰余金(減資差益) ４０
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b 特定の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がある場合)
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却された場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等団

体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０
除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 ６０

資本剰余金(減資差益) ４０

c 非償却資産の場合

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本金 １００ 現金 ６０

資本剰余金(減資差益) ４０

(2) 金銭出資の場合
(出資時) 現金 １００ 資本金 １００

(取得時) 資産 １００ 現金 １００

a 通常の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がない場合)
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
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(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

(返納時) 資本金 ６０ 現金 ６０

b 特定の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がある場合)
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却された場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０
除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本金 ６０ 現金 ６０

c 非償却資産の場合

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本金 ６０ 現金 ６０

Ｑ９７－２ 取得時に資本剰余金として計上された資産を出資等に係る不要財産と

して出資等団体へ納付した場合において、当該出資等に係る不要財産の譲渡取引

が設立団体の長により必要なものとして指定された場合の出資等団体への納付に

伴う資本剰余金の減少の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

会計基準第９７第１項の規定により、取得時に資本剰余金として計上された資

産を、地方独立行政法人が法第４２条の２の規定により出資等に係る不要財産と

して出資等団体に納付した場合において、設立団体の長が必要なものとして指定

した譲渡取引に係る譲渡差額については、損益計算上の損益には計上せず、資本

剰余金を減額又は増額することとなる。
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以下、施設費等により取得し、資本剰余金に計上された資産を出資等に係る不

要財産として出資等団体へ納付した場合の会計処理について、事例に則して説明

を加える。

前提条件

償却資産については、取得時の価額１００の資産（耐用年数５年で定額法、残

存価額ゼロ）を１年後に売却して納付した場合、非償却資産については、取得時

の価額１００の資産をその後に売却して納付した場合とする。

なお、売却して納付した場合の出資等団体への納付額については、１２０で売

却した場合は１２０、６０で売却した場合は６０とする。

(取得時) 資産 １００ 現金 １００

預り施設費 １００ 資本剰余金(施設費) １００

a 通常の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がない場合)
(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本剰余金(施設費) １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合（現金取引とする）
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) ６０ 現金 ６０

b 特定の償却資産の場合(会計基準第８７第１項の適用がある場合)
(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却された場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等団

体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０
除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) ６０ 現金 ６０
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c 非償却資産の場合

イ １２０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 １２０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

(返納時) 資本剰余金(施設費) １００ 現金 １２０

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

２０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする)
(売却時) 現金 ６０ 土地 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

(返納時) 資本剰余金(施設費) ６０ 現金 ６０

Ｑ９７－３ 出資等団体からの金銭出資により取得した満期保有目的債券を出資等

に係る不要財産として売却して出資等団体へ納付した場合において、設立団体の

長が必要なものとして当該譲渡取引を指定した場合の会計処理はどのようになる

のか。

Ａ

地方独立行政法人が法第４２条の２の規定により出資等に係る不要財産として

出資等団体に納付した場合において、設立団体の長が必要なものとして指定した

譲渡取引に係る譲渡差額については、損益計算上の損益には計上せず、資本剰余

金を減額又は増額することとなる。

  以下、事例に則して説明する。

前提条件

  設立団体から１００の金銭出資を受け満期保有目的で取得した債券（額面１０

０、取得時の価額１００）について、出資等に係る不要財産として償還期限前に

売却し、売却収入を出資等団体に納付した場合とする。

  当該債券については、法第４２条の２に基づく出資等に係る不要財産の出資等

団体への納付の対象となった時点において、その他有価証券に保有目的の変更を

行っている。

  なお、①売却金額、②出資等団体への納付額及び③地方独立行政法人の資本金

のうち当該納付に係る部分として設立団体の長が定める金額は、それぞれ以下の

とおりとする。また、年度を越えて売却した場合における当該債券のＸ年度末の

時価は９０とする（評価差額については、その全額を純資産の部にその他有価証

券評価差額金として計上する）。

① 売却額 ② 出資等団体への給付 ③ 地方独立行政法人の資本金のうち当

該納付に係る部分として設立団体の

長が定める金額

１０５ １０５ １００

９５ ９５ １００

(出資時) 現金 １００ 資本金 １００
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(取得時) 投資有価証券 １００ 現金 １００

(1) 債券の保有目的変更年度と同一年度において出資等団体へ納付した場合

イ １０５で売却した場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 １０５ 投資有価証券 １００

減価償却累計額 ２０ 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

５

(返納時) 資本剰余金 １００ 現金 １０５

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

５

ロ ９５で売却した場合（現金取引とする。）
(売却時) 現金 ９５ 投資有価証券 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

５

(返納時) 資本剰余金 １００ 現金 ９５

資本剰余金(減資差益) ５

(2) 債券の保有目的変更年度の翌年度において出資等団体へ納付した場合

Ｘ年度            
(年度末) 有価証券 １００ 投資有価証券 １００

その他有価証券

評価差額金

１０ 有価証券 １０

Ｘ＋１年度

(年度初) 有価証券 １０ その他有価証券

評価差額金

１０

イ １０５で売却された場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 １０５ 有価証券 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

５

(返納時) 資本金 １００ 現金 １０５

資本剰余金(出資等

団体納付差額)

５

ロ ９５で売却した場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 ９５ 有価証券 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

５

(返納時) 資本金 １００ 現金 ９５

資本剰余金(減資差益) ５

Ｑ９７－４ 出資等に係る不要財産を譲渡し、この譲渡収入の範囲内で出資等団体

へ納付する場合において、設立団体の長が出資等団体への納付額から控除を認め

る費用がある場合の資本金の減少の会計処理はどのようになるのか。

Ａ

  地方独立行政法人が法第４２条の２の規定により出資等に係る不要財産として
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出資等団体に納付した場合において、設立団体の長が必要なものとして指定した

譲渡取引に係る譲渡費用については、損益計算上の損益には計上せず、資本剰余

金を減額することとなる。

  以下、事例に則して説明する。

前提条件

出資等団体からの金銭出資により取得した特定償却資産（取得価額１００）に

ついて１年後に出資等に係る不要財産として売却し、その収入をもって出資等団

体納付した場合（当該譲渡取引は設立団体の長の指定を受けている）において、

当該納付に際し控除対象となる費用１０について設立団体の長の指定がある場合

を例とする。当該資産については、耐用年数５年、残存価額ゼロで減価償却を行

っているものとする。

なお、①売却金額、②控除を認められた費用の額、③出資等団体への納付額及

び④地方独立行政法人のうち当該納付に係る部分として設立団体の長が定める金

額は、それぞれ以下のとおりとする。

① 売却金額 ② 控除を認め

られた費用

の額

③出資等団体へ

の納付額

④ 地方独立行政法人の資本金のう

ち当該納付に係る部分として設

立団体の長が定める金額

１２０ １０ １１０ １００

６０ １０ ５０ ５０

(出資時) 現金 １００ 資本金 １００

(取得時) 資産 １００ 現金 １００

(減価償却) 減価償却相当累計額

（減価償却相当額）

２０ 減価償却累計額 ２０

イ １２０で売却された場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

４０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(譲渡費用) 除売却差額相当累計額 １０ 現金 １０

(返納時) 資本金 １００ 現金 １１０

資本剰余金(出資等団

体納付差額)

１０

ロ ６０で売却した場合(現金取引とする。)
(売却時) 現金 ６０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０
除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

２０

除売却差額相当累計額 ２０ 減価償却相当累計額 ２０

(譲渡費用) 除売却差額相当累計額

（除売却差額相当額）

１０ 現金 １０

(返納時) 資本金 ５０ 現金 ５０
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Ｑ９７－５ 出資等に係る不要財産に係る出資等団体への納付に関し、その出資等

に係る不要財産を売却した年度と出資等団体への納付をする年度が異なる場合の

会計処理はどのようになるのか。

Ａ

資本金の減額の処理は、実際の出資等団体への納付時に行うことになるが、出

資等団体への納付予定額が減少する資本金額を上回る場合においては、譲渡取引

終了後、遅滞なく出資等団体に納付することが求められており（法第４２条の２

第２項）、その時点より出資等団体への納付義務は発生していることに鑑みて、

決算書作成時までに出資等団体納付額が確定しているようであれば、出資等団体

への納付予定額のうち減少する資本金額を上回る額について負債計上を行ってお

くこととなる。なお、会計基準第９７第１項の規定に基づき資本剰余金を減額又

は増額した額についても同様の処理となる。

以下、具体的な事例に則して説明を加える（なお、減損処理については省略し

ている。）。

前提条件

  Ｘ年度初に取得した取得時の価額１００の償却資産（会計基準第８７第１項の

適用がなく、耐用年数５年で定額法、残存価額ゼロ）をＸ年度末の３月に１２０

で売却（現金取引とし、売却に当たっての費用はゼロ）し、翌年度４月上旬に設

立団体の長より出資等団体へ納付すべき金額１２０の通知を受けた例とする。な

お、地方独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る部分として設立団体の長が

定める金額については、１００とする。

＜Ｘ年度＞
(取得時) 資産 １００ 資本金 １００

(減価償却) 減価償却費 ２０ 減価償却累計額 ２０

(売却時) 現金 １２０ 資産 １００

減価償却累計額 ２０ 固定資産売却益 ４０

(年度末) 出資等団体納付金 ２０ 出資等団体納付未払金

（臨時損失）

２０

     

＜Ｘ＋１年度＞
(返納時) 資本金      １００ 現金 １２０

出資等団体納付未払金 ２０

第１３章 区分経理の会計処理
   

Ｑ９８－１ 勘定間を職員が異動したことにより、退職給付債務及び年金資産を取

り崩し又は計上する場合において、当該取崩額又は計上額は退職給付費用に加減

算することとしてよいか。また、退職給付費用から減算した場合において、当該

勘定の退職給付費用がマイナスの金額となる場合があるが、このような場合どの

ように処理するのが適切か。

Ａ

職員の勘定間の異動によって生じた退職給付債務及び年金資産の増減額は退職
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給付費用に加減算する。その結果、特定の勘定で退職給付費用がマイナスとなっ

た場合には、当該勘定において、退職給付費用のマイナス金額で処理する。

Ｑ１０３―１ 設立団体が二以上である地方独立行政法人が設立団体ごとに区分し

て経理する場合は、具体的にどのように行うこととなるのか。

Ａ

１ 設立団体が二以上である地方独立行政法人が設立団体ごとに区分して経理する

場合は、設立団体ごとの勘定別財務諸表を作成する方法と、設立団体単位の財務

諸表をセグメント情報として開示する方法が考えられる。

２ 設立団体ごとの勘定別財務諸表を作成する方法による場合には、法第 123 条第

２項に基づき、設立団体が協議し、各設立団体は、当該方法による旨を規則で定

められなければならない。

当該方法による場合の会計処理としては、申請等関係事務処理法人の区分経理

の会計処理に準じ、法人単位財務諸表及び設立団体ごとの勘定別財務諸表を作成

することとなる。

３ 設立団体ごとの財務諸表をセグメント情報として開示する方法による場合に

は、各設立団体の規則にその旨を定める必要はなく、また、勘定別財務諸表にも

該当しないこととなる。

なお、公立大学法人以外の地方独立行政法人において、当該セグメント情報が

「中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情

報」と整合的でないと考えられる場合には、注解３９第３項に規定されている追

加的なセグメント情報として整理する。

また、公立大学法人において、当該セグメント情報が既存のセグメント情報と

整合的でない場合、追加的なセグメント情報として開示する必要がある。

第１４章 設立団体の数の変更に伴う会計処理

Ｑ１０４－１ 会計基準第１０４が定める注記事項は、具体的にどのように行うの

か。

Ａ

以下の記載例を参考に注記を行う。

【記載例】

(1) 加入した設立団体の概要

① 加入設立団体の名称

加入設立団体の名称 〇〇市

② 加入した主な理由

×××のため。

③ 加入日

平成 30 年 10 月１日

(2) 設立団体の増加により受け入れた資産及び負債の内訳と金額、資本金額
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固定資産  ××× 百万円

流動資産  ××× 百万円

資産合計  ××× 百万円

固定負債  ××× 百万円

流動負債  ××× 百万円

負債合計  ××× 百万円

資本金    ××× 百万円

純資産合計××× 百万円

Ｑ１０４－２ 設立団体の数の変更に伴う措置により受け入れた加入設立団体の資

金残高については、キャッシュ・フロー計算書上どのように表示するのか。

（関連項目：第６８ 表示区分）

Ａ

設立団体の数の変更により受け入れた加入設立団体の資金残高については、

「資金期首残高」に加算する形式で「設立団体の数の変更に伴う措置による資金

の増加額」を、以下のとおり独立表示する。

Ⅵ 資金期首残高                   ×××

Ⅶ 設立団体の数の変更に伴う措置による資金の増加額  ×××

Ⅷ 資金期末残高                   ×××

Ｑ１０４－３ 注解５０「重要な非資金取引について」において注記が求められて

いる「設立団体の数の変更に伴う措置により承継した資産、負債及び資本金並び

にその主な内訳」は、具体的にどのように記載するのか。

（関連項目：第７１ 注記事項）

Ａ

以下のように「設立団体の数の変更に伴う措置により承継した資産及び負債の

額並びにその主な内訳」を記載する。

【記載例】

（キャッシュ・フロー計算書関係）

重要な非資金取引の内容

設立団体の数の変更に伴う措置

当事業年度に設立団体に加入したＢ団体より承継した資産及び負債の主な内

訳は次のとおりです。また、設立団体の数の変更に伴う措置により増加した

資本金は×××百万円です。

設立団体の数の変更に伴う措置により承継した資産及び負債の額並びにその主

な内訳

固定資産  ××× 百万円

流動資産  ××× 百万円

資産合計  ××× 百万円

固定負債  ××× 百万円

流動負債  ××× 百万円

負債合計  ××× 百万円
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Ｑ１０４－４ 設立団体の数の変更に伴う措置による資産、負債及び資本金の計上

額について、附属明細書上どのように記載するのか。

（関連項目：第７７ 附属明細書）

Ａ

附属明細書の当期増加額に設立団体の数の変更に伴う措置による計上額を記載

するとともに、必要に応じて増加理由等を記載する。

Ｑ１０５－１ 設立団体の数の変更に伴う具体的な会計処理例はどのようなものか。

Ａ

以下に、具体的な事例に則して、説明を加える。

前提条件

Ｂ市（以下「加入設立団体Ｂ」という。）は平成 30 年４月１日付けでＡ地方独

立行政法人（設立団体はＡ県）に設立団体として加入した。

なお、加入直前日（平成 30 年３月 31 日）のＡ地方独立行政法人の貸借対照表

は、次のとおりである。

Ａ地方独立行政法人貸借対照表

固定資産 1,500 固定負債 300

流動資産 500 流動負債 200

負債合計 500

資本金 1,000

資本剰余金 300

利益剰余金 200

純資産合計 1,500

資産合計 2,000 負債純資産合計 2,000

（Ａ地方独立行政法人における加入時の仕訳）平成 30 年４月１日

法第 66 条の２第３項の規定により、加入設立団体Ｂより承継される資産及び

負債を加入日現在における時価を基準として加入設立団体Ｂが評価した価額を

基礎として計上し、その差額については資本金に計上する。

固定資産    900 ／ 固定負債    200

流動資産    100 ／ 流動負債    100

資本金     700

この結果、平成 30 年４月１日時点における設立団体の数の増加後のＡ地方独

立行政法人の貸借対照表は、次のようになる。

Ａ地方独立行政法人貸借対照表

固定資産 2,400 固定負債 500

流動資産 600 流動負債 300

負債合計 800

資本金 1,700
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資本剰余金 300

利益剰余金 200

純資産合計 2,200

資産合計 3,000 負債純資産合計 3,000

Ｑ１０６－１ 会計基準第１０６が定める注記事項は、具体的にどのように行うの

か。

Ａ

以下の記載例を参考に注記を行う。ただし、会計基準第１０５により出資等に

係る不要財産の納付を行った場合には、これに加え、注解７２に準じて注記を行

うことに留意する。

【記載例】

脱退した設立団体の概要

① 脱退設立団体の名称

脱退設立団体の名称 〇〇市

② 脱退した主な理由

×××のため。

③ 脱退日

平成 30 年 10 月１日

Ｑ１０７－１ 会計基準第１０７が定める重要な後発事象等の注記は、具体的にど

のように行うのか。

Ａ

貸借対照表日後、監査報告書日までの間に設立団体の数の変更に係る定款の変

更の効力が生じた場合、貸借対照表日後、監査報告書日までの間に設立団体の数

の変更に係る法第８条第２項の議決が行われた場合、又は当事業年度中に設立団

体の数の変更に係る法第８条第２項の議決が行われたが、貸借対照表日までに当

該定款の変更の効力が生じていない場合、以下の記載例を参考に注記を行う。な

お、当該記載例は、会計基準第１０４に準じた注記であり、会計基準第１０６に

準じた注記を行う場合、適宜必要な修正を加えるものとする。

【記載例】(1) 貸借対照表日後、監査報告書日までの間に設立団体の数の変更に

係る定款の変更の効力が生じた場合

（重要な後発事象）

設立団体の数の増加による○○市の設立団体への加入

平成 31 年２月 28 日に、○○市の設立団体への加入に係る地方独立行政法人

法第８条第２項の議決が行われ、平成 31 年５月１日付で○○市が設立団体に加

入する定款の効力が生じました。

【加入した設立団体の概要】

① 加入設立団体の名称

加入設立団体の名称 〇〇市

② 加入の主な理由
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×××のため。

③ 加入日

平成 31 年５月１日

【記載例】(2) 貸借対照表日後、監査報告書日までの間に設立団体の数の変更に

係る法第８条第２項の議決が行われた場合

（重要な後発事象）

設立団体の数の増加による○○市の設立団体への加入

平成 31 年４月 30 日に、○○市の設立団体への加入に係る地方独立行政法人

法第８条第２項の議決が行われました。

なお、平成 31 年７月１日に定款の効力が生じ、○○市が設立団体に加入する

予定です。

【加入した設立団体の概要】

① 加入設立団体の名称

加入設立団体の名称 〇〇市

② 加入の主な理由

×××のため。

③ 加入日

平成 31 年７月１日（予定）

【記載例】(3) 当事業年度中に設立団体の数の変更に係る法第８条第２項の議決

が行われたが、貸借対照表日までに当該定款の変更の効力が生じていない場合

（重要な後発事象等）

設立団体の数の増加による○○市の設立団体への加入

平成 31 年２月 28 日に、○○市の設立団体への加入に係る地方独立行政法人

法第８条第２項の議決が行われました。

なお、平成 31 年７月１日に定款の効力が生じ、○○市が設立団体に加入する

予定です。

【加入した設立団体の概要】

① 加入設立団体の名称

加入設立団体の名称 〇〇市

② 加入の主な理由

×××のため。

③ 加入日

平成 31 年７月１日（予定）

第１５章 連結財務諸表

Ｑ１０９－１ 「注解８０ 重要性の原則の適用について」により、連結財務諸表を

作成するに当たっては重要性の原則の適用があることを示しているが、連結の範
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囲、連結のための個別財務諸表の修正、特定関連会社の資産及び負債の評価、未

実現利益の消去、連結財務諸表の表示等に関する重要性の具体的な判断基準はど

のようなものか。

Ａ

重要性の原則が適用されるのは、連結財務諸表の利用者の判断を誤らせること

がない程度であれば、ある程度簡便な方法で作成することができることを示すも

のであり、一律に具体的な数値を用いて判断基準を制定することはできない。例

えば連結対象会社が多数存在する場合においては、連結対象会社間の少額の取引

までを全て相殺することは困難であり、そのような場合に重要性の原則を用いて

処理することになる。重要性の原則は、法人集団の財政状態、運営状況及び公的

資金の使用状況等に関する合理的な判断を妨げないかどうかという観点から、各

法人の状況に応じて適切に適用されるべきである。

Ｑ１０９－２ 法第２１条第２項に基づく出資事業において、特定大学技術移転事

業を実施する者が消費税の会計処理に関して税抜方式を採用している場合、重要

性の原則を適用して、それぞれの個別財務諸表を税込方式に修正しないで連結す

ることは許容されるか。

Ａ

注解８０に規定するとおり、連結のための個別財務諸表の修正に関して重要性

の乏しいものについては、本来の会計処理によらないで合理的な範囲で簡便な方

法によることも認められる。消費税の会計処理については、その重要性は乏しい

と考えられるため、それぞれの個別財務諸表を税込方式に修正しないで連結する

ことは許容される。

Ｑ１１０―１ 特定関連会社がなく、関連会社がある場合連結財務諸表を作成する

必要はあるか。

Ａ

１ 企業会計では、財務諸表等規則第８条の９において、連結財務諸表を作成して

いない会社にあっては持分法損益等の注記を行う旨の規定があるように、連結子

会社がなく、関連会社のみがある場合には連結財務諸表を作成する必要はない。

地方独立行政法人においても特定関連会社がない場合には、連結財務諸表を作成

しないことができると考えられる。

２ なお、その場合において、企業会計における持分法損益等の注記と同様の注記

を行うことは不要である。当該関連会社に対する出資については個別財務諸表に

おいて出資先持分額（会計基準第３１第２項(3)参照）による評価がなされるため

である。

Ｑ１１０－２ 特定関連会社がなく、関連公益法人が該当ある場合、会計基準第

１３０による開示は必要となるのか。

Ａ

注解８８において、公的な会計主体である地方独立行政法人は関連公益法人

等との関係を開示し説明する責任を有していると規定している。このため特定関

連会社がなく連結財務諸表を作成していない場合には、個別財務諸表の附属明細

書として開示することが求められる。
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Ｑ１１２―１ 地方独立行政法人においては、会計方針の変更及び過去の誤謬の訂

正に伴う過年度の財務諸表の遡及修正は行わないこととされているが（Ｑ７８－

７参照）、連結又は持分法の対象となる関係会社の決算において、過年度の財務

諸表の遡及修正が行われている場合、連結財務諸表の作成に当たり、どのような

処理を行うべきか。

Ａ

１ 同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、地方独立行政法人及び関

係会社が採用する会計処理の原則及び手続は、会計基準の｢第１２ 節地方独立行

政法人固有の会計処理｣に定めるものを除き、原則として地方独立行政法人の会計

処理に統一しなければならないものとされている（会計基準第１１２第１項参

照）。

２ 過年度の財務諸表の遡及修正を行わないとする取扱いは、地方独立行政法人固

有の会計処理に該当するため、地方独立行政法人と会計処理を統一する必要はな

く、当該関係会社の決算数値をそのまま利用して、連結財務諸表を作成すること

となる。

ただし、連結純資産変動計算書における連結剰余金の表示については、以下の

取扱いとすることが適当である。

① 当期首残高

前年度の連結剰余金期末残高と同額を記載する。

② 関係会社における過年度財務諸表の遡及修正による影響額

会計方針の変更による前年度以前の遡及適用の累積的影響額及び過去の誤謬

による前年度以前の修正再表示による累積的影響額を合計し、純額を「関係会

社における過年度財務諸表の遡及修正による影響額」として、上記①の次に区

分記載する。

③ 上記影響額を反映した当期首残高

  上記①に上記②の影響額を反映した金額を「上記影響額を反映した当期首残高」

として上記②の次に記載する。

Ｑ１１２―２ 会計処理の原則及び手続で公立大学法人及び関係会社との間で特に

異なるものがあるときは、その概要を注記することとされているが、地方独立行

政法人法第２１条第２項に基づく出資事業における特定大学技術移転事業を実施

する者を連結している場合において、重要性の観点から消費税の会計処理や固定

資産の減価償却方法について注記しないとすることは許容されるか。

Ａ

  消費税の会計処理や固定資産の減価償却方法については、重要性が乏しいと考

えられることから、その内容を注記しないこととする。

Ｑ１２１―１ 地方独立行政法人において繰延資産を計上してはならないとされて

いる一方で連結貸借対照表には特定関連会社の繰延資産を計上することが認めら

れていることは、会計基準第１１２の会計処理の統一と矛盾しないのか。

Ａ

  注解７に記載のとおり、地方独立行政法人において繰延資産の計上を認めてい

ないのは、企業会計において繰延資産に計上される取引が想定されないためであ
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る。すなわち地方独立行政法人の特定関連会社において企業会計原則等に従って

計上された繰延資産そのものを否定するものではない。したがって、地方独立行

政法人における繰延資産計上禁止と、特定関連会社における繰延資産計上は、組

織形態の違いによるものであり、会計処理の統一上の問題とはならない。

Ｑ１２９―１ 会計基準「第１２９ 表示区分及び表示方法」により、連結キャッシ

ュ・フロー計算書の表示方法は直接法によるものと考えられるが、一般事業会社

は間接法で作成していることが多く、一般事業会社に過度の事務負担をかけるこ

とにならないか。

Ａ

連結キャッシュ・フロー計算書においては、多くの一般事業会社において間接

法が採用されている実務慣行と、直接法による連結キャッシュ・フロー計算書の

作成負担に鑑みて、間接法による開示も認められるものとする。

Ｑ１３０－１ 関連公益法人等のうち、公益法人会計基準の適用がない法人の開示

内容はどうすればよいか。

Ａ

  公益法人会計基準の適用がない法人については、正味財産増減計算書の内容に

ついては、開示の必要はない。

Ｑ１３０－２ 関連公益法人等の財務状況の附属明細書における開示様式はどのよ

うになるか。

Ａ

  様式は以下を参考にされたい。

Ｑ１３０－３ 附属明細書で明らかにしなければならない、関連公益法人等の収支

計算書に計上されている「当期収入合計額」及び「当期支出合計額」はどのよう

な内容か。

Ａ

収支計算書の、事業活動、投資活動、財務活動及び予備費の各々の収入額及び

支出額の合計額とする。

適用している会計基準等により、関連公益法人等が収支計算書を作成していな

い場合には、「収支計算書に計上されている当期収入合計額、当期支出合計額及

び当期収支差額」の記載を行う必要は無いが、記載を行っていない旨及びその理

由について、附属明細書上で注記する必要がある。

Ｑ１３１―１ 会計基準第１３１における関連公益法人等に該当するか否かは、各

年度末で判断するのか。また、第２項(2)における「事業収入に占める取引の額が

正味財産
期末残高

収益 費用 当期増減額 収益 費用等 当期増減額

A B C=A-B D E=C+D F G H=F-C I J=H+I K=E+J

その他の
費用

受取
補助金等

その他の
収益

一般正味
財産

期首残高

一般正味
財産

期末残高

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費

一般正味財産増減の部 指定正味財産増減の部

費用の内訳収益の内訳 収益の内訳
指定正味

財産
期首残高

指定正味
財産

期末残高
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三分の一以上」であるかどうかは公益法人等の決算が終了してからでなければ判

断できず、６月末までに設立団体の長に決算書類を提出することができなくなる

が、どうするのか。

Ａ

１ 原則として、監査・保証実務委員会実務指針第５２号「連結の範囲及び持分法

の適用範囲に関する重要性の原則の適用等に係る監査上の取扱い」（ 終改正平

成２６年１月１４日 日本公認会計士協会）を援用して判断することが適当であ

る。すなわち、関連公益法人等に該当するか否かの判断に当たって「事業収入に

占める地方独立行政法人との取引に係る額が三分の一以上」であるかは、連結財

務諸表作成会計期間と同時期の各公益法人等の事業年度に係る損益計算書による

ものとする。ただし、公益法人等の事業年度の末日が連結決算日と異なる場合に

おいてその差異が３か月を超えないときは、当該公益法人等の事業収入の額は、

当該事業年度に係るものによることができる。仮に前事業年度の決算数値を用い

た場合、当事業年度において取引額が増加した場合や新規設立が反映されなくな

り、適切ではないことになる。

２ このように、関連公益法人等の判定に当たっては同時期の取引金額により行う

ことになるが、公益法人等側の決算完了時期との関係から、地方独立行政法人の

決算の設立団体の長への提出に間に合わない場合には前事業年度の実績により判

断することもやむを得ないものと考える。前事業年度の実績により判断した場合

には、その旨を附属明細書に記載することが必要である。

３ なお、当該事業年度における公益法人等と地方独立行政法人との取引額は地方

独立行政法人において把握が可能であり、公益法人の事業収入について仮決算額

等を入手する等の方法により、関連公益法人等に該当するかどうかの判断も可能

であり、公益法人等にも協力を要請すること等により、できる限り当該年度の実

績により判断することが要請される。

Ｑ１３１―２ 関連公益法人等への該当を判断するに当たり、会計基準第１３１に

おいて「事業収入」とあるが、その範囲はどこまでなのか。

Ａ

原則として、会計基準第１３１にいう「事業収入」とは、判断される公益法人

等に適用される会計基準により適正に作成された正味財産財源計算書等の財務諸

表における事業収入を指す。

第１６章 合併に関する会計処理

Ｑ１３５－１ 地方独立行政法人の合併に関する基本的な考え方は、どのようなも

のか。
Ａ

１ 地方独立行政法人の会計については、原則として企業会計原則によることとさ

れている（法第３３条）一方で、公共的な性格を有し、利益の獲得を目的とせ

ず、独立採算制を前提としないなどの地方独立行政法人の特殊性も考慮して、地

方独立行政法人会計基準が定められている。このため、地方独立行政法人の合併
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に関する会計処理についても、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準であ

る企業会計基準第２１号「企業結合に関する会計基準」（ 終改正平成３１年１

月１６日 企業会計基準委員会）を基礎とし、これに地方独立行政法人の特殊性

を考慮して修正を加えるアプローチを採用している。

２ 企業会計基準第２１号「企業結合に関する会計基準」においては、一方の企業

による他の企業の「支配」（ある企業の活動から便益を享受するために、その企

業の財務及び経営方針を左右する能力を有していること）の獲得の有無を基準と

して、合併を「取得」、「共同支配企業の形成」、「共通支配下の取引」に以下

のように分類した上で、各々の会計処理を定めている。

合併の類型 定義 会計処理

取得 ある企業が他の企業に対す

る支配を獲得すること

パーチェス法（被取得企業から受

け入れる資産負債の取得原価を、

対価として交付する現金及び株式

等の時価とする方法）

共同支配企業の

形成

複数の独立した企業が契約

等に基づき共同支配企業

（複数の独立した企業によ

り共同で支配される企業）

を形成すること

簿価引継処理（合併の前後で帳簿

価額を同一とする方法）

共通支配下の取

引

合併当時企業の全てが、合

併の前後で同一の株主によ

り 終的に支配され、か

つ、その支配が一時的でな

い場合の合併

簿価引継処理（合併の前後で帳簿

価額を同一とする方法）

３ 企業会計基準第２１号「企業結合に関する会計基準」における「支配」の有無

は、具体的には合併に伴う対価の種類や、議決権比率の大きさ、取締役会等の構

成などがその判断基準とされているが、地方独立行政法人においては、合併に伴

う対価の交付を前提としていないことや議決権概念が存在しないこと等の特殊性

を有することから、「設立団体としての地位」を有するか否かを「支配」の判断

基準として採用することとした。

これは、地方独立行政法人においては、法人運営に係る重要事項（中期目標等

の設定、理事長の任命、重要財産の処分における認可など）は設立団体が決定す

ることとなっているため、「設立団体としての地位」を有することが、他の地方

独立行政法人を「支配」していることを意味していると考えられるためである。

「支配」概念を「設立団体としての地位」を有することと整理した結果、地方

独立行政法人においては、「設立団体としての地位」に断絶がある合併を「取

得」、「設立団体としての地位」に断絶がない合併を「設立関係の継続」に以下

のように分類した上で、企業会計基準第２１号「企業結合に関する会計基準」に

準じ、各々の会計処理を行うこととした。

合併の類型 定義 会計処理
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取得 合併後法人の設立団体以外の地方公共

団体のみによって設立された地方独立

行政法人を合併前法人に含む（設立団

体としての地位に断絶がある）合併

パーチェス法（被取得法人

から受け入れた資産及び負

債の時価を取得原価とする

方法

設立関係の継

続

合併後法人の設立団体の一又は二以上

によって設立された地方独立行政法人

のみを合併前法人とする（設立団体と

しての地位に断絶がない）合併

簿価引継処理（合併の前後

で帳簿価額を同一とする方

法）

Ｑ１３５－２ 合併の類型区分は、具体的にどのように行われるのか。

Ａ

  「取得」、「設立関係の継続」の主なパターンは以下のとおりである。また、

特に想定される事例について説明を加える。

【取得】

事例①：設立団体が異なる地方独立行政法人の合併で、いずれかの合併前法人の

設立団体の全てが、合併後法人の出資団体となるケースである。合併後法人に

ついて、Ａ地方公共団体が設立団体となり、Ｂ地方公共団体が出資団体となる

場合には、Ｂ地方公共団体が設立団体であった合併前法人について設立団体の

地位に断絶が発生するため、Ａ地方公共団体が設立団体であった合併前法人に

よるＢ地方公共団体が設立団体であった合併前法人の取得となる。また、合併

後法人について、Ｂ地方公共団体が設立団体となり、Ａ地方公共団体が出資団

体となる場合には、Ｂ地方公共団体が設立していた合併前法人について設立団

体の地位に断絶が発生するため、Ｂ地方公共団体が設立していた合併前法人に

よるＡ地方公共団体が設立していた合併前法人の取得となる。

【設立関係の継続】
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事例③：設立団体が異なる地方独立行政法人の合併で、それぞれの合併前法人の

設立団体が、合併後法人の設立団体となるケースである。Ａ地方公共団体が設

立団体である合併前法人及びＢ地方公共団体が設立団体である合併前法人のい

ずれにおいても設立団体の地位に断絶が発生しないため、設立関係の継続とな

る。

事例⑦、⑧：合併前法人の設立団体と合併後法人の設立団体が同一となる合併で

あるため、設立関係の継続となる。

事例⑨：設立団体が同じである共同設立形態の地方独立行政法人の合併であり、

合併前法人の設立団体の一部のみが、合併後法人の設立団体となるケースであ

る。合併前法人のいずれにおいても、設立団体の地位に断絶が発生しないため

（合併前法人のＡ設立団体ないしＢ設立団体は、引き続き合併後法人の設立団

体となる）、設立関係の継続となる。

Ｑ１３５－３ 設立団体が異なる地方独立行政法人の合併で、それぞれの合併前法

人の設立団体の一部のみが、合併後法人の設立団体となるケース（Ｑ１３５－２

の事例④、⑤、⑥）においては、出資団体となる地方公共団体に帰属する部分を

「取得」とみなすことはしないのか。

Ａ

企業会計においては、合併前企業の株主の中に、合併後企業において重要な役

割を担わない者が含まれている場合には、承継される資産・負債のうち、当該株

主の持分に相当する部分についてはパーチェス法を適用することとされている。

地方独立行政法人の合併においては、合併前法人の設立団体の一部のみが、合併

後法人の設立団体となるＱ１３５－２の事例④、⑤、⑥のケースがこの例に相当

する。このため、このような場合において承継される資産・負債の一部をパーチ

ェス法で処理する必要があるかどうかが問題となる。

この点、地方独立行政法人制度においては、株式会社における持分に相当する

概念はなく（例えば、設立団体が２以上ある地方独立行政法人について、出資額

の多寡により設立団体間で権限行使等において差が生じることはない。）、出資

団体となる地方公共団体の持分相当額を算定することはできない。また、合併前

法人の一部の設立団体による支配が合併後法人においても継続している以上、設

立団体の地位に断絶が発生しているとはいえない。したがって、この場合におい

ても、設立団体の地位に断絶がないとして設立関係の継続に該当することとして

いる。

Ｑ１３６－１ 地方独立行政法人における取得の会計処理は、企業会計基準第２１

号「企業結合に関する会計基準」と同様であるか。

Ａ

１ 企業会計基準第２１号「企業結合に関する会計基準」では、取得の会計処理は

以下の手順で行うこととされている。

１）取得原価の算定（取得の対価となる財の時価で算定した額を取得原価とす

る）

２）取得原価の配分（取得原価を被取得企業から受け入れた資産及び負債の時価

を基礎として配分する）

３）のれんの確定（取得原価が被取得企業から受け入れた資産及び負債に配分さ
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れた純額を上回る場合には、その超過額をのれんとして、下回る場合には、そ

の不足額を負ののれんとして会計処理する）

地方独立行政法人の合併は対価の支払を前提とするものではないため、取得価

額の算定が問題となるが、地方独立行政法人の合併では、法第１０９条及び第１

１３条により、合併消滅法人と当該合併消滅法人に出資している地方公共団体と

の出資関係は合併後の法人に承継されると解されていることから、取得とされた

地方独立行政法人の合併の会計処理については、企業会計基準第２１号「企業結

合に関する会計基準」における支払対価が取得企業の株式である場合の合併の扱

いに準じて整理することとした。

企業会計基準適用指針第１０号「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（ 終改正平成３１年１月１６日 企業会計基準委員会）で

は、支払対価が取得企業の株式である場合、

１）取得企業の株式に市場価格がある場合には、企業結合日における株価に交付

株式数を乗じた額

２）１）がない場合において、取得企業の株式に合理的に算定された価額を得ら

れるときは、企業結合日における当該価額に交付株式数を乗じた額

３）２）が得られない場合において、被取得企業の株式に合理的に算定された価

額があるときは、企業結合日における当該価額に交付株式数を乗じた額

４）３）が得られない場合には、被取得企業から受け入れた資産及び負債の企業

結合日の時価を基礎とした正味の評価額

を取得原価とすることとされているが、地方独立行政法人の出資金自体には、株

式の概念を前提とした「市場価格に基づく価額」及び「合理的に算定された価

額」は存在しないため、地方独立行政法人の合併においては、４）に準じて扱う

ものと整理した。この結果、地方独立行政法人の合併においては、のれんは発生

しないこととなる。

２ 次に、増加資本の会計処理をどのように行うかが問題となる。

企業会計基準第２１号「企業結合に関する会計基準」では、企業結合の対価と

して取得企業が新株を発行した場合には、増加資本を払込資本（資本金又は資本

剰余金）の増加として会計処理するとされていることから、地方独立行政法人の

合併においても、被取得法人から受け入れた資産及び負債の時価の差額を資本取

引として、全て資本金又は資本剰余金として処理することも考えられる。しかし

ながら、法第１１９条第６項及び第１２０条第６項により、合併消滅法人の 終

年度の利益及び損失の処理については合併後法人が行うこととされていることか

ら、利益剰余金については、合併消滅法人の 終年度の利益及び損失の処理を適

切に行うために、合併後法人に移転直前に付されていた適正な帳簿価額で引き継

ぐこととすることが適当である。また、法第１０９条及び第１１３条により、合

併消滅法人と当該合併消滅法人に出資している地方公共団体との出資関係は合併

後法人に承継されると解されているため、資本金及び資本剰余金についても移転

直前に付されていた適正な帳簿価額で引き継ぐこととなる。

なお、被取得法人より移転する資産及び負債の時価と移転直前に付されていた

適正な帳簿価額との差額は、資本取引として整理することが適当であるため、こ

れを資本剰余金として整理することとした。

Ｑ１３６－２ 取得の会計処理において、被取得法人から移転する資産及び負債を
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時価で計上することとされているが、具体的にどのような価額で計上するのか。

Ａ

地方独立行政法人法では、移行型地方独立行政法人の成立の際に、現に設立団

体が有する権利及び義務のうち政令で定めるところにより設立団体の長が定める

ものを当該移行型地方独立行政法人が承継する場合、承継される権利に係る財産

の価額は、移行型地方独立行政法人の成立の日における時価を基準として設立団

体が評価した価額とするとされている（法第６６条の２第３項）。

取得とされた合併における被取得法人の資産及び負債の時価評価については、

法令の定めはないが、移行型地方独立行政法人の設立の際の資産及び負債の時価

評価と同様の方法によることが適当である。

Ｑ１３６－３ 「取得」とされた合併において、吸収合併消滅法人の 終事業年度

の会計処理は、時価に基づく必要があるか。

Ａ

「設立関係の継続」の場合、吸収合併消滅法人は消滅するものの、会計上は設

立関係が継続しているため、吸収合併消滅法人は、 終事業年度に資産及び負債

の適正な帳簿価額を算定し、その額が吸収合併存続法人に引き継がれることにな

る。

これに対して、「取得」の場合、吸収合併消滅法人は、会計上清算されたとみ

なせるため、吸収合併消滅法人の 終事業年度の財務諸表は、時価に基づくこと

が考えられる。しかしながら、実務における費用対効果を勘案して、吸収合併消

滅法人の 終事業年度の財務諸表は、吸収合併消滅法人が継続すると仮定した場

合の適正な帳簿価額によることとする。

Ｑ１３６－４ 「取得」とされた合併の具体的な会計処理例はどのようなものか。

Ａ

以下に、具体的な事例に則して、説明を加える。

前提条件

Ａ地方独立行政法人（設立団体はＡ県）はＢ地方独立行政法人（設立団体Ｂ

市）を平成２７年４月１日付けで吸収合併した。吸収合併存続法人であるＡ地方

独立行政法人の設立団体は、Ａ県となる。

以上より、Ａ地方独立行政法人とＢ地方独立行政法人の吸収合併は、「取得」

に該当する。

なお、合併直前日（平成２７年３月３１日）のＡ地方独立行政法人及びＢ地方

独立行政法人の貸借対照表は、それぞれ次のとおりである。

Ａ地方独立行政法人貸借対照表

固定資産 1,500 固定負債 300

流動資産 500 流動負債 200

負債合計 500

資本金 1,000

資本剰余金 300

利益剰余金 200
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純資産合計 1,500

資産合計 2,000 負債純資産合計 2,000

Ｂ地方独立行政法人貸借対照表

固定資産 900 固定負債 200

流動資産 100 流動負債 100

負債合計 300

資本金 500

資本剰余金 100

利益剰余金 100

純資産合計 700

資産合計 1,000 負債純資産合計 1,000

（Ａ地方独立行政法人における合併仕訳）平成２７年４月１日

会計基準第１３６第１項に従い、Ａ地方独立行政法人は、消滅法人である

Ｂ地方独立行政法人の純資産の内訳項目（資本金、資本剰余金、利益剰余

金）、資産及び負債を移転直前に付されていた適正な帳簿価額で引き継ぐ。
固定資産 ９００ 固定負債 ２００

流動資産 １００ 流動負債 １００

資本金 ５００

資本剰余金 １００

利益剰余金 １００

その後、会計基準第１３６第２項に従い、被取得法人より移転された資産

及び負債を時価で評価し、評価差額については資本剰余金を増減する。

なお、Ｂ被取得法人より移転する資産及び負債の時価評価額及び評価差額

は、それぞれ次のとおりである。

項目 帳簿価額 時価 差額

固定資産 900 2,000 1,100

流動資産 100 600 500

固定負債 (200) (300) (100)

流動負債 (100) (200) (100)

評価差額 － － 1,400

（Ａ地方独立行政法人における時価評価時の仕訳）平成２７年４月１日
固定資産 １，１００ 固定負債 １００

流動資産 ５００ 流動負債 １００

資本剰余金(合併による評

価差額)

１，４００

この結果、平成２７年４月１日時点における合併後のＡ地方独立行政法人

の貸借対照表は、次のようになる。

Ａ地方独立行政法人貸借対照表
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固定資産 3,500 固定負債 600

流動資産 1,100 流動負債 400

負債合計 1,000

資本金 1,500

資本剰余金 1,800

利益剰余金 300

純資産合計 3,600

資産合計 4,600 負債純資産合計 4,600

Ｑ１３６－５ 合併により受け入れた吸収合併消滅法人の資金残高については、キ

ャッシュ・フロー計算書上どのように表示するのか。

（関連項目：第６８ 表示区分）

Ａ

  合併により受け入れた吸収合併消滅法人の資金残高については、「資金期首残

高」に加算する形式で「合併に伴う資金の増加額」を、以下のとおり独立表示す

る。

  なお、これは「取得」に該当する吸収合併及び「設立関係の継続」に該当する

吸収合併に適用され、新設合併については、資金期首残高に含めて表示すること

となる。

  Ⅵ 資金期首残高      ×××

  Ⅶ 合併に伴う資金の増加額 ×××

  Ⅷ 資金期末残高      ×××

Ｑ１３６－６ 注解５０「重要な非資金取引について」において注記が求められて

いる「合併により承継した資産、負債及び純資産の額並びにその主な内訳」は、

具体的にどのように記載するのか。

（関連項目：第７１ 注記事項）

Ａ

「取得」に該当する吸収合併又は「設立関係の継続」に該当する吸収合併の場

合、以下のように「合併により承継した資産、負債及び純資産の額並びにその主

な内訳」を記載する。

【記載例】

（キャッシュ・フロー計算書関係）

重要な非資金取引の内容

② 合併

当事業年度に合併した A 地方独立行政法人より承継した資産及び負債の主な内

訳は次のとおりである。また、合併により増加した資本金、資本剰余金及び利益

剰余金は、それぞれ×××百万円、×××百万円及び×××百万円である。

（単位：百万円）

合併により承継した資産及び負債
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固定資産 ×××

流動資産 ×××

資産合計 ×××

固定負債×××

流動負債 ×××

負債合計 ×××

Ｑ１３６－７ 合併による資産、負債及び純資産の受入額について、附属明細書上

どのように記載するのか。

（関連項目：第７７ 附属明細書）

Ａ

１ 「取得」又は「設立関係の継続」に該当する新設合併においては、附属明細書

の期首残高に合併による受入額を記載する。

２ 「取得」又は「設立関係の継続」に該当する吸収合併においては、附属明細書

の当期増加額に合併による受入額を記載するとともに、必要に応じて増加理由等

を記載する。

Ｑ１３６－８ 吸収合併の場合、吸収合併存続法人と吸収合併消滅法人の会計処理

方法を統一する必要があるか。

（関連項目：第７８ 注記）

Ａ

１ 吸収合併存続法人と吸収合併消滅法人との間で会計処理方法に違いがある場合

には、同一の環境下で行われた同一の性質の取引等については会計処理方法の変

更に準じて、適切と考えられる方法に統一する。会計処理方法の統一は、監査・

保証実務委員会実務指針第５６号「親子会社間の会計処理の統一に関する監査上

の取扱い」（ 終改正平成２６年１月１４日 日本公認会計士協会）に準じて行

う。

なお、退職給付引当金に係る会計基準変更時差異の費用処理年数が吸収合併存

続法人と吸収合併消滅法人の間で異なっていても、当該差異は「同一の環境下で

行われた同一の性質の取引等」には該当せず、会計処理方法の統一は求められな

いと解される。

したがって、合併後においても各合併前法人が採用していた費用処理年数をそ

のまま引き継ぐものとする。

２ 会計処理方法の統一のための会計処理の変更は、原則として、法人合併日に、

吸収合併存続法人（合併後法人）が行う。

会計処理方法の統一は、吸収合併存続法人又は吸収合併消滅法人が合併計画の

中で法人合併日前に行うことも正当な理由に基づく会計方針の変更として認めら

れる。

また、複数の会計処理方法を統一する必要がある場合には、原則として、同一

の事業年度に行うこととする。同一の事業年度に会計処理方法を統一できない場

合には、その旨及び理由を開示する。

３ 固定資産の残存価額及び耐用年数については、合併後に取得したものについて

は統一する必要があるが、合併前に取得したものについては、実務における費用

対効果を勘案して、従前の方法を引き続き採用することも許容されるが、この場
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合には、その旨を注記するものとする。

Ｑ１３６－９ 取得とされた合併を行った場合、被取得法人が保有していた特定の

償却資産の特定手続は再度必要となるのか。

（関連項目：第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理）

Ａ

会計基準第８７第１項の特定の償却資産は、地方独立行政法人の財務構造等を

勘案してその減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして、あらかじ

め取得時までに設立団体の長が個別に資産を特定しているものである。取得とさ

れた合併を行い、特定の償却資産を承継した場合には、合併後法人の設立団体の

長が法人合併日までに償却資産の特定を行い、会計基準第８７第１項が適用され

る償却資産の範囲を明確にすることが適当である。

なお、会計基準第９１の資産除去債務に係る特定の除去費用等についても、同

様の取り扱いとすることが適当である。

Ｑ１３６－１０ 取得関連費用（外部者に対して支払う特定の報酬・手数料等）は、

いつの時点での費用となるのか。

Ａ

  地方独立行政法人の合併を行うかどうかについての判断を行うのは設立団体で

あるため、取得関連費用は設立団体の支出として処理されることが想定される。

ただし、運営費交付金等により地方独立行政法人が支出する場合には、発生年度

の費用として処理することとなる。

Ｑ１３７－１ 会計基準第１３７が定める取得とされた合併に係る注記事項は、具

体的にどのように行うのか。

Ａ

  以下の記載例を参考に注記を行う。なお、新設合併においては、(3)の記載は不

要である。

【記載例】

（合併関係）

取得による合併

(1) 合併の概要

① 被取得法人の名称及び事業の内容

  被取得法人の名称 地方独立行政法人〇〇〇

  事業の内容    ×××事業

② 被取得法人の設立団体の名称 〇〇市

③ 合併を行った主な理由

  ×××のため。

④ 法人合併日

  平成２６年７月１日

⑤ 合併の法的形式

  地方独立行政法人法第１０８条に基づく吸収合併

⑥ 合併後法人の名称 地方独立行政法人△△△



233

⑦ 合併後法人の設立団体の名称 〇〇県

(2) 財務諸表に含まれている被取得法人の業績の期間

  平成２６年７月１日から平成２７年３月３１日まで

(3) 法人合併日に受け入れた資産、負債及び純資産の額並びにその主な内訳

  固定資産  ××× 百万円

  流動資産  ××× 百万円

  資産合計  ×××  百万円

  固定負債  ××× 百万円

  流動負債  ××× 百万円

  負債合計  ××× 百万円

  資本金   ××× 百万円

  資本剰余金 ××× 百万円

  利益剰余金 ××× 百万円

  純資産合計 ××× 百万円

Ｑ１３８－１ 「設立関係の継続」とされた合併の具体的な会計処理例はどのよう

なものか。

Ａ

以下に、具体的な事例に則して、説明を加える。

前提条件

Ａ地方独立行政法人（設立団体はＡ県）はＢ地方独立行政法人（設立団体Ｂ市）

を平成２７年４月１日付けで吸収合併した。吸収合併存続法人であるＡ地方独立

行政法人の設立団体は、Ａ県及びＢ市となる。

以上より、Ａ地方独立行政法人とＢ地方独立行政法人の吸収合併は、「設立関

係の継続」に該当する。

なお、合併直前日（平成２７年３月３１日）のＡ地方独立行政法人及びＢ地方

独立行政法人の貸借対照表は、それぞれ次のとおりである。

Ａ地方独立行政法人貸借対照表

固定資産 1,500 固定負債 300

流動資産 500 流動負債 200

負債合計 500

資本金 1,000

資本剰余金 300

利益剰余金 200

純資産合計 1,500

資産合計 2,000 負債純資産合計 2,000

Ｂ地方独立行政法人貸借対照表

固定資産 900 固定負債 200

流動資産 100 流動負債 100

負債合計 300
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資本金 500

資本剰余金 100

利益剰余金 100

純資産合計 700

資産合計 1,000 負債純資産合計 1,000

（Ａ地方独立行政法人における合併仕訳）平成２７年４月１日

会計基準第１３８に従い、Ａ地方独立行政法人は、消滅法人であるＢ地方独立

行政法人の純資産の内訳項目（資本金、資本剰余金、利益剰余金）及び資産、負

債を移転直前に付されていた適正な帳簿価額で引き継ぐ。
固定資産 ９００ 固定負債 ２００

流動資産 １００ 流動負債 １００

資本金 ５００

資本剰余金 １００

利益剰余金 １００

この結果、平成２７年４月１日時点における合併後のＡ地方独立行政法人の貸

借対照表は、次のようになる。

Ａ地方独立行政法人貸借対照表

固定資産 2,400 固定負債 500

流動資産 600 流動負債 300

負債合計 800

資本金 1,500

資本剰余金 400

利益剰余金 300

純資産合計 2,200

資産合計 3,000 負債純資産合計 3,000

Ｑ１３９－１ 会計基準第１３９が定める設立関係の継続とされた合併に係る注記

事項は、具体的にどのように行うのか。

Ａ

以下の記載例を参考に注記を行う。なお、新設合併においては、（３）の記載

は不要である。

【記載例】

（合併関係）

設立関係の継続による合併

(1) 合併の概要

① 消滅法人の名称及び事業の内容

  消滅法人の名称 地方独立行政法人〇〇〇

  事業の内容    ×××事業

② 消滅法人の設立団体の名称 〇〇市

③ 合併を行った主な理由

  ×××のため。
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④ 法人合併日

  平成２６年７月１日

⑤ 合併の法的形式

  地方独立行政法人法第１０８条に基づく吸収合併

⑥ 合併後法人の名称 地方独立行政法人△△△

⑦ 合併後法人の設立団体の名称 〇〇県

(2) 財務諸表に含まれている消滅法人の業績の期間

  平成２６年７月１日から平成２７年３月３１日まで

(3) 法人合併日に受け入れた資産、負債及び純資産の額並びにその主な内訳

  固定資産  ××× 百万円

  流動資産  ××× 百万円

  資産合計  ×××  百万円

  固定負債  ××× 百万円

  流動負債  ××× 百万円

  負債合計  ××× 百万円

  資本金   ××× 百万円

  資本剰余金 ××× 百万円

  利益剰余金 ××× 百万円

  純資産合計 ××× 百万円

Ｑ１４０－１ 会計基準第１４０が定める重要な後発事象等の注記は、具体的にど

のように行うのか。

Ａ

貸借対照表日後、監査報告書日までに合併が完了した場合、貸借対照表日後、

監査報告書日までに法第１０８条第１項各号又は第１１２条第１項各号に掲げる

事項が協議により定められた場合、又は当事業年度中に法第１０８条第１項各号

又は第１１２条第１項各号に掲げる事項が協議により定められたが、貸借対照表

日までに合併が完了していない場合には、以下の記載例を参考に注記を行う。

【記載例】(1) 貸借対照表日後、監査報告書日までに合併が完了した場合

（重要な後発事象）

地方独立行政法人〇〇〇との合併

平成２７年１月３０日に、地方独立行政法人〇〇〇との合併について、地方

独立行政法人法第１０８条第１項各号に掲げる事項が定められました。その後、

平成２７年２月２８日付で同法第１０８条第１項の総務大臣（〇〇県知事）の

認可を受け、平成２７年５月１日付で地方独立行政法人〇〇〇と合併いたしま

した。

【合併の概要（設立関係の継続による合併）】

  ① 消滅法人の名称及び事業の内容

   消滅法人の名称 地方独立行政法人〇〇〇

   事業の内容    ×××事業

  ② 消滅法人の設立団体の名称 〇〇市

  ③ 合併を行った主な理由
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   ×××のため。

  ④ 法人合併日

   平成２７年５月１日

  ⑤ 合併の法的形式

   地方独立行政法人法第１０８条に基づく吸収合併

  ⑥ 合併後法人の名称 地方独立行政法人△△△

  ⑦ 合併後法人の設立団体の名称 〇〇県

【記載例】(2) 貸借対照表日後、監査報告書日までに法第１０８条第１項各号又

は第１１２条第１項各号に掲げる事項が協議により定められた場合

（重要な後発事象）

地方独立行政法人〇〇〇との合併

平成２７年４月３０日に、地方独立行政法人〇〇〇との合併について、地方

独立行政法人法第１０８条第１項各号に掲げる事項が定められました。なお、

合併は平成２７年 1０月 1日を予定しています。

【合併の概要（取得による合併）】

  ① 被取得法人の名称及び事業の内容

   被取得法人の名称 地方独立行政法人〇〇〇

   事業の内容    ×××事業

  ② 被取得法人の設立団体の名称 〇〇市

  ③ 合併を行う主な理由

   ×××のため。

  ④ 法人合併日

   平成２７年１０月１日（予定）

  ⑤ 合併の法的形式

   地方独立行政法人法第１０８条に基づく吸収合併

  ⑥ 合併後法人の名称 地方独立行政法人△△△

  ⑦ 合併後法人の設立団体の名称 〇〇県

【記載例】(3) 当事業年度中に法第１０８条第１項各号又は第１１２条第１項各

号に掲げる事項が協議により定められたが、貸借対照表日までに合併が完了し

ていない場合

（重要な後発事象等）

地方独立行政法人〇〇〇との合併

平成２７年３月３１日に、地方独立行政法人〇〇〇との合併について、地方

独立行政法人法第１０８条第１項各号に掲げる事項が定められました。

なお、平成２７年４月３０日付で地方独立行政法人法第１０８条第１項の総

務大臣（〇〇県知事）の認可を受けており、平成２７年７月１日に合併を行う

予定です。

【合併の概要（設立関係の継続による合併）】

  ① 消滅法人の名称及び事業の内容

   消滅法人の名称 地方独立行政法人〇〇〇
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   事業の内容    ×××事業

  ② 消滅法人の設立団体の名称 〇〇市

  ③ 合併を行う主な理由

   ×××のため。

  ④ 法人合併日

   平成２７年７月１日（予定）

  ⑤ 合併の法的形式

   地方独立行政法人法第１０８条に基づく吸収合併

  ⑥ 合併後法人の名称 地方独立行政法人△△△

  ⑦ 合併後法人の設立団体の名称 〇〇県


